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■ インターネット普及の基盤を支えるブロードバンドルータ技術 

インターネットの普及と常時接続できる安価なブロードバンド回線の出現で、情

報流通の通信費用が大幅に低減し、データ、音声、映像等のマルチメディアをネッ

トワークに乗せた様々なサービスが生まれている。 

ブロードバンドルータ技術はこれら情報化社会を実現する基盤技術であり、政府

が推進する e-japan 計画とあわせ、今後もさらに高速・広帯域・利便性を備えたネ

ットワーク技術実現のために各種 IT 機器へ応用され、実用化されてゆくものと考え

られる。 

■ インターネットアクセス技術とネットワーク間接続技術が技術開発の

中心 

ブロードバンドルータ技術に関する特許は 1990 年 1 月出願から 2002 年 7 月

公開分までで 2,152 件となっている。この内訳は、インターネットアクセス技術に

関するものが 905 件（42%）、ネットワーク間接続技術に関するものが 842 件

（39%）、ネットワーク管理技術に関するものが 363 件（17%）、ハードウェア技

術に関するものが 42 件（2%）である。 

 インターネットアクセス技術とネットワーク間接続技術に関するもので全出願件

数の 80%以上に達し、この２つが技術開発の中心であるといえる。 

ブロードバンドルータ技術 

ブロードバンドルータ技術
 

エグゼクティブサマリー 

■ ブロードバンドルータ技術を構成する技術要素 

ブロードバンドルータ技術は次の技術要素から構成される。 

①インターネットアクセス技術 

電話／IP 電話、電子メール／ファックス、移動端末などの異種サービス接続や

マルチメディアコンテンツ配送、および経済性、利便性などの利用者サービス

向上を図る技術 

②ネットワーク間接続技術 

LAN-LAN 間、あるいは LAN-WAN 間を接続するためのルーティング、アド

レッシング、VPN、プロトコル制御、高速処理などの技術 

③ネットワーク管理技術 

セキュリティ確保、設定・保守・課金管理、障害対策などを行う技術 

④ハードウェア技術 

ハードウェアの設計、実装などの技術 
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■ ブロードバンドルータ技術の課題と解決手段 

ブロードバンドルータ技術に関する課題とその解決手段は主に次のようなもので

ある。 

①ブロードバンドルータの基本性能に関する課題である「動作･処理の高速化」に

対しては「トラフィック処理」などで対応し、「経路選択の効率化」に対しては

「中継処理の改良」、「経路情報処理」などで対応している。 

②接続される機器の増加にともなうグロ―バル IPアドレスの不足によって顕在化

した課題「アドレッシングの最適化」に対しては「IP アドレス指定方法の改良」

などで対応している。 

③ネットワークの運用を容易にするための課題「保守・管理性の向上」に対して

は「監視情報設定技術の改良」などで対応している。 

④利用者の利便性向上を図るための課題「ネットワーク拡張性の向上」には「機

能の統合」などで、「利用者サービスの向上」、「経済性の向上」に対してはいず

れも「機能の統合」、「優先接続処理」などで対応している。 

■ 技術開発の拠点は国内では関東地区に集中 

出願上位 2０社の開発拠点を発明者の住所・居所でみると 

関東地方に４６拠点（東京都 2１、神奈川県 2１、埼玉県２、茨城県２） 

関西地方に５拠点（大阪府３、京都府１、兵庫県１） 

東海地方に２拠点（愛知県） 

東北地方に１拠点（宮城県） 

九州地方に４拠点（福岡県３、熊本県１） 

となっており、国内では関東地区に集中していることがわかる。 

一方、米国、イギリス、イスラエル、フランスなど海外の拠点も見受けられる。

ブロードバンドルータ技術 

ブロードバンドルータ技術
 

エグゼクティブサマリー 

■ インターネットアクセス技術の出願は 2000 年に急増 

インターネットアクセス技術に関する出願が急増している。特に 2000 年の出願

が 313 件と、累計 905 件中の約 35%を占めているが、その主たる内容は IP 電話、

ファックスなどの IP サービスに関するもの、および経済性、利便性、簡易化など利

用者サービスの向上を狙いとするものが約 2/3 を占めている。 
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ブロードバンドルータ技術の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術要素別の公開特許件数 

 

 

 

 

 

 

 

ブロードバンドルータ技術の範囲 

ブロードバンドルータ技術
 

主要構成技術 

ブロードバンドルータ技術とは、狭義にはアクセス回線に接続するルータ技術の

みを対象としがちであるが、実際にはネットワーク全体を構成する技術も関わって

くるため、バックボーン、インターネット、WAN 接続、アクセス回線、端末・LAN

接続技術も対象となる。これらの技術に関する 1990 年 1 月以降に出願され 2002

年 7 月までに公開された特許は 2,152 件である。この内訳は、インターネットア

クセス技術に関するものが 905 件、ネットワーク間接続技術に関するものが 842

件、ネットワーク管理技術に関するものが 363 件、ハードウェア技術に関するもの

が 42 件である。

ﾊ ﾞ ｯ ｸ ﾎ ﾞ ｰ ﾝ W A N 接 続 　 　 ｱ ｸ ｾ ｽ 回 線 ﾌ ﾞ ﾛ ｰ ﾄ ﾞ ﾊ ﾞ ﾝ ﾄ ﾞ 　 端 末 ・ L A N 接 続 （ 例 ）

ﾙ ｰ ﾀ

 専 用 回 線  I N S / D A   L A N  L A N

　  I E E E 8 0 2 . 3

 IS D N

　 　 　

　

 公 衆 回 線  A D S L

　

　

         I E E E 1 3 9 4   

        

         

 光 フ ァ イ バ 　 F T T H            L A N

　    

         

 L A N   I E E E 8 0 2 . 3

専 用 回 線 　 C A T V

ﾌ ﾟ ﾛ ﾊ ﾞ ｲ ﾀ ﾞ

 

　 　

         I E E E 1 3 9 4

     

ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ 　 　 固 定 無 線 ｱ ｸ ｾ ｽ

　 　 　 　          I E E E 8 0 2 . 1 1

         B l u e t o o t h

        

ｴ ｯ ｼ ﾞ
ﾙ ｰ ﾀ

ｴ ｯ ｼ ﾞ
ﾙ ｰ ﾀ
& O E / E O

専 用 線
ﾙ ｰ ﾀ
& H E
 ｹ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ

 ﾓ ﾃ ﾞ ﾑ

 I S D N

 ﾙ ｰ ﾀ

 A D S L
ﾙ ｰ ﾀ

 O E / E O
 & 専 用 線
ﾙ ｰ ﾀ

ｹ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ
ﾓ ﾃ ﾞ ﾑ

&  ﾙ ｰ ﾀ

専 用 線
ﾙ ｰ ﾀ

P C

電 話

P C

I P 電 話

A V

F A X

F A X

T V

P C

無 線 ﾓ ﾃ ﾞ ﾑ
&  ﾙ ｰ ﾀ

P C

A V
F W A
ｴ ｯ ｼ ﾞ
ﾙ ｰ ﾀ

ﾙ ｰ ﾀ

ﾙ ｰ ﾀ

S D H /
A T M

電 話 F A X

ｺ ｱ
ﾙ ｰ ﾀ

ｴ ｯ ｼ ﾞ
ﾙ ｰ ﾀ

ｴ ｯ ｼ ﾞ
ﾙ ｰ ﾀ

ｴ ｯ ｼ ﾞ
ﾙ ｰ ﾀ

O A

O A

1990 年１月出願から 
2002 年 7 月公開までの件数
 全 2,152 件 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ技術

905件 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理技術 
363 件 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続技術

842 件 

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ技術 

42 件 
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ブロードバンドルータ技術の出願人と出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2000 年のインターネットアクセス技術に関する技術要素別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネットアクセス技術に関する出願が急増している。特に 2000 年の出願

が 313 件と、累計 905 件中の約 35％を占めているが、その主たる内容は IP 電話、

ファックスなどの IP サービスに関するもの、および経済性、利便性、簡易化など利

用者サービスの向上を狙いとするものが全体の約 2/3 を占めている。 
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ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ技術の出願は 2000 年に急増 

ブロードバンドルータ技術
 

技術開発の動向 

IPｻｰﾋﾞｽ
86件

ｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞ
8件

ﾈｯﾄﾜｰｸ拡張性
47件

ｻｰﾋﾞｽ管理
50件

利用者ｻｰﾋﾞｽ
110件

VoIP
12件

合計 313 件 
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ブロードバンドルータ技術の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と解決手段の分布 

ブロードバンドルータ技術
 

課題と解決手段 

ブロードバンドルータ技術に関する課題とこれに対応した出願の解決手段に

は次のようなものがある。 

①ブロードバンドルータの基本性能に関する課題「動作･処理の高速化」、「経

路選択の効率化」について「中継処理の改良」、「経路情報処理」、「トラフィ

ック処理」等により対応するものが多い。 

②グローバル IP アドレスの不足によって顕在化した課題「アドレッシングの

最適化」に対しては「IP アドレス指定方法の改良」によるものが多い。 

③ネットワーク運用の課題「保守・管理性の向上」に対する解決手段としては

「監視情報設定技術の改良」を用いるものが多い。 

④利用者の利便性向上を図るための課題「ネットワーク拡張性の向上」には「機

能の統合」で、「利用者サービスの向上」、「経済性の向上」に対してはいず

れも「機能の統合」、「優先接続処理」で対応している出願が多い。 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

解
プロトコル処理

決
監視情報設定技術の改良

手
優先接続処理

段
IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上
利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上
経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

課 　題

25 1 1

10 6 23 8 1 56 17 10 1 3

2 2 6 48 1 2

8 3 2 3 15 24 25 4 2

25 6 1 5 25 1

42 26 4 6 4 4 81 9

16 4 97 3 51 21 8 1 3

2 39 3

6 1 1 4 3

7 5 2 7 1 88 8 33

1 2 1 2 4

111
39

1146

12

7

11

99 4

49

19

564 6

7552

129

1779

11 69

57

118 101
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ブロードバンドルータの基本機能である「ルーティング」に関してもっとも出願

が多い課題は「経路選択の効率化」で 110 件あり、その半数以上 61 件が「経路

設定の適正化」を図ろうとするものである。特に大量の経路情報を短時間で検索、

経路設定するための解決手段「ルーティング情報設定」に関連するものは 19 件あ

り、その出願人は通信機器メーカ、情報処理企業が多く、OA 機器メーカからの出

願もある。 

ルーティング技術の課題は経路設定の適正化 

ブロードバンドルータ技術
 

課題・解決手段対応の出願人 

ブロードバンドルータの 
ルーティングに関する 
課題と解決手段の 
出願件数 

処
理
能
力
の
向
上

ト
ラ
フ

ィ

ッ
ク

、

処
理
負
荷
の
増
大

処
理
時
間
短
縮

、

応
答
速
度
向
上

必
要
メ
モ
リ
容
量
の
増
大

転
送
レ
ー

ト

、
速
度
の
向
上

デ
ー

タ
紛
失

検
索
経
路
設
定
の
適
正
化

ル
ー

タ
と
ブ
リ

ッ
ジ
の

使
い
分
け

経
路
情
報
の

リ
ア
ル
タ
イ
ム
送
信

回
線
の
適
切
な
運
用

経
路
計
算
負
荷
の
軽
減

、

時
間
短
縮

経
路
設
定
の
機
能
向
上

ルーティングアルゴリズム
多様化

1 2 1 2 3 4 10

ルーティング制御 1 9 2 3 1 1

ローカルアドレス中継 5

ＭＡＣアドレス 1

接続制御 11 3 1 1

ルーティング情報設定 19 2 2 2

位置情報取得 1

仮想接続 1 1 1

経路情報取得 3 2 1 2 3

経路選択 1 2 1 8 1 2

端末情報設定 1

変更情報取得 1

キャッシュ（高速処理） 2

データ長制御 1

バッファメモリ強化 1

フロー制御 2

処理分散 3 3 2 1 5 1

帯域制御 1 1

プロトコル変換 1

管理テーブル参照 2 2 1

時間管理 1 1

優先度管理 1 1

優先度制御 1 1 3 1

アドレステーブル使用 1

アドレス変換 1

プライベートアドレス使用 1

検索ツリー参照 1

識別子（鍵）使用 1

サービスの共用 1

転送処理 1

動作・処理の高速化 経路選択の効率化

解決手段

課題

ブロードバンドルータの
ルーティングに関する 
課題と解決手段の出願人

経路設定の適正化
ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの
使い分け

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ
送信

回線の
適切な運用

経路計算負荷の軽減､
時間短縮

経路設定の機能向上

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ
ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化

ｴｸｾﾙ ｽｳｲﾂﾁﾝｸﾞ
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ
富士通

ｱﾝﾘﾂ,日本電気
三菱電機,日本電信電
話
小倉 直志,ﾃﾙﾐﾅｽ ﾃｸﾉ
ﾛｼﾞ-
日立製作所,日立ｺﾝﾋﾟﾕ
-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ,日立超
ｴﾙ ｴｽ ｱｲ ｼｽﾃﾑｽﾞ

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏ
ｼ-ﾝｽﾞ
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾄﾞｺﾓ (2)
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ (2)
日本電気
日立製作所 (3)
富士通

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御

沖電気工業
古河電気工業
三菱電機
東芝
東洋通信機
日本電気 (2)
日立製作所
富士通

三菱電機
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ

東芝 (2)
日本電気

古河電気工業 古河電気工業

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継

ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ INTERN
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ
松下電器産業
東芝
日本電気

接続制御

ｱﾗﾝﾃﾂｸ
ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏ
ｼ-ﾝｽﾞ
ｴｲ ﾃｲ ｱﾝﾄﾞ ﾃｲ
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ (2)
国際電気
東芝
日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ-
富士通 (2)

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ
沖電気工業
日本無線

静岡日本電気
日本電気,日本電気通
信ｼｽﾃﾑ

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定

高度通信ｼｽﾃﾑ研究所
松下電器産業 (2)
東芝 (2)
日本電気 (5)
日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
日本電信電話 (2)
日立製作所 (2)
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ (4)

ｿﾆ-
三菱電機

三菱電機
富士通

ｼﾔ-ﾌﾟ
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ-

位置情報取得 沖電気工業

仮想接続 日本電気通信ｼｽﾃﾑ

経路情報取得

ｴｲ ﾃｲ ｱﾝﾄﾞ ﾃｲ
東芝
富士通,富士通関西通
信ｼｽﾃﾑ

経路選択

ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ
松下電器産業
日本電気 (2)
日本電信電話
日本無線
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ
富士通

日本電信電話
日立通信ｼｽﾃﾑ
富士通

経路選択の効率化課題

解決手段



 

vii 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術開発の拠点は国内では関東地区に集中

ブロードバンドルータ技術
 

技術開発の拠点の分布 

ブロードバンドルータに関する出願の多い企業としては日本電気、日立製作所、リ

コーが上位を占めている。出願上位 2０社の開発拠点を発明者の住所・居所でみると

国内は関東地方に 4６拠点、関西に５拠点、東海に 2 拠点、九州に４拠点、東北に１

拠点ある。米国、イギリス、イスラエル、フランスなど海外にも多い。 

⑪

⑥ 

② 

②⑭ 

①②③④⑤⑥⑧ 

⑨○9 ⑩⑫⑯⑱⑲ 

②⑤⑥⑦⑨⑭⑮ 

②⑥

⑨ 

④⑦⑳ 

⑥ 

⑥ 

米国   ①③⑥⑦⑧⑬⑮⑰⑳ 

イギリス ⑬⑮ 

フランス ⑮ 

イスラエル ⑮ 

技術開発拠点地図 

ブロードバンドルータの上位出願人の出願件数 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電気 2 2 9 8 7 9 13 32 43 44 67 237

2 日立製作所 1 2 6 8 8 8 14 26 25 35 45 179

3 ﾘｺｰ 4 3 2 2 23 37 31 20 22 145

4 日本電信電話 3 3 3 4 15 13 26 16 47 133

5 東芝 1 1 5 3 14 19 32 24 27 126

6 富士通 1 2 1 4 4 6 5 14 20 30 37 125

7 松下電器産業 3 5 4 3 3 3 10 24 24 27 108

8 ｷﾔﾉﾝ 1 3 9 3 6 4 5 9 19 18 78

9 三菱電機 2 2 2 1 4 4 12 6 11 18 62

10 ｿﾆ- 7 3 10 6 14 12 52

11 村田機械 1 2 5 11 30 49

12 沖電気工業 1 3 5 11 14 12 46

13 ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 2 7 15 14 46

14 富士ｾﾞﾛｯｸｽ 1 4 2 5 6 1 1 2 1 9 32

15 ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 1 1 5 3 3 2 6 3 3 4 31

16 古河電気工業 2 7 3 4 4 3 3 26

17 ｴｲ ﾃｲ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ 2 2 4 6 5 3 22

18 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 1 2 2 9 5 20

19 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 2 1 1 1 1 4 1 7 18

20 ｼｬ-ﾌﾟ 2 1 6 8 18

No. 出願人
年次別出願件数

合計には 2001 年 2 月上旬までの出願分を含む 
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
日本電気の保有する特許出

願は 237 件である。そのうち

登録になったものは 74 件であ

る。 

ルータの基本機能である

「ルーティング」、「通信制

御」、インターネットアクセス

に関わる「サービス管理」の

出願が多い。 

これらの出願の主な課題

「動作・処理の高速化」に対

しては処理分散、データ長制

御などの「トラフィック処理」

で対応している。課題「経路

選択の効率化」に対してはル

ーティングアルゴリズムを多

様化するなど「中継処理の改

良」で対応している。課題「利

用者サービスの向上」に対し

てはパケットの種類により順

序制御する「優先接続処理」

などで対応している。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

グ
ロ
ー
バ
ル

IP

 
 

ア
ド
レ
ス
の
不
足 

動 的 ア ド
レス割付 

特許 2786121 
1995/01/26 
H04L 12/46 
静岡日本電気 

 

LAN 間接続ﾙｰﾀ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙにﾊﾟｹｯﾄの

出力先が LAN か公衆網かを

判断するﾌﾗｸﾞがあり､ﾙｰﾃｨﾝ

ｸﾞ処理部では受信ﾊﾟｹｯﾄの

宛先 IP ｱﾄﾞﾚｽから検索され

た次ﾙｰﾀｱﾄﾞﾚｽが LAN 上のｱ

ﾄﾞﾚｽか公衆網上の電話番号

かを判断する 

 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

経
路
設
定
の
適
正
化 

ル ー テ ィ
ン グ 情 報
設定 

特許 3239836 
1998/04/03 
H04L 12/46,200 

ﾙｰﾀ装置及び伝達ﾙｰﾄの設定

方法 

ｷｬｯｼｭﾃｰﾌﾞﾙ削除の負荷を

軽減することが可能なﾙｰﾀ装

置及び伝達ﾙｰﾄの設定方法を

提供する 

 

 
 

日本電気株式会社 

ブロードバンドルータ技術
 

主要企業 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

プロトコル処理

監視情報設定技術の改良

優先接続処理

IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上

利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上

経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

2 12 6 2

1 4 1 5 1 3

17 1 1 1 4

2 2 2

2 13 2 1

6 1 1 2 6

1 13 1 2 1 1

8 1

1 1 7

2 9 2 1 2

1 1 2

14

8

1

8

4

6

9

6

10

3

課　題

解
　
決
　
手
　
段



 

ix 

 

 

 

出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
日立製作所の保有する特許

出願は 179 件である。そのうち

登録になったものは 11 件であ

る。 

ルータの基本機能である「ル

ーティング」、「通信制御」、

「高速処理技術」の出願が多

い。 

これらの出願の主な課題「動

作・処理の高速化」に対しては

情報の流れを平均化する「トラ

フィック処理」で対応するもの

が突出して多い。課題「経路選

択の効率化」に対してはルーテ

ィングアルゴリズムの多様化

により中継処理を高速化する

など「中継処理の改良」で対応

している。   

ギガビット級の大規模、高速

ネットワークシステムに関連

する出願が多く見られる。 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

処
理
時
間
短
縮 

応
答
速
度
向
上 

処理分散 特許 3113742 
1992/07/23 
H04L 12/46 

ｲﾝﾀﾈｯﾄﾜｰｸ装置及び通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ処理の高速性を損なうこと

無く､ﾈｯﾄﾜｰｸの規模に柔軟に対応でき

るｲﾝﾀﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

 
 
 

高
速
処
理
技
術 

処
理
能
力
の
向
上 

順序制御 特許 3296001 
1993/02/05 
H04L 12/56,200 

ﾙｰﾀにおける優先度制御方式 

中継ﾊﾟｹｯﾄの優先度処理によ

り､輻輳,障害等からの迅速な

回復,音声品質の低下の抑止,

対話型環境における応答性能

の低下を抑止する 

 
 

株式会社日立製作所 

ブロードバンドルータ技術
 

主要企業 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

プロトコル処理

監視情報設定技術の改良

優先接続処理

IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上

利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上

経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

2 9 1 5

1 1 1 5 3

31 1 1 1 2 5

2 2 1

1 2 2 3

1 1 1 8

3 8 5 2

1 5

1 1 2 1

1 1 2

1

4

1

6

1

3

6

1

2

2

7

12

課　題

解
　
決
　
手
　
段



 

x 

 

 

 

出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
リコーの保有する特許出願

は 145 件である。 

インターネットファックス

関連の「サービス管理」、「利

用者サービス」関連の出願が

多い。 

これらの出願の主な課題

「ネットワーク拡張性の向

上」に対してはファックスと

電子メールシステムとの間で

転送処理をするなどの「機能

の統合」で対応している。課

金、運用の経済性、利便性な

どが含まれる課題「経済性の

向上」に対しては擬似リアル

タイム接続制御、接続時間管

理など「優先接続処理」、およ

び電話と IP 電話、ファックス

と電子メールなどのサービス

統合による「機能の統合」な

どで対応している。 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

電
子
メ
ー
ル
と
の
連
携 

汎用化(共
用化)設計

特開平 06-164645 通信装置 
LAN 上のﾜｰｸｽﾃｰｼｮ

ﾝにﾃﾞｰﾀを電子ﾒｰﾙ
のように送信するﾌ
ｧｸｼﾐﾘ装置 

 
 
 
 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

L
A
N

側
の
拡
張
性 

転送処理 特開平 07-143309 ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
LAN 内の端末から､電子ﾒｰﾙの送信操作

で､1 つの通信文を他の LAN 端末と公衆回
線上のﾌｧｸｼﾐﾘ装置とに同報送信できる 

株式会社リコー 

ブロードバンドルータ技術
 

主要企業 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

プロトコル処理

監視情報設定技術の改良

優先接続処理

IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上

利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上

経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

3

1 1 1 1 2

3 1 1 1

1 2 3 2

2 2 1

1 4

4 5 1

1

1 13 10

1

11

14

3

4

2

1

6

2

1

11

24

6

解
　
決
　
手
　
段

課　題



 

xi 

 

 

 

出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
日本電信電話の保有する特

許出願は 133 件である。その

うち登録になったものは 11 件

である。 

ルータの基本機能である

「ルーティング」、運用上必須

の「保守管理」、インターネッ

トアクセスに関わる「利用者

サービス」の出願が多い。 

これらの出願に関わる課題

であるトラフィック、処理負

荷の増大に伴う「動作・処理

の高速化」に対しては処理分

散、帯域制御などの「トラフ

ィック処理」で対応している。

複雑な作業、管理を簡易化す

る課題「保守管理性の向上」

に対しては柔軟な運用、簡易

設計を可能にする「監視情報

設定技術の改良」で対応して

いる。 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ア
ド
レ
ス
検
索
処
理
の

簡
易
化 

順序制御 特許 3051947 
1993/08/04 
H04L 12/28 

ｸﾞﾙｰﾌﾟｱﾄﾞﾚｽ処理方式 
ｱﾄﾞﾚｽ種別識別手段と､ﾊﾟｹｯﾄ保

留手段と､ﾄﾗﾌｨｯｸ観測判定手段を
含み､観測ﾄﾗﾌｨｯｸによりｱﾄﾞﾚｽ処理
を保留､開始する 
 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

運
用
の
経
済
性
、
利
便
性 

接続制御
( 電 話 /IP
電話､FAX/
電子ﾒｰﾙ) 

特許 3294522 
1997/02/19 
H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ選択方法及び
装置 

ｹﾞｰﾄｳｪｲを介して一
般電話網に発呼する場
合に、入力された接続
先の電話番号から、該
電話番号に対し最も通
信料が安くなるｹﾞｰﾄｳｪ
ｲを自動的に選択する 

日本電信電話株式会社 

ブロードバンドルータ技術
 

主要企業 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

プロトコル処理

監視情報設定技術の改良

優先接続処理

IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上

利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上

経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

1 1

9 1 1

9 2 1 7

2 2 2 2

1 10 1 3

2 6

4 1 3

4

6 1

2 1 1 5 3 4

4

2

1

1

6

3

2

3 4

2

23

11

課　題

解
　
決
　
手
　
段
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
東芝の保有する特許出願は

126 件である。そのうち登録に

なったものは４件である。 

「ルーティング」、「経路選

択の効率化」、「障害対策」の出

願が多い。 

これらの出願に関わるトラ

フィック、処理負荷の増大に伴

う課題「動作・処理の高速化」

に対しては帯域制御、処理分

散、フロー制御などの「トラフ

ィック処理」で対応している。

課題「経路選択の効率化」に対

してはルーティング制御、接続

制御などの「中継処理の改良」

で対応している。課題「障害の

防止」に対しては情報通信シス

テムの切り替え接続などの経

路制御による「中継処理の改

良」などで対応している。 
 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

通
信
制
御(

中
継)

 

処
理
時
間
短
縮
、 

応
答
速
度
向
上 

管 理 テ ー
ブル参照 

特許 3225029 
1999/07/06 
H04L 12/56,100 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置､ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｼｽﾃﾑ及びﾊﾟｹｯﾄ転送方法 

複数のﾈｯﾄﾜｰｸを相互

接続した環境で高速､大

容量のﾈｯﾄﾜｰｸ間通信を

実現可能にしたﾙｰﾀ装置 

 
 
 

高
速
処
理
技
術 

処
理
時
間
短
縮
、 

応
答
速
度
向
上 

MACアドレ
ス 

特許 3272280 
1997/10/03 
H04L 12/56,100 
 

ﾙｰﾀ装置及びﾌﾚｰﾑ転送方法 

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾌﾚｰﾑを受信した時

点で､ﾊﾟｹｯﾄに変換しﾈｯﾄﾜｰｸ

層の処理を行なうことなく､

該ﾌﾚｰﾑの転送先を決定する

ことにより､転送効率の向上

を図る 

 

株式会社東芝 

ブロードバンドルータ技術
 

主要企業 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

プロトコル処理

監視情報設定技術の改良

優先接続処理

IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上

利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上

経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
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一般的に、ルータ（IPルータ）とは、異なるネットワーク同士を相互接続する機能を持

つネットワーク機器で、情報端末につけられたIPアドレスと呼ばれる電話番号に相当する

識別子により、通信経路を記述したルーティングテーブルに従って、データを宛先のネッ

トワークまで中継する機能をもつ。ルータはISOで定めた、OSI参照モデルのネットワーク

層以上で動作するため、その動作はネットワークプロトコルに依存する。TCP/IP、

IPX/SPX、AppleTalkなどさまざまなプロトコルに対応するルータをマルチプロトコルルー

タと呼ぶ。ルータの分類としては、公衆網などのアクセス回線を使用してインターネット

（WAN）へ接続するためのアクセスルータ、WAN側でアクセスルータ類を束ねるエッジルー

タ、エッジルータ類を束ねるコアルータ（バックボーンルータ）がある。ルータの高速化

の技術として、レイヤ３スイッチにより、ルーティング処理を高速化しているルータ機器

（スイッチルータ）もある。 

最近では、安価で常時接続可能な、ADSL接続、CATV、FTTH、無線、専用回線などを総称

してブロードバンド回線と呼ぶ。これらに対応して、インターネットに接続し、データ、

音声、映像などのマルチメディアサービスを利用できるルータをブロードバンドルータと

総称するため、本書でもこれにならうものとする。 

図1.1-1に、本書で扱うブロードバンドルータ技術の範囲を示す。通常、ブロードバン

ドルータ技術とはアクセス回線へ接続するルータ技術を指すが、実装されるネットワーク

プロトコルはネットワーク全体を構成する技術と深くかかわっている。従って、バック

ボーン、インターネットアクセス、WAN接続、アクセス回線、端末・LAN接続も含むネット

ワーク全体がブロードバンドルータ技術の対象範囲となる。 

本書では、図1.1-1の対象範囲の技術要素を、「ネットワーク間接続技術」、「ネット

ワーク管理技術」、「インターネットアクセス技術」、「ハードウェア技術」に分類した。 

これらの基本技術に関する標準化活動は、通信分野ではITU、LAN分野ではIEEEによる標

準化、インターネット技術分野では、IETFによる標準化プロセスで進められている。 

 

 

１. 技術の概要 
 

 インターネットへ常時接続できるブロードバンド回線の普及によ
り、データ、音声、映像などのマルチメディアサービスが本格的

に始まった。これらのサービスに向けたインターネットアクセス

や新たなサービス提供のための技術開発が活発に行われている。 
 

特許流通 

支援チャート

1.1 ブロードバンドルータ技術 
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また、マルチメディア分野、OA機器分野を含む情報機器の各分野でも、インターネット

接続のための標準化と技術開発が進んでいる。 

図1.1-2にネットワークの基本モデルを使って、ルータの基本機能とブロードバンド

ルータに要求される機能例を示す。 

ブロードバンドルータ技術分野は、上記のネットワーク全体を含むブロードバンドルー

タ技術、情報端末のインターネット接続技術、および、音楽、映像配信サービスなどのイ

ンターネットを利用したマルチメディアサービス分野を本書で扱う範囲とした。 

但し、コアルータおよびコアルータネットワークなどの高度な専用技術、パケット交換

機などの専用技術、及び、通信事業者などが提供する大規模なサービスは対象から除いた。 

また、ネットワーク（インターネット）接続で最も重要な技術の一つである暗号化技術

は、情報通信の共通技術として各分野で研究されているため、高度な技術については、本

書では扱わない。 

 

図1.1-1 ブロードバンドルータ技術の範囲 
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図1.1-2 ルータの基本機能とブロードバンドルータに要求される機能例 
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1.1.1 ルータの種類とインターネット接続サービス 

ネットワーク接続の中核であるルータは、技術の進歩とともにその呼名も変化している。

本節では、ルータの分類（３種類）と主な機能を述べる。ネットワーク技術の進歩は激し

く、機能についても固定したものではないが、現在、一般的と思われる分類とした。イン

ターネット接続サービスについても同様である。 

 

(1) ルータの分類 

・コア（バックボーン）ルータ 

通信事業者の光ファイバ基幹（バックボーン）通信網である光幹線などの超高速回線の

交換機として使用される超高速スイッチルータ。ラベルスイッチルータとも呼ばれ中継の

遅延を最小とする技術、輻輳の回避など高度な高速処理技術が要求される。 

・エッジルータ 

ブロードバンドルータを束ねて基幹通信網（ATM網など）に接続する機能を持つ。 

ブロードバンドルータとの接続技術を含み、異なるプロトコルを持つ回線との接続技術、

認証、暗号化などの機能を持つ。多数の回線を束ねるため、高速処理技術も要求され、コ

アルータの機能との類似性も多い。ISP（プロバイダ）などのバックボーン機器としても

使用される。 

・ブロードバンドルータ 

ブロードバンド回線（ISDN、xDSL、CATV、FTTH、無線、専用線など）の加入者がイン

ターネット（WAN）接続する場合に利用するネットワーク機器で、総称してブロードバン

ドルータと呼ばれる。WAN接続機能とLAN（端末）接続機能を要求される。 

なお、公衆回線に直接接続できるルータをリモートルータ、公衆回線接続I/Fを持たな

いLAN間接続ルータはローカルルータとも呼ばれるが、本書ではブロードバンドルータに

含めて扱う。ブロードバンドルータは多用途に使用されるため、目的にあった機能ととも

に経済性・利便性が要求される。 

 

(2) インターネット接続サービス 

多様なブロードバンド回線とインターネット網との接続サービスのための技術として、

動的なIPアドレス割り当て、認証、暗号などの技術が要求される。 

インターネットの爆発的な成長で、IPアドレス（IPv4）の枯渇も問題となっており、

IPv6技術もルータへ標準実装され始めている。 

また、既存の電話をインターネット接続する技術（IP電話サービス）、ファックスと電

子メールを統合した技術（インターネットファクシミリ）、携帯電話（移動端末）のイン

ターネット接続技術、映像・音声などのマルチメディア情報を送るストリーミング技術、

OA機器のインターネット接続およびインターネット網を利用したマルチメディアサービス

などに必要な技術を扱う。 

 

 

 

 



 

7 

1.1.2 ブロードバンドルータ技術と国際規格（規約）類 

表1.1.2に本書で扱うブロードバンドルータ技術に関わる主な国際規格（規約）類、標

準類を示す。アクセス回線規約（ITU）、通信プロトコル規約（ISO）、有線LAN・無線LAN

規格（IEEE802）、インターネットプロトコル規約（IETF）、国内OA端末規格（BMLinks）

などがある。 

 

表1.1.2 ブロードバンドルータ技術に関わる主な国際規格（規約） 

名称 内容 

ITU-T 

 

H.323 

 

 

 

勧告T.37 

T.38 

ﾃﾞｰﾀ通信､公衆回線､xDSL､ISDN、B-ISDN、ATMなどの規約で､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続

では下記の規約との関連が深い｡国内ではTTCが対応する｡ 

・1996年にITU-Tが勧告した｡LAN上での音声･動画像･ﾃﾞｰﾀ通信の端末規

定｡ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話(VoIP)のｻｰﾋﾞｽや製品に採用｡動画像符号化方式として、

H.261とH.263を採用｡音声符号化方式は、G.711、G.722、G.723.1、G.72

8、G.729、MPEG-1などが関係する。 

・電子ﾒｰﾙを利用したｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

・ﾘｱﾙﾀｲﾑ型ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ技術 

ITU-R 無線通信の標準化､周波数利用法などの規格｡国内では ARIB が対応 

する｡ 

ISO 情報処理､通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙの規約､OSIﾓﾃﾞﾙも含まれる。 

ﾈｯﾄﾜｰｸに関するものはIETFが中心｡ 

IEEE802 

IEEE802.3 

IEEE802.11 

Bluetooth 

LAN規格 

・有線LAN規格 ｲｰｻﾈｯﾄはﾃﾞﾌｧｸﾄ･ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ 

・無線LAN規格 

・無線LANのﾃﾞﾌｧｸﾄ･ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ 

IETF 

(STD、RFC) 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙの標準類はIETFなどの非営利団体が発行するRFCに記述さ

れていて､一般に公開され､自由に利用できるようになっている｡標準化

の過程は各個人が自由に投稿できるInternet-Draftのうち有用と判断さ

れるとRFCとして申請され､RFC番号登録され､一定の試験評価期間を経て

標準(STD)となる｡ 

IEEE1394 FireWireとも呼ばれるｼﾘｱﾙSCSIの規格｡100Mbit/sec､200Mbit/sec､400Mb

it/secの3種類のﾃﾞｰﾀ転送ﾓｰﾄﾞを規格化 

その他(国内) 

 BMLinks 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ機械･情報ｼｽﾃﾑ産業協会の｢OAｼｽﾃﾑ機器ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員会｣(参加企業

13社)が共同事業として進めている｡ﾈｯﾄﾜｰｸ上でのOA機器間の接続性､ﾃﾞｰ

ﾀ交換性を飛躍的に向上させる統合的なｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ｡ 
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1.1.3 ブロードバンドルータ技術と基本的なプロトコル規格類 

表1.1.3に本書の対象となるブロードバンドルータ技術で、ネットワークの基本技術

（経路選択、アドレス選択、ネットワーク管理、インターネット、アプリケーション）と

なるプロトコルとして、IETF（The Internet Engineering Task Force）で規格化（STD）

されたもの、標準化中（RFC）の例を示す。 

IETFにおける仕様（規格）の策定は、詳細な部分までは規定せず、相互接続性試験や実

運用により詳細な仕様が決まる。これらのプロセスとなる理由は、相互接続試験や実運用

を通じて必要な仕様が明らかになる場合が多く、IETFでは「仕様は変えるもの」との認識

で運用されているためである。 

 

表1.1.3 IETFのネットワークプロトコルの主なSTD、RFC 

STD番号 RFC番号 標準名称 

5 0791 Internet Protocol：September 1981 

5 0792 Internet Control Message Protocol：September 1981 

6 0768 User Datagram Protocol：August 1980 

7 0793 Transmission Control Protocol：September 1981 

8 0854 Telnet Protocol Specification：May 1983 

9 0959 File Transfer Protocol：October 1985 

10 0821 Simple Mail Transfer Protocol：August 1982 

15 

- 

1157 

2261 

Simple Network Management Protocol：May 1990 

SNMPV3：January 1998 

16 1212 Concise MIB definitions：March 1991 

17 

 

- 

1156 

 

1213 

Management Information Base for Network Management of 

TCP/IP-based internets(MIB)：May 1990 

MIB-Ⅱ：March 1991 

37 0826 Ethernet Address Resolution Protocol：November 1982 

38 0903 Reverse Address Resolution Protocol：June 1984 

51 

- 

1661 

1548 

The Point to Point Protocol：July 1994 

PPP： December 1993 

- 1631 The IP Network Address Translator(NAT)：May 1994  

53 1939 Post Office Protocol Versin3：May 1996 

54 

- 

2328 

1131 

OSPF Version2：April 1998 

OSPF：1991以前 

56 

- 

2453 

1053 

RIP Version2：Nov.1998 

RIP：June 1988 

59 2819 Remote Network Monitoring MIB：May 2000 

- 2131 Dynamic Host Configuration Protocol：March 1997  

- 2390 Inverse Address Resolution Protocol：September 1998 

（出典：IETFのHP、http://www.ietf.org/rfc） 
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(1) IETFにおける知的財産権に関する考え方 

過去には、ネットワーク技術（プロトコル）の標準化について、特定の企業が独自に定

めた仕様が業界で事実上の標準規格（デファクト・スタンダード）となっている場合が多

く、知的財産権については、個々の企業当事者間の問題としていた。 

しかし、インターネット産業が発展成長するのに伴い、徐々に知的財産権に関する考え

方が変化してきた。標準化された仕様は、広く利用されることが重要なので、標準化され

る技術は、その所有者がその技術の普及を妨げない対価でライセンスを提供することが要

求されている。また、IETFには、RFCの実装にあたり、必要な特許リストについての問い

合わせに応じる部門があり、該当するRFC（例えばSNMPV3など）には知的財産権について

の記載が含まれている（出典：IETFのHP、http://www.ietf.org/）。 

 

(2) W3Cにおける知的財産権に関する考え方 

WWW関連技術の標準化を進めるW3C（World Wide Web Consortium）は、2002年11月にW3C

の標準仕様に関する特許ポリシーの改訂版「Royalty-Free Patent Policy」の最終草案

（Last Call Working Draft）を発表した。同改訂草案では、「W3Cの勧告仕様の策定に携

わるすべてのメンバーは、それぞれが持ついかなる特許も無料で提供しなければならな

い」と定め、特許使用料免除（ロイヤルティ・フリー）という方針を明確に打ち出した。 

ただし無料提供が不可能と認められた特許に関しては、合理的かつ差別のない（RAND：

reasonable and non-discriminatory）ライセンス供与が含まれている（出典：日経ITPro

のHP、http://itpro.nikkeibp.co.jp）。 

 



10 

 

 

 

ブロードバンドルータ技術は、一般的には、アクセス回線に接続するルータ技術を指す。

しかし、国際特許分類（IPC）、ファイル・インデックス（FI）、あるいはＦターム（FT）

には「ブロードバンドルータ」、あるいは「ブロードバンド」という分類は存在しない。

そのため本書では「ブロードバンドルータ」をより広義に、動画、映像、静止画、音声な

どのマルチメディア、CATV、ISDNなどの広帯域信号のネットワーク接続技術としてとらえ、

分析を行う。このような技術は下記の国際特許分類（IPC）、ファイル・インデックス

（FI）、Ｆターム（FT）の中にあるので、これらを組み合わせ、さらにキーワードとして 

「ルータ」 

「ネットワーク」、「LAN」、「WAN」 

「ブロードＷバンド」 

「マルチＷメディア」、「音声」、「動画」、「静止画」、「映像」 

などを加えることにより、漏れが少なく、かつ精度高くより目的の技術に到達すること

が出来る。 

下記のそれぞれのIPC、FI、FTの後ろに付けたＲは主にルータ関連、Ｂは主にブロード

バンド関連にアクセスするものであることを示している。 

 

IPC H04L 12/46 ネットワーク間の相互接続  Ｒ 

 H04L 12/66 異なる形式の交換方式を有するネットワーク間の 

接続のための配置、例．ゲートウェイ 

Ｒ 

    

FI H04L 11/20 102A 伝送制御（音声パケットの制御を含む） Ｂ 

 H04L 11/00 310C 二以上の方式を組み合せたもの 

（形状に特徴のない、LANどうしの接続を含む） 

Ｒ 

 H04L 11/20 B 網間接続 Ｒ 

    

FT 広域データ交換   

 5K030HB01 音声データ Ｂ 

 5K030HB02 映像データ、テレビ電話 Ｂ 

 5K030HB21 複数種のデータ、マルチメディアデータ Ｂ 

 5K030JT01 音声系端末、電話端末 Ｂ 

 5K030JT04 映像系端末 Ｂ 

 5K030KA19 音声・画像信号符号化器、復号化器、COD Ｂ 

 5K030KA20 音声合成装置、音声認識装置 Ｂ 

 5K030LD07 放送、例．CATV Ｂ 

 5K030LD08 会議通信、テレビ会議 Ｂ 

 5K030HD01 網間接続装置を介するもの Ｒ 

 5K030HD05 広域網のみの網間接続 Ｒ 

1.2 ブロードバンドルータ技術の特許情報へのアクセス 
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 5K030HD06 少なくとも１つの網が、LANであるもの Ｒ 

    

 グループ方式の小規模ネットワーク  

 5K031BA05 音声データ Ｂ 

 5K031BA06 マルチメディア Ｂ 

 5K031DA05 複数のネットワークを接続したもの Ｒ 

    

 バス方式の小規模ネットワーク  

 5K032BA07 CATV Ｂ 

 5K032BA15 音声データ Ｂ 

 5K032BA16 マルチメディア Ｂ 

 5K032DA06 複数のネットワークを接続したもの Ｒ 

 5K032DB26 中継装置 Ｒ 

    

 ループ、バス以外の小規模ネットワーク  

 5K033BA07 CATV Ｂ 

 5K033BA14 音声データ Ｂ 

 5K033BA15 マルチメディア Ｂ 

 5K033DA05 複数のネットワークを接続したもの Ｒ 

 5K033DB17 多重化、集線装置 Ｒ 

 5K033DB18 中継装置 Ｒ 

 

1.2.1 ブロードバンドルータ技術を構成する技術要素の特許情報へのアクセス 

ブロードバンドルータ技術を構成する技術要素である「ネットワーク間接続技術」、

「ネットワーク管理技術」、「インターネットアクセス技術」、「ハードウェア技術」につい

て個別にアクセスする場合には、国際特許分類（IPC）、ファイル・インデックス（FI）や

Ｆターム（FT）などの分類を用いて抽出した特許を母集団としてそれにブロードバンド

ルータ技術に関係するキーワードを用いてアクセスする方法もある。 

表1.2.1にブロードバンドルータ技術を構成する技術要素とそれに対応するIPC、FTを示

す。この表は、今回の調査で抽出した特許2,152件について各技術要素ごとに付与されて

いるIPC、FTを付与数の多い順に上位３つを取り出したものである。全体を通して下記の

IPC、FTが多く付与されている。 

IPC H04L 12/28 小規模ネットワーク、例．ローカルエリアネットワーク 

 H04L 12/46 ローカルエリアネットワーク間の相互接続 

 H04L 12/56 パケット交換方式 

 H04L 12/66 網間接続方式、すなわち異なる形式の交換方式を使用している 

  ネットワーク間の接続方式 

FT 5K030HA08 パケット交換 

 5K030HD03 ブリッジ、ルータ、ブルータ、ゲートウェイ 

 5K030HC01 広域網、WAN、公衆網 
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表1.2.1 ブロードバンドルータ技術の技術要素と検索分類 

技術要素-1 技術要素-2 
IPC 
FT 

ネットワーク間接続技術 H04L 12/28、H04L 12/66、H04L 12/46 

 
接続技術 

5K030HD03、5K030HA08、5K030HC01 

 H04L 12/56、H04L 12/28、H04L 12/46 

 
伝送技術(物理層) 

5K030HD03、5K030HC01、5K033CC01 

 H04L 12/56、H04L 12/66、H04L 12/28 

 
通信技術(ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸ層) 

5K030HD03、5K030HC01、5K030HA08 

 H04L 12/28、H04L 12/56、H04L 12/46 

 
ルーティング(ﾈｯﾄﾜｰｸ層、ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ層) 

5K030HD03、5K030HA08、5K030LB05 

 H04L 12/28、H04L 12/56、H04L 12/46 

 
アドレッシング(IP) 

5K030HD03、5K030HD09、5K030HA08 

 H04L 12/56、H04L 12/28、H04L 12/46 

 
通信制御(中継) 

5K030HD03、5K030HA08、5K033CB08 

 H04L 12/28、H04L 12/56、H04L 12/46 

 
高速処理技術 

5K030HD03、5K030HA08、5K033DA05 

 H04L 12/56、H04L 12/28、H04L 12/66 

 
トラフィック制御 

5K030HD03、5K030HA08、5K030GA11 

 H04L 12/56、H04L 12/28、H04L 12/66 

 
VPN 

5K030HD03、5K030HC01、5K030HA08 

 H04L 12/66、H04M 3/00、H04L 12/28 

 
交換機接続 

5K049BB04、5K030JT01、5K030HD03 

 H04L 12/66、H04L 12/56、H04L 12/28 

 
プロトコル制御 

5K033DA05、5K030HD03、5K030HA08 

ネットワーク管理技術 H04L 12/66、H04L 12/28、H04L 12/56 

 
セキュリティ 

5K030GA15、5K030HD03、5K030HA08 

 H04L 12/56、H04L 12/28、H04L 12/66 

 
認証 

5K030GA15、5K030HD03、5K030HA08 

 H04L 12/26、H04L 12/28、H04L 12/24 

 
保守管理 

5K030HD03、5K030JA10、5K030HA08 

 H04L 12/28、H04L 12/56、H04L 12/14 

 
課金管理 

5K030HD03、5K030HB08、5K030HC01 

 H04L 12/28、H04L 12/46、H04L 12/56 

 
設定管理 

5K030HD03、5K033DB12、5K030HA08 

 H04L 12/28、H04L 12/46、H04L 12/66 

 
障害対策 

5K030HD03、5K030GA12、5K033AA06 

 H04L 12/28、H04L 12/56、H04L 12/46 

 
資源管理 

5K030HD03、5B089GA21、5K030GA08 

インターネットアクセス技術 H04L 12/54、H04L 12/58、H04N 1/32 

 
サービス管理(ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ層) 

5K030HB04、5K030JT05、5C062AA35 

 H04L 12/28、H04L 12/66、H04L 12/46 

 
ネットワーク拡張性 

5K030HD03、5K030HC01、5K030HC14 

 H04L 12/56、H04L 12/66、H04M 3/00 

 
IPサービス 

5K030HD03、5K030HC01、5K030HA08 

 H04L 12/28、H04L 12/56、H04L 12/66 

 
ストリーミング 

5K030HD03、5K030HC01、5K030HB21 

 H04L 12/56、H04M 3/00、H04L 12/66 

 
VoIP 

5K030HB01、5K030HD03、5K030JT01 

 H04L 12/66、H04L 12/28、H04N 1/00,107 

 
利用者サービス 

5K030HC01、5K030HD03、5K030JT05 

ハードウェア技術 H04L 12/28、H04L 12/46、H04L 12/66 

 
ケーブル配線、実装技術 

5K033DB17、5K033DB01、5K033AA09 

 H04M 3/00、H04Q 9/00,301、H04L 12/28

 
オプション機器接続 

5K051CC02、5K051GG02、5K030KA19 

 H04L 12/28、H04L 12/54、H04L 12/58 

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
ル
ー
タ
技
術 

 
ハードウェア設計 

5K030HC01、5K030HC14、5K101LL05 
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ブロードバンドルータ技術は、ネットワーク間接続技術、ネットワーク管理技術、イン

ターネットアクセス技術、ハードウェア技術の技術要素からなる。これらの技術を階層化

して、その内容とともにそれぞれ表1.3に示す。 

 

表1.3 ブロードバンドルータの技術要素 

技術要素-1 技術要素-2 内容 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続技術 接続技術 ｲｰｻﾈｯﾄ､公衆回線(ISDN､xDSL)､ 

専用回線､CATV､無線 

 伝送技術(物理層) ｹｰﾌﾞﾙ､MODEM､誤り検出 

 通信技術 

(ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸ層) 

ﾃﾞｰﾀ形式､通信手順､多重化 

 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

(ﾈｯﾄﾜｰｸ層､ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ層) 

静的/動的ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ､RIP､OSPF 

 ｱﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ(IP) ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIP/ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄIPｱﾄﾞﾚｽ変換/管理､DHCP､PPPoE､ 

IPﾏｽｶﾚｰﾄﾞ/NAT 

 通信制御(中継) 順序制御､ﾌﾛｰ制御､誤り制御､優先制御､MRU値調整 

 高速処理技術 処理能力､遅延､ﾒﾓﾘ､並列処理 

 ﾄﾗﾌｨｯｸ制御 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ､負荷分散 

 VPN 仮想回線接続､IPsec､QoS､RSVP 

 交換機接続 IP接続 

 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ制御 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ/ﾌﾞﾘｯｼﾞﾝｸﾞ処理 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理技術 ｾｷｭﾘﾃｨ 暗号化､WEP(無線) 

 認証 PAP/CHAP､鍵､ﾊｯｷﾝｸﾞ 

 保守管理 ﾈｯﾄﾜｰｸ接続機器管理､SNMP､MIB 

 課金管理 ﾈｯﾄﾜｰｸ接続(使用)時間 

 設定管理 手動設定､WEBによる端末設定 

 障害対策 冗長系､故障部位･回線検出､障害回避 

 資源管理 ﾈｯﾄﾜｰｸ接続機器の(場所)管理 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ技術 ｻｰﾋﾞｽ管理 

(ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ層) 

電子ﾒｰﾙ､ﾌｧｲﾙ転送､ﾌﾟﾘﾝﾄ 

異種ｻｰﾋﾞｽ接続 (電子ﾒｰﾙ/FAX､電話/IP電話) 

 ﾈｯﾄﾜｰｸ拡張性 ﾙｰﾀ経由接続､ﾈｯﾄﾜｰｸ間移動 

LAN側/WAN側拡張 

  異種機器の統合･共通化 

(電子ﾒｰﾙ/FAX､電話/IP電話) 

  移動端末接続 

 IPｻｰﾋﾞｽ IP電話､FAX 

 ｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞ ﾘｱﾙﾀｲﾑ配送 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂ配送 

 VoIP RSVP､H323/320変換､MCU､ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟ 

 利用者ｻｰﾋﾞｽ 経済性(課金)､利便性､簡易化 

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ技術 ｹｰﾌﾞﾙ配線､実装技術 共用配線､配線簡易化 

 ｵﾌﾟｼｮﾝ機器接続  

 ﾊｰﾄﾞｳｪｱ設計 省電力､小型化､機能統合 

1.3 技術開発活動の状況
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1.3.1 ブロードバンドルータの出願動向 

図1.3.1にブロードバンドルータ、およびその関連技術に関する出願人と出願件数の推

移を示す。 

1996年頃から始まったインターネットへの接続の普及に伴ってインターネットアクセス

技術に関する出願が急増している。ネットワーク間接続、管理技術に関する出願も同様の

立ち上がりを見せているが、反面、ハードウェア技術に関する出願は極めて少なく、伸び

も低いことが特徴的である。 

特に2000年のインターネットアクセス技術に関する出願の伸びが大きいが、図1.3.2に

示すようにその主たる内容はIP電話、ファックスなどのIPサービス技術に関するもの、お

よび経済性、利便性、簡易化など利用者に対するサービスの向上を狙いとするものが全体

の約2/3を占めている。 

表1.3.1に、ブロードバンドルータ、および関連技術の主要出願人別出願件数を示す。

上位７社で50％以上を占め、特にインターネット接続が普及し始めた1996年頃から出願が

急増している。また、ファックスによるインターネット経由電子メールが可能になり始め

たこの頃から村田機械などファックス専業メーカーの出願が増えている。 

 

図1.3.1 ブロードバンドルータ、および関連技術の出願人と出願件数推移 
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図1.3.2 2000年のインターネットアクセス技術に関する技術要素別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.1 ブロードバンドルータ、および関連技術の主要出願人別出願件数 

年次出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電気 2 2 9 8 7 9 13 32 43 44 67 237

2 日立製作所 1 2 6 8 8 8 14 26 25 35 45 179

3 ﾘｺｰ  4 3 2 2 23 37 31 20 22 145

4 日本電信電話  3 3 3 4 15 13 26 16 47 133

5 東芝  1 1 5 3 14 19 32 24 27 126

6 富士通 1 2 1 4 4 6 5 14 20 30 37 125

7 松下電器産業  3 5 4 3 3 3 10 24 24 27 108

8 ｷﾔﾉﾝ  1 3 9 3 6 4 5 9 19 18 78

9 三菱電機  2 2 2 1 4 4 12 6 11 18 62

10 ｿﾆ-  7 3 10 6 14 12 52

11 村田機械  1 2 5 11 30 49

12 沖電気工業  1 3 5 11 14 12 46

13 ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ  2 7 15 14 46

14 富士ｾﾞﾛｯｸｽ 1 4 2 5 6 1 1 2 1 9 32

15 ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ  1 1 5 3 3 2 6 3 3 4 31

16 古河電気工業  2 7 3 4 4 3 3 26

17 ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ  2 2 4 6 5  3 22

18 松下電送ｼｽﾃﾑ  1 2 2 9 5 20

19 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  2 1 1 1 1 4 1 7 18

20 ｼｬ-ﾌﾟ 2 1  6 8 18

21 ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ  1 2 8 6 17

22 日立電線  2 4 3 6 1 1  17

23 日本電気通信ｼｽﾃﾑ  1 3 1 3 7 15

24 松下電工  1 2 2 1  6 2 14

25 ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ  1  4 7 13

26 ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝｽﾞ   1 12 13

27 ｾｲｺ-電子工業  1 1  4 6 12

28 ﾋﾟ-ｴﾌﾕ-  1 2 9  12

29 ｶｼｵ計算機  6 3  1 1 11

30 静岡日本電気  1 2 1 2 1 1 3  11

 注：合計には 2001 年２月上旬までの出願分を含む 

IPサービス

86件

ストリーミング

8件

ネットワーク拡張性

47件

サービス管理

50件

利用者サービス

110件

VoIP

12件
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1.3.2 ブロードバンドルータの主要な技術要素ごとの出願動向 

(1) 接続技術と通信技術 

図1.3.2-1に、ブロードバンドルータの接続技術と通信技術の出願人と出願件数推移を

示す。2000年の出願人数が99年に比べて倍増しているのは、１件の出願が11人の共同出願

になっているものがあることなどによる。その要因を除くと97年頃から毎年ほぼ同水準の

出願人数、件数で推移しているといえる。 

表1.3.2-1に、ブロードバンドルータの接続技術の主要出願人別出願件数を示す。接続

技術全体の出願件数は106件で、上位４社で1/3以上を占めている。 

表1.3.2-2に、ブロードバンドルータの通信技術の主要出願人別出願件数を示す。通信

技術も99年から2000年にかけて出願人数が増している。 

 

図1.3.2-1 接続技術と通信技術の出願人と出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-1 接続技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日立製作所  1 1 2 3 2 3 12

2 日本電気 1 1 1 1 1 4   3 12

3 日本電信電話  1 1 3 1 1 7

4 東芝  1 1 2 1 1 1 7

5 富士通  1 2 2 1 6

6 松下電器産業  1  3 1 5

7 ｿﾆｰ  2   1 3

8 ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ  1 1 1   3

9 ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ   1 2 3

10 ｷﾔﾉﾝ  1 2   3
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表1.3.2-2 通信技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 東芝    1 2 2  5

2 日本電気  1 1 2 4

3 富士通    1 1  2 4

4 ｷﾔﾉﾝ    1 2 1 4

5 日立製作所    1 1  1 3

6 松下電器産業    1  1 2

7 日本電信電話    1 1   2

8 ｹｲﾃﾞｨｰﾃﾞｨｰｱｲ研究所             1 1

9 ｺﾐｯｻﾘｱ ﾀ ﾚﾈﾙｼﾞｰ ｱﾄﾐｰｸ  1    1

10 ｿﾆｰ    1    1

 

(2) ルーティング技術とアドレッシング技術 

図1.3.2-2に、ブロードバンドルータのルーティング技術とアドレッシング技術の出願

人と出願件数推移を示す。 

全体の傾向としてインターネット接続の普及に伴い、ルータの基本機能であるルーティ

ングとアドレッシングに関する出願が増えている。 

表1.3.2-3に、ブロードバンドルータのルーティング技術の主要出願人別出願件数を示

す。上位２社の出願がそれぞれ10％以上であり、上位５社で全体の50％以上を占めている。 

表1.3.2-4に、ブロードバンドルータのアドレッシング技術の主要出願人別出願件数を

示す。同じく上位２社の出願がそれぞれ10％以上であり、上位４社で全出願件数138件の

40％近くを占めて、ルータの基本機能に関する部分は大手メーカーが多い。 

 

図1.3.2-2 ルーティング技術とアドレッシング技術の出願人と出願件数推移 
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表1.3.2-3 ルーティング技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日立製作所    1 2 2 2 2 2 6 3 7 27

2 日本電気    1 1 1 1 2 5 6 6 3 26

3 富士通    2 4 5 3 5 19

4 日本電信電話    1 1 2 1 2 2 8 17

5 東芝    1 4 1 4 1 4 15

6 三菱電機    1 1 1 3 1  1 8

7 富士ｾﾞﾛｯｸｽ    2 1 4    7

8 古河電気工業    2 2 1 1  1  7

9 ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ  2 2 2 6

10 松下電器産業    1 2 1 1 1  6

 

表1.3.2-4 アドレッシング技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電気  1 2 2 3 4 2 4 18

2 日立製作所 1 1 1 5 2 2 3 15

3 松下電器産業  1 2 1 1 1  1 3 10

4 富士通  1 1 1 3 2 2  10

5 ｿﾆｰ  1 1 1 3 2 8

6 東芝  1 3 3  1 8

7 日本電信電話  1 1 1 1 1 3 8

8 ﾘｺｰ  1 5    6

9 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ  1 1 1 1    4

10 日立電線  1 1 1  3

 

(3) 通信制御技術と高速処理技術 

図1.3.2-3に、ブロードバンドルータの通信制御技術と高速処理技術の出願人と出願件

数推移を示す。 

ルータの普及に伴ってその通信を制御する技術の出願も増えてきたが、ほぼ必要な技術

が満たされてきたからか、その伸びに鈍化が見られる。一方、ルータの処理速度を上げる

要求は依然として高いと考えられる。 

表1.3.2-5に、ブロードバンドルータの通信制御技術の主要出願人別出願件数を示す。

上位５社の出願が全体の50％以上を占める。 

表1.3.2-6に、ブロードバンドルータの高速処理技術の主要出願人別出願件数を示す。 
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図1.3.2-3 通信制御技術と高速処理技術の出願人と出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-5 通信制御技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電気  1 1 1 3 8 8 2 24

2 日立製作所   3 6 3 3 4 19

3 東芝   2 3 3 2 3 2 15

4 富士通   1 2  5 5 13

5 三菱電機   1 1 3 2 3 2 12

6 松下電器産業   1 2 3 1 1 8

7 日本電信電話   1 2 2 3 8

8 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ   1 2  2 5

9 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ  1 2  1  4

10 超高速ﾈｯﾄﾜｰｸ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ技術

研究所  

 1 1 2  4

 

表1.3.2-6 高速処理技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日立製作所    1 2 3 2 1 2 3 3 17

2 日本電気    1 1 2 1 1 7 13

3 日本電信電話    1 1 1 1  3 7

4 東芝    1 1 3 1   6

5 富士通    1 2 3  6

6 日立電線    2 1 2    5

7 古河電気工業    1 1 1 1  4

8 富士ｾﾞﾛｯｸｽ    1 2    3

9 ｲﾝﾀｰﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ  2   1 3

10 三菱電機    1 1 1  3
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(4) セキュリティ技術と保守管理技術 

図1.3.2-4に、ブロードバンドルータのセキュリティ技術と保守管理技術の出願人と出

願件数推移を示す。 

ルータのセキュリティを維持することは必須の事項であり、また増大するネットワーク

利用に伴い、保守管理の重要性も増してくることから、それに関連する出願がある。 

表1.3.2-7に、ブロードバンドルータのセキュリティ技術の主要出願人別出願件数を示

す。各社からの出願があり、各社とも自社固有のセキュリティ技術の開発をうかがうこと

ができる。 

表1.3.2-8に、ブロードバンドルータの保守管理技術の主要出願人別出願件数を示す。 

インターネット接続が普及し始めた96年以降、保守管理の容易さなどの必要性が高まり、

出願が増えている。 

 

図1.3.2-4 セキュリティ技術と保守管理技術の出願人と出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-7 セキュリティ技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日立製作所  1 1 3  5

2 日本電信電話  1 1 2 4

3 富士通 1 1   1 3

4 日本電気  1 1 1  3

5 三菱電機  1  1 1 3

6 ﾋﾟｰｴﾌﾕｰ   2  2

7 富士ｾﾞﾛｯｸｽ   1 1 2

8 村田機械  1   1 2

9 東芝    2 2

10 大日本印刷  1 1  2
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表1.3.2-8 保守管理技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電信電話    1 1 3  3 8

2 日立製作所    1 1 2 2 2 8

3 日本電気    1 2 2  1 6

4 富士通    1 1 4  6

5 東芝    1 2  2 5

6 古河電気工業    1   1 2

7 日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ    1   1 2

8 日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  1 1   2

9 日本ﾋﾞｸﾀｰ    1   1 2

10 横河電機     1 1 2

 

(5) 設定管理技術と障害対策技術 

図1.3.2-5に、ブロードバンドルータの設定管理技術と障害対策技術の出願人と出願件

数推移を示す。 

増大するネットワーク利用に伴い、設定管理、障害対策の重要性が増してくることから、

それに関連する出願が増えている。 

表1.3.2-9に、ブロードバンドルータの設定管理技術の主要出願人別出願件数を示す。 

日本電気の出願が突出していて全体の20％を占めている。 

表1.3.2-10に、ブロードバンドルータの障害対策技術の主要出願人別出願件数を示す。

上位３社で全出願件数の50％以上を占め、障害対策に関する要求の高さをうかがうことが

できる。 

 

図1.3.2-5 設定管理技術と障害対策技術の出願人と出願件数推移 
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表1.3.2-9 設定管理技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電気    1 1 2 1 4 2  4 15

2 松下電器産業    1 3 2 1 7

3 日立製作所    1 1 1 1 1 1 6

4 古河電気工業    2 1 1   4

5 ｾｲｺｰ電子工業     2 2 4

6 富士通    1   2 3

7 ｷﾔﾉﾝ     2  2

8 ﾋﾟｰｴﾌﾕｰ     2  2

9 ｱﾝﾘﾂ    1 1    2

10 沖電気工業    1 1  2

 

表1.3.2-10 障害対策技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 日本電気    1 1 1 2 7 6  18

2 日立製作所    1 1 2 2 3 2 2 1 14

3 東芝    2 5 3 10

4 富士通    1 1 2  1 5

5 日本電信電話    1 1 1 1 1 5

6 三菱電機    1 1 1  1 4

7 松下電器産業    2  1  3

8 日立ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ    1 1 1  3

9 沖電気工業    1 1  2

10 川崎製鉄    1 1    2

 

(6) サービス管理技術とネットワーク拡張性技術 

図1.3.2-6に、ブロードバンドルータのサービス管理技術とネットワーク拡張性技術の

出願人と出願件数推移を示す。 

増大するネットワーク利用に伴い、きめ細かい利用者サービスと、ネットワークの規模、

機能拡大の必要性が増してくることから、それに関連する出願が増えている。 

表1.3.2-11に、ブロードバンドルータのサービス管理技術の主要出願人別出願件数を示

す。リコーの出願が突出していて全体の25％を占めている。これはファックスのインター

ネット接続が可能になったことからそれに伴うサービス、機能拡張に関する出願が増えた

ことによる。 

表1.3.2-12に、ブロードバンドルータのネットワーク拡張性技術の主要出願人別出願件

数を示す。上位４社で全出願件数の30％以上を占めており、規模、機能拡大を図る動きを

うかがうことができる。 

 

 

 

 

 

 



23 

 

図1.3.2-6 サービス管理技術とネットワーク拡張性技術の出願人と出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-11 サービス管理技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 ﾘｺｰ   2 2 1 13 17 8 11 7 61

2 ｷﾔﾉﾝ  2 6 3 3 2 1 4 3 24

3 村田機械  1 1 3 5 11 21

4 日本電信電話  1 1 1 2 4 3 1 1 14

5 日本電気  1 1 1 4 2 2 3 14

6 松下電送ｼｽﾃﾑ   1 2 1 4 3 11

7 松下電器産業   1 1 1 1 2 1 1 2 10

8 日立製作所   1 1 3 2  2 1 10

9 東芝   2 2  2  6

10 沖電気工業   1  1 4 6
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表1.3.2-12 ネットワーク拡張性技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 ﾘｺｰ    1 6 10 2 1 20

2 東芝    1 2 9 2  14

3 松下電器産業    1 1 2 1 2 4 2 13

4 ｿﾆｰ    3 2 2 3 10

5 日本電信電話    1 2 1 1 3  8

6 日本電気    1 2  2 2 7

7 日立製作所    1 1 1 1   3 7

8 ｷﾔﾉﾝ    1 1 2  3 7

9 沖電気工業    1 4 1 6

10 ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ  1 2 3   6

 

(7) IPサービス技術と利用者サービス技術 

図1.3.2-7に、ブロードバンドルータのIPサービス技術と利用者サービス技術の出願人

と出願件数推移を示す。 

IP電話などのIP利用技術の拡大、およびそれに関連する利用者サービスの増大に伴い、

それに関連する出願が直線的に増えている。 

表1.3.2-13に、ブロードバンドルータのIPサービス技術の主要出願人別出願件数を示す。

上位５社で全出願件数の約30％以上の出願を占めている。 

表1.3.2-14に、ブロードバンドルータの利用者サービス技術の主要出願人別出願件数を

示す。上位５社で全出願件数の約40％以上を出願しており、利用者の利便性を追求する動

きをうかがうことができる。 

 

図1.3.2-7 IPサービス技術と利用者サービス技術の出願人と出願件数推移 
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表1.3.2-13 IPサービス技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 松下電器産業     1 8 6 6 21

2 日立製作所      2  1 9 12

3 富士通     1  4 5 10

4 ﾘｺｰ      2 1 1 2 2 2 10

5 日本電気     2 3 2 3 10

6 日本電信電話     2  7 9

7 ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ  1 1 6 8

8 ｷﾔﾉﾝ     1 1 1 4 7

9 三菱電機      2 5 7

10 沖電気工業     1  3 2 6

 

表1.3.2-14 利用者サービス技術の主要出願人別出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 ﾘｺ-      1 1 8 9 3 8 30

2 日本電気     1 1 1 4 12 19

3 ｷﾔﾉﾝ     1 1 2 1 7 6 18

4 日本電信電話     1 4 1 2 4 5 17

5 村田機械     1 4 9 14

6 東芝      1 1 2 4 5 13

7 松下電器産業     3 2 7 12

8 富士通     1 3 2 2 8

9 日立製作所      1 1  4 2 8

10 ｿﾆ-     1  3 3 7
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本節では、1.3で述べた、ブロードバンドルータ関連の主な技術要素ごとの、技術開発

の課題とその解決手段について分析を行う。 

ブロードバンドルータ技術に関する課題を表1.4-1に示す。大分類の課題-１では、「動

作・処理の高速化」「経路選択の効率化」「接続性能」「アドレッシングの最適化」「保守・

管理の向上」「障害の防止」「侵入・漏洩の防止」「ネットワークの拡張性の向上」「利用者

サービスの向上」「経済性の向上」「電話機の付加機能」「ファックスの付加機能」がある。

課題-２に具体的な内容を示す。 

これらの課題に対応する解決手段を表1.4-2に示す。大分類の解決手段-１では、「中継

処理の改良」「経路情報処理」「トラフィック処理」「プロトコル処理」「監視情報設定技術

の改良」「優先接続処理」「IPアドレス指定方法の改良」「障害検出能力の改良」「アクセス

制限」「機能の統合」「その他」がある。解決手段-２に具体的な内容を示す。 

 

表1.4-1 ブロードバンドルータ技術の課題 

課題-1 課題-2 課題-1 課題-2 

動作･処理の高速化 処理能力の向上 侵入･漏洩の防止 ｱｸｾｽの正当性評価 

 ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の増大  ｾｷｭﾘﾃｨ確保 

 処理時間短縮､応答速度向上   

 必要ﾒﾓﾘ容量の増大   

 転送ﾚｰﾄ､速度の向上   

 ﾃﾞｰﾀ紛失   

 検索   

経路選択の効率化 経路設定の適正化 ﾈｯﾄﾜｰｸ拡張性の向上 LAN側の拡張性 

 ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの使い分け  WAN側の拡張性 

 経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ送信   

 回線の適切な運用   

 経路計算負荷の軽減､時間短縮   

 経路設定の機能向上   

接続性能 ﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞのﾛｯｸ防止 利用者ｻｰﾋﾞｽの向上 優先度制御 

 
LANの送信側､受信側の適切な連

携 
 適正な帯域保証 

 異種ﾈｯﾄﾜｰｸ  QoS 

 多重化処理  信頼性の向上 

 透過的ｱｸｾｽ  異種(網)統合 

   情報検索 

   ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 

ｱﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞの最適化 ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 経済性の向上 低価格化 

 ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の簡易化  課金 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの不足  運用の経済性､利便性 

保守･管理性の向上 複雑な作業の簡易化 電話機の付加機能 音声ﾒｰﾙ 

 管理簡易化  高い故障率 

 開発効率化  ｺｽﾄｱｯﾌﾟ 

 ﾈｯﾄﾜｰｸ(使用)時間管理  ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 

障害の防止 設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 ﾌｧｯｸｽの付加機能 電子ﾒｰﾙとの連携 

 回線､機器の異常処理   

1.4 技術開発の課題と解決手段
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表1.4-2 ブロードバンドルータ技術の解決手段 

解決手段-1 解決手段-2 解決手段-1 解決手段-2 

中継処理の改良 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 優先接続処理 順序制御 

 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御  時間管理 

 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継  
接続制御(電話/IP電話､FAX/電子

ﾒｰﾙ) 

 MACｱﾄﾞﾚｽ中継  帯域確保 

 経路制御  優先度管理 

 経路分離   

 交換処理   

 接続制御 
IPｱﾄﾞﾚｽ指定方法の

改良 
ｱｸｾｽｻｰﾊﾞ使用 

経路情報処理 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定  ｱﾄﾞﾚｽ割当て 

 位置情報取得  ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 

 仮想接続  ｱﾄﾞﾚｽ変換 

 経路･位置情報比較  ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 

 経路情報取得  ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ(雛形) 

 経路選択  ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｱﾄﾞﾚｽ使用 

 端末情報設定  逆ｱﾄﾞﾚｽ変換 

 変更情報取得  検索処理 

ﾄﾗﾌｨｯｸ処理 ｷｬｯｼｭ(高速処理)  検索ﾂﾘｰ参照 

 ｼﾞｬﾑ信号制御  中継ｻｰﾊﾞ使用 

 多重処理  動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 

 ﾃﾞｰﾀ長制御  IPv6 

 ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 障害検出能力の改良 ﾃﾞｰﾀ復活処理 

 ﾌﾛｰ制御  ﾈｯﾄﾜｰｸ不稼動検出 

 通信量制限  故障解析 

 競合回避  故障診断 

 最適処理   

 処理分散   

 帯域制御 ｱｸｾｽ制限 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 

 負荷分散  ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ処理 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換  ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析  識別子(鍵)使用 

 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換  認証ｻｰﾊﾞ使用 

 条件設定(その他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等)  複数系統暗号使用 

監視情報設定技術の改

良 
簡易MIB設定   

 ﾃﾞﾌｫﾙﾄ照合 機能の統合 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳など)利用 

 管理品質制御  
ｻｰﾋﾞｽ統合(電話/IP電話､FAX/電子

ﾒｰﾙ) 

 柔軟な運用  ｻｰﾋﾞｽの共用 

 遠隔制御  ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 

 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照  圧縮制御 

 経路の複数設定  共用ﾌｧｲﾙ(音声､画像､映像)利用 

 経路監視  転送処理 

 自動設定  汎用化(共用化)設計 

 簡易設計   

 設定情報収集 その他 ﾁｬﾈﾙ毎の制御 

 専用試験機の導入  ﾙｰﾀ機能の内蔵 

   音声処理回路 
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1.4.1 ブロードバンドルータの技術要素と課題、および課題と解決手段 

(1) 技術要素と課題 

図1.4.1-1に、ブロードバンドルータ関連特許の技術要素（表1.3参照）と課題の分布を

示す。この図から、「ネットワーク間接続技術」「ネットワーク管理技術」「インターネッ

トアクセス技術」のそれぞれを構成する技術要素のうち、出願数の多い課題を持つ「接続

技術」「ルーティング技術」「アドレッシング技術」「通信制御技術」「高速処理技術」「ト

ラフィック制御技術」「セキュリティ技術」「認証技術」「保守管理技術」「設定管理技術」

「障害対策技術」「サービス管理技術」「ネットワーク拡張性技術」「IPサービス技術」「利

用者サービス技術」の15の技術について1.4.2でその内容を分析する。 

図1.4.1-1の分布図から、これらの15の技術要素に対応する出願件数の多い課題を表

1.4.1に示す。 

 

図1.4.1-1 ブロードバンドルータ関連特許の技術要素と課題の分布 
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(2) 課題と解決手段 

図1.4.1-2にブロードバンドルータ関連特許の課題と解決手段の分布を示す。 

課題に対応する出願件数の多い解決手段（同一課題に対応する全ての解決手段の合計）

は「ネットワーク拡張性の向上」、「利用者サービスの向上」、「動作・処理の高速化」、「経

路選択の効率化」、「経済性の向上」、「保守・管理性の向上」、「アドレッシングの最適化」

などである。 

ルータの基本機能に関わる課題「動作・処理の高速化」に対しては「トラフィック処

理」で対応している。「経路選択の効率化」に対しては「中継処理の改良」、および「経路

情報処理」で対応し、「アドレッシングの最適化」に対しては「IPアドレス指定方法の改

良」で対応している。「トラフィック処理」は、ルータの機能を最適化し、処理の高速化

を図るもので、具体的にはルータを通過するデータパケットの「通信量制限」、「帯域制

御」などを行い、「処理分散」、「負荷分散」などによりパケット通過量の平均化、ルータ

の高速化を実現する。「アドレッシングの最適化」は、ネットワーク接続が一般化し、接

続される機器の増加に伴ってグローバル・アドレスの不足という形で顕在化してきた課題

である。そのための具体的な解決手段が、インターネットに接続せず、特定の組織内の

LAN上でのみ通用する「プライベート・アドレス使用」、WAN経由インターネットに接続す

る都度グローバル・アドレスを付与する「動的アドレス割付」、現行の32ビットのアドレ

ス体系IPv4（2×1032個のアドレス空間）から128ビットのアドレス体系（2×10128個のア

ドレス空間）「IPv6」への対応などである。 

ネットワーク接続が複雑、大規模化するに伴い、その運用も複雑化してくる。「保守・

管理性の向上」を図り、その運用を容易にするための手段が「監視情報設定技術の改良」

である。具体的には経路情報管理テーブルの設計などを容易にする「簡易設計」、必要な

経路情報、端末情報などを効率よく収集する「設定情報収集」である。 

ネットワーク接続の普及拡大とともに、利用者の利便性向上を図ることが不可欠、かつ

重要なものとして浮かび上がってくる。最も出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向

上」に対しては「機能の統合」で対応している。具体的には他のシステム、機器などとの

間での「転送処理」、「サービス統合（電話とIP電話/ファックスと電子メール）」などであ

る。「利用者サービスの向上」、「経済性の向上」に対しても同じく「機能の統合」で対応

している。具体的にはいずれも「サービス統合（電話とIP電話/ファックスと電子メー

ル）」である。「経済性の向上」に対しても同じく「機能の統合」で対応している。具体的

には「サービス統合（電話とIP電話/ファックスと電子メール）」、「共用ファイル」、「汎用

化（共用化）設計」など異なるサービス、システムを共用化して経済性向上を図っている。 

表1.4.1 に出願の多い技術要素ごとの課題と解決手段を示す。 

1.4.2 では、出願された特許を、表1.4.1にしたがって、各技術要素ごとの課題に対応

する解決手段として分析する。 
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図1.4.1-2 ブロードバンドルータ関連特許の課題と解決手段の分布 
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16 4 97 3 51 21 8 1 3
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（図中の数字は出願件数を示す） 
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表1.4.1 出願の多い技術要素ごとの課題と解決手段 

 技術要素 課題 解決手段 

経路選択の効率化 中継処理の改良、経路情報処理 接続技術 

接続性能 中継処理の改良、プロトコル処理 

動作・処理の高速化 トラフィック処理、経路情報処理、優先接続処理ルーティング技術 

経路選択の効率化 中継処理の改良、経路情報処理、優先接続処理 

アドレッシングの最適化 IPアドレス指定方法の改良 アドレッシング技術 

経路選択の効率化 中継処理の改良、経路情報処理、優先接続処理 

動作･処理の高速化 トラフィック処理、経路情報処理、優先接続処理通信制御技術 

経路選択の効率化 中継処理の改良、経路情報処理、優先接続処理 

高速処理技術 動作･処理の高速化 トラフィック処理、経路情報処理、優先接続処理

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
間
接
続
技
術 

トラフィック制御技術 動作･処理の高速化 トラフィック処理、経路情報処理、優先接続処理

セキュリティ技術 侵入・漏洩の防止 アクセス制限、プロトコル処理 

認証技術 侵入・漏洩の防止 アクセス制限、プロトコル処理 

保守・管理性の向上 監視情報設定技術の改良、経路情報処理 保守管理技術 

障害の防止 中継処理の改良、障害検出能力の改良 

保守・管理性の向上 監視情報設定技術の改良、経路情報処理 設定管理技術 

経路選択の効率化 中継処理の改良、経路情報処理、優先接続処理 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
技
術 

障害対策 障害の防止 中継処理の改良、障害検出能力の改良 

ネットワーク拡張性の向上 機能の統合、中継処理の改良、経路情報処理、 

IPアドレス指定方法の改良 

経済性の向上 機能の統合、優先接続処理 

利用者サービスの向上 機能の統合、優先接続処理、トラフィック処理、

中継処理の改良 

サービス管理技術 

ファックスの付加機能 機能の統合 

ネットワーク拡張性の向上 機能の統合、中継処理の改良、経路情報処理、 

IPアドレス指定方法の改良 

ネットワーク拡張性 

利用者サービスの向上 機能の統合、優先接続処理、トラフィック処理、

利用者サービスの向上 機能の統合、優先接続処理、トラフィック処理、

中継処理の改良 

ネットワーク拡張性の向上 機能の統合、中継処理の改良、経路情報処理、 

IPアドレス指定方法の改良 

IPサービス技術 

経済性の向上 機能の統合、優先接続処理 

利用者サービスの向上 機能の統合、優先接続処理、トラフィック処理 

中継処理の改良 

経済性の向上 機能の統合、優先接続処理 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ア
ク
セ
ス
技
術 

利用者サービス技術 

ネットワーク拡張性の向上 機能の統合、中継処理の改良、経路情報処理、 

IPアドレス指定方法の改良 
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1.4.2 ブロードバンドルータの課題と解決手段 

(1) 接続技術 

図1.4.2-1にブロードバンドルータの接続技術に関する課題と解決手段の出願件数の分

布を示す。 

この図から出願の多い課題「経路選択の効率化」に対する解決手段「中継処理の改良」、

「経路情報処理」、および課題「接続性能」に対する解決手段「中継処理の改良」、「プロト

コル処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-1に示す。この表でハッチングをした部分について

出願人の内訳を表1.4.2-2に示す。 

表1.4.2-2において、「回線の適切な運用」に対して、品質の良い回線の選択や情報量の

少ない（空いている）回線を選択するための「接続制御」で対応しようとする通信機器メ

ーカーからの出願が多い。アナログ電話網とLANとの「異種ネットワーク」に対してはソフ

トウェアによる「プロトコル変換」で対応する通信機器メーカー、情報処理系企業のもの

が多く、「接続制御」で対応するOA機器メーカーもある。 

 
図1.4.2-1 接続技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-1 接続技術に関する課題と解決手段の出願件数 

経路選択の効率化 接続性能 
ネットワーク

拡張性の向上

 

経
路
設
定
の
適
正
化 

ル
ー
タ
と
ブ
リ
ッ
ジ
の 

使
い
分
け 

経
路
情
報
の 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
送
信 

回
線
の
適
切
な
運
用 

経
路
計
算
負
荷
の
軽
減
、 

時
間
短
縮 

経
路
設
定
の
機
能
向
上 

ル
ー
ピ
ン
グ
、
ル
ー
テ
ィ
ン
グ

の
ロ
ッ
ク
防
止 

Ｌ
Ａ
Ｎ
の
送
信
側
、 

受
信
側
の
適
切
な
連
携 

異
種
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

多
重
化
処
理 
透
過
的
ア
ク
セ
ス 

Ｌ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

Ｗ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

中継処理の改良     

ルーティングアルゴリズム多様化  1 1    

ルーティング制御  1 1    

ローカルアドレス中継  1 3 2   

経路制御  1   2

接続制御 3 16 1 1 6   1

経路情報処理     

位置情報取得  1    

経路・位置情報比較     1

経路情報取得  1    

経路選択 6 4    

端末情報設定  1 1    

プロトコル処理     

プロトコル変換  2 11   1

メディア、プロトコル変換     2

優先接続処理     

管理テーブル参照 1    

時間管理  1  1  

接続制御 

(電話/IP電話、FAX/電子メール) 
    1

順序制御  1 1   

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す） 

課題 

解決手段 
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表1.4.2-2 接続技術に関する課題と解決手段の出願人 

経路選択の効率化 接続性能  

回線の適切な 

運用 

経路計算負

荷の 

軽減、時間短

縮 

経路設定の

機能向上 

ﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ､ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞのﾛｯｸ

防止 

LANの送信側､ 

受信側の 

適切な連携 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ 

多様化 

 日立製作所 明電舎    

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 ｿﾆ-    ﾒﾙｺ  

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ 

中継 

日本電気、日本電気通信 

ｼｽﾃﾑ(共願) 

 富士通、ｴﾇ ﾃｨ

ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ(共願)

 

古河電気工業

三菱電機 

  智邦科技股ふん 

東芝 

経路制御      ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾄ中
継
処
理
の
改
良 

接続制御 

ｱﾒﾘｶﾝ ﾃﾚﾌｫﾝ ｱﾝﾄﾞ ﾃﾚｸﾞﾗﾌ

ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 

ｷﾔﾉﾝ 

ｺ-ﾗｽ 

ﾆｭ-ｽﾋﾞｯﾄ 

ﾊﾟｲｵﾆｱ 

ﾌｼﾞﾀ 

田村電機製作所 

東芝 

東洋通信機 

日本電気 (3) 

日本電信電話 

富士通 

 ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 日立電線  ｶｼｵ計算機 

ﾘｺ- 

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ

松下電器産業 

東芝 

日本電気 

位置情報取得     松下電器産業  

経路情報取得 日立製作所      

経路選択 

穴水 弘光、平松 重光、 

本郷 宗、山村 俊弘、奥山

清雄、清水 義晶、佐々木 武

博、寺田 義明、松下電器産

業（共願） 

 

ﾋｭ-ﾚｯﾄ ﾊﾟｯｶ-ﾄﾞ 

日本電信電話 

 

斉藤 憲次、山崎 充彦 

(共願) 

     

経
路
情
報
処
理 

端末情報設定 ﾘｺ-  日立製作所    

プ
ロ
ト
コ
ル
処
理 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 

  日本電気 

富士通 

  ｱﾒﾘｶﾝ ﾃﾚﾌｫﾝ ｱﾝﾄﾞ

ﾃﾚｸﾞﾗﾌ 

ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ(2)

ｿﾆ- (2) 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ

日本電信電話 (2)

日立製作所 (2) 

 

富士通、富士通ｱｲ

ﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑｽﾞ 

(共願) 

課題 

解決手段 
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(2) ルーティング技術 

図1.4.2-2にブロードバンドルータのルーティング技術に関する課題と解決手段の出願

件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「経路選択の効率化」に対する解決手段「中継処理の改良」、

「経路情報処理」、および課題「動作・処理の高速化」に対する解決手段「経路情報処理」、

「トラフィック処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-3に示す。この表でハッチングをした部

分について出願人の内訳を表1.4.2-4（その１、その２）に示す。 

表1.4.2-4（その２）において、「経路選択の効率化」を図るための課題「経路設定の適

正化」に対して大規模なネットワークの経路情報を短時間で検索・処理するための「ルー

ティング情報設定」や、電話回線や無線回線などの複数経路を選択するための「接続制御」

で対応する通信機器メーカーが多い。同じ課題に対して「ルーティング制御」、「経路選択」

で対応する通信機器、OA機器メーカーからの出願もある。「経路設定の機能向上」に対して

は「ルーティングアルゴリズム多様化」で対応する通信機器メーカーが多い。 

「動作・処理の高速化」を図るための課題「転送レート、速度の向上」、「処理能力の向

上」に対してはCPUの負荷を減らす「処理分散」などで対応する通信機器メーカーからの出

願が多い。 

 
図1.4.2-2 ルーティング技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-3 ルーティング技術に関する課題と解決手段の出願件数 

動作・処理の高速化 経路選択の効率化  

処
理
能
力
の
向
上 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
、 

処
理
負
荷
の
増
大 

処
理
時
間
短
縮
、 

応
答
速
度
向
上 

必
要
メ
モ
リ
容
量
の
増
大 

転
送
レ
ー
ト
、
速
度
の 

向
上 

デ
ー
タ
紛
失 

検
索 

経
路
設
定
の
適
正
化 

ル
ー
タ
と
ブ
リ
ッ
ジ
の 

使
い
分
け 

経
路
情
報
の 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
送
信 

回
線
の
適
切
な
運
用 

経
路
計
算
負
荷
の
軽
減
、 

時
間
短
縮 

経
路
設
定
の
機
能
向
上 

中継処理の改良     

ルーティングアルゴリズム多様化  1 2 1 2 3    4 10

ルーティング制御  1 9 2 3  1 1

ローカルアドレス中継     5

接続制御  11 3 1 1 

経路情報処理     

ルーティング情報設定  19  2 2 2

位置情報取得   1  

仮想接続 1 1    1

経路情報取得 3 2 1 2 3    

経路選択 1 2 1 8  1 2 

端末情報設定  1    

変更情報取得  1    

トラフィック処理     

キャッシュ(高速処理)  2    

データ長制御  1    

バッファメモリ強化 1    

フロー制御 2    

処理分散 3 3 2 1 5 1    

帯域制御 1 1    

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す）

課題

解決手段 
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表1.4.2-4 ルーティング技術に関する課題と解決手段の出願人（その１） 

動作・処理の高速化 
 

処理能力の向上 
ﾄﾗﾌｨｯｸ､ 
処理負荷の増大 

処理時間短縮､ 
応答速度向上 

必要ﾒﾓﾘ 
容量の増大 

転送ﾚｰﾄ､ 
速度の向上 

経路情報取得 

ｱﾝﾘﾂ 
ｴｲ ﾃｨ ｱ-ﾙ環境適応通信研究所 
立石電機 

ｼｬ-ﾌﾟ 
日本電信電話 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ ｴｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ  東芝 
日立製作所 

経路選択 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ  東洋通信機 

富士通 
 
 

日本電気 

経
路
情
報
処
理 

端末情報設定   東芝   

ｷｬｯｼｭ 
(高速処理) 

 
 

 日本電気 
日立製作所 

 
 

 

ﾃﾞｰﾀ長制御     日本電気 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ     

ﾌﾛｰ制御 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ 
日立製作所 

 
 

 
 

  
ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
処
理 

処理分散 

ｴｲ ﾃｨ ｱ-ﾙ環境適応通信研究所 
日立製作所 (2) 

三菱電機 
日本電気 
日立製作所 

ｱﾝﾘﾂ 
日立製作所 

日立製作所 東芝 
日本電信電話 
日立製作所 (2) 
 
日立製作所、日立ｺﾝﾋﾟ
ｭ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、日立
ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(共
願) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

解決手段 
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表1.4.2-4 ルーティング技術に関する課題と解決手段の出願人（その２） 
経路選択の効率化  

経路設定の適正化 
ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの
使い分け 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ
送信 

回線の 
適切な運用 

経路計算負荷の軽減､ 
時間短縮 

経路設定の 
機能向上 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 
ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

ｴｸｾﾙ ｽｲｯﾁﾝｸﾞ 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 
富士通 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

ｱﾝﾘﾂ、日本電気(共願) 
 
三菱電機、日本電信電
話(共願) 
 
小倉 直志、ﾃﾙﾐﾅｽ ﾃｸﾉ
ﾛｼﾞ-(共願) 
 
日立製作所、日立ｺﾝﾋﾟ
ｭ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、日立
超ｴﾙ ｴｽ ｱｲ ｼｽﾃﾑｽﾞ
(共願) 

ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾏｼ-ﾝｽﾞ 
ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ (2)
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ
(2) 
日本電気 
日立製作所 (3) 
富士通 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 

沖電気工業 
古河電気工業 
三菱電機 
東芝 
東洋通信機 
日本電気 (2) 
日立製作所 
富士通 

三菱電機 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 

東芝 (2) 
日本電気 

 
 

古河電気工業 古河電気工業 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 

     ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 
松下電器産業 
東芝 
日本電気 

中
継
処
理
の
改
良 

接続制御 

ｱﾗﾝﾃｯｸ 
ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 
ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ 
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ (2) 
国際電気 
東芝 
日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ- 
富士通 (2) 

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 
沖電気工業 
日本無線 

静岡日本電気 日本電気、日本電
気通信ｼｽﾃﾑ(共
願) 

  

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定 

高度通信ｼｽﾃﾑ研究所 
松下電器産業 (2) 
東芝 (2) 
日本電気 (5) 
日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
日本電信電話 (2) 
日立製作所 (2) 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ (4) 

 
 
 
 
 
 
 
 

ｿﾆ- 
三菱電機 

三菱電機 
富士通 

 
 

ｼｬ-ﾌﾟ 
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 

位置情報取得 
  沖電気工業 

 
   

仮想接続     日本電気通信ｼｽﾃﾑ  

経路情報取得 

ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ 
東芝 
 
富士通、富士通関西通信ｼｽﾃﾑ
(共願) 

     

経
路
情
報
処
理 

経路選択 

ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ 
松下電器産業 
日本電気 (2) 
日本電信電話 
日本無線 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 
富士通 

 
 
 
 
 
 
 

日本電信電話 日立通信ｼｽﾃﾑ 
富士通 

 
 

 

課題 

解決手段 
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(3) アドレッシング技術 

図1.4.2-3にブロードバンドルータのアドレッシング技術に関する課題と解決手段の出

願件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「アドレッシングの最適化」に対する解決手段「IPアドレス

指定方法の改良」、「中継処理の改良」の出願件数の内訳を表1.4.2-5に示す。この表でハッ

チングをした部分について出願人の内訳を表1.4.2-6に示す。 

表1.4.2-6において、「アドレッシングの最適化」を図るための課題「アドレス登録の簡

易化」に対して、グローバルIPアドレスを有効に利用するための「動的アドレス割付」や

端末のネットワークアドレスを有効に利用する「アドレス変換」で対応する通信機器メー

カー、情報処理系企業が多い。同じ課題に対して「ローカルアドレス中継」で対応する出

願もある。「アドレス検索処理の簡易化」に対してはルータに登録される全てのアドレス情

報を効率的に引出すための「アドレステーブル使用」で対応し、インターネット利用者の

急増にともなう「グローバルIPアドレスの不足」に対しては「動的アドレス割付」で対応

する通信機器メーカー、情報処理系企業からの出願がある。個人からのものも見受けられ

る。 

 
図1.4.2-3 アドレッシング技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

解
プロトコル処理

決
監視情報設定技術の改良

手
優先接続処理

段
IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良
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課　 題

1991年から2002年7月公開の出願
（図中の数字は出願件数を示す）

1 2

2 3

1 3 1

82 1 2 4

1 1

2 1 1 1

1 6

2

1

9

2

1

4



40 

 
 

表1.4.2-5 アドレッシング技術に関する課題と解決手段の出願件数 

経路選択の効率化 
アドレッシングの 

最適化 

経
路
設
定
の
適
正
化 

ル
ー
タ
と
ブ
リ
ッ
ジ
の 

使
い
分
け 

経
路
情
報
の 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
送
信 

回
線
の
適
切
な
運
用 

経
路
計
算
負
荷
の
軽
減
、 

時
間
短
縮 

経
路
設
定
の
機
能
向
上 

ア
ド
レ
ス
登
録
の
簡
易
化 

ア
ド
レ
ス
検
索
処
理
の 

簡
易
化 

グ
ロ
ー
バ
ル
Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス

の
不
足 

中継処理の改良    

ローカルアドレス中継 1 4 4 4 1 

接続制御 1    

経路情報処理    

ルーティング情報設定 1    

位置情報取得 1 1  

経路選択 1    

端末情報設定  1  

変更情報取得 1 1    

IPアドレス指定方法の改良    

アドレス割当て 2  2 

アドレステーブル使用 6 9 4 

アドレス変換 13 4 5 

プライベートアドレス使用 1  2 

逆アドレス変換 1 1  

検索ツリー参照  4  

動的アドレス割付 14 5 9 

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す） 

課題 

解決手段 
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表1.4.2-6 アドレッシング技術に関する課題と解決手段の出願人 

アドレッシングの最適化 
 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の簡易化 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの不足

中
継
処
理
の 

改
良 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 

ｷﾔﾉﾝ 

ｾｲｺ-電子工業 

ｿﾆ- 

三星電子 

ｿﾆ-、日本電信電話(共願) 

 

ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ 

東芝 

日立製作所 

三洋電機 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 

ﾘｺ- 

ﾜ-ﾙﾄﾞｱｸｾﾙ 

 ｱｲ ﾋﾟ- ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ 

日本電信電話 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 

ﾉ-ﾃﾙ ﾈｯﾄﾜ-ｸｽ 

ﾘｺ- 

沖電気工業 

日本電気 

日立通信ｼｽﾃﾑ 

米沢日本電気 

東日本電信電話、西日本電信

電話(共願) 

 

ｻﾝ ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ 

松下電器産業 

日本電気 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ (2) 

日立電線 

富士ｾﾞﾛｯｸｽ 

 

日立製作所、日立ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀｴﾚ

ｸﾄﾛﾆｸｽ(共願) 

日立製作所、日立ｿﾌﾄｳｪｱｴ

ﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(共願) 

 

ｻﾝ ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ 

日本電気 

富士通 

 

 

 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 

日本電気、静岡日本電気(共願) 

 

ｷﾔﾉﾝ 

沖電気工業 

国際電気 

住友電気工業 

松下電器産業 

東芝 (2) 

日本電気 (2) 

日本電気ﾃﾚｺﾑｼｽﾃﾑ 

日立製作所 

富士通 

ｸﾞﾗﾑ ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

ｿﾆ- 

ﾘｺ- 

日本電気 

田村 雄二 

日本電信電話 

日立製作所 

富士通 (2) 

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｱﾄﾞﾚｽ使用 
日本電信電話、ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞ 

(共願) 

 ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾌﾛﾝﾃｨｱ 

東芝 

逆ｱﾄﾞﾚｽ変換 ｽﾘ-ｺﾑ 松下電器産業  

検索ﾂﾘｰ参照 

 ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 

ﾉ-ﾄﾞﾊﾞ-ｸﾞ MFG 

川崎ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

藤倉電線 

 

 

 

 

Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
指
定
方
法
の
改
良 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 

ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 

ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾌﾛﾝﾃｨｱ 

ｿﾆ- 

ﾌﾞﾗｻﾞ-工業 

松下電器産業 (2) 

東芝 

日本電気 (3) 

日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ- 

日立製作所 (2) 

富士通 

ﾙ-ﾄﾚｯｸ ﾈｯﾄﾜ-ｸｽ 

松下電器産業 

日本電気 

日立製作所 

富士通 

井出 剛、河村 祐二(共

願) 

 

ｾｲｺ-電子工業 

ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 

ﾔﾏﾊ 

松下電器産業 

松下電工 

東芝 

日本電気 

 

日本電気、静岡日本電気

(共願) 

 

課題 

解決手段 
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(4) 通信制御技術 

図1.4.2-4にブロードバンドルータの通信制御技術に関する課題と解決手段の出願件数

の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「動作・処理の効率化」に対する解決手段「トラフィック処

理」、「優先接続処理」、「経路情報処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-7に示す。この表でハ

ッチングをした部分について出願人の内訳を表1.4.2-8に示す。 

表1.4.2-8において、「動作・処理の高速化」を図るために、情報の伝送遅れ防止や回線

の利用効率を高める、あるいは、データ伝送の負荷を均一にするための「フロー制御」や

データ伝送の並列処理や負荷分散を行う「処理分散」、IP電話などのリアルタイム伝送のた

め「順序制御」で対応する通信機器メーカー、情報処理系企業からの出願が多い。 

 
図1.4.2-4 通信制御技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-7 通信制御技術に関する課題と解決手段の出願件数 

動作・処理の高速化 

処
理
能
力
の
向
上 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
、 

処
理
負
荷
の
増
大 

処
理
時
間
短
縮
、 

応
答
速
度
向
上 

必
要
メ
モ
リ
容
量
の
増
大 

転
送
レ
ー
ト
、
速
度
の
向
上 

デ
ー
タ
紛
失 

検
索 

経路情報処理   

仮想接続 1 1 2   

経路情報取得 1 2 1   

経路選択 1 2 2   

トラフィック処理   

キャッシュ(高速処理) 1   

データ長制御 1 3 2   

バッファメモリ強化 1   

フロー制御 4 4 1 3 1  

競合回避 1   

最適処理 1 1   

処理分散 4 4 3 2   

帯域制御 2 3 2   

プロトコル処理   

プロトコル変換 1   

管理テーブル参照 1 1 1   

経路監視   

優先接続処理   

時間管理 2   

優先度管理 2 1 1 1  

順序制御 1 6 2   

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段 
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表1.4.2-8 通信制御技術に関する課題と解決手段の出願人 

動作・処理の高速化  

処理能力の向上
ﾄﾗﾌｨｯｸ､ 

処理負荷の増大

処理時間短縮､

応答速度向上 

必要ﾒﾓﾘ容量の 

増大 

転送ﾚｰﾄ､ 

速度の向上 

仮想接続 
 日立製作所 ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾏｼ-ﾝｽﾞ 

 ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ

日本電気 

経路情報取得 
東芝 日本電気 

日立製作所 

東芝   経
路
情
報
処
理 

経路選択 

日本電気、静岡

日本電気(共願)

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ

日立製作所 

ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ 

 

日立製作所、日立ｲ

ﾝ ﾌ ｫ ﾒ - ｼ ｮ ﾝ ﾃ ｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ

-(共願) 

  

ｷｬｯｼｭ(高速処理) 
 ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾏｼ-ﾝｽﾞ 

   

ﾃﾞｰﾀ長制御 

日本電気 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

富士通 (2) 

 

 

 三菱電機 

日立製作所 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 日本電気     

ﾌﾛｰ制御 

日本電気 (2) 

日立製作所 

 

日立製作所、日

立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉ

ﾛｼﾞ-(共願) 

ｽﾘ- ｼｲ ｵｳ ｴﾑ 

古河電気工業 

松下電器産業 

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

富士通  ｺ-ﾗｽ 

東芝 (2) 

競合回避     三菱電機 

最適処理  日立製作所 ﾘｺ-   

処理分散 

三菱電機、ﾃﾞｨ

ﾃﾞｨ ﾈｯﾄﾜ-ｸ(共

願) 

 

日立製作所 (2)

富士通 

三菱電機、日本電

信電話(共願) 

 

三菱電機 

静岡日本電気 

東芝 

日本電気、日本電気

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(共願)

 

超高速ﾈｯﾄﾜ-ｸ ｺﾝﾋﾟ

ｭ-ﾀ技術研究所 

 

日立製作所、日立ｲ

ﾝ ﾌ ｫ ﾒ - ｼ ｮ ﾝ ﾃ ｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ

-(共願) 

 三菱電機 

 

通信 放送機構、ｿﾆ

-(共願) 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
処
理 

帯域制御 

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 

日本電気 

通信 放送機構、三

菱電機(共願) 

 

東芝 

日本電信電話 

  ﾘｺ- 

日立製作所 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 
 日本電気    

プ
ロ
ト
コ
ル 

処
理 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 

ｼｬ-ﾌﾟ 武留井 五市 東芝   

時間管理 

    ｼ-ﾒﾝｽ ｲﾝﾌｫﾒｲｼｮﾝ ｱ

ﾝﾄﾞ ｺﾐｭﾆｹｲｼｮﾝ 

日本電信電話 

優先度管理 
東芝 

日本電気 

松下電器産業 松下電器産業   

優
先
接
続
処
理 

順序制御 

日本電気 日本電気、日本電

気ﾃﾚｺﾑｼｽﾃﾑ(共願)

 

ﾉｷｱ ﾃﾚｺﾐｭﾆｶｼｵﾝｽ

OY 

ﾋｭ-ﾚｯﾄ ﾊﾟｯｶ-ﾄﾞ 

日立製作所 

富士通 (2) 

ｼｬ-ﾌﾟ 

三菱電機 

  

 

解決手段 

課題 
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(5) 高速処理技術 

図1.4.2-5にブロードバンドルータの高速処理技術に関する課題と解決手段の出願件数

の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「動作・処理の効率化」に対する解決手段「トラフィック処

理」、「経路情報処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-9に示す。この表でハッチングをした部

分について出願人の内訳を表1.4.2-10に示す。 

表1.4.2-10において、「処理能力の向上」に対して、データ処理の均一化を図った「フロ

ー制御」、処理の負荷分散のための「処理分散」で対応するものが主である。「トラフィッ

ク、処理負荷の増大」に対しても同様に「フロー制御」や「処理分散」で対応する通信機

器メーカー、情報処理系企業からの出願が多い。 

 
図1.4.2-5 高速処理技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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1
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9

40
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1
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表1.4.2-9 高速処理技術に関する課題と解決手段の出願件数 

動作・処理の高速化 

処
理
能
力
の
向
上 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
、 

処
理
負
荷
の
増
大 

処
理
時
間
短
縮
、 

応
答
速
度
向
上 

必
要
メ
モ
リ
容
量
の
増
大 

転
送
レ
ー
ト
、
速
度
の
向
上 

デ
ー
タ
紛
失 

検
索 

経路情報処理   

経路情報取得 2 1 2 2   

経路選択 2 2 1   

トラフィック処理   

ジャム信号制御 2  

バッファメモリ強化 2   

フロー制御 6 4 1 2 1  

通信容量制限 2   

競合回避 1 1   

最適処理 2   

処理分散 4 5 1 2   

帯域制御 1 2 1  

プロトコル処理   

プロトコル変換 1   

監視情報設定技術の改良   

デフォルト照合 1   

管理テーブル参照 3 2 1   

経路の複数設定 1   

経路監視 1   

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す） 

課題 

解決手段 
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表1.4.2-10 高速処理技術に関する課題と解決手段の出願人 

動作・処理の高速化  

処理能力の向上 
ﾄﾗﾌｨｯｸ､ 

処理負荷の増大 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路情報取得 

日本電気 

日立電線 

日本電気 超高速ﾈｯﾄﾜ-ｸ ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ技術研究所 

東洋通信機 

経
路
情
報
処
理 

経路選択 

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ

東芝 

日本電気 

日本電信電話 

日本電信電話 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 

 超高速ﾈｯﾄﾜ-ｸ ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ技術研究

所 

富士通 

 

ﾌﾛｰ制御 

静岡日本電気、日本電気(共

願) 

 

ｾｲｺ-電子工業 

ﾃﾞｨ-ﾃﾞｨ-ｱｲ 

三菱電機 

藤倉電線 

 

日立製作所、日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝ

ﾃｸﾉﾛｼﾞ-(共願) 

ｴｼｬﾛﾝ  

ﾉ-ﾃﾙ ﾈｯﾄﾜ-ｸｽ 

東芝 

日本電気 

富士通 

通信容量制限 

 日本電信電話 

 

日立製作所、日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱ

ﾘﾝｸﾞ、日立ﾏｲｺﾝｼｽﾃﾑ(共願) 

 

競合回避 

日立製作所、日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝ

ﾃｸﾉﾛｼﾞ-(共願) 

  

処理分散 

通信 放送機構、ｿﾆ-(共願)

 

沖電気工業 

東芝 

日本電信電話 

通信 放送機構、ｿﾆ-(共願) 

 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ ﾋﾞｼﾞｮﾝ ﾗﾎﾞﾗﾄﾘ-ｽﾞ 

古河電気工業 (2) 

日本電気 

古河電気工業 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
処
理 

帯域制御 

古河電気工業 日立製作所 (2)  

 

 

課題 

解決手段 
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(6) トラフィック制御技術 

図1.4.2-6にブロードバンドルータのトラフィック制御技術に関する課題と解決手段の

出願件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「動作・処理の効率化」に対する解決手段「トラフィック処

理」、「優先接続処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-11に示す。この表でハッチングをした

部分について出願人の内訳を表1.4.2-12に示す。 

表1.4.2-12において、「トラフィック、処理負荷の増大」に対して、「処理分散」、「帯域

制御」、「順序制御」、「通信容量制限」などで対応する通信機器メーカー、情報処理系企業

からの出願がある。 

 

図1.4.2-6 トラフィック制御技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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1
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表1.4.2-11 トラフィック制御技術に 

関する課題と解決手段の出願件数 
動作･処理の高速化  

処
理
能
力
の
向
上 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
、 

処
理
負
荷
の
増
大 

処
理
時
間
短
縮
、 

応
答
速
度
向
上 

必
要
メ
モ
リ
容
量
の
増
大 

転
送
レ
ー
ト
、
速
度
の
向
上 

デ
ー
タ
紛
失 

検
索 

トラフィック処理     

多重処理  2   

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化     

ﾌﾛｰ制御     

通信容量制限  2   

最適処理  1   

処理分散  3   

帯域制御 1 2   1

負荷分散     

優先接続処理     

順序制御 2 2   

時間管理  1   

優先度管理  1   

（表中の太字はそれぞれ課題-１、 

解決手段-１を表す） 
 

表1.4.2-12 トラフィック制御技術に 

関する課題と解決手段の出願人 
動作・処理の高速化 

処理能力の向上 
ﾄﾗﾌｨｯｸ､ 

処理負荷の増大

多重処理  

日本電気 

日立製作所 

通信容量制限  
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 

富士通 

最適処理  富士通 

処理分散  

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ ｴｸｲｯﾌﾟﾒ

ﾝﾄ 

日本電気 

富士通 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
処
理 

帯域制御 

ﾃﾚﾌｫﾝ AB ｴﾙ ｴﾑ ｴﾘ

ｸｿﾝ 

日本ﾕﾆｼｽ 

日立製作所 

順序制御 
ﾀﾞｲｷﾝ工業 

藤倉電線 

日本電気 (2) 

時間管理  
日本電気 

優
先
接
続
処
理 優先度管理  

日本電気 

 

 
 
 
 

 

 

課題 

解決手段 

課題 

解決手段 
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(7) セキュリティ技術 

図1.4.2-7にブロードバンドルータのセキュリティ技術に関する課題と解決手段の出願

件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「侵入・漏洩の防止」に対する解決手段「アクセス制限」、「プ

ロトコル処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-13に示す。この表でハッチングをした部分に

ついて出願人の内訳を表1.4.2-14に示す。 

表1.4.2-14において、「侵入・漏洩の防止」を図るための課題「アクセスの正当性評価」

に対しては、認識用の「識別子（鍵）使用」、情報の「フィルタリング処理」、「認証サーバ

使用」やプロトコルの識別など「条件設定」で対応する出願が通信機器メーカー、情報処

理企業、OA機器メーカー、印刷機器メーカーなどからある。 

課題「セキュリティ確保」に対しては、「複数系統暗号使用」、「識別子（鍵）使用」、「フ

ィルタリング処理」、「条件設定」などで不正アクセスに対応するものが通信機器メーカー、

情報処理系企業、OA機器メーカー、印刷機器メーカーなどから出願されている。個人から

のものも見受けられる。 

 
図1.4.2-7 セキュリティ技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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1 1
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5
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2

2
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表1.4.2-13セキュリティ 

技術に関する 

課題と解決手段の出願件数 

侵入・漏洩の

防止 

ア
ク
セ
ス
の
正
当
性
評
価 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保 

プロトコル処理   

プロトコル変換  1 

条件設定 

(その他のプロトコル等) 
3 4 

アクセス制限   

トンネリング処理  1 

フィルタリング処理 3 4 

識別子(鍵)使用 5 4 

認証サーバ使用 3 3 

複数系統暗号使用 1 5 

（表中の太字はそれぞれ課題-１、

解決手段-１を表す） 

表1.4.2-14 セキュリティ 

技術に関する 

課題と解決手段の出願人 
侵入・漏洩の防止 

ｱｸｾｽの正当性評価 ｾｷｭﾘﾃｨ確保 

プ
ロ
ト
コ
ル

処
理 

条件設定 

(その他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ

等) 

ｼﾝｸ 

ｽﾀ- ｱﾙﾌｧ 

日新電機 

ﾘｺ- 

国際電気 

日立製作所 (2) 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 
 三菱電機 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 

ｻﾝ ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ 

日本電信電話 

富士通 

東芝、東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ-(共願)

 

日本電信電話 

富士通 

野村総合研究所 

識別子(鍵)使用

小川 秀治 

大日本印刷 

日通工 

日立製作所 

富士ｾﾞﾛｯｸｽ 

ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ 

ｿﾆ- 

ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 

関西ﾃｨ- ｴﾙ ｵ- 

認証ｻｰﾊﾞ使用 

ｷﾔﾉﾝ 

東芝 

日本電信電話 

丸山 伸、浅野 善男(共願) 

 

高橋 清泰 

日本電気 

ア
ク
セ
ス
制
限 

複数系統暗号使用

富士電機 ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 

松下電器産業 

大日本印刷 

日本電信電話 

富士通 

 

課題 

解決手段 

課題 
解決手段 
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(8) 認証技術 

図1.4.2-8にブロードバンドルータの認証技術に関する課題と解決手段の出願件数の分

布を示す。 

この図から出願の多い課題「侵入・漏洩の防止」に対する解決手段「アクセス制限」の

出願件数の内訳を表1.4.2-15に示す。この表でハッチングをした部分について出願人の内

訳を表1.4.2-16に示す。 

表1.4.2-16において、「アクセスの正当性評価」に対しては「識別子（鍵）使用」、情報

の「フィルタリング処理」、「認証サーバ使用」などで対応するものが主であり、通信機器

メーカー、情報処理系企業、OA機器メーカーなどから出願されている。 

また「セキュリティ確保」に対しては「識別子（鍵）使用」での対応が主なもので、通

信機器メーカーからの出願がある。 

 
図1.4.2-8 認証技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-15 認証技術に関する 

課題と解決手段の出願件数 

障害の

防止 

侵入・ 

漏洩の 

防止 

 

設
定
デ
ー
タ
の
品
質
保
持 

回
線
、
機
器
の
異
常
処
理 

ア
ク
セ
ス
の
正
当
性
評
価 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保 

プロトコル処理     

条件設定 

(その他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 
1  3  

アクセス制限     

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理   7  

識別子(鍵)使用   9 3 

認証ｻｰﾊﾞ使用   7 1 

複数系統暗号使用   1  

（表中の太字はそれぞれ課題-１、

解決手段-１を表す） 
 
 
 
 
 

表1.4.2-16 認証技術に関する 

課題と解決手段の出願人 
侵入・漏洩の防止 

 

ｱｸｾｽの正当性評価 ｾｷｭﾘﾃｨ確保 

プ
ロ
ト
コ
ル

処
理 

条件設定 

(その他のﾌﾟﾛﾄ

ｺﾙ等) 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝｽﾞ 

ﾏｽﾌﾟﾛ電工 

村田機械  

 

 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理

ｴﾇｲ-ｼ-ｹ-ﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ 

ﾘｺ- 

山武ﾊﾈｳｪﾙ 

日本電気 

日立製作所 

日立通信ｼｽﾃﾑ 

日立電線 

 

 

 

 

 

 

 

識別子(鍵)使

用 

ｼﾞ- ﾃｨ- ｲ- ﾓ-ﾋﾞﾙﾈﾂﾄ ｻ-ﾋﾞｽ、ｼﾞ- ﾃ

ｨ- ｲ- ﾃﾚｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ ｻ-ﾋﾞｾｽ(共願) 

 

ｼｬ-ﾌﾟ (2) 

ﾘｺ- (2) 

三菱電機 (2) 

上野 貢潤 

 

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、日本電気 

(共願) 

東芝 

日本ﾃﾞｼﾞﾀﾙ研究所 

日本電気 

認証ｻｰﾊﾞ使用

日本電気、日本電気ﾃﾚｺﾑｼｽﾃﾑ(共願) 

 

ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 

ｼﾞｪﾌﾟﾛ 

古河電気工業 

三菱電機 

日本電気 

日本電信電話 

富士通 

ア
ク
セ
ス
制
限 

複数系統暗号

使用 

青木 武  

 
 

課題 

解決手段 

課題 

解決手段 
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(9) 保守管理技術 

図1.4.2-9にブロードバンドルータの保守管理技術に関する課題と解決手段の出願件数

の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「保守・管理性の向上」に対する解決手段「監視情報設定技

術の改良」の出願件数の内訳を表1.4.2-17に示す。この表でハッチングをした部分につい

て出願人の内訳を表1.4.2-18に示す。 

表1.4.2-18において、「管理簡易化」に対して、ルータの情報テーブルの内容を容易に収

集できる「設定情報収集」や、複雑な情報テーブルの「簡易設計」で対応するものが主で

ある。「複雑な作業の簡易化」に対しては、遠隔操作（WEB）による診断ができる「簡易設

計」や「設定情報収集」、「専用試験機の導入」での対応が主なものである。 

出願人は通信機器メーカー、情報処理系企業、印刷会社などである。 

 
図1.4.2-9 保守管理技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-17 保守管理技術に 

関する課題と解決手段の出願件数 

保守・管理性の向上 
障害の

防止 

 

複
雑
な
作
業
の
簡
易
化 

管
理
簡
易
化 

開
発
効
率
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
使
用
）
時

間
管
理 

設
定
デ
ー
タ
の
品
質
保
持 

回
線
、
機
器
の
異
常
処
理 

監視情報設定技術の 

改良 
    

デフォルト照合  1   

管理品質制御  2   

柔軟な運用 1 3   

管理テーブル参照 1    

簡易設計 4 4   

設定情報収集 3 8 1  1

専用試験機の導入 2    1

優先接続処理     

時間管理  1  1 1

優先度管理  1   

（表中の太字はそれぞれ課題-１、 

解決手段-１を表す） 

表1.4.2-18 保守管理技術に 
関する課題と解決手段の出願人 

保守・管理性の向上 

複雑な作業の簡易化 管理簡易化 

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ照合
 日立電線 

管理品質制御

 ｱﾙｶﾃﾙ ﾕ- ｴｽ ｴ- ｿ-

ｼﾝｸﾞ LP 

大日本印刷 

柔軟な運用

東芝 ｹｲﾃﾞｨ-ﾃﾞｨ-ｱｲ 

日本電信電話 

富士通 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ 

参照 

日立製作所  

簡易設計 

日立製作所、日立ｲﾝﾌｫﾒ

-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞ-(共願) 

 

古河電気工業 

高岳製作所 

日本電信電話 

中国日本電気ｿﾌﾄｳｪ

ｱ 

日本電気 

日本電信電話 

富士通 

設定情報収集

静岡日本電気、日本電

気(共願) 

 

ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-

ﾝｽﾞ 

ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ 

 

三菱電機、中部電力

(共願) 

 

ﾐｸﾛｽｿﾌﾄｳｪｱ 

ﾘｺ- 

大日本印刷 

東芝 

日本電気 

日本電信電話 

富士通電装 

監
視
情
報
設
定
技
術
の
改
良 

専用試験機の

導入 

横河電機 

富士通 

 

 
 
 
 
 
 

 

課題 

解決手段 

課題 

解決手段 
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(10) 設定管理技術 

図1.4.2-10にブロードバンドルータの設定管理技術に関する課題と解決手段の出願件数

の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「保守・管理性の向上」に対する解決手段「監視情報設定技

術の改良」の出願件数の内訳を表1.4.2-19に示す。この表でハッチングをした部分につい

て出願人の内訳を表1.4.2-20に示す。 

表1.4.2-20において、「複雑な作業の簡易化」に対しては、あらかじめ情報テーブルを作

成しておき、遠隔操作（WEB）により設定できるようにする「簡易設計」で対応するものが

圧倒的に多い。「管理簡易化」に対しても同様に「簡易設計」で対応するものが主である。

ルータの「経路設定の機能向上」に対しては、情報テーブルの変更内容だけをやり取りす

る「変更情報取得」で対応するものがある。 

出願は、通信機器メーカー、情報処理企業からのものが多いが、OA機器メーカーからの

ものもある。 

 
図1.4.2-10 設定管理技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-19 設定管理技術に関する 

課題と解決手段の出願件数 
経路選択の効率化 保守・管理性の向上  

経
路
設
定
の
適
正
化 

経
路
計
算
負
荷
の
軽
減
、 

時
間
短
縮 

経
路
設
定
の
機
能
向
上 

複
雑
な
作
業
の
簡
易
化 

管
理
簡
易
化 

開
発
効
率
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
使
用
） 

時
間
管
理 

経路情報処理      

位置情報取得     1 

経路選択 2   1  

端末情報設定    1  

変更情報取得   3 1  

監視情報設定 

技術の改良 
     

簡易MIB設定   1   

遠隔制御   1  1 

自動設定   2 1  

簡易設計    26 9 2

設定情報収集    4 3 

（表中の太字はそれぞれ課題-１、 

解決手段-１を表す） 

表1.4.2-20 設定管理技術に関する 

課題と解決手段の出願人 
経路選択の

効率化 
保守・管理性の向上 

経路設定の

機能向上 

複雑な作業の 

簡易化 
管理簡易化

経
路
情
報 

処
理 

変更情報

取得 

ﾔﾏﾊ 

古河電気工業

日本開発銀行

東京電気  

簡易MIB設定 日立電線   

遠隔制御 古河電気工業  ｾｲｺ-電子工業

自動設定
日本電気 (2) ﾊﾞ-ﾁｬﾙ ｱｸｾｽ ｱｲﾙﾗ

ﾝﾄﾞ LTD 

 

簡易設計

 ﾒﾃﾞｨｱﾜﾝ ｸﾞﾙ-ﾌﾟ、

ﾕ- ｴｽ ｳｴｽﾄ(共願) 

 

ｱﾝﾘﾂ 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼ

ｮﾝｽﾞ 

ｴﾇｲ-ｼ-ｱｸｾｽﾃｸﾆｶ 

ｷﾔﾉﾝ 

ｾｲｺ-電子工業 (2) 

ﾘｺ- 

沖電気工業 (2) 

古河電気工業 (2) 

松下電器産業 (3) 

日本電気 (2) 

日本電信電話 

日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ- 

日立製作所 

富士通 (3) 

米沢日本電気 

 

日本電気、静岡日

本電気 (2)(共願) 

ｱﾝﾘﾂ 

ｼﾞｪﾈｼｽ ﾃﾚｺﾐｭﾆ

ｹ-ｼｮﾝｽﾞ LAB 

ｾｲｺ-電子工業

三菱電機 

住友電気工業

松下電器産業

(2) 

日立製作所 

 

日立製作所、日

立中部ｿﾌﾄｳｪｱ、

日立旭ｴﾚｸﾄﾛﾆｸ

ｽ(共願) 

監
視
情
報
設
定
技
術
の
改
良 

設定情報

収集 

 植野 敏昭 

日本電気 (2) 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞ

ﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｷﾔﾉﾝ 

日 本 電 信 電

話 

日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉ

ﾛｼﾞ- 

 

課題 

解決手段 

課題 

解決手段 
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(11) 障害対策技術 

図1.4.2-11にブロードバンドルータの障害対策技術に関する課題と解決手段の出願件数

の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「障害の防止」に対する解決手段「中継処理の改良」、「障害

検出能力の改良」の出願件数の内訳を表1.4.2-21に示す。この表でハッチングをした部分

について出願人の内訳を表1.4.2-22に示す。 

表1.4.2-22において、障害の防止を図る課題「回線、機器の異常処理」に対しては、異

常回線を切替える「経路制御」で対応するものが突出して多く、異常回線の「故障診断」

で対応するものも多い。失った情報を復活させる「データ復活処理」などの出願もある。

また「設定データの品質保持」に対しては、異常回線を切替える「経路制御」で対応する

ものが主である。 

出願は通信機器メーカー、情報処理系企業からのものが多いが、OA機器メーカーからの

ものもある。 

 
図1.4.2-11 障害対策技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-21 障害対策技術に関する 

課題と解決手段の出願件数 

保守・管理性の向上 障害の防止 

複
雑
な
作
業
の
簡
易
化 

管
理
簡
易
化 

開
発
効
率
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
使
用
） 

時
間
管
理 

設
定
デ
ー
タ
の
品
質
保
持 

回
線
、
機
器
の
異
常
処
理 

中継処理の改良     

経路制御    4 37

経路分離     1

接続制御     1

経路情報処理     

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設

定 
   1 1

経路･位置情報

比較 
    1

経路選択     

トラフィック処

理 
    

処理分散     1

プロトコル処理     

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換     1

条件設定 

(その他の 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

    1

監視情報設定 

技術の改良 
    

経路の複数 

設定 
   1 2

障害検出能力の

改良 
    

ﾃﾞｰﾀ復活処理    1 4

故障解析     1

故障診断     26

（表中の太字はそれぞれ課題-１、 

解決手段-１を表す） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表1.4.2-22 障害対策技術に関する 

課題と解決手段の出願人 

障害の防止 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 回線､機器の異常処理 

経路制御

東芝 
日立製作所 
富士通 
立石電機 

日立製作所、日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸﾞ (2)(共願) 
 
ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 
ｹﾝｳｯﾄﾞ 
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 
古河電気工業 
三菱電機 
松下電器産業 
川崎製鉄 
東芝 (4) 
東洋通信機 
日本電気 (10) 
日立製作所 (5) 
富士通 (4) 
富士通ｱｲ ﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑｽﾞ (2)
明電舎 
 
東芝ｱｲﾃｨ- ｿﾘｭｰｼｮﾝ、東芝 
(共願) 

経路分離
 日本ﾋﾞｸﾀ- 

中
継
処
理
の
改
良 

接続制御  沖電気工業 

ト
ラ
フ
ィ

ッ
ク
処
理 

処理分散

 日立製作所、ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-
ｼｮﾝｽﾞ(共願) 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換  ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 
プ
ロ
ト
コ
ル

処
理 

条件設定
(その他のﾌﾟ
ﾛﾄｺﾙ等) 

 ﾘｺ- 

監
視
情
報
設
定 

技
術
の
改
良 

経路の複数
設定 

東芝 日本電信電話 
日立製作所 

ﾃﾞｰﾀ復活処
理 

ﾃﾚﾌｫﾝ AB ｴﾙ ｴﾑ ｴﾘｸｿﾝ 三菱電機 
川崎製鉄 
東芝 
日本電気 

故障解析  松下電送ｼｽﾃﾑ 

障
害
検
出
能
力
の
改
良 

故障診断

 日立製作所、日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸ
ﾉﾛｼﾞ- (2)(共願) 
 
ｷﾔﾉﾝ 
ｹｲﾃﾞｨ-ﾃﾞｨ-ｱｲ研究所 
沖電気工業 
三菱電機 (2) 
松下電器産業 (2) 
日本電気 (6) 
日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
日本電気ﾃﾚｺﾑｼｽﾃﾑ 
日本電信電話 (4) 
日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 
日立製作所 (2) 
日立電子ｻ-ﾋﾞｽ 
 
富士ﾌｧｺﾑ制御、富士電機 
(共願) 

 

課題 

解決手段 

課題 

解決手段 
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(12) サービス管理技術 

図1.4.2-12にブロードバンドルータのサービス管理技術に関する課題と解決手段の出願

件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対する解決手段「機能の統

合」、「経路情報処理」、課題「利用者サービスの向上」に対する「機能の統合」、課題「経

済性の向上」に対する「優先接続処理」、課題「ファックスの付加機能」に対する「機能の

統合」の出願件数の内訳を表1.4.2-23に示す。この表でハッチングをした部分について出

願人の内訳を表1.4.2-24に示す。 

出願はインターネット接続を前提としたものが主である。 

表1.4.2-24において、「経済性の向上」を図るための課題である異種端末接続などの「運

用の経済性・利便性」に対して、IP電話経由のアナログ電話やFAX画像の電子メールによる

配信などの「接続制御（電話/IP電話、FAX/電子メール）」で対応するものが突出していて、

通信機器メーカー、情報処理系企業はもとより、OA機器メーカーからの出願もたいへん多

い。 

同じ課題に対してマルチメディアサービスを経済的に受信するための「共用ファイル（音

声、画像、映像）利用」で対応するものもある。 

「ネットワーク拡張性の向上」のための「LAN側の拡張性」に対してはソフトウェアによ

る異種端末間の「転送処理」で対応するものが、通信機器メーカー、OA機器メーカーから

多く出願されている。 

また、電子メールとFAXを共用できる「汎用化（共用化）設計」や、受信情報の「ファイ

リング処理」で対応するOA機器メーカーからの出願も多い。 

同じく「ネットワーク拡張性の向上」のための課題「WAN側の拡張性」に対しても、移動

端末とのネットワーク接続の「転送処理」で対応するものがある。 

インターネットによるファックスの「電子メールとの連携」に対しては、ファックスと

電子メールとの間の「転送処理」で対応するものがOA機器メーカーから多く出願されてい

る。 

全般に、アナログ電話とIP電話/FAXと電子メールとの接続など、インターネット接続に

対するOA機器メーカーの積極的な取組みの一端をうかがうことができる。 
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図1.4.2-12 サービス管理技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-23 サービス管理技術に関する課題と解決手段の出願件数 

ネットワーク 

拡張性の 

向上 

利用者サービスの向上 経済性の向上 

ファックス

の 

付加機能

 

Ｌ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

Ｗ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

優
先
度
制
御 

適
正
な
帯
域
保
証 

Ｑ
Ｏ
Ｓ 

信
頼
性
の
向
上 

異
種
（
網
）
統
合 

情
報
検
索 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト 

低
価
格
化 
課
金 
運
用
の
経
済
性
、 

利
便
性 

電
子
メ
ー
ル
と
の 

連
携 

経路情報処理      

経路・位置情報比較 4     

端末情報設定 10 3 1 1 1   1 2

優先接続処理      

接続制御 

(電話/IP電話､ 

FAX/電子メール) 

2 1  5 42 

時間管理   1    

順序制御   1 3 2    

IPアドレス指定方法の改良      

アドレス割当て 5 1 1 1    1

機能の統合      

WEBサーバ(電話帳など)利用   2    

サービス統合 

(電話/IP電話､ 

FAX/電子メール) 

 

 

 

1 4   3 1

サービスの共用   1 2 5 1  1  

ファイリング処理 7  1    

圧縮制御   4    

共用ファイル 

(音声、画像、映像)利用 
    8 

転送処理 23 3 1   2 16

汎用化(共用化)設計 12    1 3

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す）

課題 

解決手段 
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表1.4.2-24 サービス管理技術に関する課題と解決手段の出願人 

ネットワーク拡張性の向上 利用者サービスの向上 経済性の向上 
ファックスの
付加機能 

 

LAN側の拡張性 WAN側の拡張性 優先度制御
適正な帯域
保証 

運用の経済性､ 
利便性 

電子ﾒｰﾙとの
連携 

接続制御 
(電話/IP電話､ 
FAX/電子ﾒｰﾙ) 

ｺﾝﾊﾞ-ｽ ﾈｯﾄﾜ-ｸ ｼｽﾃﾑｽﾞ 
ﾘｺ- 

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
ｽﾞ 

  ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 
ｷﾔﾉﾝ (12) 
ｿﾆ- 
ﾎﾞｽﾄﾝ ﾃｸﾉﾛｼﾞ- 
ﾘｺ- (8) 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
ｽﾞ 
三菱電機 
三洋電機 
松 下 電 器 産 業
(3) 
新日本製鉄 
川崎製鉄 
村田機械 
日本電気 (2) 
日本電気ｿﾌﾄｳｪ
ｱ 
日本電信電話 
(3) 
日 立 製 作 所 
(2) 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 
富士通 

 

優
先
接
続
処
理 

順序制御 

  東洋通信機 ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
ｽﾞ 
富士通 

 
 
 

 

Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
指
定

方
法
の
改
良 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 

ﾌﾞﾗｻﾞ-工業 
ﾘｺ- 
松下電器産業 
松下電送ｼｽﾃﾑ 
村田機械 

富士通、富士通
ｱｲ ﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ
ｽﾞ(共願) 

   ﾘｺ- 

ｻｰﾋﾞｽ統合 
(電話/IP電話､ 
FAX/電子ﾒｰﾙ) 

 日本電信電話   ﾘｺ- 
松下電器産業 
日立製作所 

村田機械 

ｻｰﾋﾞｽの共用   日本電信電話    

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 

ｷﾔﾉﾝ (2) 
ﾘｺ- 
村田機械 (4) 

  ｿﾆ- INTERN ﾖ-ﾛ
ﾂﾊﾟ GMBH 

  

圧縮制御 

   ｷﾔﾉﾝ 
ﾅｶﾖ通信機 
ﾉ-ﾃﾙ ﾈｯﾄﾜ-ｸｽ 
ﾘｺ- 

 
 
 
 

 

共用ﾌｧｲﾙ 
(音声､画像､ 
映像)利用 

    ｷﾔﾉﾝ 
ﾘｺ- (4) 
東芝 
日本電信電話 
(2) 

 
 
 
 

転送処理 

ｷﾔﾉﾝ (2) 
ｿﾆ- 
ﾌﾞﾗｻﾞ-工業 
ﾘｺ- (10) 
沖電気工業 
松下電器産業 
松下電送ｼｽﾃﾑ 
村田機械 (3) 
東芝 
日本電気 
日立製作所 

ﾊﾟｲｵﾆｱ、ｲﾝｸﾘﾒﾝ
ﾄ ﾋﾟ-(共願) 
 
沖電気工業 
村田機械 

  ﾋﾞﾂﾄﾏﾂﾌﾟ 
ﾘｺ- 

ｷﾔﾉﾝ 
ｺｽﾓｿﾌﾄ 
ｼｬ-ﾌﾟ 
ﾌﾞﾗｻﾞ-工業 
ﾘｺ- (4) 
松下電器産業
村田機械 (5)
日 本 電 気 移 動
通信 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 

機
能
の
統
合 

汎用化(共用化) 
設計 

ｷﾔﾉﾝ 
ｿﾆ- 
ﾘｺ- (3) 
宮本 剛 
三田工業 
中央ｼｽﾃﾑ技研 
東芝 
日本電信電話 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 
明電舎 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 三菱電機 ﾘｺ- (2) 
日本電気 

 

課題 

解決手段 
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(13) ネットワーク拡張性技術 

図1.4.2-13にブロードバンドルータのネットワーク拡張性技術に関する課題と解決手段

の出願件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対する解決手段「機能の統

合」、「IPアドレス指定方法の改良」、「中継処理の改良」、「プロトコル処理」の出願件数の

内訳を表1.4.2-25に示す。この表でハッチングをした部分について出願人の内訳を表

1.4.2-26に示す。 

表1.4.2-26において、「ネットワーク拡張性の向上」を図るための課題「LAN側の拡張性」

に対して、グローバルIPアドレスの不足について仮アドレスを割当てる「アドレス割当て」

で対応するもの、電子メールの機能をFAXに持たせる「汎用化（共用化）設計」、および、

異種の情報端末間で情報をやり取りするための「プロトコル解析」で対応するものなどが

通信機器メーカー、情報処理系企業、情報サービス会社から多く出願されている。また、

電話とIP電話やFAXと電子メールの「サービス統合」で対応するものもある。 

「WAN側の拡張性」に対しては、移動端末などへのグローバルIPアドレスの「アドレス割

当て」、交換機とIP電話を接続するための「サービス統合」、移動端末との接続のための「経

路制御」で対応するものがある。 
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図1.4.2-13 ネットワーク拡張性技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-25 ネットワーク拡張性技術に関する課題と解決手段の出願件数 

ネットワーク
拡張性の向上

利用者サービスの向上 

Ｌ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

Ｗ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

優
先
度
制
御 

適
正
な
帯
域
保
証 

Ｑ
Ｏ
Ｓ 

信
頼
性
の
向
上 

異
種
（
網
）
統
合 

情
報
検
索 
マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト 

中継処理の改良    

ルーティング制御 5 1    

ＭＡＣアドレス 1    

経路制御 5 6    

交換処理 2 2    

接続制御 2    

プロトコル処理    

プロトコル変換 1 3    

プロトコル解析 10    

メディア、プロトコル変換 1 2 4   

IPアドレス指定方法の改良    

テンプレート（雛形） 1    

中継サーバ 1    

アドレス割当て 19 8 2   

機能の統合    

WEBサーバ(電話帳など)利用 1    

サービス統合 
(電話/IP電話、FAX/電子メール) 

5 7 4   

サービスの共用 1 3 1  

ファイリング処理 1    

共用ファイル 
(音声、画像、映像)利用 

1    

転送処理 5 3    

汎用化(共用化)設計 15 2   

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す）

課題 

解決手段 
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表1.4.2-26 ネットワーク拡張性技術に関する課題と解決手段の出願人 

ネットワーク拡張性の向上  

LAN側の拡張性 WAN側の拡張性 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 

ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ 
ｷﾔﾉﾝ 
ｿﾆ- 
ﾐﾂﾋﾞｼ ｴﾚｸﾄﾘｯｸ ｲﾝﾌｫﾒｲｼｮﾝ ﾃｸﾉﾛｼﾞ- 
ﾘｺ- 
沖電気工業 
東芝 (4) 

 
 
 
 
 
 
 

プ
ロ
ト
コ
ル
処
理 

ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ ﾋﾟｸｾﾗ 
 
沖電気工業、郵政省通信総合研究所、
松下通信工業(共願) 

Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
指
定
方
法
の
改
良 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 

ﾐﾖｼ電子、中国電力(共願) 
 
山本 広志、関口 純一(共願) 
 
ｷﾔﾉﾝ 
ｼｬ-ﾌﾟ 
ｿﾆ- (2) 
ﾔﾏﾊ 
ﾘｺ- 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 
三菱電機 
村田機械 (2) 
日本政策投資銀行 
日本電気 
日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
日本電信電話 
日立製作所 
日立電線 
 
日立製作所、日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(共願) 

日本電信電話、ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝｳｪ
ｱ(共願) 
 
ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 
ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 
岡本工作機械製作所 
松下電器産業 
東芝 (2) 
 
流通ｼｽﾃﾑ開発ｾﾝﾀ-、宮口 庄司(共願)

WEBｻｰﾊﾞ(電話帳など)利用 ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ  

ｻｰﾋﾞｽ統合 
(電話/IP電話､FAX/電子ﾒｰ

ﾙ) 

ﾃﾙﾔ 
松下電器産業 
松下電送ｼｽﾃﾑ 
東芝 
 
日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ-、ﾃﾚｺﾑ機器(共願) 

ﾅｼｮﾅﾙﾄﾗｽﾄ、小林 尚登(共願) 
 
ｳｨﾝｽﾀ- ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝｽﾞ 
ｼﾞｪｲｼﾞ-ｴｽ 
ｿﾆ- 
ﾀﾞｲﾊﾂ工業 
ﾜ-ﾙﾄﾞｽﾍﾟ-ｽ 
日本電信電話 

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 
ｷﾔﾉﾝ  

共用ﾌｧｲﾙ 
(音声､画像､映像)利用 

ｴﾇｲ-ｼ-ﾄ-ｷﾝ  

転送処理 

ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ 
ﾘｺ- (3) 
村田機械 

ﾘｺ- 
東芝 
 
日本電気、ﾔﾏﾄ運輸(共願) 

機
能
の
統
合 

汎用化(共用化)設計 

ｷﾔﾉﾝ 
ｼｬ-ﾌﾟ 
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 
ﾘｺ- (3) 
沖電気工業 
松下電器産業 (4) 
東京電気 
日本電気 
日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
富士通 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題 
解決手段 
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(14) IPサービス技術 

図1.4.2-14にブロードバンドルータのIPサービス技術に関する課題と解決手段の出願件

数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「利用者サービスの向上」に対する「中継処理の改良」、「優

先接続処理」、「機能の統合」、課題「ネットワーク拡張性の向上」に対する解決手段「機能

の統合」、「中継処理の改良」、「経路情報処理」、および課題「経済性の向上」に対する「機

能の統合」の出願件数の内訳を表1.4.2-27に示す。この表でハッチングをした部分につい

て出願人の内訳を表1.4.2-28に示す。 

表1.4.2-28において、「利用者サービスの向上」を図るための課題であるIP電話サービス

などリアルタイムデータ伝送の品質を維持する「QoS」に対して「順序制御」、「経路制御」

で対応するものが通信機器メーカーから出願されている。課題「信頼性の向上」に対して

も同じく「経路制御」で対応している。 

「ネットワーク拡張性の向上」を図るための課題「LAN側の拡張性」に対しては、アナロ

グ電話とIP電話、ファックスと電子メールとの間などでの「転送処理」で対応するものが

OA機器メーカーなどから出願されている。同じ課題「LAN側の拡張性」に対して移動端末の

「位置情報取得」や移動端末への「端末情報の設定」で対応するものが通信機器メーカー、

情報処理企業だけでなくセキュリティ管理会社や商社からも共願で出されている。 

「WAN側の拡張性」に対しては、端末機器の「サービス統合（電話/IP電話、FAX/電子メ

ール）」で対応するものが通信機器メーカー、OA機器メーカーや個人から出願されている。 

「経済性の向上」を図るための課題であるIP（電話）サービスのための「運用の経済性、

利便性」に対しても、同じく端末機器の「サービス統合（電話/IP電話、FAX/電子メール）」

で対応する通信機器メーカー、情報処理系企業、OA機器メーカーが多い。 
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図1.4.2-14 IPサービス技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-27 IPサービス技術に関する課題と解決手段の出願件数 

ネットワーク
拡張性の向上

利用者サービスの向上 経済性の向上  

 

 

 

 

 

Ｌ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

Ｗ
Ａ
Ｎ
側
の
拡
張
性 

優
先
度
制
御 

適
正
な
帯
域
保
証 

Ｑ
Ｏ
Ｓ 

信
頼
性
の
向
上 

異
種
（
網
）
統
合 

情
報
検
索 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト 

低
価
格
化 
課
金 

運
用
の
経
済
性
、
利
便
性 

中継処理の改良     

ルーティングアルゴリズム多様化  1  2  

ローカルアドレス中継   1  

経路制御 1 3 3 3  1  1 1

経路分離  1    

交換処理 2 1 1   1 

接続制御 2 1    

経路情報処理     

ルーティング情報設定     1

位置情報取得 4 1    

経路・位置情報比較 1 1    

経路情報取得     

経路選択  1    

端末情報設定 3 1    1

優先接続処理     

順序制御  2 2 5    

時間管理  1    

接続制御 

（電話／IP電話、FAX／電子メール） 
 1 1    2 4

機能の統合     

WEBサーバ（電話帳など）利用  1    

サービス統合 

（電話／IP電話、FAX／電子メール） 
 5 1 3   1 11

サービスの共用  1  1  

ファイリング処理    1 

圧縮制御  1 2    

共用ファイル 

(音声、画像、映像)利用 
    1

転送処理 7 1    

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す） 

 

 

課題

解決手段 
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表1.4.2-28 IPサービス技術に関する課題と解決手段の出願人（その１） 

ネットワーク 

拡張性の向上 
利用者サービスの向上 経済性の向上 

LAN側の 

拡張性 

WAN側の

拡張性
QOS 

信頼性の

向上 

異種(網)

統合 
低価格化 課金 

運用の

経済性､

利便性

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

多様化 

   

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継    

経路制御 

富士ｾﾞﾛﾂｸ

ｽ 

ｾｺﾑ,ｶｼｵ計算

機,三菱商事

(共願) 

 

松下電器

産業(2) 

松下電器

産業 

日本電気ｴ

ﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

富士通 

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉ

ﾛｼﾞ-ｽﾞ 

日本電気

(2) 

 ﾘｺ- ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾌ

ﾛﾝﾃｲｱ 

経路分離  ﾅｶﾖ通信機   

交換処理 

松下電器

産業 

富士通 

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ

-ﾝｽﾞ 

 村田機械  松下電送ｼ

ｽﾃﾑ 

 

中
継
処
理
の
改
良 

接続制御 

ｺﾐﾕﾆｹ-ｼﾖﾝ 

ﾄﾞﾂﾄ ｺﾑ 

日立製作

所 

富士通   

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定    東芝 

位置情報取得 

ﾘｺ- 

 

日本電気 

 

日立製作所,

日立ﾏｲｺﾝｼｽﾃ

ﾑ(共願) 

 

日立通信ｼ

ｽﾃﾑ 

 日本電気    

経路･位置情報 

比較 

松下電器

産業 

ｼ-ﾒﾝｽ ｲﾝﾌ

ｵﾒｲｼﾖﾝ ｱﾝ

ﾄﾞ ｺﾐﾕﾆｹｲ

ｼﾖﾝ 

     

経路情報取得    

経路選択    

経
路
情
報
処
理 

端末情報設定 

ｷﾔﾉﾝ 

 

ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 

 

ｾｺﾑ,ｶｼｵ計算

機,三菱商事

(共願) 

ｷﾔﾉﾝ   松下電器

産業 

順序制御 

 日本電信

電話 

日立製作

所 

富士通 

東芝 

日本電気ﾃ

ﾚｺﾑｼｽﾃﾑ 

     

時間管理  ﾘｺ-   

優
先
接
続
処
理 

接続制御 

(電話/IP電話､ 

FAX/電子ﾒｰﾙ) 

 松下電器

産業 

ﾜ-ﾙﾄﾞｱｸｾﾙ,

大井電気(共

願) 

  前田 正人 

日新電機 

ｵ-ｴｽｱｲｿﾌﾄ

ｳｴｱ 

ﾘｺ- 

松下電器

産業 (2)

課題 

解決手段 
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表 1.4.2-28 IP サービス技術に関する課題と解決手段の出願人（その２） 

ネットワーク 

拡張性の向上 
利用者サービスの向上 経済性の向上 

LAN側の 

拡張性 

WAN側の

拡張性
QOS 

信頼性の

向上 

異種(網)

統合 
低価格化 課金 

運用の

経済性､

利便性

WEBｻｰﾊﾞ 

(電話帳など)利用

 ﾃﾙｼｴﾙ   

ｻｰﾋﾞｽ統合 

(電話/IP電話､ 

FAX/電子ﾒｰﾙ) 

 永井 享浩

沖電気工

業 

千 載旭 

村田機械

富士通 

 ｷﾔﾉﾝ ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ 

ｺﾐﾕﾆｹ-ｼﾖﾝ

ｽﾞ (2) 

ﾃﾞｲ-ﾃﾞｲ-ｱ

ｲ 

尹 秀満  ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ

-ﾝｽﾞ 

ｷﾔﾉﾝ 

ｿﾆ- 

ﾒﾙｺ 

沖電気工

業 

三田工業

松下電器

産業 (2)

村田機械

 

日立製作所,

日立通信ｼｽﾃ

ﾑ(共願) 

 

日立通信ｼ

ｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽの共用  三菱電機   

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理  萩原 州  

圧縮制御 
 ｷﾔﾉﾝ 

日本電気

  

共用ﾌｧｲﾙ 

(音声､画像､映像)

利用 

   ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ

-ﾝｽﾞ 

機
能
の
統
合 

転送処理 

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ

-ﾝｽﾞ 

ｶｼｵ計算機 

ﾘｺ- (3) 

日本電気 

 

日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉ

ﾛｼﾞ-,ﾃﾚｺﾑ機

器(共願) 

    

 
 

課題 

解決手段 
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(15) 利用者サービス技術 

図1.4.2-15にブロードバンドルータの使用者サービス技術に関する課題と解決手段の出

願件数の分布を示す。 

この図から出願の多い課題「利用者サービスの向上」に対する解決手段「機能の統合」、

「優先接続処理」、および課題「経済性の向上」に対する解決手段「機能の統合」、「優先接

続処理」の出願件数の内訳を表1.4.2-29に示す。この表でハッチングをした部分について

出願人の内訳を表1.4.2-30に示す。 

「利用者サービスの向上」の向上を図るための課題である、IP電話などリアルタイム性

を要求されるサービスの品質を確保するための「QoS」に対して「順序制御」で対応するも

のが通信機器メーカーから多く出願されている。 

同じく「信頼性の向上」に対しては、電話機とIP電話、FAXと電子メール機能を共用化し

て接続端末の種類を減らすための「サービスの共用」で対応する通信機器メーカーが多い。 

インターネット上での「情報検索」の課題に対しては、電子メールとFAXの機能統合によ

り情報の着信確認が容易となる「サービスの共用」、およびIP電話の番号などを「WEBサー

バ利用」で対応するものが通信機器メーカー、大手通信事業者などから多く出願されてい

る。 

「経済性の向上」を図るための課題「運用の経済性、利便性」に対しては、アナログ電

話とIP電話の統合、ファックスと電子メールの相互接続など「サービス統合」で対応する

ものが突出して多い。出願は通信機器メーカー、情報処理系企業、OA機器メーカーからの

ものが多いが、電気工事会社からもある。 
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図1.4.2-15 利用者サービス技術に関する課題と解決手段の出願件数の分布 
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表1.4.2-29 利用者サービス技術に関する課題と解決手段の出願件数 

利用者サービスの向上 経済性の向上 

優
先
度
制
御 

適
正
な
帯
域
保
証 

Ｑ
Ｏ
Ｓ 

信
頼
性
の
向
上 

異
種
（
網
）
統
合 

情
報
検
索 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト 

低
価
格
化 
課
金 

運
用
の
経
済
性
、 

利
便
性 

中継処理の改良    

ルーティング制御 1 1    

経路制御 1 2 1   2 

交換処理 2 1   3

接続制御    1

経路情報処理    

ルーティング情報設定 1   

位置情報取得   1 

端末情報設定 1 2 3  1 2 

変更情報取得 1    

プロトコル処理    

プロトコル変換    1

プロトコル解析 1 1   

メディア、プロトコル変換 2 2 2    1

条件設定（その他のプロトコル等）    1

優先接続処理    

時間管理   1 

接続制御 
(電話/IP電話、FAX/電子メール) 

1   7 5

順序制御 4 2 9 2    1

機能の統合    

WEBサーバ(電話帳など)利用 1 8    2

サービス統合 
(電話/IP電話、FAX/電子メール) 

1 1 6 4 1 1 2 25

サービスの共用 1 1 3 8 9   5 1

ファイリング処理 1   

共用ファイル(音声、画像、映像)利用    2

転送処理 1    

汎用化(共用化)設計 1 1  1  2

（表中の太字はそれぞれ課題-１、解決手段-１を表す）

課題 

解決手段 
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表1.4.2-30 利用者サービス技術に関する課題と解決手段の出願人 

利用者サービスの向上 経済性の向上  

QoS 
信頼性の 
向上 

異種(網) 
統合 

情報検索 課金 
運用の 
経済性､ 
利便性 

ルーティング
制御 

ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ      

経路制御 

 ｷﾔﾉﾝ   日本電信電話 
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 

 
中
継
処
理
の
改
良 

交換処理 

  東芝 
 
日立製作所, 日立

通信ｼｽﾃﾑ(共願)

  ｱﾙｶﾃﾙ ｼﾄ 
ｷﾔﾉﾝ 
日本電気 

接続制御 
(電話/IP電話､ 
FAX/電子ﾒｰﾙ) 

   沖電気工業 ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ 
ﾋﾞﾚｽ 
ﾘｺ- 
古河電気工業 
松下電器産業 
東京電気 
日本電気 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 
ｼｬ-ﾌﾟ 
ﾊﾟｲｵﾆｱ 
村田機械 (2) 

優
先
接
続
処
理 

順序制御 

ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 
住友電気工業 
日本電気 (2) 
日本電信電話 (3) 
日立製作所 
東芝 

ﾘｺ- (2)    ﾘｺｰ 

WEBｻｰﾊﾞ 
(電話帳など) 
利用 

  ｷﾔﾉﾝ ｲ- ｴｽ ﾃﾞｨ 
ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾏｼ-ﾝｽﾞ 
ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮ
ﾝｽﾞ 
ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭﾃﾚｺﾐｭﾆｹ-ｼ
ｮﾝｽﾞ PLC (2) 
ﾘｺ- 
日本電信電話 
富士通 

 ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ ﾄﾞｯﾄ ｺﾑ 
東芝 

ｻｰﾋﾞｽ統合 
(電話/IP電話､ 
FAX/電子ﾒｰﾙ) 

ｱｲﾎﾝ 日本ｱｲﾋﾞ-ｴﾑ ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ
-ｼｮﾝｽﾞ (2) 
ﾃﾚﾌｫﾆ- 
東芝 (2) 
日本電気通信ｼｽ
ﾃﾑ 

ﾃｸﾉｲﾏｼﾞｱ 
新潟精密 
東京電気 
日本電気 

ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 
ｴﾌﾃｨｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

ﾅｶﾖ通信機、ﾅｶﾖ電子ｻ-ﾋﾞｽ(共願)

 
ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 
ｴﾑ ｼ- ｱｲ ﾜ-ﾙﾄﾞｺﾑ 
ｷﾔﾉﾝ 
ｼﾞｪﾈｼｽ ﾃﾚｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝｽﾞ LAB 
ﾆｭ-ﾗﾙ ﾈｯﾄ 
ﾘｺ- (3) 
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 
沖電気工業 
関電工 
三菱電機 
松下電器産業 
松下電工 
松下電送 
村田機械 
東芝 (2) 
日本電気 (2) 
日本電信電話 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 
富士通 
富士電機 

機
能
の
統
合 

ｻｰﾋﾞｽの共用 

ｼ-ﾒﾝｽ ｲﾝﾌｫﾒｲｼｮﾝ 
ｱﾝﾄﾞ ｺﾐｭﾆｹｲｼｮﾝ 
東芝 
日本電気 

ﾘｺ- 
松下電器産業 
村田機械 (3) 
日本電気 
富士通 
富士通電装 

 ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 
ｷﾔﾉﾝ 
ﾎﾛﾆｯｸ ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ 
ﾘｺ- 
三田工業 
松下電送ｼｽﾃﾑ (2)
日本電気 
富士通 

ﾔﾏﾊ 
ﾘｺ- (2) 
松下電器産業 
富士ｾﾞﾛｯｸｽ 

ﾘｺ- 

 
 

課題 

解決手段 



77 

 

 

 

しばしば特許は出願に際し、あるいは審査時に他の特許を引用する。そのような引用さ

れた特許は一般に重要な、あるいはすぐれた内容の技術であることが多い。しかしながら、

技術的にまだ解決しなければならない部分を残しているなど問題があって、それをもとに

してよりすぐれた新しい特許を出願しようとするためである。したがって、多くの特許に

引用される特許は、技術的にみて重要な特許であり注目する必要がある。引用は、自社の

特許により引用される場合と、他社の特許により引用される場合とがあるが、一般に他社

の特許により引用されるほうが技術的な重要度は高いといえる。 

表1.5-1に自社、あるいは他社の特許により２回以上引用されている特許を、引用され

た回数が多い順に示した。表1.5-2に引用の多い上位５件の特許概要を図入りで示す。ま

た、図1.5に、サイテーション関連図により特許間の引用-被引用の関係を示す。 

 

表1.5-1 ２回以上引用されている特許一覧（1/2） 

公開番号 登録番号 
出願人 

発明の名称 

他社による 

被引用回数 

自社特許による 

被引用回数 

合計 

被引用回数

特開平06-164645  
リコ－ 

通信装置 
2 3 5 

特開平05-199230 特許第3113742号 
日立製作所 

インターネットワーク装置及び通信ネットワークシステム 
 5 5 

特開2000-253072  
日立製作所、日立通信システム 

交換システム及び交換制御方法 
 4 4 

特開平09-172459  
ソニ－ 

通話システムの端末装置 
4  4 

特開平07-143309  
リコ－ 

ファクシミリ装置 
2 2 4 

特開平09-172462  
ソニ－ 

通話システム 
3  3 

特開平06-261078  
日立製作所 

テーブル検索方法及びルータ装置 
3  3 

特開平09-168065  
ソニ－ 

通話システム 
3  3 

特開平09-168064  
ソニ－ 

通話システムの端末装置 
3  3 

特開平06-232904 特許第3296001号 
日立製作所 

ルータにおける優先度制御方式 
 3 3 

特開平10-112730  
東芝 

通信端末装置および中継装置およびネットワーク間接続ケーブル
 3 3 

特開平07-131564  
日本電気 

ファクシミリ制御装置 
3  3 

特開平11-041294 特許第3263339号 
日本電信電話 

インターネット・電話網統合利用方法及びそのシステム 
3  3 

1.5 サイテーション分析
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表 1.5-1 ２回以上引用されている特許一覧（2/2） 

特開平07-154429  
川崎製鉄 

LAN-WAN-LAN接続IPルータの自動二重化方法 
3  3 

特開平09-284521 特許第3140366号 
松下電送システム 

ファクシミリ用電子メール変換装置 
2  2 

特開平07-170286  
サン マイクロシステムズ 

移動ホストデータ処理装置が通信できるシステム及び通信方法 
2  2 

特開平10-308777  
日本電気 

ローカルエリアネットワーク端末の音声交換システム 
1 1 2 

特開平07-030575  
富士通 

アドレス変換機能を持つルータ 
2  2 

特開平07-264233  
日立製作所 

ルート高速切替方法及びルータ装置 
2  2 

特開平10-210080  
日本電気 

インターネット通信システム 
1 1 2 

特開平10-136024  
日立製作所 

通信システム 
2  2 

特開平08-056235  
日立製作所 

ルータ装置のテスト方法およびテスト用端末装置 
1 1 2 

特開平10-322445  
松下電器産業 

インターネット電話システムおよびアクセスポイント装置 
1 1 2 

特開平09-205461  
日本電気 

優先制御方式 
 2 2 

特開平09-168033  
ソニ－ 

通話システム 
2  2 

特開平04-274639  
富士通 

広域中継網におけるメッセージ転送方式 
2  2 

特開平05-344122  
富士通 

ルータ 
 2 2 

特開平05-022293 特許第3269829号 
日立製作所 

ブリッジ機能付きルータ装置 
1 1 2 

特開平10-098548  
セコム、カシオ計算機、三菱商事 

通信システム 
2  2 

 チャートで分析、分類対象とした特許の中にあるもの 
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図1.5 サイテーション関連図（1/6） 

 

特開平04-274639   特許第3029815号  
富士通   ｴｲ ﾃｨ ｱ-ﾙ環境適応通信研究所  
広域中継網におけるﾒｯｾ-ｼﾞ転送 
方式 

  ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法､ﾙｰﾀ装置及びﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録し
た記録媒体 

 

     
   特許第3100571号 特開2002-185513 
   ｴｲ ﾃｨ ｱ-ﾙ環境適応通信研究所 日立製作所 
   ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法､ﾙｰﾀ装置及び記録媒体 ﾊﾟｹｯﾄ通信ﾈｯﾄﾜｰｸおよび 

ﾊﾟｹｯﾄ転送制御方法 
     
特許第3269829号   特開平10-056474  
日立製作所   日立製作所  
ﾌﾞﾘｯｼﾞ機能付きﾙｰﾀ装置   ﾏﾙﾁﾚｲﾔｽｲｯﾁ  
     
     
   特開平11-127184  
   沖電気工業  
   ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法及びﾙｰﾀ  
     
     
特開平05-344122   特開平07-030575 特開平11-150566 
富士通   富士通 日立製作所､ 
ﾙｰﾀ   ｱﾄﾞﾚｽ変換機能を持つﾙｰﾀ  日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
    ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 
    
   

 
特開平11-177630 

   松下電器産業 
   ｱﾄﾞﾚｽ変換ﾙｰﾀｼｽﾃﾑ 
    
     
   特開平08-263413  
   富士通  
   ｱﾄﾞﾚｽ送信装置､ｱﾄﾞﾚｽ送信方法およびｱﾄﾞﾚｽ  
   送信ｼｽﾃﾑ  
     
特許第3113742号   特開2001-211203  
日立製作所   日立製作所､日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞ-  

  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置及び通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 
  

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置  

     
   特許第3366804号  
   日立製作所  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置  
     
     
   特開平10-065725  
   日立製作所  
   ﾙｰﾀ装置  
     
     
   特開2000-244570  
   日立製作所､日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞ-  
   ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ中継方法  
     
     
   特開2000-244574  
   日立製作所､日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞ-  
   ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ中継方法  
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図 1.5 サイテーション関連図（2/6） 

 
特開平06-164645   特許第3140366号 特開2001-238034 
ﾘｺ-   松下電送ｼｽﾃﾑ ﾘｺ- 
通信装置   ﾌｧｸｼﾐﾘ用電子ﾒｰﾙ変換装置 画情報通信装置 
     
    
   

 
特開2001-298576 

    富士ｾﾞﾛｯｸｽ 
   ﾌｧｸｼﾐﾘ転送装置 
  

 
 

     
   特開平10-107944  
   ﾘｺ-  
   ﾌｧｸｼﾐﾘ装置  
     
     
   特開平10-155001  
   ﾘｺｰ  
   ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法  
     
     
   特開平10-173936  
   ﾘｺ-  
   ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法  
     
     
   特開2000-004341  
   松下電送ｼｽﾃﾑ  
   ﾌｧｸｼﾐﾘ装置､通信装置､及び通信方法  
     
     
特許第3296001号   特開2001-230815  
日立製作所   日立製作所  
ﾙｰﾀにおける優先度制御方式   ﾊﾟｹｯﾄ交換網における通信ﾊﾟｹｯﾄ長制御方式及び 

ﾊﾟｹｯﾄｽｲｯﾁ 
 

     
   特開2002-044136  
   日立製作所､日立情報制御ｼｽﾃﾑ  
   ﾏﾙﾁﾌﾟﾛﾄｺﾙﾈｯﾄﾜｰｸ用のﾌﾛｰ制御装置  
     
     
   特開2000-253047  
   日立製作所  
   通信品質制御機能を有するﾊﾟｹｯﾄ中継装置  
     
     
特開平06-261078   特開2001-290718  
日立製作所   日本電気   
ﾃｰﾌﾞﾙ検索方法及びﾙｰﾀ装置  
  

 ﾙｰﾀにおけるｷｬｯｼｭﾃｰﾌﾞﾙ管理装置および 
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

 

     
   特開平11-112541  
   ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ  
   ﾒｯｾｰｼﾞ中継方法及びﾒｯｾｰｼﾞ処理方法､ﾙｰﾀ装置､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､

ﾙｰﾀ装置を制御するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記憶媒体 

 

     
   特許第3199051号 特開2001-290718 
   日本電気 日本電気 
   ｷｬｯｼｭを有するﾙｰﾀの方路決定装置及びﾌﾟﾛｸﾞ 

ﾗﾑを記録した機械読み取り可能な記録媒体 
 ﾙｰﾀにおけるｷｬｯｼｭﾃｰﾌﾞﾙ 

管理装置およびﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体
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図 1.5 サイテーション関連図（3/6） 

 
特開平07-131564   特開2001-285553 
日本電気   ﾘｺｰ  
ﾌｧｸｼﾐﾘ制御装置   ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信装置､方法､及び記録媒体  
     
     
   特開平11-275295  
   ﾘｺｰ  
   通信装置  
     
     
   特開2000-224354  
   日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  
   ﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ  
     
    
特開平07-154429   特開平11-046207 特開2001-086166 
川崎製鉄   日本電気 沖電気工業 
LAN-WAN-LAN接続IP 
ﾙｰﾀの自動二重化方法 

  LAN間接続装置 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ交換装置および通信 
制御方法 

     
   特開平11-220486  
   日立製作所､日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  
   ﾙｰﾀ装置二重化方法  
     
     
   特開平11-261620 特許第3356145号 
   富士通 日本電気 
   ﾙｰﾀ障害における配下LANの救済機能を有する 

ﾙｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸ 
 伝送路障害救済方法､伝送路障害

救済ｼｽﾃﾑ､記憶媒体およびﾙｰﾀ 

     
特開平07-143309   特開平09-116728 特開2001-268309 
ﾘｺｰ   松下電送ｼｽﾃﾑ 松下電送ｼｽﾃﾑ 
ﾌｧｸｼﾐﾘ装置   電子ﾒｰﾙを用いたｲﾒｰｼﾞﾃﾞｰﾀ送信方法および 

ﾌｧｸｼﾐﾘ型電子ﾒｰﾙ装置 
 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

および電子ﾒｰﾙ受信方法 
     
   特開平10-173698  
   ﾘｺｰ  
   通信装置  
     
     
   特開平11-069126  
   ﾘｺｰ  
   通信装置  
     
     
   特開平11-215337  
   富士ｾﾞﾛｯｸｽ  
   ﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法  
     
     
特開平07-264233   特開平11-046207 特開2001-086166 
日立製作所   日本電気 沖電気工業 
ﾙｰﾄ高速切替方法及びﾙｰﾀ装置   LAN間接続装置 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ交換装置および通信 

制御方法 
     
   特許第3344566号  
   日本電気  
   ﾙｰﾀ装置  
     
     
特開平08-056235   特開2002-152206  
日立製作所   日立製作所  
ﾙｰﾀ装置のﾃｽﾄ方法および 
ﾃｽﾄ用端末装置 

  ﾙｰﾀ装置の検証方式  

     
   特開平11-074926  
   三菱電機  
   ﾙｰﾀ装置の設定変更方法  
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図 1.5 サイテーション関連図（4/6） 

 
特開平07-170286   特開2002-084305  
ｻﾝ ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ   三菱電機  
できるｼｽﾃﾑ及び通信方法   IP通信無線端末ｼｽﾃﾑおよび無線端末による 

IP通信方法 
 

     
   特開平11-068846  
   三菱電機  
  ﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置  
     

   
特開平09-168033   特開2001-251440  
ｿﾆｰ   ｶｼｵ計算機  
通話ｼｽﾃﾑ   通話方式､ﾀｰﾐﾅﾙｱﾀﾞﾌﾟﾀ､通話装置､ｻｰﾊﾞ､ 

及び通話ｼｽﾃﾑ 
 

     
   特開平11-225218 特開2001-326746 
   松下電器産業 松下電器産業 
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話装置及び広域ﾃﾞｰﾀ通信網を利用 

した通信ｼｽﾃﾑ及びﾀｰﾐﾅﾙｱﾀﾞﾌﾟﾀ 
 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

     
特開平09-168064   特開平11-205475  
ｿﾆｰ   松下電器産業  
通話ｼｽﾃﾑの端末装置   通話装置  
     
     
   特開2000-138717  
   松下電器産業  
   通話装置  
     
     
   特開2000-308128  
   ﾕﾆﾃﾞﾝ  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｺｰﾄﾞﾚｽ電話ｼｽﾃﾑ及びこのためのｺｰﾄﾞﾚｽ 

電話親機､ｺｰﾄﾞﾚｽ電話子機並びに接続制御装置 

 

     
特開平09-168065   特開平11-205475  
ｿﾆｰ   松下電器産業  
通話ｼｽﾃﾑ   通話装置  
     
     
   特開2000-059415  
   富士通  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話用ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置  
     
     
   特開2000-138717  
   松下電器産業  
   通話装置  
     
     
特開平09-172459   特開平11-205475  
ｿﾆｰ   松下電器産業  
通話ｼｽﾃﾑの端末装置   通話装置  
     
     
   特開平11-331272 特開2002-171293 
   松下電器産業 松下電器産業 
   ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 IPｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 
     
     
   特開2000-138717  
   松下電器産業  
   通話装置  
     
     
   特開2000-332832  
   松下電器産業  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置  
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図 1.5 サイテーション関連図（5/6） 

 
特開平09-172462   特開2001-352348  
ｿﾆｰ   ﾃｸﾉｲﾏｼﾞｱ  
通話ｼｽﾃﾑ   無線通信装置を用いた文字･画像情報と音声情報を

併用した簡便な通信方法とその装置 
 

     
   特開2002-101197  
   日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  
   IP電話機制御ｼｽﾃﾑ  
     
     
   特開平11-225162  
   松下電器産業  
   通話ｼｽﾃﾑ  
     
特開平09-205461   特開2000-354057  
日本電気   日本電気  
優先制御方式   ﾃﾞｰﾀ通信方式  
     
     
   特開2000-358067  
   日本電気  
   優先制御方式  
     
     
特開平10-098548   特開2000-106573  
ｾｺﾑ､ｶｼｵ計算機､三菱商事   日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  
通信ｼｽﾃﾑ   ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続ｼｽﾃﾑ､ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置､ 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ間接続方法及び記録媒体 
 

     
   特許第3204392号  
   日本電気  
   ﾎﾞﾀﾝ電話装置とｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ  
     
     
特開平10-112730   特開平10-308764  
東芝   東芝  
通信端末装置および中継装置および 
ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続ｹｰﾌﾞﾙ 

  ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置および通信装置および通信方法  

     
   特開平11-187061  
   東芝  
   通信装置､通信制御方法､ｻｰﾋﾞｽ登録方法､ｻｰ 

ﾋﾞｽ提供方法及び装置制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ登録方法 
 

     
   特開平11-088406  
   東芝  
   集合住宅配線ｼｽﾃﾑ､蓄積装置､通信装置､ﾙｰﾀ 

装置及びﾗﾍﾞﾙｽｲｯﾁﾝｸﾞﾊﾟｽの設定方法 
 

     
特開平10-136024   特開2002-044181  
日立製作所   武藤 佳恭､升永 英俊､ﾀﾆﾊﾟﾃﾝﾄｼｽﾃﾑｽﾞ  
通信ｼｽﾃﾑ   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話接続方法およびそのｼｽﾃﾑ  
     
     
   特開2000-308128  
   ﾕﾆﾃﾞﾝ  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｺｰﾄﾞﾚｽ電話ｼｽﾃﾑ及びこのためのｺｰﾄﾞﾚｽ 

電話親機､ｺｰﾄﾞﾚｽ電話子機並びに接続制御装置 

 

     
特開平10-210080   特開2001-298491  
日本電気   日本電気  
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ   通信網接続装置  
     
     
   特開2001-298483  
   関西日本電気通信ｼｽﾃﾑ  
   公衆電話機および公衆電話機のﾃﾞｰﾀ転送方法  
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図 1.5 サイテーション関連図（6/6） 

 
     
特開平10-308777   特開2001-237897  
日本電気   日本電気  
ﾛｰｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ端末の 
音声交換ｼｽﾃﾑ 

  ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型ﾃﾚﾌｫﾆｰｼｽﾃﾑ  

     
   特開2002-101197  
   日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ  
   IP電話機制御ｼｽﾃﾑ  
     
     
特開平10-322445   特開2002-027140  
松下電器産業   ｼｬｰﾌﾟ  
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑおよび 
ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ装置 

  通信装置  

     
   特開平11-331271  
   松下電器産業  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置  
     
特許第3263339号   特開2002-009834  
日本電信電話   日立通信ｼｽﾃﾑ  
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･電話網統合利用 
方法及びそのｼｽﾃﾑ 

  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網を介した音声及びﾃﾞｰﾀ通信方法 
並びにそのｼｽﾃﾑ 

 

     
   特開2001-007855  
   日立通信ｼｽﾃﾑ  
   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網を介した音声通信方法および  
   そのｼｽﾃﾑ  
     
   特開2001-127902  
   日本電気､青森日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ  
   VoIP電話端末からの電話発信方法及びその 

ｼｽﾃﾑ並びに情報記録媒体 
 

     
特開2000-253072   特開2000-286900  
日立製作所､日立通信ｼｽﾃﾑ   日立製作所  
交換ｼｽﾃﾑ及び交換制御方法   ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ信号処理装置及び通信網制御ｼｽﾃﾑ   
     
     
   特開2000-299689  
   日立製作所､日立通信ｼｽﾃﾑ  
   多重分離装置及び多重分離方法  
     
     
   特開2000-307659  
   日立製作所  
   交換ｼｽﾃﾑ  
     
     
   特開2001-016227  
   日立製作所  
   ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ･ﾊﾝﾄﾞｵｰﾊﾞ処理装置､通信網制御  
   ｼｽﾃﾑ及びﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ合成方法  
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表1.5-2 引用の多い上位５件の特許概要（1/2） 

出願人 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

リコー 特開平06-
164645 
1992/11/26 
H04L 12/66 

通信装置 
LAN上のﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝにﾃﾞｰﾀを電子ﾒｰﾙのように送信するﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 

日立製作所 特許第3113742
号 
1992/07/23 
H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置及び通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 
ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ処理の高速性を損なうこと無く､ﾈｯﾄﾜｰｸの規模に柔軟に対

応できるｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 
 

日立製作所 特開2000-
253072 
1999/03/03 
H04L 12/64 
日立通信ｼｽﾃﾑ 

交換ｼｽﾃﾑ及び交換制御方法 
ATMｽｲｯﾁによるATMｾﾙの転送を行うことより､多様な通信網間の接続

を高速かつ確実に行うのに好適な交換ｼｽﾃﾑ 
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表1.5-2 引用の多い上位５件の特許概要(2/2) 

出願人 

特許番号 
(経過情報) 

出願日 
主IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

ソニー 特開平09-
172459 
1995/12/19 
H04L 12/56 

通話ｼｽﾃﾑの端末装置 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑにおいて､音質が良好で､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸ網が混雑

している場合にも音の途切れがなく通話が行える 
 

リコー 特開平07-
143309 
1993/11/12 
H04N 1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
LAN内の端末から､電子ﾒｰﾙの送信操作で､1つの通信文を他のLAN端

末と公衆回線上のﾌｧｸｼﾐﾘ装置とに同報送信できる 
 

 

 



 

２. 主要企業の特許活動 

 

 

 

 

 

 

2.1 日本電気 

2.2 日立製作所 

2.3 リコー 

2.4 日本電信電話 

2.5 東芝 

2.6 富士通 

2.7 松下電器産業 

2.8 キヤノン 

2.9 三菱電機 

2.10 ソニー 

2.11 村田機械 

2.12 沖電気工業 

2.13 ルーセント テクノロジーズ 

2.14 富士ゼロックス 

2.15 インターナショナル ビジネス マシーンズ 

2.16 古河電気工業 

2.17 エイ ティ アンド ティ 

2.18 パナソニック コミュニケーションズ 

2.19 日本電気エンジニアリング 

2.20 シャープ 
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本章では、ブロードバンドルータ技術（ネットワーク間接続技術、ネットワーク管理技

術、インターネットアクセス技術、ハードウェア技術）に関する出願件数の多い企業につ

いて、企業概要、技術移転事例、主要製品・技術、保有特許の分析を行う。 

各社の技術要素別出願件数の基礎は、1991年２月から2002年７月までに公開された特許

の出願件数である。 

ここで取り上げる企業は、これらの関連特許で、出願件数の多い、表1.3.1に示した上

位20社を選出したもので、各社の保有する特許の解析を行う。 

最近10年間のブロードバンドルータ技術に関する出願の総数は2,152件あり、そのうち

主要20社の出願件数は1,553件で全体の約72%を占めている。 

上位20社の総出願件数1,553件の内訳は、登録特許が148件である。また他特許で２回以

上引用されている特許が29件である。重要特許件数（登録特許と他特許に２回以上引用さ

れている特許をあわせた件数）の総出願特許に占める割合は、約11％である。 

一方、20社以外の出願件数は599件で、全体の28％であり、登録特許は32件で、総出願

件数に占める割合は約５％である。 

各社の保有特許の欄には、当該企業が保有する特許の経過情報を表記し、さらに当該分

野で重要と思われる登録特許、および他特許に２回以上引用された特許には図と概要をつ

けた。 

本書に記載されている各企業の保有特許は、全てがライセンス可能な開放特許であると

はかぎらず、各企業の状況により異なる。資料５にブロードバンドルータ技術に関連のあ

るライセンス提供の用意のある特許を示した。 

企業の概要はアンケート調査を基に、有価証券報告書とホームページで補完している。 

 

 

 

 

 

２． 主要企業等の特許活動 
 

出願件数2,152件のうち登録特許は180件である。上位企業20社の総

出願件数は1,570件で登録特許は148件である。これらの特許を中心

に解析されている。 

特許流通 

支援チャート
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2.1.1 企業の概要 

 

商号 日本電気 株式会社 

本社所在地 〒108-8001 東京都港区芝5-7-1 

設立年 1899年（明治32年） 

資本金 2,447億26百万円（2002年3月末） 

従業員数 31,922名（2002年3月末）（連結：141,909名） 

事業内容 コンピュータ、通信機器、電子デバイス、ソフトウェア等の製造販売を含

むインターネット・ソリューション事業 

 

1998年10月、自社開発したLAN/WAN機器製品群「Octpower」を発表し、併せてLAN/WAN機

器製品の自社開発製品の売上比率を以後２年間で60％まで高めることを明らかにした（出

典：日経コミュニケーション）。 

2001年４月、インターネット・セキュリティ・システムズとセキュリティ関連のソ

リューション事業において提携し、ISSのネットワークへの不正侵入検知や脆弱性検査を

行うソフトウェア製品をOEM販売する。 

2002年６月、アルカテル・インターネットワーキングとバーチャルLAN分野における販

売および技術支援について提携する。 

2002年７月、期間限定で、NTT-MEとNECカスタマックスが共同開発した専用アプリケー

ションソフトにより、パソコンで着信可能なIP電話サービスを固定電話並みの高品質な通

話実験を開始するとともに、個人・SOHO/中小事業所向けIP電話サービス事業において業

務提携する（出典：NECのホームページ、http://www.nec.co.jp）。 

 

2.1.2 製品例 

表2.1.2にNECの製品例を示す。 

NECのネットワーク事業はビジネス、およびパーソナルの両分野に分かれていて担当事

業部門はネットワークシステム事業部である。 

ビジネス分野においては、自社ブランド「Octpower」によるMultiLayer Switchをはじ

め、OEM製品として、米シスコシステムズのローエンドからハイエンドまでの各種ネット

ワーク関連機器、独アドバのDWDMシステム、米コサインのIPサービスプラットホームなど

によるトータルシステム構築の事業を展開している。 

パーソナル分野においては、「Aterm」ブランドで有線、無線のブロードバンドルータ、

アクセスポイント、ISDNダイヤルアップルータの機器を販売している（出典：NECのHP）。 

 

 

 

 

2.1 日本電気
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表2.1.2 日本電気の製品例（出典：NECのHP） 

ビジネス分野製品名 概要 

ﾏﾙﾁﾚｲﾔｽｲｯﾁ 
 IP8800/735 

多彩なインターフェイスにフレキシブルに対応 
IPv6ルーティング、10/100BASE-TX、GigabitEthernetに対応 
自社開発のスイッチLSI「ES4000 chipset」を搭載 

ﾊｲｴﾝﾄﾞﾙｰﾀ 
 IP45/C7204VXR 

中規模から大規模にかけた企業やサービスプロバイダのネットワーク
構築用途 
様々なLAN/WANインターフェイスを実装可能 
IP通信において暗号化通信（56bit-DES）を実現するためにIPsec機能
が使用可能 

ﾒﾄﾛDWDM 
 FSP2000 

メトロエリア内複数データセンターのSAN/LAN間接続に適したDWDM
（高密度波長分割多重）システム 
1ペアの光ファイバに最大256チャネルを多重 
100km以上の長距離通信にも対応 

IPｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
PSX3500/9500 

VR（仮想ルータ）技術に基づくキャリア/ISP向け大規模高機能集合
ルータ 
豊富なIPサービス機能 NAT、PAT、パケットフィルタ、ファイア
ウォール、QoS、DiffServ、MPLS、トンネル終端 

 

パーソナル分野製品名 概要 

ﾜｲﾔﾚｽﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾙｰﾀ 
Aterm WB7000H 

インターフェイス 100BASE-TX/10BASE-T（Auto MDI-X対応） 
データ転送速度 100Mbps/10Mbps  
セキュリティ、不正アクセス検出機能、アクセスログ機能、DMZ対応
アドバンスドNAT（IPマスカレード/NAPT） 

有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾙｰﾀ
AtermBR1500H 

インターフェイス 100BASE-TX/10BASE-T（Auto MDI-X対応） 
データ転送速度 100Mbps/10Mbps  
実効速度70Mbpsの高スループット 

 

2.1.3 技術開発拠点と研究者 

図2.1.3に、日本電気のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

日本電気の開発拠点：東京都港区芝５丁目７番１号 日本電気(株)内 

 米国 

 

図2.1.3 日本電気のブロードバンド技術の出願件数と発明者数 
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2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.1.4に、ブロードバンドルータ技術の日本電気の特許の課題と解決手段の分布を示

す。ルータの基本機能に関する主な課題「動作・処理の高速化」に対して解決手段「トラ

フィック処理」で対応しているものが最も多く、「優先接続処理」、「経路情報処理」に

よるものもある。「経路選択の効率化」に対しては「中継処理の改良」で対応し、「アド

レッシングの最適化」に対しては「IPアドレス指定方法の改良」で対応するものが特に多

い。課題「保守・管理性の向上」に対して「監視情報設定技術の改良」で対応するものが

多く、「障害の防止」に対しては「中継処理の改良」で対応するものが多く、「障害検出

能力の改良」によるものもある。また課題「利用者サービスの向上」に対しては「優先接

続処理」、「機能の統合」などで対応するものが多いが、その他の手段の出願もある。出

願の多い解決手段の内容は、ルータの基本機能を向上させる技術とともに、ネットワーク

運用上、あるいは利用者サービスを向上させるための技術に関するものである。 

表2.1.4に日本電気の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数237件の内、登録になっ

た特許と他の特許に引用された回数が多い特許をあわせた78件については概要入りで示す。 

 

図2.1.4 日本電気の特許の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

解
プロトコル処理

決
監視情報設定技術の改良

手
優先接続処理

段
IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上
利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上
経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

課　 題

2 12 6 2

1 4 1 5 1 3

17 1 1 1 4

2 2 2

2 13 2 1

6 1 1 2 6

1 13 1 2 1 1

8 1

1 1 7

2 9 2 1 2

1 1 2

3

10

6

9

6

4

8

1

2

1

2

8

145

1991年から2002年7月公開の出願 

（図中の数字は出願件数を示す） 



 

93 

表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（1/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 自動設定 特開平05-207072 

(拒絶査定確定) 

1992/11/27 

H04L 12/66 

自動発呼方法と装置 

回線の適切な運用 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平04-334142 

(決定却下) 

1991/05/09 

H04L 12/28 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙﾙｰﾀ 

接続制御 特開平10-327192 

(拒絶査定確定) 

1997/05/26 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ装置 

 特許第2679635号 

1994/08/22 

H04L 12/66 

LAN間接続装置 

ISDN対応のLAN間接続装置と､そのｵﾌﾟｼｮﾝを認識する手

段と､ﾎﾟｰﾄ番号と接続先電話番号とを対応させる接続確

認ﾃｰﾌﾞﾙと､接続先ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾄﾞﾚｽと電話番号とを対応させ

る電話番号登録ﾃｰﾌﾞﾙと､次のｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾄﾞﾚｽと出力ﾎﾟｰﾄ番

号を対応させるﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙとを備え､発呼元の認識を

行いLAN端末との通信を行う 

 

 特開平10-210080 

(拒絶査定確定) 

1997/01/20 

H04L 12/66 

［被引用２回］ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ 

IP電話の使い勝手が

向上し､かつ､通信費用

及び電気料金などが増

加することなく､多様な

利用を可能にする 

 

接
続
技
術 

時間管理 特許第3068511号 

1997/06/25 

H04L 12/66 

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

ﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃﾑ 

公衆回線を使

用した通信にお

いて､回線の切

断時間を最適化

することによ

り､通信中に切

断したり､無効

に回線を保留し

続けることのな

いﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃ

ﾑ 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（2/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線の適切な運用 転送処理 特開2002-084309 

2000/09/08 

H04L 12/54 

ｴﾇｲ-ｼ-ｱｸｾｽﾃｸﾆｶ 

受信ﾒｰﾙの携帯電話機対応Webｻｰﾋﾞｽ方法 

経路設定の機能向上 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平08-265372 

(拒絶査定確定) 

1995/03/20 

H04L 12/66 

ﾃﾚﾋﾞ会議ｼｽﾃﾑおよびﾃﾚﾋﾞ会議ｼｽﾃﾑ用ﾙｰﾀ装置 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 接続制御 特許第3085244号 

1997/05/22 

H04L 12/66 

既存電話網接続端末の非同期転

送ﾓｰﾄﾞ網と既存電話網間接続方

式 

既存電話網の番号体系を持

ち､ATM網に接続可能な電話ｻｰﾋﾞ

ｽ端末から､既存電話網内の既存

電話端末に通信接続する 

 

多重化処理 時間管理 特開平03-252236 

(取下) 

1990/02/28 

H04L 12/40 

ﾃﾞ-ﾀ通信端末装置 

WAN側の拡張性 経路･位置情報 

比較 

特開2002-135289 

2000/10/27 

H04L 12/46 

無線通信ｼｽﾃﾑ及びその通信方法 

接
続
技
術 

運用の経済性､利便性 接続制御 特開2002-185691 

2000/12/19 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ 

処理能力の向上 多重処理 特開2001-308929 

2001/02/13 

H04L 12/56,300 

共通搬送波上への異種ｸﾗｲｱﾝﾄﾃﾞｰﾀ転送方法及びATM/ﾌﾚｰﾑ

多重化伝送装置及びﾙｰﾀ構成 

回線の適切な運用 接続制御 特開平11-313101 

(拒絶査定確定) 

1998/04/24 

H04L 12/46 

二重化LANｼｽﾃﾑのｺﾈｸｼｮﾝ再接続の高速化方法及び方式 

経路設定の機能向上 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-086163 

1999/09/17 

H04L 12/56 

ｻｰﾊﾞ･ｸﾗｲｱﾝﾄ間双方向通信ｼｽﾃﾑ 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 接続制御 特開2001-298491 

2000/04/12 

H04L 12/66 

通信網接続装置 

通
信
技
術 

多重化処理 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2002-026992 

2000/07/12 

H04L 12/66 

ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑの接続装置及び方法 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

処理能力の向上 MACｱﾄﾞﾚｽ 特許第2891146号 

1995/10/23 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾊﾞ 

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝごと

に通信品質を保証

でき､またﾙｰﾀを用

いることなく異な

るｻﾌﾞﾈｯﾄ間での

ﾃﾞｰﾀ転送を可能と

するﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾊﾞを

提供する 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（3/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

処理分散 特許第3052879号 

1997/03/31 

H04L 12/46 

ﾏﾙﾁﾚｲﾔｽｲｯﾁ 

高速で､低遅延のﾙｰ

ﾃｨﾝｸﾞを可能にするﾏﾙ

ﾁﾚｲﾔｽｲｯﾁを提供する 

 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2002-064558 

2000/08/22 

H04L 12/56 

IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ経路制御方法およびﾙｰﾀ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

多様化 

特許第3199051号 

1999/02/10 

H04L 12/56 

ｷｬｯｼｭを有するﾙｰﾀの方路決定装置及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録し

た機械読み取り可能な記録媒体 

ｷｬｯｼｭを有するﾙｰﾀの方路決定装置において､ｷｬｯｼｭのﾋｯ

ﾄ確率を上げると共に､ｷｬｯｼｭの容量を減らす 

 

 特許第3362715号 

1999/11/16 

H04L 12/56 

IPﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄ処理装置､方法及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記憶した記憶媒

体 

ｷｬｯｼｭ(高速処理) 特開2000-041065 

1998/07/23 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ検索回路 

経路選択 特許第3090076号 

1997/01/31 

H04L 12/18 

同報通信制御ｼｽﾃﾑ 

ﾙｰﾀのﾃﾞｰﾀ転送

順序及び送信方

向を決定し､ﾃﾞｰﾀ

転送を高速化し

て､ﾃﾞｰﾀ転送効率

の向上を図る 

 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上

ﾃﾞｰﾀ長制御 特許第2937124号 

1996/05/24 

H04L 12/56 

最大ﾊﾟｹｯﾄ長の伝達方法 

動的に経路情報を交換している場合に経路情報の変更

と共に最大ﾊﾟｹｯﾄ長を変更することができる方法 

 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

検索 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特許第3228249号 

1998/12/04 

H04L 12/56,100 

ﾃｰﾌﾞﾙ検索ｼｽﾃﾑ及びﾙｰﾀ 

ﾃｰﾌﾞﾙ検索処理を高速化するﾃｰﾌﾞﾙ検索ｼｽﾃﾑ及び該ｼｽﾃﾑ

を備えた

ﾙｰﾀ 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（4/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特許第2842524号 

1996/06/06 

H04L 12/18 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ構成方

法及びﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信ﾈｯﾄ

ﾜｰｸ 

相互に接続されたｻ

ﾌﾞﾈｯﾄﾜｰｸ間を通信を行

いながら移動するﾎｽﾄ

に対する効率的なﾏﾙﾁ

ｷｬｽﾄ通信 

 

 特開平10-322345 

(拒絶査定確定) 

1997/05/16 

H04L 12/28 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞのためのOSPFﾊﾟｹｯﾄの一括処理方法 

特開平07-250081 

(拒絶査定確定) 

1994/03/08 

H04L 12/28 

ATM-LANにおけるﾊﾟｽ管理方法 

特許第3239836号 

1998/04/03 

H04L 12/46,200 

ﾙｰﾀ装置及び伝達ﾙｰﾄの設定方法 

ｷｬｯｼｭﾃｰﾌﾞﾙ削除

の負荷を軽減する

ことが可能なﾙｰﾀ

装置及び伝達ﾙｰﾄ

の設定方法を提供

する 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定 

特開2001-016257 

1999/06/29 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙによる局間通信ｼｽﾃﾑ 

 特開平10-303989 

(拒絶査定確定) 

1997/04/25 

H04L 12/66 

局番号-IPｱﾄﾞﾚｽ変換ﾃｰﾌﾞﾙ自動生成方式 

 特開2002-057697 

2000/08/09 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送経路制御装置及びそれに用いるﾊﾟｹｯﾄ転送経路

制御方法 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

経路選択 特許第3141852号 

1998/07/31 

H04L 12/56 

往復経路検出方法､それを用いた装置およびそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

ﾊﾟｹｯﾄ交換ﾈｯﾄﾜｰｸ網において､双方向通信のﾊﾟｹｯﾄ信号

の往復路経路を検出する 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（5/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 経路選択 特許第3082462号 

1992/08/31 

H04L 12/28 

経路設定型ﾙｰﾀ装置 

送受信制御機構が第1

の情報処理装置から第2

の情報処理装置への送

受信ﾌﾚｰﾑを受信すると､

経路設定機構はｱﾄﾞﾚｽﾃｰ

ﾌﾞﾙを参照し送信先のｱ

ﾄﾞﾚｽを取得する｡経路選

択機構は経路設定機構

が取得した正常で且つﾄ

ﾗﾌｨｯｸが最も低いｱﾄﾞﾚｽ

を選択し､且つ受信した

経路設定型ﾌﾚｰﾑをｱﾄﾞﾚｽ

制御機構,送受信制御機構を介してLAN装置に送信する 
順序制御 特開2000-253018 

1999/03/02 

H04L 12/28 

日本電信電話 

ATM優先制御IPｹﾞｰﾄｳｪｲ装置およびATM優先制御IPﾙｰﾃｨﾝｸﾞ

装置ならびにそれらの処理方法 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2002-198995 

2000/12/27 

H04L 12/56 

中継伝送型無線ﾈｯﾄﾜｰｸにおけるﾃﾞｰﾀ伝送方法および装置

回線の適切な運用 接続制御 特許第3220089号 

1998/05/29 

H04M 11/00,303 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ 

通信ｼｽﾃﾑおよび通信方法､並びに記録媒体 

接続中の回線

を切断すること

なく､接続ﾙｰﾄを

変更することが

できる 

 

 

 

経路計算負荷の軽減､

時間短縮 

特許第3209622号 

1993/08/31 

H04L 12/46 

ｱﾝﾘﾂ 

通信ｼｽﾃﾑ 

経路選択の最適さ

を示すﾒﾄﾘｯｸ値を記憶

するﾃｰﾌﾞﾙを設ける｡

この値を接続中低下

させ､この値が小さい

順に回線接続を試み､

回線接続が成功しな

い経路のﾒﾄﾘｯｸ値は上

昇させる 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

経路設定の機能向上

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

多様化 

特開平11-284664 

1998/03/27 

H04L 12/66 

仮想専用網構築ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（6/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2000-244532 

(拒絶査定確定) 

1999/02/24 

H04L 12/28 

通信方法および通信ｼｽﾃﾑ､並びに記録媒体 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

最適処理 特許第3191737号 

1997/08/29 

G11C 15/04,601 

ﾙｰﾀを有するﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑおよび改良されたﾙｰﾀおよびその

ﾙｰﾀに用いられる連想ﾒﾓﾘ 

最短のﾈｯﾄﾜｰｸ接

続でﾃﾞｰﾀ転送 
ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 経路制御 特開2000-349771 

1999/06/02 

H04L 12/28 

ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ及びそのﾙｰﾃｨﾝｸﾞ経路切替方法 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特許第2964963号 

1996/09/20 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ自動設定ｼｽﾃﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成に制限

がなく､設定変更が

自動的に反映される

ｺﾈｸｼｮﾝｵﾘｴﾝﾃｯﾄﾞﾈｯﾄ

ﾜｰｸ自動設定ｼｽﾃﾑ 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2002-009787 

2000/06/21 

H04L 12/28 

NHRP/MPOAｼｽﾃﾑ及び経路表示方法 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開2000-032044 

1998/07/08 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ通信方式とﾃﾞｰﾀ通信方法及びﾃﾞｰﾀ通信装置 

特開平11-355302 

(拒絶査定確定) 

1998/06/11 

H04L 12/28 

IPｱﾄﾞﾚｽ変換装置及びその変換方法 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 

特許第2826416号 

1992/06/05 

H04L 12/66 

静岡日本電気 

ﾛｰｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ間の接続ﾙｰﾀ 

設定情報部にﾒｲﾝ､ｻﾌﾞのﾙｰﾀ情報設定を行い､自動的に

IPｱﾄﾞﾚｽ電話番号対応表を作成しﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報を更新でき

る 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（7/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特許第3011177号 

1998/03/23 

H04L 12/28 

ｱﾄﾞﾚｽ解決処理方式 

ATM網上で転送す

るｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾟｹｯﾄの

宛先IPｱﾄﾞﾚｽから宛

先ATMｱﾄﾞﾚｽを解決

する 

 

 

 

 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平10-327187 

(拒絶査定確定) 

1997/05/27 

H04L 12/56 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙｱﾄﾞﾚｽ決定方式 

 特開2001-237892 

2000/02/25 

H04L 12/56 

ｱｸｾｽｻｰﾊﾞを用いたｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ方式および方法 

 特開平10-154980 

(請求不成立) 

1996/11/22 

H04L 12/18 

IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ･ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑおよびそのｱﾄﾞﾚｽ割り当て方法 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開2000-295256 

1999/04/05 

H04L 12/40 

ﾄﾗﾌｨｯｸ削減方式 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平11-341075 

(拒絶査定確定) 

1998/05/27 

H04L 12/66 

中継装置および中継方法､並びに記録媒体 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特許第3156760号 

1997/05/19 

H04L 12/66 

ﾊﾟｹｯﾄ通信方式 

小型･軽量､かつ高速で伝送

効率が高く､同時に簡素で保

守性が高いﾊﾟｹｯﾄ通信 

 

 

 

 

 

 

 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開2000-341337 

(拒絶査定確定) 

1999/06/01 

H04L 12/56 

IPﾏｽｶﾚｰﾄﾞによるﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ間接続ｼｽﾃﾑ及び方法 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特許第2785739号 

1995/03/29 

H04L 12/56 

LAN端末装置 

ISDNの代表機能が利用されて複数のLAN間接続装置の

いずれが使用された場合でも相手先との通信を可能とす

る 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（8/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

特許第2786121号 

(前置登録) 

1995/01/26 

H04L 12/46 

静岡日本電気 

LAN間接続ﾙｰﾀ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙにﾊﾟｹｯﾄの出力先がLANか公衆網かを判断

するﾌﾗｸﾞがあり､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ処理部では受信ﾊﾟｹｯﾄの宛先IPｱ

ﾄﾞﾚｽから検索された次ﾙｰﾀｱﾄﾞﾚｽがLAN上のｱﾄﾞﾚｽか公衆網

上の電話番号かを判断する 

 

ｱｸｾｽの正当性評価 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 

特開2001-326696 

2000/05/18 

H04L 12/66 

ｱｸｾｽ制御方法 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特許第3045124号 

1997/11/14 

H04L 12/42 

ﾒｯｾｰｼﾞ送信ｼｽﾃﾑ 

ﾎｽﾄ上のｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑから1つのﾒｯｾｰｼﾞﾌ

ﾚｰﾑを送信することで､

指定の複数端末に同一

ﾒｯｾｰｼﾞを送信する 

 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

識別子(鍵)使用 特開2001-326655 

2000/05/17 

H04L 12/28 

ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑ､情報家電用ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ受信方法 

処理能力の向上 経路選択 特許第2933470号 

1993/09/22 

H04L 12/66 

静岡日本電気 

LAN間接続ﾙｰﾀ 

ISDNのBﾁｬﾈﾙを用いてLAN間接続を行うﾙｰﾀにおいて､速

度整合の同期確立まではDﾁｬﾈﾙを用いてﾊﾟｹｯﾄを転送し

ﾃﾞｰﾀ通信の効率を向上させる 

 

ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2000-349828 

1999/06/01 

H04L 12/66 

ﾊﾟｹｯﾄ転送方法および装置ならびにﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特開2001-345840 

2000/06/09 

H04L 12/56 

音声ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ､音声ﾊﾟｹｯﾄ通信方法及びﾙｰﾀ 

通
信
制
御 

ﾌﾛｰ制御 特開2001-136207 

1999/11/09 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ中継装置及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ中継方法 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（9/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾌﾛｰ制御 特許第3307587号 

1998/05/08 

G06F 13/00,351 

ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ蓄積ﾃﾞｰﾀの更

新方法と該方法を実行

するｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ 

情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ性の維

持､回線効率の向上を

図る 

 

 

帯域制御 特許第3161364号 

1997/04/25 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱﾙｰﾀにおける帯域管理方式 

音声帯域よりも

FAX帯域の方が大き

い場合､音声通信か

らFAX通信に切替時

にも通信できるﾏﾙﾁ

ﾒﾃﾞｨｱﾙｰﾀの帯域管

理方式 

処理能力の向上 

優先度管理 特開2000-036827 

(拒絶査定確定) 

1998/07/17 

H04L 12/44 

通信中継方法および装置､ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ､情報記憶媒体 

順序制御 特開2000-183961 

1998/12/14 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信優先制御方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

経路情報取得 特開2000-032038 

1998/07/14 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ交換ﾈｯﾄﾜｰｸのﾄﾗﾌｨｯｸ解析方法および装置 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2000-332826 

1999/05/21 

H04L 12/56 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ終端装置､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ終端方法､ﾊﾟｹｯﾄ伝送ｼｽﾃﾑ､及びﾊﾟ

ｹｯﾄ伝送方法 

順序制御 特開平11-331257 

(拒絶査定確定) 

1998/05/08 

H04L 12/56 

日本電気ﾃﾚｺﾑｼｽﾃﾑ 

異ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続方法およびﾙｰﾀ装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

処理分散 特開2001-358758 

2000/06/14 

H04L 12/56 

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

ATM-LANｼｽﾃﾑおよびその負荷分散制御方法 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 仮想接続 特開平10-257062 

(拒絶査定確定) 

1997/03/11 

H04L 12/28 

ATMﾙｰﾀ 

ﾃﾞｰﾀ紛失 特許第2536656号 

1990/03/27 

H04L 12/40 

端末ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ装置 

送信ﾊﾞｯﾌｧﾌﾙの時､ﾃﾞ-ﾀ端末へﾃﾞ-ﾀ送信抑制信号を送信

することにより、装置の小型化、済化と､情報紛失によ

る再送を抑制する 

通
信
制
御 

経路設定の適正化 

ﾌﾛｰ制御 

特許第3052924号 

1998/02/23 

H04L 12/28 

ｼｮｰﾄｶｯﾄﾙｰﾄ確立ｼｽﾃﾑおよ

びﾃﾞｰﾀﾌﾛｰ検出装置 

ﾃﾞｰﾀﾌﾛｰを検出して入

力される電文に応じて柔

軟にｼｮｰﾄｶｯﾄﾙｰﾄを選択す

るｼｽﾃﾑおよび検出装置 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（10/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 優先度管理 特開2001-016259 

1999/06/30 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信装置 

経路選択 特許第3344566号 

1999/01/06 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置 

接続制御 特許第3266188号 

1998/10/19 

H04N  7/173,620 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信装置及びﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法 

ﾌﾞﾘｯｼﾞとし

て動作する局

がIGMPﾒｯｾｰｼﾞ

の代理応答を

行うことによ

り､宅内網へ

の不要な下り

ﾄﾗﾌｨｯｸの流入

を防ぐ 

回線の適切な運用 

特開2000-354057 

1999/06/11 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信方式 

経路計算負荷の軽減､

時間短縮 

順序制御 

特開平09-205461 

(拒絶査定確定) 

1996/01/29 

H04L 12/56 

［被引用２回］ 

優先制御方式 

IPﾙｰﾀ内輻輳

あるいは網輻輳

に対して､上位ｱ

ﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ種別に

よるﾄﾗﾌｨｯｸ特性

に応じたﾃﾞｰﾀ転

送の優先制御を

可能とする 

透過的ｱｸｾｽ 仮想接続 特許第2842530号 

1997/01/08 

H04L 12/28 

ATM VLANｸﾗｲｱﾝﾄ-ｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ 

ATMを用いた仮想的なｻﾌﾞﾈｯﾄを構築するﾈｯﾄﾜｰｸにおい

て､端末間のﾊﾟｹｯﾄ通信を効率化する 

 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 ﾌﾛｰ制御 特開2000-324198 

1999/05/14 

H04L 29/08 

可変ﾃﾞｰﾀﾚｰﾄ型伝送装置および可変ﾃﾞｰﾀﾚｰﾄ伝送方法 

QoS 優先度管理 特開2000-358067 

1999/06/14 

H04L 12/56 

優先制御方式 

通
信
制
御 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3147164号 

1998/09/01 

H04L 12/28 

IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄのﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ方法､及びﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｭｱ 

受信機の異質性を

許容 

 



 

103 

表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（11/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路情報取得 特開2001-251353 

2000/03/07 

H04L 12/56 

IPﾈｯﾄﾜｰｸにおけるPMTU見積もり値検出の方法およびその

ｼｽﾃﾑ 

処理能力の向上 

ﾌﾛｰ制御 特許第3190814号 

1996/02/26 

H04L 12/56 

静岡日本電気 

LAN間接続ﾙｰﾀ 

LAN間をﾙｰﾀでISDN網を

介して接続する場合､特定

ﾌﾟﾛﾄｺﾙをDchﾊﾟｹｯﾄ交換､

ﾃﾞｰﾀをBch回線交換で送受

信して経済的で効率的な

ﾃﾞｰﾀ通信を可能とする 

 

 

 

 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

MACｱﾄﾞﾚｽ 特開2002-111700 

2000/09/27 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間通信におけるｱﾄﾞﾚｽ解決方式､及び､ｱﾄﾞﾚｽ解決手

段を備えたﾈｯﾄﾜｰｸ構成装置 

経路情報取得 特開2002-044138 

2000/07/25 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ、ｷｬｯｼｭｻｰﾊﾞ、中継ｻｰﾊﾞ、ﾙｰﾀ、ｷｬｯｼｭｻｰﾊﾞ制

御方法及び記録媒体 

経路選択 特開平10-285168 

(拒絶査定確定) 

1997/04/02 

H04L 12/28 

ﾊﾟｽ切替ｼｽﾃﾑ 

ﾌﾛｰ制御 特開2002-077246 

2000/08/25 

H04L 12/56 

ﾏｲｸﾛﾓﾋﾞﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸにおける経路更新方法 

処理分散 特開2002-176508 

2000/12/06 

H04M 11/00,302 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ接続ｼｽﾃﾑ及びそれに用いるﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ接続方法

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2000-174811 

1998/12/02 

H04L 12/56 

ｻｰﾋﾞｽ属性割り当て方法とﾈｯﾄﾜｰｸ機器 

 特開平10-303967 

(拒絶査定確定) 

1997/04/24 

H04L 12/46 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ回線最適経路選択ｼｽﾃﾑ 

識別子(鍵)使用 特許第3183343号 

1999/02/26 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ通信方法､端末装置､中継装置､ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ及びそ

の記録媒体 

無線回線な

どのｱｸｾｽﾘﾝｸ

を通じて有線

網上の通信端

末装置と通信

する通信環境

において､ﾃﾞｰ

ﾀ通信効率を

向上させる 

高
速
処
理
技
術 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2001-290718 

2000/04/07 

G06F 13/00,353 

ﾙｰﾀにおけるｷｬｯｼｭﾃｰﾌﾞﾙ管理装置およびﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（12/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

優先度管理 特開平06-205012 

(拒絶査定確定) 

1993/01/05 

H04L 12/28 

ﾙｰﾀ装置 

高
速
処
理
技
術 

中継ｻｰﾊﾞ使用 特開2001-306539 

2000/04/24 

G06F 15/177,670 

ﾌﾛﾝﾄｴﾝﾄﾞ情報配信ｼｽﾃﾑおよび方法 

多重処理 特開平05-268223 

(取下) 

1992/03/23 

H04L 12/28 

ﾙｰﾀ装置 

処理分散 特開2000-155736 

1998/11/24 

G06F 13/00,357 

ｻｰﾋﾞｽ要求の振り分け方法及びｱﾄﾞﾚｽ変換装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

時間管理 特許第3028783号 

1997/04/25 

H04L 12/44 

ﾈｯﾄﾜｰｸの監視方法と装置 

総括的なﾈｯﾄﾜｰｸ監視装

置の負荷と､末端のﾉｰﾄﾞに

対するﾎﾟｰﾘﾝｸﾞのﾄﾗﾌｨｯｸと

を低減する 

 

優先度管理 特許第2576780号 

1993/12/17 

H04L 12/56 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ終端方式 

各ﾙｰﾀは接続端末

と同様の動作をす

る仮想終端制御部

と､受信ﾃﾞｰﾀを一時

蓄える記憶回路と､

遅延の大きな回線

のｽﾙｰﾌﾟｯﾄを向上さ

せるﾃﾞｰﾀﾘﾝｸ制御部

とから構成される 

順序制御 特開2001-177562 

1999/12/15 

H04L 12/56 

通信制御装置及びその方法並びに制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体

 特開2002-044137 

2000/07/25 

H04L 12/56 

ｺﾝﾃﾝﾂ転送方法及びﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した

機械読み取り可能な記録媒体 

複雑な作業の簡易化 設定情報収集 特開2001-203691 

2000/01/19 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾄﾗﾌｨｯｸ監視ｼｽﾃﾑ及びそれに用いる監視方法 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 経路制御 特開平05-252167 

(取下) 

1992/03/09 

H04L 12/28 

ﾙｰﾀ装置 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
制
御 

優先度制御 順序制御 特開2002-044139 

2000/07/26 

H04L 12/56 

 

ﾙｰﾀ装置及びそれに用いる優先制御方法 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（13/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ト
ラ

フ
ィ
ッ
ク

制
御 

QoS 順序制御 特開2002-164920 

2000/11/24 

H04L 12/56 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸにおける音声通信の接続制御方法及びその通

信ｼｽﾃﾑ並びに情報記録媒体 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

ﾌﾛｰ制御 特開2001-326693 

2000/05/17 

H04L 12/66 

通信装置及び通信制御方法並びに制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体

WAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定 特開2002-111725 

2000/09/28 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ識別装置､ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ識別方法および､MPLS-VPNｻｰ

ﾋﾞｽﾈｯﾄﾜｰｸ 

適正な帯域保証 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

特開2001-237876 

2000/02/21 

H04L 12/56 

IP仮想ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ網の構築方法及びIP仮想ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ網 

信頼性の向上 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-156800 

1999/11/30 

H04L 12/28 

通信ｺﾈｸｼｮﾝﾏｰｼﾞ方式及びそれを用いるﾉｰﾄﾞ 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

低価格化 中継ｻｰﾊﾞ使用 特開2002-141952 

2000/11/01 

H04L 12/66 

仮想ﾈｯﾄﾜｰｸ及び仮想ﾈｯﾄﾜｰｸ接続方式 

WAN側の拡張性 交換処理 特開2000-032050 

1998/07/15 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続方法および交換機ｼｽﾃﾑ 

 特開2001-308952 

2000/04/27 

H04L 29/06 

ｱﾀﾞﾌﾟﾀ装置及びそれを用いたﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-237897 

2000/02/22 

H04L 12/66 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型ﾃﾚﾌｫﾆｰｼｽﾃﾑ 

交
換
機
接
続 

適正な帯域保証 交換処理 特開2002-125281 

2000/10/18 

H04Q 11/04 

通話方式及び構内交換機 

プ
ロ
ト

コ
ル 

制
御 

LANの送信側､受信側

の適切な連携 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-111629 

1999/10/12 

H04L 12/66 

ｱｸｾｽﾈｯﾄﾜｰｸ 

ｱｸｾｽの正当性評価 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-285061 

1999/03/31 

G06F 13/00,354 

ﾌﾟﾛｷｼｱｸｾｽ制御ｼｽﾃﾑ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開平10-327193 

(拒絶査定確定) 

1997/05/26 

H04L 12/66 

暗号化方式 
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 複数系統暗号 

使用 

特開平11-346214 

1998/06/02 

H04L 12/22 

同報配信ｼｽﾃﾑ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-222513 

2000/02/08 

G06F 15/16,620 

情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑにおける接続要求管理装置および方

法ならびに接続要求管理処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した情報通

信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑにおける記録媒体 

ｱｸｾｽの正当性評価 

特開平07-170279 

(拒絶査定確定) 

1993/12/14 

H04L 12/40 

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

LANﾌﾞﾘｯｼﾞｼｽﾃﾑにおけるﾕｰｻﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ設定方式 

認
証 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 

識別子(鍵)使用 

特開2001-156776 

1999/11/24 

H04L 12/22 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ認証ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（14/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

特許第3006504号 

1996/08/27 

H04L 12/28 

無線ﾈｯﾄﾜｰｸにおける

無線端末の認証方法

および無線ﾈｯﾄﾜｰｸ 

下位ﾈｯﾄﾜｰｸに無線

ﾈｯﾄﾜｰｸを持つLAN間

を接続して構成され

るﾈｯﾄﾜｰｸにおいて､

認証情報の登録の手

間を増やさずに無線

端末の認証を行う 
認
証 

ｱｸｾｽの正当性評価 認証ｻｰﾊﾞ使用 

特開平11-355266 

(拒絶査定確定) 

1998/06/05 

H04L  9/32 

日本電気ﾃﾚｺﾑｼｽﾃﾑ 

ﾕｰｻﾞ認証装置およびﾕｰｻﾞ認証方法 

 

 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

条件設定(その他

のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特許第3322302号 

1998/10/06 

H04L 12/26 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理ｼｽﾃﾑのﾍﾙｽﾁｪｯｸ方式 

複雑な作業の簡易化 設定情報収集 特許第3012518号 

1996/04/23 

H04L 12/26 

静岡日本電気 

ﾙｰﾀのｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ試験方法 

あらかじめ記憶された各

種ﾈｯﾄﾜｰｸ設定情報の中から

所定のものを自動的に選択

することによりｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ試

験の労力削減､正確な試験

を行う 

管理簡易化 接続制御 特開2001-229110 

2000/02/18 

G06F 13/00,357 

保守に関する情報を入出力可能な端末装置および遠隔保

守ｼｽﾃﾑ 

簡易設計 特開平10-070532 

(拒絶査定確定) 

1996/08/28 

H04L 12/26 

加入者線伝送路の試験ｼｽﾃﾑ 

設定情報収集 特開平11-340978 

1998/05/27 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ監視方法及びその装置 

保
守
管
理 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 故障診断 特開平05-336169 

(取下) 

1992/04/02 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾙｰﾀ 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-358777 

2000/06/15 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ及びﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｰﾀ伝送方法 

課
金
管
理 

複雑な作業の簡易化

認証ｻｰﾊﾞ使用 特開2001-326634 

2000/05/15 

H04L 12/14 

ﾊﾟｹｯﾄ課金ｼｽﾃﾑ及び方法 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（15/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

管理簡易化 設定情報収集 特許第3348714号 

2000/02/15 

H04M 15/00 

携帯端末事業者内装置､課金処理方法､及び課金処理ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

特許第2062739 

1993/02/03 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ及び広域通信網ｼｽﾃﾑ 

経路制御情報の定期配信を

要する複数LANの各々にﾙｰﾀを

配し､公衆網上の通信費を節

減し､公衆網接続を望まない

隔離LANのｾｷｭﾘﾃｨを確保する 

 

 

 

 

 

ﾈｯﾄﾜｰｸ(使用)時間 

管理 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設定 

特許第2062929 

1992/12/17 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置 

被課金回線にﾙｰﾀ装

置を接続した場合に､

定期的に出されるﾙｰﾃｨ

ﾝｸﾞ情報ﾌﾚｰﾑを必要最

小限にし､ﾃﾞｰﾀ転送目

的以外の回線使用量を

最小にする 

 

端末情報設定 特開2001-268535 

2000/03/15 

H04N  7/16 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ放送課金ｼｽﾃﾑ 

設定情報収集 特開2001-352325 

2000/06/07 

H04L 12/24 

IPﾌﾚｰﾑ情報収集ｼｽﾃﾑ､ﾙｰﾀ及びIPﾌﾚｰﾑ情報収集方法 

QoS 順序制御 特開2002-158656 

2000/11/17 

H04L 12/14 

ﾈｯﾄﾜｰｸｱｸｾｽ課金ｼｽﾃﾑ及び方法 

課
金
管
理 

運用の経済性､利便性 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平08-298523 

(拒絶査定確定) 

1995/04/26 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ 

回線の適切な運用 順序制御 特許第2561033号 

1994/06/20 

H04L 12/66 

ﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃﾑ 

公衆回線の有

効利用を促進

し､かつ回線使

用料金を節約で

きるﾙｰﾀにおけ

るﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃ

ﾑ 

設
定
管
理 

経路設定の機能向上 自動設定 特許第2728060号 

1995/11/08 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置 

IPﾙｰﾀ装置

において､自

動的にｺﾝﾌｨｸﾞ

ﾚｰｼｮﾝ情報の

設定を実施

し､ﾕｰｻﾞのｺﾝ

ﾌｨｸﾞﾚｰｼｮﾝ設

定を不要とす

る 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（16/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の機能向上 自動設定 特開平10-243027 

(拒絶査定確定) 

1997/02/21 

H04L 12/66 

ﾘﾓｰﾄﾙｰﾀ 

転送処理 特開2001-358756 

2000/06/09 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ設定方法およびﾙｰﾀ設定装置 

音声処理回路 特開平10-200584 

(拒絶査定確定) 

1997/01/13 

H04L 12/66 

ﾘﾓｰﾄﾙｰﾀの設定変更方式 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

設定情報収集 特開2001-358743 

2000/06/16 

H04L 12/46 

ｱﾄﾞﾚｽ自動配布ﾙｰﾀ装置及びｱﾄﾞﾚｽ自動配布ﾙｰﾀ方法 

複雑な作業の簡易化 MACｱﾄﾞﾚｽ 特開2002-185464 

2000/12/12 

H04L 12/28 

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑおよびそのｱﾄﾞﾚｽ変更方法 

経路選択 特開平11-112570 

1997/10/08 

H04L 12/56 

経路制御方法およびﾄﾞﾒｲﾝﾈｰﾑｼｽﾃﾑｻｰﾊﾞ決定方法 

簡易設計 特許第2792321号 

1992/03/05 

H04L 29/10 

通信ｼｽﾃﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ層ﾌﾟﾛﾄｺﾙに従っ

たﾁｬﾈﾙ通信に必要な情報

をｱﾀﾞﾌﾟﾀに送る手段と､

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸ制御に､ﾁｬﾈﾙ情報

の受信手段を備え､ﾈｯﾄﾜｰ

ｸ層ﾌﾟﾛﾄｺﾙ実行に､その情

報設定手段を備えた 

 

 

 

 特開平11-331258 

(拒絶査定確定) 

1998/05/08 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ及びﾃﾞｰﾀ転送方法 

特許第2771437号 

1993/12/13 

H04L 12/46 

静岡日本電気 

ﾈｯﾄﾜｰｸのｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝ

設定情報入力方式 

ﾈｯﾄﾜｰｸの構築時にﾎｽ

ﾄ端末のﾈｯﾄﾜｰｸ記憶部

に各ﾙｰﾀの設定情報を

集中的に入力しておく 

設
定
管
理 

 

特許第3157762号 

1997/12/19 

H04L 12/66 

静岡日本電気 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 

LAN端末装置

のいずれか1つ

の通信を最優

先で行う時に

他のLAN端末装

置の通信を停

止させる必要

がなく､設定操

作を簡単に行う 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（17/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

特許第2606166号 

(権利消滅) 

1994/11/11 

H04L 12/66 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙ採集方法 

WANを介して

接続された複数

のﾘﾓｰﾄﾙｰﾀのﾙｰ

ﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙの内

容が正しいか否

かを容易に､か

つ自動的にﾁｪｯｸ

できる 

複雑な作業の簡易化 設定情報収集 

特許第3180772号 

1998/08/13 

H04L 12/56 

ﾆｭｰﾗﾙﾈｯﾄﾜｰｸを利用したﾙｰﾃｨﾝｸﾞ

ﾃｰﾌﾞﾙの自動生成方法およびそ

の装置 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙの変更を自動に

て行い､変更作業を簡略化する 

設
定
管
理 

管理簡易化 時間管理 特開2002-041379 

2000/07/21 

G06F 13/00,357 

ﾓﾊﾞｲﾙ通信方法およびﾓﾊﾞｲﾙ通信方式 

回線､機器の異常処理 経路制御 特開2000-349901 

1999/06/01 

H04M  3/36 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙﾈｯﾄﾜｰｸ迂回ｼｽﾃﾑ 

 特許第3186675号 

1997/11/17 

H04L 12/42 

同報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ及びその情報記憶媒体 

回線障害発生時に

受信局が転送先の受

信順序をﾙｰﾀ数のﾎｯ

ﾌﾟ数が小さい順序に

変更できるようにし

て､同報伝送ﾃﾞｰﾀﾌﾚｰ

ﾑの転送速度が遅延

せずに､その転送効

率の向上を図る 

特開2000-078199 

(拒絶査定確定) 

1998/09/02 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸの経路決定方式 

障
害
対
策 

 

特許第2842287号 

1995/03/20 

H04L 12/28 

ATM交換機と網管理ｼｽﾃﾑ間の通信方法 

ﾙｰﾄ障害時に迂回用のﾊﾟｽを公衆網経由に張り直さなく

ても迂回でき､常時､網管理ｼｽﾃﾑとATM交換機の間のﾘﾝｸを

確立する 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（18/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

特許第2581475号 

(権利消滅) 

1994/11/11 

H04L 12/66 

通信経路切替方法及びその装置 

専用の送･受信制御

部を必要とせず､かつ

送･受信側双方の切替

制御方式を合わせる必

要がなく､簡単に通信

経路を自動的に切り替

える 

特開平11-046207 

(拒絶査定確定) 

1997/07/24 

H04L 12/46 

LAN間接続装置 

特許第3018991号 

1996/06/29 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

複数のLANがﾙｰﾀ、WANを

介して接続されたﾈｯﾄﾜｰｸｼ

ｽﾃﾑに於いて､ﾙｰﾀに障害が

発生した時の復旧処理を

短時間で行う 

 

 

 

 

 

特許第3235566号 

1998/05/25 

H04L 12/56,100 

迂回接続方法及び迂回接続制御ｼｽﾃﾑ 

専用線障害発生時に迂

回ISDN回線に障害が発生

した場合でも速やかに迂

回状態を回復可能とする 

経路制御 

特開2000-278305 

1999/03/25 

H04L 12/437 

ﾙｰﾀ及びﾙｰﾀﾉｰﾄﾞの障害回避方法 

 特開2001-053794 

1999/08/09 

H04L 12/56 

IP通信のﾘｱﾙﾀｲﾑﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ通信方法 

経路･位置情報 

比較 

特許第3356145号 

1999/12/22 

H04L 12/56 

伝送路障害救済方法､伝送路障害救済ｼｽﾃﾑ､記憶媒体およ

びﾙｰﾀ 

ﾃﾞｰﾀ復活処理 特開2000-209271 

(拒絶査定確定) 

1999/01/18 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ装置 

障
害
対
策 

回線､機器の異常処理

故障診断 特開平11-243424 

(拒絶査定確定) 

1998/02/25 

H04L 12/66 

障害発生の電子ﾒｰﾙ自動送信ﾙｰﾀ 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（19/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線､機器の異常処理 故障診断 特開2000-047961 

1998/07/31 

G06F 13/00,351 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの監視装置と監視方法 

 特許第3292238号 

1998/03/06 

H04L 12/56 

二重化された接続機器を備えたﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑと接続障害回

避方法 

障害回避手段

を有する二重化

された接続機器

を備えたﾈｯﾄﾜｰｸｼ

ｽﾃﾑと接続障害回

避方法 

 特開2000-324106 

1999/05/14 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ障害検出方式 

 特開2000-013373 

1998/06/22 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ監視装置および監視方法 

障
害
対
策 

 特開平11-355274 

1998/06/05 

H04L 12/24 

装置障害情報転送方法および装置障害情報転送機能実装

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

優先度管理 特開2000-330899 

1999/05/19 

G06F 13/00,353 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築および検索方法 

資
源
管
理 

開発効率化 柔軟な運用 特開2000-347886 

1999/06/04 

G06F 11/20,310 

ﾃﾞｭﾌﾟﾚｯｸｽ型ｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ及びｱﾄﾞﾚｽ割当て方法 

検索 経路情報取得 特開2001-175561 

1999/12/17 

G06F 13/00,353 

ﾄﾞﾒｲﾝﾈｰﾑｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 転送処理 特開平11-112550 

(拒絶査定確定) 

1997/09/30 

H04L 12/54 

電子ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ端末装置および電子ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ 

WAN側の拡張性 端末情報設定 特開平11-196214 

(拒絶査定確定) 

1997/12/29 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

経路制御 特許第3204392号 

1999/03/04 

H04M  3/42 

ﾎﾞﾀﾝ電話装置とｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ 

音声ﾃﾞｰﾀ

を､時間帯に

依らず常に劣

化の無い状態

で確実に送受

信する 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

適正な帯域保証 

帯域制御 特開平10-304174 

(拒絶査定確定) 

1997/04/25 

H04N  1/32 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱﾙｰﾀにおける帯域管理方式 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（20/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

適正な帯域保証 帯域制御 特開2001-320409 

2000/05/10 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ及びそれに用いる帯域保証方法 

QoS 管理品質制御 特開2002-164923 

2000/11/29 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ通信におけるQoS管理ｼｽﾃﾑ､その方法､そのﾙｰﾀ及び記

録媒体 

信頼性の向上 順序制御 特許第3225924号 

1998/07/09 

H04L 12/56,100 

通信品質制御装置 

受信したﾃﾞｰﾀｸﾞﾗﾑにおいて､最適な通信品質を決定し

ﾃﾞｰﾀｸﾞﾗﾑを転送する 

特許第2581469号 

1994/10/17 

H04L 12/64 

ﾛｰｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

ISDNのBﾁｬﾈﾙの回線交換呼

を接続､切断するDﾁｬﾈﾙ呼制

御回路､Dﾁｬﾈﾙのﾊﾟｹｯﾄ交換呼

を用いてﾃﾞｰﾀを送受するDﾁｬ

ﾈﾙﾊﾟｹｯﾄ交換制御回路､Bﾁｬﾈﾙ

の回線交換呼を用いてﾃﾞｰﾀ

を送受するBﾁｬﾈﾙ回線交換制

御回路､ISDN物理ﾚｲﾔ制御回

路､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御回路､ﾎﾟｰﾄ番

号ﾃｰﾌﾞﾙ､監視ﾀｲﾏ､およびLAN

制御回路9から構成される 

課金 

特開平05-233488 

(取下) 

1992/02/14 

G06F 13/00,351 

電子ﾒｰﾙの遠隔配置無人ﾌｧｸｼﾐﾘ出力ｼｽﾃﾑ 

運用の経済性､利便性

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-308782 

(拒絶査定確定) 

1997/05/09 

H04L 12/66 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 

 特開平07-131564 

(拒絶査定確定) 

1993/10/29 

H04N  1/00 

［被引用３回］ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ制御装置 

受信ﾃﾞｰﾀを自動的

にLAN内のPC/EWSに

転送する機能を備え

たﾌｧｸｼﾐﾘとして､設

置台数と回線数を少

なくしても､迅速か

つ的確に宛先端末に

受信ﾃﾞｰﾀを送達する

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 転送処理 特開2002-044333 

2000/07/27 

H04N  1/00,104 

画像形成ｼｽﾃﾑ及びその画像形成方法 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

電子ﾒｰﾙとの連携 汎用化(共用化)

設計 

特開平11-331540 

1998/05/14 

H04N  1/32 

電子ﾒｰﾙ受信方法およびｼｽﾃﾑ 



 

113 

表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（21/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特許第2778505号 

1995/02/24 

H04L 12/66 

移動体対応ﾙｰﾀ 

固有ｱﾄﾞﾚｽと位置

ｱﾄﾞﾚｽの対応を示す

ｱﾄﾞﾚｽ対応表記憶部

とｻﾌﾞﾈｯﾄﾜｰｸが移動

対応であるか否か

を示す記憶部を有

している 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特許第3141820号 

1997/07/18 

H04L 12/46 

ｱﾄﾞﾎｯｸﾛｰｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ 

複数の通信媒体が存在する場合

に､IPｱﾄﾞﾚｽとﾃﾞｰﾀﾘﾝｸ層ｱﾄﾞﾚｽの対

応の他に､通信相手の通信媒体の情

報も用い､効率的に通信を行えるｱ

ﾄﾞﾎｯｸLAN 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-169321 

1999/12/09 

H04Q  3/58,106 

内線制御ｼｽﾃﾑ 

汎用化(共用化)

設計 

特開平10-308777 

(拒絶査定確定) 

1997/05/08 

H04L 12/56 

［被引用２回］ 

ﾛｰｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ端末の音声

交換ｼｽﾃﾑ 

一般加入者電話または

他のLAN端末との通信ある

いは電子交換機の転送と､

三者通話等のｻｰﾋﾞｽにおけ

る伝送手順および機能を

簡略化するLAN端末の音声

交換ｼｽﾃﾑ 

 

 

 

WAN側の拡張性 転送処理 特開2002-111921 

2000/09/29 

H04N  1/00 

ﾔﾏﾄ運輸 

電子ﾒｰﾙ/FAXﾃﾞｰﾀ変換ｼｽﾃﾑ及びｻｰﾋﾞｽ 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-086244 

1999/09/14 

H04M  3/523 

ｺｰﾙｾﾝﾀｰｼｽﾃﾑ向けﾎｰﾑ･ｴｰｼﾞｪﾝﾄ･ｸﾗｲｱﾝﾄ機能の実現方式お

よび実現方法 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

汎用化(共用化)

設計 

特開2002-176501 

2000/12/06 

H04M  3/527 

回線ｱｸｾｽ制御装置および回線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

LAN側の拡張性 位置情報取得 特許第3239859号 

1998/09/24 

H04Q  7/34 

移動体通信ｼｽﾃﾑ及びその通信方法 

ｺﾈｸｼｮﾝﾚｽ通信の

分散型処理指向の

ｱｰｷﾃｸﾁｬに合致し

た分散型位置管理

を実現可能とした

移動体通信ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（22/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 転送処理 特許第2998668号 

1996/12/27 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

専用のｿﾌﾄｳｪｱを要

することなく､LANに

接続された端末から

ﾌｧｸｼﾐﾘ送信可能なﾌｧｸ

ｼﾐﾘ装置 

適正な帯域保証 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

多様化 

特開2001-298481 

2000/04/13 

H04L 12/56 

通信制御方法､通信制御装置および記録媒体 

順序制御 特開2000-151692 

1998/11/05 

H04L 12/56 

資源予約装置および方法 

QoS 位置情報取得 特開2002-152277 

2000/11/08 

H04L 12/66 

ﾓﾊﾞｲﾙﾈｯﾄﾜｰｸ及びIPﾊﾟｹｯﾄの転送方法 

圧縮制御 特開2001-298479 

2000/04/12 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話装置 

信頼性の向上 経路制御 特開2000-332827 

1999/05/21 

H04L 12/56 

公衆電話網におけるｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ迂回方法及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸ

ｾｽ迂回機能を有する公衆電話網 

 特許3346542号 

1999/08/18 

H04N 1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置及びﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

多様化 

特許第3239865号 

1998/12/11 

H04L 12/56,260 

自動的にﾏﾙﾁｷｬｽﾄｸﾞﾙｰﾌﾟへ参加する方法及びｼｽﾃﾑ 

ﾎｽﾄ側のｺﾝﾌｨｷﾞｭ

ﾚｰｼｮﾝ情報等の設定

を変えることなく､

参加したいﾏﾙﾁｷｬｽﾄ

ｸﾞﾙｰﾌﾟに自動で参

加可能とした 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

電子ﾒｰﾙとの連携 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開平10-150462 

(拒絶査定確定) 

1996/11/19 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

ス
ト
リ
ー

ミ
ン
グ 

適正な帯域保証 順序制御 特開2001-168915 

1999/12/10 

H04L 12/56 

IPﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の 

増大 

経路制御 特開2002-033847 

2000/07/14 

H04M 11/00,303 

音声ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置及びその回線切替方法 

Ｖ
ｏ
Ｉ
Ｐ 

ｱｸｾｽの正当性評価 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開2002-176455 

2000/12/06 

H04L 12/66 

ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ及びそれに用いる音声ﾃﾞｰﾀｾｷｭﾘﾃｨ方法 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（23/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 自動設定 特開2001-127902 

1999/10/25 

H04M 11/00,303 

青森日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ

VoIP電話端末からの電話発信方法及びそのｼｽﾃﾑ並びに情

報記録媒体 

優先度制御 順序制御 特開2002-158697 

2000/11/20 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑとその接続制御方法､及び接続制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記

録した記録媒体 

Ｖ
ｏ
Ｉ
Ｐ 

適正な帯域保証 負荷分散 特開2001-077915 

1999/09/01 

H04M  3/00 

VoIPｱﾄﾞﾚｽ設定ｼｽﾃﾑ及び方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 順序制御 特開2001-358837 

2000/06/09 

H04M  3/46 

発側設定による着信転送方式および着信転送方法 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-057572 

2000/01/31 

H04L 12/56 

ｱｸｾｽﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法及びｱｸｾｽ提供ｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3269476号 

1999/01/29 

H04Q  7/06 

遠隔地会場での映像

付対話装置における

対象者呼び出し方法

及びｼｽﾃﾑ 

映像付端末で対話

を行うｼｽﾃﾑにおいて､

相手側である遠隔地

の呼び出したい人物

が端末の前にいなく

ても､直接､本人を呼

び出して対話を行う

方法 

QoS ﾌﾛｰ制御 特開2002-064542 

2000/08/14 

H04L 12/56 

ﾗﾍﾞﾙ化ﾊﾟｹｯﾄ転送処理方法およびその通信装置 

特開2002-124984 

2000/10/18 

H04L 12/56 

通信ﾊﾟｹｯﾄの優先ｸﾗｽ設定制御方法及びそのｼｽﾃﾑ 順序制御 

特開2002-094572 

2000/09/12 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ及び通信方法 

 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-270102 

1999/03/18 

H04M  3/42 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾒｯｾｰｼﾞ管理ｼｽﾃﾑおよびｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾒｯｾｰｼﾞ管理ｻｰﾋﾞｽ

方法 

故障解析 特開2000-196666 

1998/12/24 

H04L 12/56 

通信制御方法 信頼性の向上 

ｻｰﾋﾞｽの共用 登録番号未 

特開2001-217987 

2000/02/04 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

情報検索 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3351380号 

1999/04/01 

H04M 11/00,303 

電話通話とWebﾍﾟｰｼﾞ閲覧との連携による通信の方法及び

そのｼｽﾃﾑ並びに情報記録媒体 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（24/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

情報検索 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2001-223839 

2000/02/08 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄに接続可能なﾌｧｸｼﾐﾘ装置および送信ｼｽﾃﾑ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-026987 

2000/07/11 

H04L 12/56 

携帯端末ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑとその方法 

低価格化 自動設定 特開2001-333125 

2000/05/22 

H04L 29/00 

電源制御機能付きﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ方法およびﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 

課金 端末情報設定 特開2001-257719 

2000/03/14 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信料金事前通知ｼｽﾃﾑ 

 特開2001-016241 

1999/06/28 

H04L 12/46 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀとそのﾙｰﾀにおける発信制御方法 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-352341 

2000/06/07 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ及びその方法 

運用の経済性､利便性 交換処理 特許第2973959号 

1997/01/24 

H04M  3/00 

分散ﾉｰﾄﾞ交換ﾈｯﾄﾜｰｸの呼制御方法､分散ﾉｰﾄﾞ交換機及び

分散ﾉｰﾄﾞ交換ﾈｯﾄﾜｰｸ 

分散ﾉｰﾄﾞ交換ｼｽﾃﾑ

において､ﾈｯﾄﾜｰｸ内の

すべての加入者に一

つの交換機に収容さ

れているのと同等な

ｻｰﾋﾞｽを提供する  

特開平04-235434 

(取下) 

1991/01/09 

H04L 12/54 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ電子ﾒ-ﾙｼｽﾃﾑ 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-333112 

2000/05/24 

H04L 12/66 

情報配信ｼｽﾃﾑ､及び､情報配信方法 

ケ
ー
ブ
ル
配
線
、
実
装
技
術 

 音声処理回路 特許第2962223号 

1996/03/22 

H04L 12/46 

統合伝送装置 

LAN信号と他の信号伝送装置からの信号を多重化せず

に統合して共通の伝送路で伝送する 
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表 2.1.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（25/25） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

オ
プ
シ
ョ
ン
機
器
接
続 

音声ﾒｰﾙ 音声処理回路 特許第2814936号 

1994/12/15 

H04M  3/42 

電子ﾒｰﾙ送信装置 

電話機だけで音声ﾒｰﾙを送信出来る電子ﾒｰﾙ送信装置 

LAN側の拡張性 仮想接続 特許第2770782号 

1995/05/31 

H04L 12/46 

LAN間接続装置 

ﾙｰﾀのｲﾝﾀｰﾌｪｲｽを物理的に増やすことなく､新たなﾈｯﾄ

ﾜｰｸの追加を簡単に行える 

運用の経済性､利便性 端末情報設定 特開平11-234329 

(拒絶査定確定) 

1998/02/18 

H04L 12/54 

情報着信通知ｼｽﾃﾑおよび方法 
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
設
計 

高い故障率 ﾁｬﾈﾙ毎の制御 特許第3270396号 

1998/05/14 

H04L 12/56 

ｴﾇｲｰｼｰｱｸｾｽﾃｸﾆｶ 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 

省電力化の達成とともに､特定ﾁｬﾈﾙへのｱｸｾｽが偏るこ

とを回避するﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 
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2.2.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 日立製作所 

本社所在地 〒101-8010 東京都千代田区神田駿河台4-6 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 2,820億32百万円（2002年3月末） 

従業員数 48,590名（2002年3月末）（連結：306,989名） 

事業内容 総合電機（情報・通信システム、電子デバイス、電力・産業システム、デ

ジタルメディア、民生機器等の製造・販売・サービス） 

 

1995年から、インターネット標準化機構（IETF）やIPv6フォーラムなどで、IPv6の規格

標準化を積極的に推進し、IPv6対応の機器開発を行っている。ブロードバンド・ネット

ワーク時代の到来に向けた基盤ソリューションとして、国内で初めて「IPv6ネットワーク

ソリューション」を体系化した。本ソリューションは、通信事業者、ISP、企業、大学、

研究所などを対象としたソリューションメニュー10種より構成され、IPv6ネットワークシ

ステムの導入・構築・運用をトータルに支援する。 

2002年７月、NTTコミュニケーションズ、マイクロソフトと、新しい「ユビキタスコ

ミュニケーション」社会の実現に向けて、次世代インターネットプロトコルであるIPv6の

普及推進に共同で取り組むことで合意した（出典：日立製作所のホームページ、

http://www.hitachi.co.jp）。 

 

2.2.2 製品例 

表2.2.2に日立製作所の製品例を示す。 

ブロードバンド時代に対応したネットワークサービス商品を拡充し、IPv6ルーティン

グ処理を専用ハードウェア化することで更なる高速化を実現した「ギガビットルータ 

GR2000」の販売を開始した。取扱い事業部門として「情報事業統括本部」「情報通信グ

ループ」「ネットワークソリューション事業部」がある。 

2002年12月、OSのファイルアクセス制御機能を強化するセキュリティソフトウェア

「Ex-ManagerシリーズHacker Safe（version1.1）」を製品化した。 

本ソフトウェアは、IT製品のセキュリティに関する国際標準規格「ISO/IEC15408」に

より、「EAL3」の認証を取得しており、秘匿性の高い情報の厳格なアクセス制御や、情報

漏洩の防止を実現することが可能である（出典：日立製作所のHP）。 

 

 

 

 

 

2.2 日立製作所 
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表2.2.2 日立製作所の製品例（出典：日立製作所のHP） 

製品名 概要 

With IT､IT-SATI ISDN専用線ルータ、衛星ルータ 

NPｼﾘｰｽﾞ 
40/20/10/150 

ネットワーク間接続、専用線ルータ 

GR 2000ｼﾘｰｽﾞ 
1/2/4/1000 

ブロードバンドルータ（エッジルータ） 

NTｼﾘｰｽﾞ VoIP対応ゲートウェイ 

ﾄｰﾀﾙﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭｰｼｮﾝ 
IPV6ｿﾘｭｰｼｮﾝ 
VoIpｿﾘｭｰｼｮﾝ 
ｾｷｭﾘﾃｨｿﾘｭｰｼｮﾝ 

 
・3Com「SG8000」使用 
・ジュニパーネットワークス「ERX705/1400/1440」使用 
・Ex-Managerシリーズ Hacker Safe 

 

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

図2.2.3に、日立製作所のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

日立製作所の開発拠点：茨城県ひたちなか市市毛1070番地 (株)日立製作所内 

 愛知県尾張旭市晴丘町池上１番地 （株）日立製作所内 

 茨城県日立市大みか町５丁目２番１号 (株)日立製作所内 

 神奈川県横浜市戸塚区吉田町292番地 (株)日立製作所内 

 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町216番地 (株)日立製作所内 

 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町5030番地 (株)日立製作所内 

 神奈川県海老名市下今泉810番地 (株)日立製作所内 

 神奈川県秦野市堀山下１番地 (株)日立製作所内 

 神奈川県川崎市幸区鹿島田890番地 (株)日立製作所内 

 神奈川県川崎市麻生区王禅寺1099番地 (株)日立製作所内 

 埼玉県比企郡鳩山町赤沼2520番地 （株）日立製作所内 

 東京都国分寺市東恋ヶ窪１丁目280番 (株)日立製作所内 

 東京都千代田区神田駿河台４丁目６番地 (株)日立製作所内 

 

図2.2.3 日立製作所のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.2.4に、ブロードバンドルータ技術の日立製作所の特許の課題と解決手段の分布を

示す。課題「動作・処理の高速化」に対して解決手段「トラフィック処理」で対応するも

のが突出して多い。その内容は、ルーティング制御、ルーティングアルゴリズム多様化、

処理分散、フロー制御、順序制御などが主である。また、「経路選択の効率化」に対して

は「中継処理の改良」で対応するものが多く、「障害の防止」に対しては「中継処理の改

良」、「障害検出能力の改良」で、「アドレッシングの最適化」に対しては「IPアドレス指

定方法の改良」で対応している。「利用者サービスの向上」に対しては主に「優先接続処

理」で対応しているが、「中継処理の改良」、「トラフィック処理」などもある。 

出願の多い解決手段の内容は、ギガビットルータ製品、IPアドレス拡張機器などの大規

模、高速ネットワークシステム機器の技術開発に関するものである。 

表2.2.4に、日立製作所の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数179件の内、登録に

なった特許と他の特許に引用された回数が多い特許をあわせた16件については概要入りで

示す。 

 

図2.2.4 日立製作所の特許の課題と解決手段の分布 

 

1991 年から 2002 年 7 月公開の出願 

（図中の数字は出願件数を示す） 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（1/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 多重処理 特開平11-234338 

1998/02/19 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ中継方法及び中継装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

処理分散 特許第3352073号 

2000/08/08 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

経路設定の適正化 経路選択 特開平11-196134 

1998/01/05 

H04L 12/66 

通信品質情報管理装置および中継装置 

 特開2000-209264 

1999/01/11 

H04L 12/56 

経路検証機能を備えるﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､経路管理装置及び交換

機 

回線の適切な運用 経路情報取得 特開平10-308821 

1997/05/08 

H04M  3/22 

回線情報管理装置 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開2001-285351 

2000/03/28 

H04L 12/56 

経路交換方法およびﾙｰﾀ装置 

経路設定の機能向上 端末情報設定 特開2000-244549 

1999/02/22 

H04L 12/46 

機器ﾈｯﾄﾜｰｸ接続方法およびﾙｰﾀ機器 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平11-088856 

1997/09/05 

H04N  7/16 

伝送ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換方式およびﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換装置を用いたCATV

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続方式 

 特開2001-326724 

2000/05/16 

H04M  3/00 

ﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ､ﾒﾃﾞｨｱ通信方法及びﾒﾃﾞｨｱ変換ｼｽﾃﾑ､ﾒﾃﾞｨｱ

変換方法並びにﾒﾃﾞｨｱ変換装置 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平05-327720 

1992/05/21 

H04L 12/28 

LANﾉｰﾄﾞおよびLANｼｽﾃﾑ 

QoS 順序制御 特開平11-225169 

1998/02/06 

H04L 12/66 

通信網制御装置 

接
続
技
術 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平07-327044 

(取下) 

1994/05/31 

H04L 12/46 

日立情報ﾈﾂﾄﾜ-ｸ 

LAN間接続装置および端末の電源制御方法 

 

 

 

 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-292170 

2000/04/07 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ受信処理方式 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

時間管理 特開平10-229415 

1997/02/14 

H04L 12/56 

ATMｽｲｯﾁを用いたﾙｰﾀ装置 通
信
技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2000-101613 

1998/09/28 

H04L 12/40 

ｻｰﾊﾞ･ｼｽﾃﾑおよびｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ間の通信方法 

 

 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

処理能力の向上 ﾌﾛｰ制御 特開平10-079740 

1996/09/03 

H04L 12/28 

ATMｽｲｯﾁを用いたﾙｰﾀ装置 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（2/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

特開平06-244839 

(取下) 

1993/02/16 

H04L 12/28 

通信装置 処理能力の向上 処理分散 

特開平06-097965 

(取下) 

1992/09/14 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀにおける中継制御方式 

検索ﾂﾘｰ参照 特開2000-188608 

1998/12/21 

H04L 12/56 

情報中継方法および装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 特開2001-086151 

2000/08/08 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

ｷｬｯｼｭ(高速 

処理) 

登録番号未 

特開平06-261078 

1993/03/03 

H04L 12/66 

［被引用３回］ 

ﾃｰﾌﾞﾙ検索方法及びﾙｰﾀ装置 

ﾙｰﾀ装置において､CAMをｷｬｯ

ｼｭﾒﾓﾘの一部として利用してｱ

ﾄﾞﾚｽ解決ﾃｰﾌﾞﾙの検索処理､ﾌｨ

ﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理の高速化を図る 

 

処理分散 特許第3113742号 

1992/07/23 

H04L 12/46 

［被引用５回］ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置及び通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｼｽﾃﾑ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ処理の高速性を損な

うこと無く､ﾈｯﾄﾜｰｸの規模に柔

軟に対応できるｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2000-232480 

1999/02/10 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄﾍｯﾀﾞ変換装置および通信ﾉｰﾄﾞ装置 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 処理分散 特開2000-083045 

1998/11/13 

H04L 12/46 

経路制御方式 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 経路情報取得 特開2001-268105 

2000/03/15 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ転送方法及びﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

処理分散 特開2000-078194 

1998/09/01 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

特開2000-083055 

1998/09/04 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

 

特開平09-275413 

1996/04/05 

H04L 12/46 

日立ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱ

ﾘﾝｸﾞ 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（3/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平10-229419 

1997/02/17 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間におけるﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御方式 

特開2001-045041 

1999/08/04 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成方法及び経路決定装置 

経路設定の適正化 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平10-232780 

1997/02/19 

G06F  9/44,530 

ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ定義記述の変換方法およびｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ間通信方法

回線の適切な運用 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2001-007853 

1999/06/23 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

特許第3239129号 

1991/09/18 

H04L 12/46,100 

日立ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱ

ﾘﾝｸﾞ 

日立超ｴﾙ ｴｽ ｱｲ ｼｽﾃ

ﾑｽﾞ 

経路制御方式 

基本経路制御部とﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞを備え､高速ﾈｯﾄﾜｰｸ相互

間のﾌﾚｰﾑ転送におけるﾙｰﾀの中継処理を高速化する 

 

 

 

 

経路設定の機能向上

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開平07-262146 

1994/03/17 

G06F 15/16,470 

並列ﾌﾟﾛｾｯｻｼｽﾃﾑの通信制御方法 

 特開2002-171289 

2000/12/04 

H04L 12/56,100 

ﾎﾟﾘｼｰｻｰﾊﾞ､ﾌﾟﾛｷｼｰおよびﾙｰﾀ 

特開2000-134208 

1998/10/21 

H04L 12/28 

情報中継装置 

ﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞの

ﾛｯｸ防止 

 

特開2002-164913 

2000/11/27 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継制御方法および装置 

簡易MIB設定 特開2000-196669 

1998/12/25 

H04L 12/56 

情報中継装置 

透過的ｱｸｾｽ 接続制御 特開2001-345865 

2000/06/02 

H04L 12/66 

ﾊﾟｹｯﾄ転送装置､ﾊﾟｹｯﾄ転送制御方法､及びﾊﾟｹｯﾄ転送装置の

設定方法 

複雑な作業の簡易化 専用試験機の 

導入 

特開平08-056235 

1994/08/11 

H04L 12/46 

［被引用２回］ 

ﾙｰﾀ装置のﾃｽﾄ方法およびﾃｽﾄ用端末装置 

ﾙｰﾀ装置に実装されるﾙｰﾃｨﾝ

ｸﾞﾌﾟﾛﾄｺﾙ制御ｿﾌﾄｳｪｱの機能を

任意規模のﾈｯﾄﾜｰｸ環境下でﾃｽ

ﾄする方法 

 

適正な帯域保証 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2002-185513 

2000/12/18 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信ﾈｯﾄﾜｰｸおよびﾊﾟｹｯﾄ転送制御方法 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

QoS 順序制御 特開2000-312226 

2000/02/22 

H04L 12/56 

通信品質を保証する方法 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（4/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 特許第2821255号 

(権利消滅) 

1990/09/12 

H04L 12/28 

通信網接続装置 

交換処理のｵ-ﾊﾞ-ﾍｯﾄﾞを減らすため､発信元となるLAN接

続部にﾕﾆ-ｸに割り当てられた同報ｾﾙ用VCIを用いる 

 

経路設定の機能向上

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 

特開平06-334655 

(取下) 

1993/05/19 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑおよび網間中継装置 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平11-068850 

1997/08/11 

H04L 12/66 

移動端末の制御方法､移動支援端末及び移動支援を行うﾈｯ

ﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平11-252167 

1997/06/04 

H04L 12/56 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ経路制御装置 

 特開2001-016253 

1999/06/29 

H04L 12/56 

残留TCPｺﾈｸｼｮﾝ切断方法 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平10-313336 

1997/05/13 

H04L 12/46 

移動端末､移動支援装置およびﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平11-252172 

1998/02/27 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ生成方法およびその機能を有する情報処理装置並び

にﾊﾟｹｯﾄ生成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平07-325751 

(取下) 

1994/05/31 

G06F 12/02,540 

日立ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀｴﾚｸﾄﾛﾆｸ

ｽ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換方法 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平11-017726 

1997/06/26 

H04L 12/46 

DNS機能を内蔵したIPﾈｯﾄﾜｰｸの結合制御装置 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平11-150566 

1997/11/14 

H04L 12/66 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平11-196135 

1998/04/09 

H04L 12/66 

IPｱﾄﾞﾚｽ変換装置 

回線､機器の異常 

処理 

故障診断 特開2001-257721 

2000/03/09 

H04L 12/56 

日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

ｱﾄﾞﾚｽ検査方式 

 

 

 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2001-127770 

1999/10/27 

H04L 12/28 

ﾉｰﾄﾞの状態確認方法､ｼｽﾃﾑ及び記憶媒体 LAN側の拡張性 

識別子(鍵)使用 特開2001-326697 

2000/05/17 

H04L 12/66 

移動体通信網､端末装置､ﾊﾟｹｯﾄ通信制御方法､及び､関門装

置 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2002-044130 

2000/07/21 

H04L 12/56 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法および通信装置 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（5/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 ﾌﾛｰ制御 特開平11-346247 

1998/06/01 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ中継方法 

 特開平11-112576 

1997/10/06 

H04L 12/66 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置のｺﾈｸｼｮﾝ制御方法 

処理分散 特許第3366804号 

1996/06/20 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

 特開平10-224400 

1997/02/05 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ方式 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

仮想接続 特開平11-331237 

1998/05/20 

H04L 12/46 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄﾊﾟｹｯﾄ中継方法及び装置 

経路情報取得 特開2001-016262 

1999/06/30 

H04L 12/56 

通信経路制御方法及びその実施装置並びにその処理ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを記録した記録媒体 

経路選択 特開2000-036838 

1998/07/21 

H04L 12/56 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸのﾊﾟｽ設定検索装置及び通信ﾈｯﾄﾜｰｸ用ﾊﾟｽ設定

検索ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

最適処理 特開平10-322392 

1997/05/16 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ及び通信制御装置 

順序制御 特開平11-122288 

1997/10/17 

H04L 12/46 

LAN接続装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路選択 特開2000-244574 

1999/02/24 

H04L 12/56 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ中継方法 

処理分散 特開2001-211203 

2000/01/26 

H04L 12/56 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開平11-103360 

1997/09/26 

H04M 11/00,303 

音声通信装置 

帯域制御 特開平10-164143 

1996/11/28 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置およびそれを用いた通信ｼｽﾃﾑ 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平09-331359 

1996/06/11 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ装置 

透過的ｱｸｾｽ ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-211190 

2000/01/25 

H04L 12/40 

通信管理装置及び通信管理方法 

通
信
制
御 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 順序制御 特開2001-016254 

1999/06/29 

H04L 12/56 

音声対応ﾙｰﾀのﾊﾟｹｯﾄ送受信方法 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（6/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

適正な帯域保証 順序制御 特開平10-257093 

1997/03/14 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑ､およびその通信方法 

QoS  特開2002-016643 

2001/06/04 

H04L 12/56,100 

ﾙｰﾀ装置 

異種(網)統合 帯域制御 特開2002-044136 

2000/07/25 

H04L 12/56 

日立情報制御ｼｽﾃﾑ 

ﾏﾙﾁﾌﾟﾛﾄｺﾙﾈｯﾄﾜｰｸ用のﾌﾛｰ制御装置 

通
信
制
御 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 端末情報設定 特開2001-257718 

2000/03/10 

H04L 12/56 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方法及びその実施装置並びにその処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを

記録した記録媒体 

処理能力の向上 ﾌﾛｰ制御 特開2000-244570 

1999/02/24 

H04L 12/56 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ中継方法 

競合回避 特開平11-261649 

1998/03/12 

H04L 12/66 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ﾃﾞｰﾀ処理装置及びそれを適用したﾙｰﾀ･ﾌﾞﾘｯｼﾞ 

順序制御 特許第3296001号 

1993/02/05 

H04L 12/56,200 

［被引用３回］ 

ﾙｰﾀにおける優先度制御

方式 

中継ﾊﾟｹｯﾄの優先度処

理により､輻輳､障害等

からの迅速な回復､音声

品質の低下の抑止､対話

型環境における応答性

能の低下を抑止する 

 

検索ﾂﾘｰ参照 特開平11-341076 

1998/11/09 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜ-ｸ中継装置及びﾈｯﾄﾜ-ｸ次転送先検索方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

通信量制限 特開平10-013456 

1996/06/27 

H04L 12/46 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

日立ﾏｲｺﾝｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

 

 

 

 

 

帯域制御 特開平08-317359 

（取下） 

1995/05/22 

H04N  7/14 

双方向映像伝送ｼｽﾃﾑ 

 特開平09-135263 

1995/11/13 

H04L 12/46 

通信帯域の動的割当て方法 

時間管理 特開平10-294737 

1997/04/18 

H04L 12/28 

通信ｼｽﾃﾑおよびﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

高
速
処
理
技
術 

優先度管理 特開平07-135512 

1993/11/11 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ装置 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（7/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

識別子(鍵)使用 特開2000-341333 

1999/05/31 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾊﾟｹｯﾄ送受信方法およびﾈｯﾄﾜｰｸｱﾀﾞﾌﾟﾀ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

検索処理 特開平10-056474 

1996/08/08 

H04L 12/46 

ﾏﾙﾁﾚｲﾔｽｲｯﾁ 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 経路情報取得 特開2001-086149 

2000/08/08 

H04L 12/46 

通信処理方法 

処理分散 特開平08-298519 

（取下）1995/04/26

H04L 12/46 

高速転送実現のためのﾈｯﾄﾜｰｸ方式 

経路監視 特開2001-333474 

2000/05/19 

H04Q 11/04 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｱｸｾｽｼｽﾃﾑ 

順序制御 特開2002-084314 

2000/09/06 

H04L 12/56 

優先転送設定装置 

ﾃﾞｰﾀ紛失 帯域制御 特開2001-007834 

1999/06/21 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信方法 

高
速
処
理
技
術 

ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの使い

分け 

処理分散 特開平06-053966 

(取下) 

1992/07/30 

H04L 12/28 

集配線装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

多重処理 特開平11-261648 

1998/03/12 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ中継装置およびﾃﾞｰﾀ中継方法 

帯域制御 特開2000-209274 

1999/01/20 

H04L 12/56 

管理ｻｰﾊﾞ装置及びｱｸｾｽｻｰﾊﾞ装置 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
制
御 

順序制御 ﾁｬﾈﾙ毎の制御 特開2001-345848 

2000/06/02 

H04L 12/56 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑおよび通信ﾄﾗﾌｨｯｸの制御方法 

多重化処理 識別子(鍵)使用 特開2001-345864 

2000/06/02 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ装置､ﾊﾟｹｯﾄ転送制御方法及びVPN識別情報の設定方法

適正な帯域保証 帯域制御 特開2001-285354 

2000/03/30 

H04L 12/56 

通信路設定方法 Ｖ
Ｐ
Ｎ 

QoS 経路制御 特開2000-341327 

1999/05/27 

H04L 12/56 

VPN構成方式､ｲﾝﾀｰﾜｰｸﾙｰﾀ装置､ﾊﾟｹｯﾄ通信方法､ﾃﾞｰﾀ通信装

置及びﾊﾟｹｯﾄ中継装置 

交
換
機 

接
続 

経路設定の適正化 交換処理 特開2001-292251 

2000/04/10 

H04M 11/00,303 

日立通信ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ及び方法 

プ
ロ
ト
コ
ル
制
御 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特許第3269829号 

1991/07/12 

H04L 12/46,100 

［被引用２回］ 

ﾌﾞﾘｯｼﾞ機能付きﾙｰﾀ装置 

ﾌﾞﾘｯｼﾞﾌﾟﾛｾｯｻとﾙ-ﾀﾌﾟﾛｾｯｻの情報

を共通ﾒﾓﾘを介して交換すること

で､中継処理を高速化する 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（8/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2000-261483 

1999/03/09 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ監視ｼｽﾃﾑ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 経路制御 特開2000-349821 

1999/06/08 

H04L 12/56 

ﾎﾟｰﾄｱｸｾｽ制御ｼｽﾃﾑとFTPﾃﾞｰﾀｺﾈｸｼｮﾝ確立方法およびﾌｧｲｱ

ｳｫｰﾙ 

条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2001-044985 

1999/08/02 

H04L  9/10 

通信装置における暗号鍵格納方式 

 特開平11-220495 

1998/01/30 

H04L 12/56 

暗号通信装置 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

管理品質制御 特開平09-214493 

1996/02/08 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

認
証 

ｱｸｾｽの正当性評価 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開平11-205388 

1998/01/19 

H04L 12/66 

ﾊﾟｹｯﾄﾌｨﾙﾀ装置､認証ｻｰﾊﾞ､ﾊﾟｹｯﾄﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ方法及び記憶媒

体 

複雑な作業の簡易化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平11-168500 

1997/10/31 

H04L 12/56 

日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

構成情報の切替方式 

処理分散 特開2002-152206 

2000/11/10 

H04L 12/26 

ﾙｰﾀ装置の検証方式 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2000-244567 

1999/02/23 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸ管理方法 

簡易設計 特開平09-162954 

1995/12/08 

H04L 29/14 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

管理簡易化 優先度管理 特開平11-205320 

1998/01/20 

H04L 12/24 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理方法 

経路情報取得 特開2002-016599 

2000/11/02 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ計測制御ｼｽﾃﾑとﾈｯﾄﾜｰｸ計測制御方法 

 

 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持

帯域制御 特開2001-111613 

1999/10/05 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

保
守
管
理 

設定情報収集 特開2000-151597 

1998/11/09 

H04L 12/24 

ﾃﾞｰﾀ処理装置の処理統計情報採取方法及びﾃﾞｰﾀ処理装置

課
金
管
理 

ﾈｯﾄﾜｰｸ(使用)時間 

管理 

ﾈｯﾄﾜｰｸ不稼動 

検出 

特開2000-252984 

1999/02/26 

H04L 12/24 

ﾙｰﾀ送受信ﾃﾞｰﾀ量の監視方式 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（9/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開平10-271165 

1997/03/27 

H04L 12/56 

日立超ｴﾙ ｴｽ ｱｲ ｼｽﾃ

ﾑｽﾞ 

通信品質設定方法 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開平08-335949 

（取下） 

1995/06/07 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸのｱｸｾｽ制御検査装置 

管理簡易化  特開平07-143178 

(取下) 

1993/11/19 

H04L 12/56 

日立中部ｿﾌﾄｳｪｱ 

日立旭ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

中継ｼｽﾃﾑ制御方法 

 特開2000-244495 

1999/02/23 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理ｼｽﾃﾑ 

開発効率化  特開2000-183919 

1998/12/21 

H04L 12/28 

ﾙｰﾀ間ﾘﾝｸ確立方法 

設
定
管
理 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 設定情報収集 特開2001-251355 

2000/03/03 

H04L 12/56 

構成定義情報自動送信機能を有するﾈｯﾄﾜｰｸ機器および構

成定義情報一元管理ｻｰﾋﾞｽ 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 特開平10-065725 

1996/08/16 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 

特開2001-060959 

1999/08/24 

H04L 12/40 

高信頼化ｼｽﾃﾑ 

 特開2001-168899 

1999/12/03 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

特開平07-264233 

(取下) 

1994/03/24 

H04L 12/46 

［被引用２回］ 

ﾙｰﾄ高速切替方法及びﾙｰﾀ装置 

ﾙｰﾀ装置の障害発生時に､

短時間でﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾙｰﾄへ切

り替え､通信端末には変更

が不要なﾙｰﾀの追加機能 

 

特開平11-220486 

1998/01/30 

H04L 12/46 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

ﾙｰﾀ装置二重化方法 

 

特開平09-321789 

1996/05/30 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀが2重化されたﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑおよびﾙｰﾀが2重化されたﾈｯﾄ

ﾜｰｸｼｽﾃﾑの障害対策方法 

 

障
害
対
策 

 特開平11-041282 

1997/07/17 

H04L 12/56 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

二重化中継装置 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（10/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路制御 特許第3286584号 

1997/11/20 

H04L 12/56,100 

多重化ﾙｰﾀ装置 

多重化された構

成を持つﾙｰﾀにお

いて系交替時に発

生するﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾛ

ﾄｺﾙ処理のための

内外部のﾄﾗﾌｨｯｸを

抑える 

 

処理分散 特開2002-084284 

2000/09/08 

H04L 12/28 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ

ｽﾞ 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの二重化構成方法及びﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

経路の複数設定 特開平09-098158 

1995/09/29 

H04L  1/22 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

故障診断 特開平06-014024 

(取下) 

1992/06/25 

H04L 12/28 

障害警報方式 

回線､機器の異常 

処理 

 特開2000-151701 

1998/11/11 

H04L 12/56 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

 特開平09-160850 

1995/12/08 

G06F 13/00,351 

ﾈｯﾄﾜｰｸ不正管理方式 

障
害
対
策 

 特開平11-068764 

1997/08/20 

H04L 12/28 

日立ｲﾝﾌｫﾒ-ｼｮﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

ATMﾈｯﾄﾜｰｸ管理方式 

回線の適切な運用 順序制御 特開2000-253053 

1999/02/25 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

資
源
管
理 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 接続制御 特開2000-316025 

1999/08/02 

H04L 12/56 

通信品質保証型ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

端末情報設定 特開平10-093707 

1996/09/12 

H04M  3/42 

CTIｼｽﾃﾑ LAN側の拡張性 

転送処理 特開平09-102798 

1995/10/05 

H04L 12/54 

FAXｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

適正な帯域保証 経路制御 特開平11-004292 

1997/06/12 

H04M  3/00 

通信ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-295293 

2000/03/17 

H04L 12/56 

音声通信ｼｽﾃﾑおよび音声通信方法 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（11/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平11-025010 

1997/06/30 

G06F 13/00,351 

ﾃﾞｰﾀ変換装置､その管理方法､ﾃﾞｰﾀ変換装置を有するﾈｯﾄﾜｰ

ｸｼｽﾃﾑ､および､ﾃﾞｰﾀ変換ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

情報検索  特開2000-353153 

1999/06/14 

G06F 15/177,676 

ﾒｯｾｰｼﾞ･ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法及びその実施装置並びにその処理ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 端末情報設定 特開2001-177564 

1999/12/15 

H04L 12/56 

移動通信ｼｽﾃﾑ及び移動通信ｼｽﾃﾑにおけるﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方法 

 

 

運用の経済性､利便

性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平07-170288 

1993/12/15 

H04L 12/66 

音声通信ｼｽﾃﾑおよび音声通信方法 

 特開平10-084380 

1996/09/09 

H04L 12/54 

ﾒｰﾙ送受信ｼｽﾃﾑ サ
ー
ビ
ス
管
理 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3110675号 

1996/04/24 

H04M  3/42 

ﾒｰﾙ内容確認装置 

既存のﾒｰﾙｻｰﾊﾞに任意の電話機からｱｸｾｽできる装置を提

供する 

 

 

 

 

 

 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-088439 

1997/09/05 

H04L 12/66 

IPｱﾄﾞﾚｽ値とPID値との変換方式､変換装置及びﾋﾞﾃﾞｵ配信ｼ

ｽﾃﾑ 

 特開平06-332829 

(取下) 

1993/05/18 

G06F 13/00,355 

日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続方式 

WAN側の拡張性 位置情報取得 特開2001-238266 

2000/02/24 

H04Q  7/38 

情報配信ｼｽﾃﾑ 

仮想接続 特開平06-029974 

1992/07/08 

H04L 12/18 

同報通信方法 

経路情報取得 特開2001-345846 

2000/05/30 

H04L 12/56 

ﾗﾍﾞﾙｽｲｯﾁﾝｸﾞ型ﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2002-152264 

2000/11/15 

H04L 12/56 

多者通話ｼｽﾃﾑおよび多者通話方法 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（12/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

運用の経済性､利便

性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3247540号 

1994/05/12 

H04M  3/00 

ﾊﾟｹｯﾄ化通信装置 

発信時は相手接続

網の種別により接続

経路を選択し､着信

時はそれらのいずれ

か一方にのみ接続さ

れるように接続網を

排他的に選択する 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾌﾛｰ制御 特開2002-185499 

2000/12/11 

H04L 12/56 

輻輳回避方法及びｼｽﾃﾑ 

回線の適切な運用 接続制御 特開平08-032652 

(取下) 

1994/07/19 

H04M  1/00 

日立ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱ

ﾘﾝｸﾞ 

音声通信装置および音声通信ｼｽﾃﾑ 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 位置情報取得 特開2002-077254 

2000/08/24 

H04L 12/56 

移動端末への情報配信ｻｰﾋﾞｽ方法およびｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2001-285358 

2000/04/03 

H04L 12/56 

IP網におけるﾊﾟｹｯﾄ転送方法､音声中継装置およびﾊﾟｹｯﾄ中

継装置 

LAN側の拡張性 接続制御 特開2002-077268 

2000/09/04 

H04L 12/56 

携帯電話IP接続ｼｽﾃﾑ 

位置情報取得 特開平07-212494 

(取下) 

1994/01/25 

H04M 11/00,303 

日立ﾏｲｺﾝｼｽﾃﾑ 

電話からのLAN着信方法 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-295292 

2000/03/17 

H04L 12/56 

音声通信ｼｽﾃﾑおよび音声通信方法 

適正な帯域保証 多重処理 特開2001-024703 

1999/07/08 

H04L 12/56 

音声中継兼多重化装置 

QoS 順序制御 特開2002-064561 

2000/08/22 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ制御装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ制御方法 

信頼性の向上 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-230816 

2000/02/18 

H04L 12/56 

ﾓﾊﾞｲﾙIPﾋﾞｼﾞﾀﾘｽﾄ削除方法 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ  特開2001-345845 

2000/05/30 

H04L 12/56 

IPv4-IPv6ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法および装置 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-292233 

2000/04/10 

H04M  3/42 

日立通信ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ及びｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 
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表 2.2.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（13/13） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾌﾛｰ制御 特開2001-345847 

2000/06/01 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｰﾀ転送方法及びﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｰﾀ転送装置 適正な帯域保証 

負荷分散 特開2001-168922 

1999/12/06 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ中継装置 

ス
ト
リ
ー
ミ
ン
グ ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 順序制御 特開2000-253061 

1999/03/01 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ配送方法 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平10-136024 

1996/10/31 

H04L 12/66 

［被引用２回］ 

通信ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄと公衆電話網との

接点に､通信中継管理ｻｰﾊﾞを

設置し､通信端末のﾕｰｻﾞが､

公衆電話網を介してｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

に接続された他の通信端末

との通信を容易にする方法 

 

 

 

適正な帯域保証 順序制御 特開2001-223714 

2000/02/08 

H04L 12/28 

ﾃﾞｰﾀ中継方法 

QoS 管理品質制御 特開平11-112503 

1997/09/30 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑおよびﾈｯﾄﾜｰｸ機器 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2001-086161 

1999/09/16 

H04L 12/56 

呼制御ｻｰﾊﾞおよび音声ﾃﾞｰﾀ通信方法 

順序制御 特開2000-253047 

1999/02/25 

H04L 12/56 

通信品質制御機能を有するﾊﾟｹｯﾄ中継装置 

信頼性の向上 管理品質制御 特開2000-224239 

1999/01/29 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話接続方法､帯域管理装置及びｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ装置 

異種(網)統合 交換処理 特開2000-253072 

1999/03/03 

H04L 12/64 

日立通信ｼｽﾃﾑ 

［被引用４回］ 

交換ｼｽﾃﾑ及び交換制御方法 

ATMｽｲｯﾁによる

ATMｾﾙの転送を行

うことにより､多

様な通信網間の接

続を高速かつ確実

に行うのに好適な

交換ｼｽﾃﾑ 

 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ  特開2001-285357 

2000/04/03 

H04L 12/56 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法 
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2.3.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 リコー 

本社所在地 〒107-8544 東京都港区南青山1-15-5 リコービル 

設立年 1936年（昭和11年） 

資本金 1,204億61百万円（2002年3月末） 

従業員数 12,161名（2002年3月末）（連結：74,209名） 

事業内容 事務機器（複写機、ファクシミリ、プリンタ等）、光学機器（カメラ、光

学レンズ等）の製造・販売、他 

 

1998年５月、OAシステム機器プロジェクト委員会（現在はBlinksプロジェクト委員会と

名称変更）が設立された。BMLinkSは、ビジネス機械・情報システム産業協会の「OAシス

テム機器プロジェクト委員会」（リコーを含む参加企業13社）が共同事業として進めてい

るもので、ネットワーク上でのOA機器間の接続性、データ交換性を飛躍的に向上させる統

合的なインターフェイスである（出典：BMLinkSプロジェクト委員会ホームページ、

http://www.jbmia.or.jp）。 

 

2.3.2 製品例 

表2.3.2に、リコーの製品例を示す。 

1998年５月、LAN環境に直接接続し、紙文書をインターネットメールの添付ファイルと

して直接パソコンに送信したり、インターネットを利用したファックスの送受信が可能な

IETFのインターネット標準規格に準拠した普通紙ファクシミリ新製品として「ICFAX 

3200」を発売した。 

2001年１月、「ISDN接続」「ダイヤルアップ接続」「LAN接続」機能を持つB4送信/A4受信

のスーパーG3対応レーザー普通紙ファクシミリの新製品３機種を発売した。 

2001年６月、ネットワークスキャナー/プリンター、ファックス、コピー機能を備えた

デジタルネットワーク融合機「imagioNeoシリーズ」を発売した（出典：リコーのHP、

http://www.ricoh.co.jp）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 リコー 
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表2.3.2 リコーの製品例（出典：リコーのHP） 

製品名 概要 

W-NET FAX 
RIFAX CL11/15 
IP-LINK 
SL3400、ML4600 

 
・インターネット利用、LAN直結ファクシミリ 
・   〃 
・   〃 

NetRICOH ・企業向けポータルサイト、NetRICOHアプリケーションサービス 

NetRICOHﾊﾟｯｸ ・パソコン＋インターネット接続パック 

 

2.3.3 技術開発拠点と研究者 

図2.3.3に、リコーのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

リコーの開発拠点：東京都大田区中馬込１丁目３番６号 (株)リコー内 

 米国カリフォルニア州 リコーコーポレーション内 

 

図2.3.3 リコーのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.3.4に、ブロードバンドルータ技術のリコーの特許の課題と解決手段の分布を示す。 

もっとも出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対して解決手段「機能の統

合」で対応するものが多い。同じく、「利用者サービスの向上」、「ファックスの付加機

能」に対しても「機能の統合」で対応するものが多く、「経済性の向上」に対しては「優

先接続処理」、「機能の統合」で対応している。 

出願の多い解決手段は、電子メールとファクシミリのサービス統合、サービス共用に関

するもので、インターネットファクシミリ製品などに対応した技術である。 

表2.3.4に、リコーの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数145件の内、他の特許に

引用された回数が多い２件については概要入りで示す。 

 

図2.3.4 リコーの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（1/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線の適切な運用 端末情報設定 特開2001-292267 

2000/04/05 

H04N  1/00,106 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

接
続
技
術 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 接続制御 特開平10-098572 

1996/09/24 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

通
信

技
術 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 中継ｻｰﾊﾞ使用 特開2001-238034 

2000/02/23 

H04N  1/00,107 

画情報通信装置 

LANの送信側､受信側

の適切な連携 

変更情報取得 特開平10-178452 

1996/12/18 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平05-276197 

(取下) 

1992/03/26 

H04L 12/66 

通信装置 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平10-191012 

1996/12/20 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

端末情報設定 特開平09-238158 

1996/12/19 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平10-173900 

1996/12/13 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平10-155001 

1996/11/20 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

接続制御 特開2002-176462 

2001/03/30 

H04L 29/08 

ｾｯｼｮﾝ確立方法 

最適処理 特開2000-115503 

1998/10/08 

H04N  1/32 

ﾘｱﾙﾀｲﾑｲﾝﾀｰﾈｯﾄｹﾞｰﾄｳｪｲﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 帯域制御 特開2001-309112 

2000/04/26 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

通
信
制
御 

電子ﾒｰﾙとの連携 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開平11-196218 

1997/12/26 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑの制御方法 

セ
キ
ュ

リ
テ
ィ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開平10-257091 

1997/03/13 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開2000-010880 

1998/06/22 

G06F 13/00,351 

電子ﾒｰﾙ転送装置 

識別子(鍵)使用 特開平10-173936 

1996/12/06 

H04N  1/44 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

認
証 

 特開平11-136491 

1997/10/31 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（2/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

管理簡易化 設定情報収集 特開平06-284150 

(取下) 

1993/03/25 

H04L 12/66 

周辺装置の管理方式 

保
守
管
理 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平05-276199 

(取下) 

1992/03/25 

H04L 12/66 

LAN管理装置 

設
定

管
理 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開2000-209231 

1999/11/08 

H04L 12/28 

ﾃﾞﾊﾞｲｽ初期化方法、ﾈｯﾄﾜｰｸ情報の自動割り当て方法、ﾈｯﾄ

ﾜｰｸ自動初期化方法、ｻｰﾋﾞｽ自動発見方法およびﾈｯﾄﾜｰｸ 

障
害
対
策 

回線､機器の異常 

処理 

条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開平11-146107 

1997/11/07 

H04N  1/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

負荷分散 特開平10-210083 

1997/01/20 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑの制御方法 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 中継ｻｰﾊﾞ使用 特開平11-234495 

1998/02/13 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

管理簡易化 特開平11-112779 

1997/10/07 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

回線､機器の異常 

処理 

端末情報設定 

特開2000-013550 

1998/06/22 

H04N  1/00,106 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開平11-355347 

1998/06/03 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

識別子(鍵)使用 特開2000-036885 

1998/07/21 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

LAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平10-065732 

1996/08/13 

H04L 12/54 

FAXｼｽﾃﾑ 

経路･位置情報

比較 

特開平11-136489 

1997/10/29 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

端末情報設定 特開2000-299749 

1999/06/21 

H04M 11/00,303 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開2002-027193 

2000/07/12 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

遠隔制御 特開平10-063601 

1996/08/26 

G06F 13/00,357 

ﾌﾟﾘﾝﾄｻｰﾊﾞおよびﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-126550 

1996/10/18 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（3/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-041407 

1998/05/06 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 特開2002-175252 

2000/12/05 

G06F 13/00,625 

通信装置 

転送処理 特開平07-143309 

1993.11.12 

H04N  1/32 

［被引用４回］ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

LAN内の端末から､電子ﾒｰﾙの送信操

作で､1つの通信文を他のLAN端末と公

衆回線上のﾌｧｸｼﾐﾘ装置とに同報送信

できる 

 

 

 

 特開平11-088422 

1997/09/09 

H04L 12/54 

ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ 

 特開平11-187188 

1997/12/19 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

 特開平10-304128 

1997/04/28 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

 特開平10-243205 

1997/02/21 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

 特開平11-275295 

1998/03/24 

H04N  1/00,107 

通信装置 

 特開平10-145422 

1996/11/13 

H04L 12/54 

通信装置 

 特開2000-196660 

1998/12/28 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸ対応型蓄積交換装置 

 特開平10-164345 

1996/12/04 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開平11-098299 

1997/09/16 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ装置 

汎用化(共用化)

設計 

特開2001-313769 

2000/04/28 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

特開平11-088633 

1997/09/05 

H04N  1/32 

Eﾒｰﾙ送受ｼｽﾃﾑおよび該ｼｽﾃﾑを適用したﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

 

特開2000-261583 

1999/03/10 

H04N  1/00 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（4/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

優先度制御 故障解析 特開2000-324293 

1999/05/13 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

適正な帯域保証 圧縮制御 特開2000-332941 

1999/05/20 

H04N  1/00,107 

ﾘｱﾙﾀｲﾑｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

信頼性の向上 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平10-117198 

1996/10/09 

H04L 12/28 

通信装置 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-028656 

1999/07/14 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平11-032198 

1997/07/11 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

情報検索 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開平11-150645 

1997/11/14 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

課金 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-126551 

1996/10/15 

H04N  1/00,104 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2000-004345 

1998/06/17 

H04N  1/32 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2001-147873 

2000/02/23 

G06F 13/00,351 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘｹﾞｰﾄｳｪｲ装置およびその制御方法 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-285326 

1997/04/07 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

 特開平07-095340 

1993/08/24 

H04N  1/00,104 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾊﾞｰ 

 特開平05-327762 

1992/05/18 

H04L 12/54 

電子ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ 

 特開平08-336053 

1995/06/08 

H04N  1/44 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

 特開平10-190721 

1996/12/26 

H04L 12/54 

通信装置 

 特開平10-126443 

1996/10/18 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

特開平10-233799 

1997/02/20 

H04L 12/54 

通信装置 

 

 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

 

特開平11-112724 

1997/09/29 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（5/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-042706 

1999/08/02 

G03G 21/00,396 

画像形成装置管理ｼｽﾃﾑ 運用の経済性､ 

利便性 

共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特開平11-068834 

1997/08/13 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑの制御方法 

 特開2001-339585 

2000/05/29 

H04N  1/21 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開平10-098573 

1996/09/19 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開平10-224543 

1997/02/03 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

転送処理 特開平10-117210 

1996/10/11 

H04L 12/54 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 順序制御 特開平10-107944 

1996/10/03 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-169042 

1999/12/10 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ 

 特開2002-027258 

2000/07/06 

H04N  1/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

電子ﾒｰﾙとの連携 端末情報設定 特開2001-274944 

2000/03/24 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-168614 

1997/12/05 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

転送処理 特開2001-177691 

1999/12/17 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2001-111762 

1999/10/07 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

 特開2000-250824 

1999/02/26 

G06F 13/00,351 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開平10-070643 

1996/08/27 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

汎用化(共用化)

設計 

特開2000-261596 

1999/03/10 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 

 特開平06-164645 

1992/11/26 

H04L 12/66 

［被引用５回］ 

通信装置 

LAN上のﾜｰｸｽﾃｰ

ｼｮﾝにﾃﾞｰﾀを電子

ﾒｰﾙのように送信

するﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（6/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 経路制御 特開平11-317763 

1998/05/06 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

交換処理 特開2000-287004 

1999/03/30 

H04N  1/00 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

端末情報設定 特開2000-341468 

1999/05/28 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2002-094733 

2000/09/18 

H04N  1/00,106 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平11-215290 

1998/01/21 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

遠隔制御 特開平10-334023 

1997/06/02 

G06F 13/00,355 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信に適用される電子機器､ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑ､ﾈｯﾄﾜｰ

ｸ通信方法およびその方法をｺﾝﾋﾟｭｰﾀに実行させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読み取り可能な記録媒体 

 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-004252 

1998/06/15 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ(雛形) 特開平11-306120 

1998/04/20 

G06F 13/00,354 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

転送処理 特開2000-022881 

1998/07/07 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

 特開平11-112762 

1997/10/07 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

 特開2000-151867 

1998/11/05 

H04N  1/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

汎用化(共用化)

設計 

特開平11-252164 

1998/02/26 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

 特開平10-285328 

1997/04/02 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

 特開2000-083122 

1998/09/07 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

WAN側の拡張性 転送処理 特開平11-088420 

1997/09/02 

H04L 12/54 

ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ 

信頼性の向上 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平11-331477 

1998/05/13 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑの制御方法 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

異種(網)統合 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-196252 

1997/12/26 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（7/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平11-355500 

1998/06/03 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

情報検索  特開平11-098179 

1997/09/19 

H04L 12/54 

掲示板登録方法及び掲示板登録･転送方法 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特開平10-098576 

1996/09/20 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開2001-358887 

2000/06/13 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

LAN側の拡張性 位置情報取得 特開平10-023075 

1996/06/28 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸにおける通信方法 

転送処理 特開平07-264338 

(取下) 

1994/03/22 

H04N  1/00,104 

通信装置およびﾌｧｸｼﾐﾘﾒｰﾙｼｽﾃﾑおよびﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開平08-186674 

1994/12/28 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法および装置 

 特開平10-200569 

1997/01/11 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘﾒｰﾙｻｰﾊﾞｰ 

優先度制御 順序制御 特開2001-036688 

1999/07/23 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

信頼性の向上 時間管理 特開2001-313770 

2000/04/28 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

課金 経路制御 特開2000-332940 

1999/05/20 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平11-234468 

1998/02/13 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

電子ﾒｰﾙとの連携 共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特開2000-083119 

1998/09/07 

H04N  1/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2000-092114 

1998/09/17 

H04L 12/54 

電子ﾒｰﾙ転送装置 

識別子(鍵)使用 特開2001-308931 

2000/04/21 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-059417 

1998/08/10 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

 

 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

優先度制御 順序制御 特開2000-134265 

1998/10/29 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（8/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

優先度制御 順序制御 特開2001-117830 

1999/10/18 

G06F 13/00,351 

通信端末装置及びその制御方法 

信頼性の向上 ﾌﾛｰ制御 特開2000-330895 

2000/02/15 

G06F 13/00,351 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2000-134398 

1998/10/26 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

特開2000-134403 

1998/10/28 

H04N  1/00,107 

ﾘｱﾙﾀｲﾑｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 順序制御 

特開2000-165537 

1998/11/24 

H04M 11/00,303 

通信端末装置 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平10-210082 

1997/01/20 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-183949 

1998/12/15 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2000-036884 

1998/07/17 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置､通信情報受信方法および通信情報受信制御ﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑを記録した媒体 

情報検索 端末情報設定 特開2001-318869 

2000/05/08 

G06F 13/00,640 

画情報通信装置 

WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開平11-055448 

1997/08/04 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2002-099474 

2000/09/26 

G06F 13/00,357 

ﾃﾞｰﾀ管理ｼｽﾃﾑ 

課金 時間管理 特開2001-211305 

2000/01/28 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-354127 

1999/06/11 

H04N  1/00,107 

ﾘｱﾙﾀｲﾑ型ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2001-136305 

1999/11/05 

H04M 11/00,303 

通信端末装置 

 特開2001-257792 

2000/03/13 

H04M 11/00,302 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾌﾛｰ制御 特開平10-191002 

1996/12/20 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑの制御方法 

 

 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

順序制御 特開平11-102335 

1997/09/25 

G06F 13/00,354 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 
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表 2.3.4 リコーの技術要素別課題対応特許（9/9） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-234343 

1998/02/09 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置を用いた通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-271265 

1997/03/19 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

 特開2002-111941 

2000/09/29 

H04N  1/00,106 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信管理方法､ﾌｧｸｼﾐﾘ装置､ﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ及び記憶媒

体 

 特開平09-093287 

1995/09/22 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2001-265698 

2000/03/15 

G06F 13/00,610 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-215322 

1997/01/29 

H04M  3/42 

電話ｼｽﾃﾑ 

電子ﾒｰﾙとの連携 ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平10-322508 

1997/05/19 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

転送処理 特開平11-068833 

1997/08/13 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

汎用化(共用化)

設計 

特開平11-069126 

1997/08/19 

H04N  1/32 

通信装置 

端末情報設定 特開2000-232553 

1999/02/12 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

簡易設計 特開平11-041441 

1997/07/18 

H04N  1/32 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置の制御方法 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
設
計 

中継ｻｰﾊﾞ使用 特開2001-285553 

2000/03/30 

H04N  1/00,104 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信装置､方法､及び記録媒体 
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2.4.1 企業の概要 

 

商号 日本電信電話 株式会社 

本社所在地 〒100-8116 東京都千代田区大手町2-3-1 

設立年 1985年（昭和60年） 

資本金 9,379億50百万円（2002年3月末） 

従業員数 3,165名（2002年3月末）（連結：213,062名） 

事業内容 NTTグループ会社の発行株式の引き受け・保有、NTTグループ会社への助

言・あっせん・援助、電気通信技術に関する研究、これらの附帯業務 

 

NTTはグループの中核企業である持株会社であり、事業はグループ会社で展開される。 

NTTでは、網の接続に不可欠な研究開発成果をはじめとして、原則としていつでも適正

な対価を前提とした技術開示を行っている。技術開示には、ハードウェアの外販、ソフト

ウェアの使用許諾、特許実施許諾及び技術ノウハウの開示などが含まれる。各年度におけ

る開示件数は以下のとおりである（出典：NTTのホームページ、http://www.ntt.co.jp）。 

平成10年度 660件 

平成11年度 490件 

平成12年度 260件 

平成13年度 210件 

 

2.4.2 製品例 

表2.4.2にNTTの製品例を示す。 

NTTは持株会社であり、個別の事業に関わる商品は個々の事業会社が扱っていて、NTT本

体は傘下の研究所における先端技術の開発が多い。 

2002年９月、NTT、パイオニア、松下電器、NEC、PACEは、ストリーミング映像配信技術

の標準化を目的に各社のVODサーバとセットトップボックスにVOD制御プロトコルを実装し

た試作機で相互接続試験を行い、光ブロードバンドによるストリーミング映像配信技術の

標準化に向け大きな一歩を示した（出典：NTTのHP）。 

1999年２月、IBMやCOMPAQの最新の人気シリーズPCをベースとしたインターネットアク

セス用・LANシステムクライアント用PCサザンクロスシリーズ開発した。 

2001年１月、NTT東日本とともにNTT光ファイバと最大36Mbpsの高速無線伝送技術を利用

したパーソナル・ワイヤレス・ブロードバンド「Biportable（バイポータブル）」をトラ

イアル実施した。2001年10月、1.5Gbpsの大容量の非圧縮ハイビジョンHDTV映像データを、

市販PCを用いてインターネット上で実時間で転送するシステムを開発し、これを用いた遠

隔転送実験に成功した。これによりブロードバンド時代の高品位映像配信の可能性に道が

開けた（出典：NTTのHP）。 

 

2.4 日本電信電話 
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表2.4.2 NTTの製品例（出典：NTTのHP） 

製品名 概要 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ用･LANｼｽﾃﾑ 
ｸﾗｲｱﾝﾄ用PC 
ｻｻﾞﾝｸﾛｽｼﾘｰｽﾞPC-3304 

15インチタイプ/一太郎/Excel&Wordモデル搭載モデル 
COMPAQ製PC｢PRESARIO 2295・12296｣ベース、ターミナルアダプタ 
機能を搭載、CPU（K6-2 350MHz） 

ﾀﾞｲｱﾙｱｯﾌﾟIPﾙｰﾀ
IPMATE1300RD 

データポート《RS-232C》からの外線発信機能 
URLフィルタリング機能 

 

2.4.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.4.3 に、NTT のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

NTTの開発拠点：大阪府大阪市中央区馬場町３番15号 西日本電信電話(株)内 

 東京都新宿区西新宿３丁目19番２号 日本電信電話(株)内 

 東京都千代田区大手町２丁目３番１号 日本電信電話(株)内 

 東京都千代田区内幸町１丁目１番６号 日本電信電話(株)内 

 

図2.4.3 NTTのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.4.4に、ブロードバンドルータ技術のNTTの特許の課題と解決手段の分布を示す。 

もっとも出願の多い課題「利用者サービスの向上」に対して、「トラフィック処理」、

「優先接続処理」で対応しているが、その他の方法による出願もいろいろある。課題「動

作･処理の高速化」に対しては「トラフィック処理」で対応するものが多く、「経路選択の

効率化」に対しては「経路情報処理」で対応している。「保守･管理性の向上」に対しては

すべて「監視情報設定技術の改良」で対応している。「ネットワーク拡張性の向上」に対

しては主に「経路情報処理」と「機能の統合」で対応している。 

それぞれの課題に対応する解決手段に対して出願されていることから、ブロードバンド

ルータ関連技術の全般に対して平均して研究、技術開発が行われている。 

表2.4.4にNTTの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数133件の内、登録になった特

許11件については概要入りで示す。 

 

図2.4.4 日本電信電話の特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（1/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 処理分散 特開2001-060956 

1999/08/23 

H04L 12/28 

ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ層ﾏﾙﾁﾘﾝｸ通信方法 

経路設定の適正化 経路選択 特開平08-018603 

(拒絶査定確定) 

1994/06/30 

H04L 12/66 

日本無線 

富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置 

 特開2000-174816 

1998/12/09 

H04L 12/56 

IPﾈｯﾄﾜｰｸ情報配信経路の視覚化方法およびその視覚化ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

回線の適切な運用 接続制御 特開2001-339437 

2000/05/30 

H04L 12/56 

ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ切換可能通信方法及びその装置 

経路選択 特開2000-049773 

1998/07/31 

H04L 12/02 

通信方法及び通信装置 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2000-151807 

(拒絶査定確定) 

1998/11/13 

H04M  3/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ方法及び装置 

接
続
技
術 

 特許第3257761号 

1996/01/10 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾀﾞﾌﾟﾀ装置 

ｱﾅﾛｸﾞ電話網に接続されるｱﾅﾛ

ｸﾞ電話機とLANに接続される音声

端末間において音声通信をする

ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾀﾞﾌﾟﾀ装置 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 経路選択 特開平10-041976 

1996/07/24 

H04L 12/56 

通信路選択方法および該通信路選択方法を実施するため

のﾙｰﾀ 
通
信
技
術 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開平11-252072 

1998/03/02 

H04L 12/18 

ﾃﾞｰﾀ中継ｼｽﾃﾑおよびﾃﾞｰﾀ中継方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路情報取得 特開2002-064554 

2000/08/21 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送方法およびIPﾙｰﾀ 

順序制御 特開2002-077230 

2000/08/24 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送方法およびIPﾙｰﾀ 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 処理分散 特開2001-251253 

2000/03/07 

H04B 10/20 

光ﾈｯﾄﾜｰｸ装置､光ﾈｯﾄﾜｰｸ及び送受信方法 

特開平10-093608 

1996/09/18 

H04L 12/46 

ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方式 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2001-244964 

2000/02/28 

H04L 12/56 

IPﾈｯﾄﾜｰｸのｴﾝﾄﾞ･ｴﾝﾄﾞ品質制御方法､該方法のためのﾈｯﾄﾜｰ

ｸ管理装置､およびそのためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した媒体 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（2/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 経路選択 特開平09-270820 

1996/03/29 

H04L 12/56 

通信経路選択方法 

帯域制御 特開2002-057710 

2000/08/11 

H04L 12/56 

ｼｮｰﾄｶｯﾄﾊﾟｽ経路選択方法 

順序制御 特開2000-253018 

1999/03/02 

H04L 12/28 

日本電気 

ATM優先制御IPｹﾞｰﾄｳｪｲ装置およびATM優先制御IPﾙｰﾃｨﾝｸﾞ

装置ならびにそれらの処理方法 

転送処理 特開2001-251364 

2000/03/06 

H04L 12/66 

分散ｷｬｯｼﾝｸﾞ方法及びｼｽﾃﾑ及び分散ｷｬｯｼｭ制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格

納した記憶媒体 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

経路選択 特開2000-209268 

1999/01/14 

H04L 12/56 

ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ選択接続ｼｽﾃﾑ及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記憶

媒体 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開平11-215187 

1998/01/23 

H04L 12/56 

三菱電機 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙﾊﾟｹｯﾄ中継方法 

順序制御 特開平09-107377 

1995/10/12 

H04L 12/46 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙ検索方法 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

経路選択 特開平11-041285 

1997/07/18 

H04L 12/56 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法及びｻｰﾋﾞｽﾏﾈｰｼﾞｬ 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開平05-227166 

(取下) 

1992/02/07 

H04L 12/28 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御方式 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開2002-064551 

2000/08/18 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2002-084313 

2000/09/06 

H04L 12/56 

沖電気工業 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸのためのﾙｰﾀ 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

低価格化 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開平11-331172 

1998/05/11 

H04L 12/28 

大興電機製作所 

ATM交換装置のﾕﾆｯﾄ間制御方法 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｱﾄﾞﾚｽ

使用 

特開2001-203694 

2000/01/24 

H04L 12/26 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸ

ﾉﾛｼﾞ 

ﾊﾟｹｯﾄ宛先ｱﾄﾞﾚｽ生成方法および装置とﾊﾟｹｯﾄ宛先ｱﾄﾞﾚｽ生

成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2000-209210 

1999/01/11 

H04L 12/28 

ｿﾆ- 

ﾃﾞ-ﾀ中継装置及びﾃﾞ-ﾀ中継方法並びにﾃﾞ-ﾀ中継ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが

記録された記録媒体 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

MACｱﾄﾞﾚｽ 特開2002-057705 

2000/08/09 

H04L 12/56 

携帯情報端末用の情報転送方法 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（3/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

順序制御 特許第3051947号 

1993/08/04 

H04L 12/28 

ｸﾞﾙｰﾌﾟｱﾄﾞﾚｽ処理方式 

ｱﾄﾞﾚｽ種別識別手段と､

ﾊﾟｹｯﾄ保留手段と､ﾄﾗﾌｨｯｸ

観測判定手段を含み､観測

ﾄﾗﾌｨｯｸによりｱﾄﾞﾚｽ処理を

保留､開始する 

 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-059371 

1998/08/05 

H04L 12/28 

ATMﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾀｰﾌｪｲｽｶｰﾄﾞ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平10-013471 

1996/06/25 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続方式およびﾄﾞﾒｲﾝﾈｰﾑ管理方法 

転送処理 特開平11-168503 

1997/12/04 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ交換方法及びこれに用いるﾏﾙﾁﾎﾟｰﾄﾙｰﾀ 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開2001-244929 

2000/02/29 

H04L 12/18 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法､その装置及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 特開2001-127784 

1999/10/28 

H04L 12/46 

三菱電機 

中継装置 

帯域制御 特開平10-336244 

1997/05/30 

H04L 12/56 

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝによるIP品質保証ｻｰﾋﾞｽのﾊﾟﾗﾒｰﾀ決定方法及び

IP品質保証ｻｰﾋﾞｽのﾊﾟﾗﾒｰﾀ決定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒

体 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 時間管理 特開2000-115233 

1998/09/29 

H04L 12/56 

IPﾈｯﾄﾜｰｸ区間性能及び状態測定方法 

経路設定の適正化 順序制御 特開2000-078188 

1998/12/03 

H04L 12/56 

優先経路制御方法及びﾙｰﾀ装置 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 帯域制御 特開2001-211208 

2000/01/27 

H04L 12/66 

富士通 

ﾙｰﾀ及び該ﾙｰﾀを用いたﾈｯﾄﾜｰｸ及びﾈｯﾄﾜｰｸ制御方法 

適正な帯域保証  特開2002-135309 

2000/10/23 

H04L 12/56 

帯域制御装置およびこれを用いる帯域制御ﾈｯﾄﾜｰｸ 

QoS 順序制御 特開2001-197110 

2000/01/11 

H04L 12/56 

ﾄﾗﾌｨｯｸ制御方法 

通
信
制
御 

 特開2001-069166 

1999/08/24 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信制御方法及び装置並びにﾊﾟｹｯﾄ通信制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

高
速
処
理
技

術 

処理能力の向上 処理分散 特開平08-163139 

(拒絶査定確定) 

1994/12/05 

H04L 12/28 

ﾊﾟｹｯﾄ通信方法 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（4/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平08-256167 

1995/03/17 

H04L 12/40 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ通信方式および方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路選択 特開2002-044125 

2000/07/19 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄﾈｯﾄﾜｰｸ 

通信量制限 特開平07-099507 

(拒絶査定確定) 

1993/09/28 

H04L 12/46 

通信量管理方法および通信ｼｽﾃﾑ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路選択 特開2001-268112 

2000/03/15 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信方式､ﾊﾟｹｯﾄ通信方法及びﾊﾟｹｯﾄ通信処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 転送処理 特開2002-064557 

2000/08/22 

H04L 12/56 

再ﾊﾟｹｯﾄ化転送方法､再ﾊﾟｹｯﾄ化装置､ﾊﾟｹｯﾄ復元装置及びﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

高
速
処
理
技
術 

ﾃﾞｰﾀ紛失 ﾌﾛｰ制御 特開2000-069163 

1998/08/19 

H04M  3/22 

輻輳処理を行う通信方法および通信装置 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設

定 

特開2002-077275 

2000/09/04 

H04L 12/66 

閉域網間接続ｼｽﾃﾑと閉域網間接続方法およびその処理ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体ならびにﾎｽﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

回線の適切な運用 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2001-268125 

2000/03/23 

H04L 12/56 

VPN選択接続ｹﾞｰﾄｳｪｲおよびそれによる通信方法 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開2001-352344 

2000/06/09 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾄﾞﾚｽ変換方法およびその装置並びにVPNｸﾗｲｱﾝﾄ多

重化ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-326723 

2000/05/17 

H04M  3/00 

仮想私設網提供方法及び番号登録方法 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

QoS 柔軟な運用 特開2001-251307 

2000/03/02 

H04L 12/28 

仮想ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ利用規定管理方法及びその装置 

ｱｸｾｽの正当性評価 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開2002-077216 

2000/08/28 

H04L 12/46 

2層ﾌﾟﾛﾄｺﾙ転送装置 

認証ｻｰﾊﾞ使用 特開2000-013413 

1998/06/22 

H04L 12/40 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ通信装置および方法 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2002-141939 

2000/10/31 

H04L 12/56 

ｺﾝﾃﾝﾂ配信方法 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開2002-164938 

2001/09/10 

H04L 12/66 

分散型ｻｰﾋﾞｽ不能攻撃の防止方法および装置ならびにその

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

複数系統暗号 

使用 

特開2001-111612 

1999/10/05 

H04L 12/56 

情報漏洩防止方法およびｼｽﾃﾑ並びに情報漏洩防止ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

認
証 

ｱｸｾｽの正当性評価 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開平10-247949 

1997/03/05 

H04L 12/66 

発信者認証方法 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（5/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

認
証 

LAN側の拡張性 位置情報取得 特開平11-331254 

1998/05/18 

H04L 12/56 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ通信装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

通信容量制限 特開2002-118557 

2000/10/05 

H04L 12/24 

ﾘﾝｸの使用帯域管理方法および装置ならびに帯域増設時期

推定方法および装置 

専用試験機の導

入 

特開2002-118586 

2000/10/05 

H04L 12/56 

遅延時間推定方法､ﾘﾝｸ容量設計方法､目標遅延時間判定方

法およびその装置 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平09-321760 

1996/05/31 

H04L 12/24 

経路情報監視方法及びｼｽﾃﾑ 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開平10-271184 

1997/03/26 

H04L 29/14 

ﾙｰﾀ試験装置 

管理簡易化 柔軟な運用 特開平11-275094 

1998/03/20 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成機器存在位置管理方法及びｼｽﾃﾑ装置 

簡易設計 特開2002-064548 

2000/08/17 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信品質推定方法及び装置 

設定情報収集 特開2000-174795 

1998/12/03 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ試験方法及びその装置 

保
守
管
理 

開発効率化 特開平11-261670 

1998/03/12 

H04L 29/14 

ﾄﾗﾌｨｯｸﾃﾞ-ﾀ補正方法及びﾄﾗﾌｨｯｸ測定ｼｽﾃﾑ並びにｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾈｯ

ﾄﾜｰｸ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ(使用)時間 

管理 

 

特開2000-049774 

(拒絶査定確定) 

1998/07/29 

H04L 12/14 

課金情報収集方式 

課
金
管
理 運用の経済性､ 

利便性 

端末情報設定 特開平10-190737 

1996/12/27 

H04L 12/56 

課金処理方法およびその装置 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開2002-077162 

2000/09/05 

H04L 12/26 

ｻｰﾋﾞｽ品質測定方法および装置､ならびに該ｻｰﾋﾞｽ品質測定

方法を記録した記録媒体 
設
定
管
理 

管理簡易化 設定情報収集 特開平11-225164 

1998/02/05 

H04L 12/56 

IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信用ｾｯｼｮﾝ情報の提供方法及びその装置 

回線､機器の異常 

処理 

経路の複数設定 特開2001-024792 

1999/07/05 

H04M  3/42 

不完了呼通知方法及び通信制御装置 

故障診断 特開2000-069122 

1998/08/26 

H04L 29/14 

故障箇所特定化方法及び故障箇所特定化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録し

た媒体 

特開平10-242971 

1997/03/03 

H04L 12/26 

ﾈｯﾄﾜｰｸ障害区間特定方法 

障
害
対
策 

 

特開2002-064493 

2000/08/18 

H04L 12/24 

通信経路の管理方法及び管理ｼｽﾃﾑ 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（6/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

障
害
対
策 

回線､機器の異常 

処理 

故障診断 特許第2990650号 

1995/05/19 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理ｼｽﾃﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸｴﾚﾒﾝﾄﾓﾃﾞﾙの

構築を容易にすると共

に故障に対する処理の

容易なﾈｯﾄﾜｰｸ管理ｼｽﾃﾑ

を提供する 

資
源
管

理 

管理簡易化 管理品質制御 特開2001-333105 

2001/03/16 

H04L 12/56,100 

通信品質保証方法 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 転送処理 特開平10-149309 

1996/11/21 

G06F 12/00,545 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ画像情報蓄積ｼｽﾃﾑ､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ画像情報蓄積方法およ

びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録したｿﾌﾄｳｪｱ媒体 

回線の適切な運用 帯域制御 特開2001-144803 

1999/11/11 

H04L 12/56 

利用時間依存型品質ｸﾞﾚｰﾄﾞ制御方法､遅延配分値決定方法

及び品質保証ｼｽﾃﾑ 

ｱｸｾｽの正当性評価 認証ｻｰﾊﾞ使用 特許第3352408号 

1998/10/12 

H04M  3/42 

音声受信方法 

LAN側の拡張性 経路･位置情報

比較 

特許第3257590号 

1997/11/20 

H04L 12/58,100 

ﾒｰﾙ通信方法及びﾒｰﾙ通信ｼｽﾃﾑ 

受信した電子ﾒｰﾙを画像

情報に変換してﾌｧｸｼﾐﾘ端

末などに送信するととも

に､再送信や時刻指定取り

消しなどの2次ｻｰﾋﾞｽ要求

を行うことができる 

汎用化(共用化)

設計 

特開平10-303970 

1997/04/23 

H04L 12/54 

返信ﾒｰﾙ提供方法及びｼｽﾃﾑ 

WAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-032333 

2000/07/18 

G06F 15/00,310 

ﾃﾞｰﾀ管理ｼｽﾃﾑ 

順序制御 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-032137 

1998/07/09 

H04M  3/42 

音声伝送方法及びこの方法を記録した記録媒体ならびに

音声伝送ｼｽﾃﾑ 

信頼性の向上 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-174809 

1998/12/01 

H04L 12/56 

PPP通信装置とそれを用いたPPP通信ｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合  特開平09-200251 

1996/01/17 

H04L 12/54 

ﾒｯｾｰｼﾞ処理方法および装置 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平06-291910 

(取下) 

1993/03/31 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘによるﾒｰﾙ･ｼｽﾃﾑへの入力方法 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（7/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ 

特許第3294522号 

(前置登録) 

1997/02/19 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ選択方法及び装置 

ｹﾞｰﾄｳｪｲを介

して一般電話網

に発呼する場合

に、入力された

接続先の電話番

号から、該電話

番号に対し最も

通信料が安くな

るｹﾞｰﾄｳｪｲを自

動的に選択する 

 特開平05-284326 

(取下) 

1992/03/31 

H04N  1/32 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換装置 

共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特許第3337617号 

1997/03/24 

H04L 12/56 

ﾎﾞｲｽﾒｰﾙ蓄積方法及びｻｰﾊﾞ装置 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

 特開平08-172450 

1994/12/19 

H04L 12/54 

音声電子ﾒｰﾙを利用した蓄積型音声通信方法 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特許第3249761号 

1997/03/24 

H04L 12/66 

端末識別番号付与方法およびｻｰﾊﾞ装置 

ﾈｯﾄﾜｰｸ内の端

末が､LAN電話番

号ｻｰﾊﾞに対して

IPｱﾄﾞﾚｽの登録

と抹消を行うこ

とを可能にし､

ﾕｰｻﾞに対して､

同じLAN電話番

号が付与され得

る 

 特開2000-196612 

1998/12/25 

H04L 12/28 

日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ- 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸ

ﾉﾛｼﾞ 

ﾛ-ｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜ-ｸ上の携帯型情報処理装置の監視および情報

中継方法 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平10-145494 

1996/11/15 

H04M  3/42 

ｱﾄﾞﾚｽ指定方法およびその装置 

WAN側の拡張性  特開平09-307589 

1996/05/15 

H04L 12/56 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ

ｳｪｱ 

遠隔多重伝送装置 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-136198 

1999/11/04 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間通信方法およびｻｰﾊﾞ装置並びにﾈｯﾄﾜｰｸ間通信ｼｽﾃ

ﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-232454 

1999/02/08 

H04L 12/28 

地域限定型高速通信ｼｽﾃﾑ及びｻｰﾋﾞｽ実現方法 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（8/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

QoS 管理品質制御 特開2001-127882 

1999/11/01 

H04M  3/00 

音声通信接続制御ｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

拡
張
性 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開平08-331134 

(拒絶査定確定) 

1995/05/30 

H04L 12/28 

通信ｱﾀﾞﾌﾟﾀ装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

最適処理 特開2002-185515 

2000/12/18 

H04L 12/56 

音声ｹﾞｰﾄｳｪｲおよびﾈｯﾄﾜｰｸ輻輳制御方法 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2002-064559 

2000/08/23 

H04L 12/56 

通信接続制御ﾈｯﾄﾜｰｸ 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

識別子(鍵)使用 特開2001-244971 

2000/02/28 

H04L 12/56 

電話端末間接続方法 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 端末情報設定 特開2002-064545 

2000/08/15 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ品質管理方法及び装置 

適正な帯域保証 帯域制御 特開2002-135330 

2001/02/15 

H04L 12/56,200 

ﾉｰﾄﾞ間制御方式 

QoS ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-345849 

2000/06/02 

H04L 12/56 

IP優先制御方法 

管理品質制御 特開2001-244979 

2000/02/28 

H04L 12/56 

IPﾈｯﾄﾜｰｸの品質制御方法､該方法のためのﾈｯﾄﾜｰｸ管理装

置､及び該方法を実行するためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した媒体

順序制御 特開2000-083023 

1998/09/04 

H04L 12/18 

ﾃﾞｰﾀ配信方法及びｼｽﾃﾑ及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒

体 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 経路制御 特開平11-225163 

1998/02/05 

H04L 12/56 

IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法及びこれに用いるﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟｱｸｾｽｻｰﾊﾞ

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

識別子(鍵)使用 特開2002-111649 

2000/09/29 

H04L  9/08 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法､ｻｰﾊﾞ装置及びｸﾗｲｱﾝﾄ装置 

WAN側の拡張性 端末情報設定 特開2002-064487 

2000/08/23 

H04L 12/18 

ｽﾄﾘｰﾑ配信装置 

QoS 帯域制御 特開2002-016618 

2000/06/30 

H04L 12/28 

通信ｼｽﾃﾑ及び通信方法 

ス
ト
リ
ー
ミ
ン
グ 運用の経済性､ 

利便性 

順序制御 特開2002-044134 

2000/07/24 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ情報転送処理装置とｽﾄﾘｰﾑ情報転送処理装置およびｽ

ﾄﾘｰﾑ情報転送ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ提供方法 

Ｖ
ｏ
Ｉ

Ｐ 

適正な帯域保証 ﾌﾛｰ制御 特開2002-064553 

2000/08/18 

H04L 12/56 

通信接続制御ﾈｯﾄﾜｰｸ､通信接続制御方法及びその装置 

利
用
者 

サ
ー
ビ
ス 

LAN側の拡張性 転送処理 特開2001-036538 

1999/07/19 

H04L 12/28 

時刻同期方法及びその装置 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（9/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

WAN側の拡張性 端末情報設定 特開2001-230868 

2000/02/15 

H04M  3/42 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸ

ﾉﾛｼﾞ 

ｻｲﾊﾞｰｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ応援反映方法及びｼｽﾃﾑ装置並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

汎用化(共用化)

設計 

特許第3013988号 

1998/11/13 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｻｰﾋﾞｽ方法とその装置 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｻｰﾋﾞｽ

において､任意の新

規ｻｰﾋﾞｽの採用を可

能とするｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

適正な帯域保証 帯域制御 特開2000-324160 

1999/05/13 

H04L 12/56 

ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ制御方法およびｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ制御装置ならびにﾊﾟｹｯﾄ

通信網 

QoS ﾌﾛｰ制御 特開2001-067290 

1999/08/27 

G06F 13/00,351 

高品質ｻｰﾊﾞｱｸｾｽ装置 

順序制御 特開2002-118588 

2000/10/05 

H04L 12/56 

ﾚﾙﾑ名又はﾄﾞﾒｲﾝ名による通信ｻｰﾋﾞｽ条件制御方法 

 特開平10-164134 

1996/12/03 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑ 

 特開平10-079757 

1996/09/02 

H04L 12/56 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸおよび論理ﾊﾟｽ経路選択方法 

転送処理 特開2001-244968 

2000/02/28 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送ﾚｰﾄ決定方法及びﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

信頼性の向上 動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2001-274842 

2000/03/23 

H04L 12/66 

ﾒﾃﾞｨｱ転送方法および装置 

情報検索 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特許第3263339号 

1997/07/18 

H04L 12/66 

［被引用３回］ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･電話網統合利用方法及びそのｼｽﾃﾑ 

ｸﾗｲｱﾝﾄ端末にｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話

ｿﾌﾄを持たせ､WWWｻｰﾊﾞにその

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ名と当該電話番号

を含むﾃﾞｰﾀを持たせた 

 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平09-214540 

1996/02/02 

H04L 12/44 

ﾈｯﾄﾜｰｸおよびそのｸﾞﾙｰﾌﾟ管理方式 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

課金 経路制御 特開2001-024820 

1999/07/12 

H04M 15/16 

通信装置､およびその制御方法を記録した記憶媒体 
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表 2.4.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（10/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開平05-284179 

(取下) 

1992/03/31 

H04L 12/66 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換装置 運用の経済性､ 

利便性 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特許第2999167号 

1998/01/16 

H04L 12/46 

LAN内ｸﾞﾙｰﾌﾟ化電話番号提供･利用方法､その提供装置､そ

の利用装置､及びその提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･利用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録し

た記録媒体 

あるひとつのLAN

電話番号によりIPｱ

ﾄﾞﾚｽの問合せを

行った場合に､あら

かじめ登録して

あった複数のIPｱﾄﾞ

ﾚｽを返すことによ

り､複数の相手先端

末を呼び出す 

識別子(鍵)使用 特開2001-243190 

2000/02/29 

G06F 15/00,310 

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ･ﾁｬﾝﾈﾙ変換通信方式および通信方法 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-164144 

1996/12/03 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ 

ケ
ー
ブ
ル 

配
線
、
実
装

技
術 

汎用化(共用化)

設計 

特開平10-313959 

1997/05/23 

A47B 81/00 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨ-ｽﾞ

情報化対応玄関ﾕﾆｯﾄ 
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2.5.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 東芝 

本社所在地 〒105-0023 東京都港区芝浦1-1-1 

設立年 1904年（明治37年） 

資本金 2,749億26百万円（2002年3月末） 

従業員数 45,649名（2002年3月末）（連結：176,398名） 

事業内容 情報通信システム、社会システム、重電システム、デジタルメディア、家

庭電器、電子デバイス等の製造・販売・エンジニアリング・サービス、他

 

2000年２月、今後インターネットの主流になると予測されるモバイル向けインターネッ

ト分野におけるネットワーク・サービス事業の一層の拡大、企業・ビジネス向け分野にお

けるアウトソーシングサービスやASP（アプリケーション・サービス･プロバイダ）サービ

スなど、インターネットサービス事業の本格的な推進、サービス事業推進の核となる

「サーバセンター」を増強する方向を打ち出した（出典：東芝のホームページ、

http://www.toshiba.co.jp）。 

2000年３月、オラクルと共同開発、共同マーケティングによる「ネットビジネス・プ

ラットフォーム」事業の拡大を発表した（出典：東芝のHP）。 

2001年５月、ケーブル（有線）環境とワイヤレス環境をシームレスに統合するワイヤレ

スプラットフォームを業界に先駆けて開発し、シリーズ商品名「WirelessServ」として、

順次リリースしていく。これにより、次世代携帯電話サービス、無線LAN、Bluetoothの普

及により急激な拡大が予想されるワイヤレス市場に向けてのプラットフォーム事業の拡大

を目指す（出典：東芝のHP）。 

2002年７月、中距離ネットワークのMANや短距離ネットワークのLANで使用できる、

2.5Gb/sの光トランシーバを発表した。ルータ、スイッチなどのネットワーク機器に搭載

することにより、SONET（Synchronous Optical Network）、SDH（Synchronous Digital 

Hierarchy）からGbE（Gigabit Ethernet）、ファイバチャネルまで幅広い分野での高速伝

送システムの構築が可能になる（出典：東芝のHP）。 

 

2.5.2 製品例 

表2.5.2に東芝の製品例を示す。 

東芝のネットワーク事業の担当部門は、社内カンパニー「e-ソリューション社 コン

ピュータ・ネットワークプラットフォーム事業部」である。広範囲に展開するブランチオ

フィスをネットワークで結び、イントラネット/インターネットを実現する、あるいはス

モールオフィスで数台のクライアント端末をLAN接続し、ISDNにアクセスするといった、

経済的で効率のよいネットワーク環境を実現するマルチプロトコルコンパクトルータARシ

リーズを商品化している。 

2.5 東芝 
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表2.5.2 東芝の製品例（出典：東芝のHP） 

ビジネス分野製品名 概要 

Cisco 12016 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ﾙｰﾀ キャリアクラスのルーティングプラットフォーム 
80Gbpsから320Gbpsまでのバックボーン回線用 

Cisco 7400ｼﾘｰｽﾞ 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ﾙｰﾀ 

サービスプロバイダーおよび企業ネットワークにおける 
アプリケーションのルーティング用 

 

パーソナル分野製品名 概要 

AR700FL ISDN回線交換、専用線、フレームリレー、OCNエコノミーなどの回線
が利用可能 
IPアドレスの自動登録機能、WWWブラウザからの各種設定 

 

2.5.3 技術開発拠点と研究者 

図2.5.3に、東芝のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

東芝の開発拠点：東京都港区芝浦１丁目１番１号 (株)東芝本社事務所内 

東京都青梅市末広町２丁目９番地 (株)東芝青梅工場内 

東京都日野市旭が丘３丁目１番地の１ (株)東芝日野工場内 

東京都府中市東芝町１番地 (株)東芝内 

神奈川県横浜市磯子区新杉田町８番地 (株)東芝横浜事業所内 

神奈川県川崎市幸区小向東芝町１番地 (株)東芝内 

神奈川県川崎市幸区柳町70番地 (株)東芝柳町工場内 

 

図2.5.3 東芝のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.5.4に、ブロードバンドルータ技術の東芝の特許の課題と解決手段の分布を示す。

もっとも出願の多い課題「利用者サービスの向上」に対しては「優先接続処理」、「機能の

統合」で対応しているが、その他の手段で対応する出願もある。「動作・処理の高速化」

に対しては主に「トラフィック処理」で対応しているが「経路情報処理」によるものもあ

る。「ネットワーク拡張性の向上」に対しては「プロトコル処理」、「機能の統合」、「中継

処理の改良」、「経路情報処理」などいろいろな手段で対応している。「障害の防止」に対

しては主に「中継処理の改良」で、「侵入・漏洩の防止」に対しては「アクセス制限」で

対応し、「経路選択の効率化」に対しては主に「中継処理の改良」で対応している。 

出願の多い解決手段の内容から、接続障害の防止、高速で効率よく安定した中継接続、

利用者サイドに立った拡張性が高いサービスの重視など、ルータ全般にわたる技術である。 

表2.5.4に東芝の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数126件の内、登録になった特

許と他の特許に引用された回数が多い特許をあわせた５件については概要入りで示す。 

 

図2.5.4 東芝の特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（1/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 処理分散 特開平11-073398 

1997/12/17 

G06F 15/16,370 

分散ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ､同ｼｽﾃﾑに用いられる情報交

換装置､同ｼｽﾃﾑに用いられるｾｷｭﾘﾃｨ機能を有する情報交換

方法､この方法を格納したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読取り可能な記憶媒体

 

回線の適切な運用 接続制御 特開2001-160809 

1999/12/02 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続制御装置とその接続制御方法及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を格納した記憶媒体 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平11-215174 

1998/01/23 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置 

接続制御 特開平10-224408 

1997/02/04 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2001-313672 

2000/04/28 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､ﾊﾟｹｯﾄ中継装置､無線端末及びﾊﾟｹｯﾄ処理方法

課金 特開平10-066051 

1996/08/23 

H04N  7/16 

東芝ｴ- ﾌﾞｲ ｲ- 

CATV回線を用いたｺﾝﾋﾟｭｰﾀｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ 

接
続
技
術 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3357681号 

1992/01/27 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ通信装置 

回線の適切な運用 接続制御 特開平10-326231 

1998/03/02 

G06F 13/00,351 

分散ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ､同ｼｽﾃﾑに用いられる情報交

換装置､情報交換方法､及び記憶媒体 
伝
送
技
術 

ｱｸｾｽの正当性評価 特開平11-122302 

1997/10/15 

H04L 12/66 

ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑ終端ｼｽﾃﾑ及びｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑ 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

識別子(鍵)使用 

特開平10-341251 

1998/04/07 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置及びﾌﾚｰﾑ転送方法 

回線の適切な運用 特開平11-194987 

1998/01/05 

G06F 13/00,357 

通信装置 

LANの送信側､受信側

の適切な連携 

接続制御 

特開平10-112729 

1996/10/07 

H04L 12/56 

加入者多重伝送ｼｽﾃﾑとその多重化制御装置 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-016236 

1999/06/30 

H04L 12/40 

通信装置､通信ｼｽﾃﾑ及び通信方法 

通
信
技
術 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-189732 

1999/12/28 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置及びﾃﾞｰﾀ転送方法 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

端末情報設定 特開平10-145450 

1996/11/13 

H04L 29/06 

通信ｼｽﾃﾑ 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2000-049857 

1998/07/24 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ装置及びﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 
ル
ー
テ
ィ
ン
グ 転送ﾚｰﾄ､速度の向上 経路情報取得 特開平10-271133 

1997/03/27 

H04L 12/28 

ATM接続ﾙｰﾀおよびその制御方法 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（2/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 処理分散 特開2001-094568 

1999/09/20 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置及び管理ｻｰﾊﾞ装置 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平09-270816 

1996/04/02 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置､ﾊﾟｹｯﾄ転送方法､及び仮想的転送路形成方法 

接続制御 特開平10-136016 

1996/10/29 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送制御方法及びﾉｰﾄﾞ装置 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平07-240760 

1994/03/01 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成ﾃﾞｰﾀの自動作成方法及びその自動作成装置 

 特開2000-092107 

1998/09/09 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ及びﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾋﾟｭｰﾀによるﾌﾞｰﾄ方法 

経路情報取得 特開2000-138710 

1998/10/30 

H04L 12/56 

ｶｯﾄｽﾙｰﾊﾟｽ制御方法及びﾙｰﾀ装置並びに通信方法 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平11-266278 

1998/04/20 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置､ﾃﾞｰﾀｸﾞﾗﾑ転送方法及び通信ｼｽﾃﾑ 

 特開2002-171558 

2000/12/01 

H04Q  7/36 

現対応無線基地局､移動先無線基地局及び移動通信ｼｽﾃﾑ 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平09-214543 

1996/02/05 

H04L 12/46 

通信経路制御方法および通信経路制御装置 

QoS 設定情報収集 特開2001-345808 

2000/05/31 

H04L 12/24 

QoS情報収集管理端末装置､QoS情報収集管理方法および記

憶媒体 

順序制御 特開2002-101124 

2000/09/22 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間中継装置 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

課金 経路選択 特開2002-176514 

2000/12/08 

H04M 11/00,303 

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開平09-261274 

1996/03/19 

H04L 12/66 

TCP/IPを用いたﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平11-191768 

1997/12/25 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置及びﾌﾚｰﾑ中継制御方法 

 特開2000-115242 

1998/10/02 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑのﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平11-225170 

1998/02/09 

H04L 12/66 

通信装置､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾄﾞﾚｽ設定方法､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾄﾞﾚｽの取得を

行うためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが記憶された記録媒体 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平11-088433 

1997/09/09 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑ 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（3/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｱﾄﾞﾚｽ

使用 

特開平10-257085 

1997/03/14 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ装置､接続端末装置及びｻｰﾊﾞ装置 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2002-101122 

2000/09/21 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑおよび通信方法 

管理簡易化 故障診断 特開2000-183941 

1998/12/14 

H04L 12/46 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

処理能力の向上 接続制御 特開平11-163947 

1998/08/20 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置､無線端末装置､ﾙｰﾀ装置および通信ﾈｯﾄﾜｰｸの

ｹﾞｰﾄｳｪｲ制御方法 

経路情報取得 特開2000-278320 

1999/03/25 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑ､通信端末装置､情報ｻｰﾊﾞ装置､中継装置及び通信

方法 

優先度管理 特開平08-070334 

1994/08/29 

H04L 29/06 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

接続制御 特開平09-172457 

1995/12/20 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ送信ﾉｰﾄﾞ装置､ﾊﾟｹｯﾄ受信ﾉｰﾄﾞ装置及びｺﾈｸｼｮﾝ設定方

法 

処理分散 特開平08-056224 

(取下) 

1994/08/10 

H04L 12/28 

情報通信ｼｽﾃﾑおよび情報通信方法 

帯域制御 特開平11-127195 

1997/10/23 

H04L 12/56 

通信資源管理方法及びﾉｰﾄﾞ装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路情報取得 特開2000-138711 

1998/10/30 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ装置及びﾗﾍﾞﾙｽｲｯﾁﾊﾟｽ制御方法 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特許第3225029号 

1999/07/06 

H04L 12/56,100 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ及びﾊﾟｹｯﾄ転送方法 

複数のﾈｯﾄﾜｰｸを相互接続した環境で高速､大容量のﾈｯﾄﾜ

ｰｸ間通信が実現可能なﾙｰﾀ装置 

 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 ﾌﾛｰ制御 特開平09-098189 

1995/09/29 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置 

 特開2001-197126 

2000/01/11 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ及び網間接続装置のﾊﾟｹｯﾄ送出量制御方法 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 接続制御 特開平10-327196 

1997/12/17 

H04L 12/66 

分散ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ､及び同ｼｽﾃﾑに用いられる情

報交換方法､この方法を格納したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読取り可能な記

憶媒体､情報交換装置 

通
信
制
御 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 識別子(鍵)使用 特開平08-251188 

(取下) 

1995/03/13 

H04L 12/28 

ｺﾈｸｼｮﾝﾚｽ通信ｼｽﾃﾑ 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（4/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

適正な帯域保証 特開2002-185501 

2000/12/11 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間中継装置及び該中継装置における転送ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝ

ｸﾞ方法 

順序制御 

特開平10-243018 

1997/02/26 

H04L 12/56 

通信装置､帯域確保方法及び端末装置 通
信
制
御 

QoS ﾌﾛｰ制御 特開2000-286899 

1999/03/31 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報通信ｼｽﾃﾑとその通信装置 

処理能力の向上 経路選択 特開平10-257058 

1997/03/06 

H04L 12/28 

ﾉｰﾄﾞ装置､ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ及びﾊﾟｹｯﾄ転送方法 

処理分散 特開平08-008956 

(取下) 

1994/06/16 

H04L 12/46 

LAN間接続装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾌﾛｰ制御 特開平10-200598 

1997/01/09 

H04L 29/06 

通信装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

MACｱﾄﾞﾚｽ 特許第3272280号 

1997/10/03 

H04L 12/56,100 

ﾙｰﾀ装置及びﾌﾚｰﾑ転送方法 

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾌﾚｰﾑを

受信した時点で､

ﾊﾟｹｯﾄに変換しﾈｯ

ﾄﾜｰｸ層の処理を

行うことなく､該

ﾌﾚｰﾑの転送先を

決定することに

より､転送効率の

向上を図る 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 処理分散 特開平04-348632 

(取下) 

1991/05/27 

H04L 12/28 

LAN間接続装置 

高
速
処
理
技
術 

経路設定の適正化 経路選択 特開2000-138684 

1998/10/30 

H04L 12/28 

ATM中継装置 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 仮想接続 特開平09-036908 

1996/01/23 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置 

ｱｸｾｽの正当性評価 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開平11-308272 

1998/04/23 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信制御ｼｽﾃﾑ及びﾊﾟｹｯﾄ通信制御装置 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
制
御 

QoS 帯域制御 特開2001-189754 

1999/12/28 

H04L 12/56 

QoS提供方式､ﾙｰﾀ装置､QoSｻｰﾊﾞ､ﾕｰｻﾞ端末及びQoS提供方法

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 複数系統暗号 

使用 

特開2001-007849 

1999/06/18 

H04L 12/56 

MPLSﾊﾟｹｯﾄ処理方法及びMPLSﾊﾟｹｯﾄ処理装置 

Ｖ
Ｐ
Ｎ WAN側の拡張性 遠隔制御 特開2002-183435 

2000/12/14 

G06F 17/60,216 

現金処理機のﾘﾓｰﾄﾒﾝﾃﾅﾝｽ方法とﾘﾓｰﾄﾒﾝﾃﾅﾝｽｼｽﾃﾑ 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（5/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 交換処理 特開平09-130429 

1996/08/29 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性  特開2000-295647 

2000/03/07 

H04Q  3/58,107 

東芝ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾒﾃﾞｨｱｴﾝ

ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

構内交換装置 
交
換
機
接
続 

異種(網)統合  特開2001-186195 

1999/12/27 

H04L 12/66 

音声通信ｼｽﾃﾑ 

プ
ロ

ト
コ

ル 

制
御

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 複数系統暗号 

使用 

特開2001-333110 

2000/05/23 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置､通信装置､制御装置､および通信制御方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開2001-285283 

2000/03/30 

H04L  9/32 

通信装置およびその通信方法 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-258180 

2000/03/13 

H02J 13/00,311 

東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ- 

電力系統保護制御装置 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2002-063084 

2000/08/21 

G06F 13/00,351 

ﾊﾟｹｯﾄ転送装置､ﾊﾟｹｯﾄ転送方法､及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが格納さ

れた記憶媒体 

ｱｸｾｽの正当性評価 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2001-186186 

1999/12/27 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ交換装置､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､およびﾊﾟｹｯﾄ交換方法 
認
証 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 識別子(鍵)使用 特開平09-214556 

1996/11/07 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送方法､ﾊﾟｹｯﾄ処理装置､ﾊﾟｹｯﾄ暗号化方法､ﾊﾟｹｯﾄ復

号化方法及びﾊﾟｹｯﾄ暗号処理方法 

複雑な作業の簡易化 柔軟な運用 特開2001-189744 

2000/01/04 

H04L 12/46 

通信ｼｽﾃﾑ 

管理簡易化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2000-083057 

1998/09/07 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理端末装置及び経路情報収集方法 

設定情報収集 特開2001-285303 

2000/03/30 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器の監視方法 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開平08-018582 

1994/06/30 

H04L 12/40 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置およびこれを使用したﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

保
守
管
理 

故障診断 特開2000-092105 

1998/09/10 

H04L 12/46 

計算機のLANﾃﾞﾊﾞｲｽ監視装置 

設
定 

管
理 

端末情報設定 特開2002-112314 

2000/09/28 

H04Q  7/34 

情報保守ｼｽﾃﾑ及び情報保守方法 

 

 

経路制御 特開2000-276455 

1999/03/26 

G06F 15/177,678 

耐障害ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ 

障
害
対
策 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平11-331231 

1998/05/20 

H04L 12/46 

多重化ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑとその通信装置 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（6/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 経路の複数設定 特開2001-069171 

1999/08/30 

H04L 12/56 

情報通信ｼｽﾃﾑ 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開2001-186194 

1999/12/27 

H04L 12/66 

情報通信ｼｽﾃﾑおよび情報通信ｼｽﾃﾑの切替接続方法 

 特開2001-189743 

2000/01/04 

H04L 12/46 

通信ｼｽﾃﾑ 

 特開2001-189746 

2000/01/04 

H04L 12/46 

通信ｼｽﾃﾑ 

 特開2001-053758 

1999/08/12 

H04L 12/28 

東芝ｱｲﾃｨ- ｿﾘｭ-ｼｮﾝ

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

 特開2001-257726 

2000/03/27 

H04L 12/66 

情報通信ｼｽﾃﾑ 

ﾃﾞｰﾀ復活処理 特開2000-124940 

1998/10/15 

H04L 12/46 

情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑとその通信装置 

障
害
対
策 

転送処理 特開2000-286882 

1999/03/31 

H04L 12/46 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報通信ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性  特開平10-145586 

1996/11/05 

H04N  1/40 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

汎用化(共用化)

設計 

特開平10-304067 

1997/04/28 

H04M  3/42 

情報蓄積読出装置 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2001-168923 

1999/12/08 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ提供ｼｽﾃﾑ､ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ変換ｻｰﾊﾞ､およびﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ端

末 

 特開平10-079927 

1996/09/02 

H04N  7/14 

動画像通信方法およびその方法が適用されるﾋﾞﾃﾞｵｻｰﾊﾞ並

びに動画像通信ｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-261554 

1999/03/05 

H04M  3/42 

統合情報伝達ｼｽﾃﾑ､同ｼｽﾃﾑの制御方法､及びｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝが記

憶される記憶媒体 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

運用の経済性､ 

利便性 

共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特開平10-271156 

1997/03/21 

H04L 12/54 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸを使用した画像･音声提供ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2000-115253 

1998/09/30 

H04L 12/66 

通信方法､携帯端末装置及びｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

 特開2000-022708 

1998/07/03 

H04L 12/28 

移動IPｼｽﾃﾑの移動端末及び記録媒体 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平10-308764 

1998/03/03 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置および通信装置および通信方法 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（7/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平11-243423 

1998/02/24 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報通信ｼｽﾃﾑ 

 特開平11-284667 

1998/11/30 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑとそのﾙｰﾀ装置及びｻｰﾊﾞ装置 

 特開2000-156683 

1998/09/11 

H04L 12/28 

通信ﾉｰﾄﾞ及び通信端末 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平11-088406 

1998/07/10 

H04L 12/46 

集合住宅配線ｼｽﾃﾑ､蓄積装置､通信装置､ﾙｰﾀ装置及びﾗﾍﾞﾙｽ

ｲｯﾁﾝｸﾞﾊﾟｽの設定方法 

WAN側の拡張性 位置情報取得 特開2000-092562 

1998/09/16 

H04Q  7/36 

ﾙｰﾀ装置､無線端末装置､無線基地局及びﾒｯｾｰｼﾞ送信制御方

法 

経路･位置情報

比較 

特開2001-111627 

1999/10/04 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑおよび通信路結合方法 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-088431 

1997/09/05 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ中継装置､移動計算機装置､移動計算機管理装置､ﾊﾟｹ

ｯﾄ中継方法､ﾊﾟｹｯﾄ送信方法及び移動計算機位置登録方法

 特許第3325537号 

(前置登録) 

1999/03/31 

H04Q  7/20 

経路制御装置､経路制御方法及び記録媒体 

転送処理 特開平11-055326 

1997/08/05 

H04L 12/66 

移動IP通信ｼｽﾃﾑ､移動IP通信方法､ﾙｰﾀ､端末管理ｻｰﾊﾞ 

異種(網)統合 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

特開平10-112730 

1996/10/04 

H04L 12/66 

［被引用３回］ 

通信端末装置および中継装置およびﾈｯﾄﾜｰｸ間接続ｹｰﾌﾞﾙ 

家庭内ﾈｯﾄﾜｰｸの多様化が図れる通信端末装置および中

継装置およびﾈｯﾄﾜｰｸ間接続ｹｰﾌﾞﾙ 

 

 

 

 

 

 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平11-341213 

1998/05/29 

H04N  1/00,107 

FAX受信原稿処理ｼｽﾃﾑおよびFAX受信原稿処理方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2002-094558 

2000/09/14 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送方法､移動端末装置及びﾙｰﾀ装置 

QoS 順序制御 特開平11-150565 

1997/11/18 

H04L 12/56 

ﾉｰﾄﾞ装置及びﾊﾟｹｯﾄ転送方法 
Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 運用の経済性､ 

利便性 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設

定 

特開2002-171292 

2000/11/30 

H04L 12/66 

IP電話ｼｽﾃﾑ､IP電話ｻｰﾊﾞ､及びIP電話ｻｰﾋﾞｽ提供方法 

ス
ト
リ

ー
ミ
ン

グ 

優先度制御 順序制御 特開平11-205390 

1998/01/14 

H04L 13/08 

伝送ｼｽﾃﾑ､端末装置､ｻｰﾊﾞ装置及び記録媒体 

利
用
者

サ
ー
ビ

ス 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特開平11-313177 

1998/12/14 

H04M 19/02 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報通信ｼｽﾃﾑ 
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表 2.5.4 東芝の技術要素別課題対応特許（8/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

適正な帯域保証 ﾌﾛｰ制御 特開2000-196592 

1998/12/28 

H04L 12/02 

ﾈｯﾄﾜ-ｸ接続装置 

QoS 順序制御 特開2001-094604 

1999/09/24 

H04L 12/56 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報通信ｼｽﾃﾑ及びｺﾝﾋﾟｭｰﾀ装置 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平11-191776 

1997/12/25 

H04L 12/28 

QoS情報に基づいた指定ﾊﾟｽの設定方法 

異種(網)統合 交換処理 特開2001-298534 

2000/04/17 

H04M  3/00 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ及びﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑの交換制御方法

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-285307 

2000/03/30 

H04L 12/28 

屋外ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置､無線機

 特開2000-261507 

1999/03/05 

H04L 12/66 

情報通信ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑの制御方法､情報通信ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ､及び

記憶媒体 

情報検索 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2001-274910 

2000/03/24 

H04M  3/54 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報通信ｼｽﾃﾑ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-016264 

1999/06/30 

H04L 12/56 

無線通信ｼｽﾃﾑ､無線通信装置及び同報送信方法 

運用の経済性､ 

利便性 

WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開2001-298492 

2000/04/17 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ及びﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑの交換制御方法

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-169260 

1999/12/10 

H04N  7/15,620 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂｻｰﾊﾞ､ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ端末､及びﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｸﾗｲｱﾝﾄｻｰ

ﾊﾞｼｽﾃﾑ 

 特開平10-164116 

1996/11/27 

H04L 12/46 

通信装置およびﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-027083 

2000/07/11 

H04M  1/272 

ﾀﾞｲﾔﾙ情報送出方法およびﾀﾞｲﾔﾙ情報送出ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

オ
プ
シ
ョ
ン

機
器
接
続 

ｺｽﾄｱｯﾌﾟ ﾙｰﾀ機能の内蔵 特開2000-196744 

1998/12/24 

H04M  3/00 

ﾙｰﾀ装置 
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2.6.1 企業の概要 

 

商号 富士通 株式会社 

本社所在地 〒100-8211 東京都千代田区丸の内1-6-1 丸の内センタービル 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 3,246億24百万円（2002年3月末） 

従業員数 40,483名（2002年3月末）（連結：170,111名） 

事業内容 通信システム、情報処理システム、電子デバイスの製造・販売およびこれ

らに関するサービスの提供 

 

事業戦略「Everything on the Internet」の新しいステージに向けて、インフラからビ

ジネスモデルまで幅広くブロードバンド・インターネットへの取り組みを強化している。 

これを支える、大容量の光ネットワーク、ハイエンドのサーバ技術、最先端のデバイス

技術、高度なセキュリティ技術や運用ノウハウ領域に重点的に取り組んでいる。 

ブロードバンド・インターネットの最も重要な基盤技術の一つであるXMLへの取り組み

を、グループをあげて徹底的に加速するため、2001年４月１日付けで、全社を横断する新

しい形のプロジェクト体制「プロジェクトA-XML」を発足させた（出典：富士通のホーム

ページ、http://jp.fujitsu.com）。 

 

2.6.2 製品例 

表2.6.2に富士通の製品例を示す。 

2002年５月、新ビジネスに迅速に対応する企業情報システムの構築に最適なソフトウェ

アパッケージ「Global System Software 21 internet extension（GSS21i）」の販売を開

始した。あわせて、マルチサーバ「PRIMEFORCE」も、Gigabit Ethernetを標準搭載し、ブ

ロードバンド・インターネットへの対応を強化した。 

2002年９月、企業のブロードバンドネットワーク構築に最適なIPアクセスルータ

「GeoStream（ジオストリーム）Si-R170」と「GeoStream Si-R330」の販売を開始し、

「GeoStream Si-Rシリーズ」のラインアップを強化している（出典：富士通のHP）。 

 

表2.6.2 富士通の製品例（出典：富士通のHP） 

製品名 概要 

GeoStream 
R900 ｼﾘｰｽﾞ 
A500/300 ｼﾘｰｽﾞ 
Si-R ｼﾘｰｽﾞ 
Si-V ｼﾘｰｽﾞ 
NetShelter ｼﾘｰｽﾞ 

公衆回線、専用線、CATV 等との接続用リモートルータ 
・通信キャリア向けルータ、R980/920 IP スイッチングノード 
・FTTH サービス構築用光アクセスシステム 
・ブロードバンドアクセスルータ、Si-R300 アクセスルータ 
・VoIP ゲートウェイ、Si-V730/704/702 VoIP ゲートウェイ 
・セキュリティ専用機、NetShelter FW-P 

FLASHWAVE MW ｼﾘｰｽﾞ 
IP-1000 ｼﾘｰｽﾞ 

・ADSL シリーズ、MW-2040 ADSL アクセスシステム 
・IP 技術を利用した光伝送システム 

IP MEDIASERVE ・音声・データ・動画像を IP ベースで実現する次世代コミュニケー
ションシステム 

2.6 富士通 



171 

2.6.3 技術開発拠点と研究者 

図2.3.3に、富士通のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

富士通の開発拠点：米国カリフォルニア州 

 愛知県名古屋市東区東桜１丁目13番３号 

 富士通名古屋通信システムズ(株)内 

 宮城県仙台市青葉区一番町３丁目３番５号 

 富士通東北通信システムズ(株)内 

 熊本県上益城郡益城町田原2081番27号 

 (株)富士通南九州システムエンジニアリング内 

 神奈川県横浜市港北区新横浜３丁目９番18号 

 富士通コミュニケーション・システムズ(株)内 

 神奈川県川崎市高津区坂戸３丁目２番１号 

 富士通ネットワークエンジニアリング(株)内 

 神奈川県川崎市中原区上小田中1015番地 

 富士通(株)内 

 神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１番１号 

 富士通(株)内 

 東京都品川区東品川２丁目２番４号 

 富士通エス・エー・システムズ(株)内 

 福岡県福岡市早良区百道浜２丁目２番１号 

 富士通西日本コミュニケーション・システムズ(株)内 

 福岡県福岡市博多区博多駅前１丁目４番４号 

 富士通九州通信システム(株)内 

 福岡県福岡市早良区百道浜２丁目２番１号 

 富士通九州通信システム(株)内 

 

図2.6.3 富士通のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.6.4に、ブロードバンドルータ技術の富士通の特許の課題と解決手段の分布を示す。 

最も出願の多い課題「動作・処理の高速化」に対し、解決手段「トラフィック処理」で

対応するものが最も多い。また、課題「経路選択の効率化」に対しては主に「中継処理の

改良」で対応し、その他「経路情報処理」、「優先接続処理」で対応するものもある。課題

「利用者サービスの向上」に対しては、「トラフィック処理」、「優先接続処理」、「中継処

理の改良」、「機能の統合」などいろいろな手段で対応している。 

出願されている解決手段の内容は、主にルータの基本性能の向上を図るもので、高速化

のための経路選択・制御、アルゴリズム、多重処理、フロー制御、セキュリティ確保のた

めのフィルタリングなどである。これらは、ブロードバンド･インターネット製品、イン

ターネットサービスに対応するネットワークシステム構築全体に関する技術開発である。 

表2.6.4に、富士通の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数125件の内、登録になっ

た特許と、他の特許に引用された回数が多い特許をあわせた６件については概要入りで示

す。 

図2.6.4 富士通の特許の課題と解決手段の分布 

 

1991年から2002年7月公開の出願 

（図中の数字は出願件数を示す） 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（1/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 特開2000-022710 

1998/07/03 

H04L 12/28 

ﾊﾟｽ設定方法､通信装置及び記憶媒体 

回線の適切な運用 

接続制御 

特開平10-327212 

1998/03/05 

H04L 29/08 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続制御ｼｽﾃﾑおよび記憶媒体 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2001-244957 

2000/02/28 

H04L 12/46 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾄﾞｺﾓ 

TCP終端機能付きIPﾙｰﾀ装置および媒体 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平11-127199 

1997/10/20 

H04L 12/66 

異種中継機器混在網におけるﾊﾟｹｯﾄ中継方法及び中継機器

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ  特開2001-186193 

1999/12/24 

H04L 12/66 

富士通ｱｲ ﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃ

ﾑｽﾞ 

IP通信ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ装置､回線交換機及びIP通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

接
続
技
術 

順序制御 特開2000-341343 

1999/06/01 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ相互接続装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ相互接続方法 

伝
送
技
術 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾌﾛｰ制御 特開平07-087132 

(取下) 

1993/09/16 

H04L 12/56 

ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰﾈｯﾄﾜｰｸの輻輳制御方法 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

多重処理 特開2002-164915 

2000/11/27 

H04L 12/56 

複数の通信を同期させるｼｽﾃﾑ及び方法 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 自動設定 特開2000-236323 

2000/02/14 

H04L  7/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑにおいてﾘﾝｸを自動的に初期化し及び同調させ

る装置及び方法 

ﾃﾞｰﾀ紛失 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平10-215280 

1997/08/26 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ転送のためのﾙｰﾀの通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙ選択装置及び方法 

通
信
技
術 

多重化処理 接続制御 特開平11-261650 

1998/03/13 

H04L 12/66 

音声･ﾃﾞｰﾀ統合通信装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特表平11-504494 

1997/02/21 

H04L 12/56 

ﾀﾞｲﾅﾐｯｸなﾈｯﾄﾜｰｸﾄﾎﾟﾛｼﾞｰ探査のｼｽﾃﾑ及び方法 

優先度管理 特開2000-013439 

1998/06/22 

H04L 12/56 

ﾏﾙﾁﾘﾝｸ型ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法およびﾏﾙﾁﾘﾝｸ型ﾙｰﾀ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路選択 特開平08-079309 

(取下) 

1994/09/02 

H04L 12/66 

LAN間接続装置及びLAN間接続ｼｽﾃﾑ 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開2001-298475 

2000/04/12 

H04L 12/56 

ﾗﾍﾞﾙｽｲｯﾁﾝｸﾞﾈｯﾄﾜｰｸにおけるﾊﾟｽ設定装置および方法 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（2/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 仮想接続 特開平10-243024 

1997/02/27 

H04L 12/66 

経路選択装置 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開2001-274828 

2000/03/27 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸにおけるﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ装置､その方法及び記

録媒体 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2002-185609 

2000/12/12 

H04M  3/00 

固定無線電話網を用いた移動体通信ｼｽﾃﾑ 

接続制御 特開平10-247916 

1997/03/04 

H04L 12/28 

［被引用２回］ 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸおよびｴｯｼﾞﾃﾞﾊﾞｲｽおよびｺﾈｸｼｮﾝ設定方法 

LAN間通信をﾙｰﾀを介さず

ATMﾈｯﾄﾜｰｸを利用して行うた

めのｺﾈｸｼｮﾝ 

 

 

 

 

 

 特開2000-316019 

1999/04/28 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信装置およびﾃﾞｰﾀ通信方法ならびにﾃﾞｰﾀ通信ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読み取り可能な記録媒体 

経路情報取得 特開平07-212398 

(取下) 

1994/01/21 

H04L 12/56 

富士通関西通信ｼｽﾃﾑ

迂回経路選択ｼｽﾃﾑ 

経路選択 特開平10-327182 

1998/01/13 

H04L 12/46 

ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑおよびそのための記録媒体 

順序制御 特開2000-049865 

1998/07/31 

H04L 12/56 

網の経路制御方法及び装置 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開2002-185520 

2000/12/12 

H04L 12/56,100 

移動端末対応ﾙｰﾀおよびﾎｰﾑｴｰｼﾞｪﾝﾄ･ﾙｰﾀ 

回線の適切な運用 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平11-098172 

1998/07/24 

H04L 12/46 

ﾚｲﾔ2到達可能性判定方法､該方法を実施する装置､および､

前記装置を実現させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した媒体 

経路選択 特開2000-209278 

1999/01/12 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ及びﾙｰﾀを用いたﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃﾑ 

経路設定の機能向上 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開2001-197116 

2000/01/11 

H04L 12/56 

ﾗﾍﾞﾙｽｲｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑにおける明示ﾙｰﾄ指定方法及びﾊﾟｹｯﾄ中継

装置 

ﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞの

ﾛｯｸ防止 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特開平10-322365 

1998/03/19 

H04L 12/28 

ﾊﾞｰﾁｬﾙLANｼｽﾃﾑおよび記録媒体 

QoS 順序制御 特開2000-253049 

1999/03/01 

H04L 12/56 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置およびﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 識別子(鍵)使用 特開平10-190694 

1997/10/22 

H04L 12/28 

ATMﾈｯﾄﾜｰｸのﾙｰﾄ制御情報伝達ｼｽﾃﾑ 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（3/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 特開平11-046248 

1997/07/25 

H04M  3/42 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ通信分散制御方式 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開平10-290444 

1997/04/17 

H04N  7/16 

LANｼｽﾃﾑ及びﾙｰﾀ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平11-259397 

1998/03/10 

G06F 13/00,353 

同一ｼｽﾃﾑｱﾄﾞﾚｽ通信装置および記録媒体 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2000-022697 

1998/06/30 

H04L 12/28 

ｴﾝﾄﾞ装置及びﾙｰﾀ 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

位置情報取得 特開2001-127794 

1999/10/26 

H04L 12/56 

情報検索機能をもつﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､情報検索機能をもつﾈｯﾄﾜ

ｰｸ端末装置､及び情報検索機能をもつﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平10-173708 

1996/12/11 

H04L 12/56 

簡易ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方式 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平11-122285 

1997/10/16 

H04L 12/46 

LAN電話交換装置及びｼｽﾃﾑ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平05-344122 

(拒絶査定確定) 

1992/06/10 

H04L 12/28 

［被引用２回］ 

ﾙｰﾀ 

ﾙｰﾀを設け､正式でないｱﾄﾞﾚ

ｽを使用していながら正式ｱﾄﾞ

ﾚｽとの間で直接通信を可能に

する 

 

 

 

 

 

 

 特開平08-263413 

1995/03/20 

G06F 13/00,355 

ｱﾄﾞﾚｽ送信装置､ｱﾄﾞﾚｽ送信方法およびｱﾄﾞﾚｽ送信ｼｽﾃﾑ 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ  特開2000-244488 

1999/02/19 

H04L 12/18 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｾｯｼｮﾝ管理装置 

処理能力の向上 処理分散 特開2001-086154 

1999/09/09 

H04L 12/56 

ﾄﾗﾌｨｯｸ制御機能を有する分散処理型ﾙｰﾀ 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-016256 

1999/06/29 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃﾚﾌｫﾆｰｼｽﾃﾑ 

 特開2002-009832 

2000/06/21 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置およびﾊﾟｹｯﾄ結合方法 

特開2001-308925 

2001/01/15 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの優先制御方法 

通
信
制
御 

順序制御 

特開平07-307762 

1994/08/05 

H04L 12/56 

ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ交換機およびﾙｰﾀ 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（4/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

ﾌﾛｰ制御 特開平09-270823 

1996/03/29 

H04L 12/66 

ATMﾙｰﾀ 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2001-186191 

1999/12/24 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ及びﾙｰﾀを用いたﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃﾑ 

順序制御 特開2000-209267 

1999/01/14 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜ-ｸ機器制御ｼｽﾃﾑ及び装置 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

接続制御 特開2001-285322 

2000/03/28 

H04L 12/42 

LAN間通信装置及びこれを用いるLAN間通信ﾈｯﾄﾜｰｸ 

回線の適切な運用 特開2000-270023 

1999/03/18 

H04L 12/56 

LAN中継交換装置 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

順序制御 

特開平10-004431 

1996/06/17 

H04L 12/56 

ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ装置およびｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ方法 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 帯域制御 特開2001-211208 

2000/01/27 

H04L 12/66 

日本電信電話 

ﾙｰﾀ及び該ﾙｰﾀを用いたﾈｯﾄﾜｰｸ及びﾈｯﾄﾜｰｸ制御方法 

QoS 時間管理 特開2001-211195 

2000/01/25 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

通
信
制
御 

異種(網)統合 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-230796 

2000/02/16 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特開平11-068815 

1997/08/11 

H04L 12/46 

ﾎｽﾄ･ﾙｰﾀ間接続方法､ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ､ﾙｰﾀ及び記録媒体 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特開2000-106568 

1998/09/29 

H04L 12/46 

簡易ﾎﾟﾘｼ制御装置、簡易ﾎﾟﾘｼ制御方法およびそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

記録媒体 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路制御 特開2001-186182 

1999/12/24 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ中継装置冗長構成ｼｽﾃﾑ及びﾊﾟｹｯﾄ中継装置冗長構成

方法 

ﾌﾛｰ制御 特開2000-004251 

1998/06/17 

H04L 12/46 

通信制御装置およびﾏﾙﾁｷｬｽﾄ対応LANに適用される通信制

御方法 

順序制御 特開2001-086156 

1999/09/10 

H04L 12/56 

拡張PPPﾌﾚｰﾑを用いた通信ｼｽﾃﾑ 

高
速
処
理
技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 圧縮制御 特開2000-244580 

1999/02/19 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

経路情報取得 特開平08-256177 

1995/03/17 

H04L 12/54 

ﾒｰﾙ同報方法および装置 
ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
制
御 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

通信量制限 特開2002-026972 

2000/07/10 

H04L 12/56 

ICMPﾃﾞｰﾀﾌﾚｰﾑﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ方法及びそのﾉｰﾄﾞ装置 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（5/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

最適処理 特開平04-274639 

(取下) 

1991/03/01 

H04L 12/48 

［被引用２回］ 

広域中継網におけるﾒｯｾｰｼﾞ転送方式 

ISDN、ATM網等の中継網での障害や輻輳を、中継網内で

のﾄﾗﾌｨｯｸ状態に適応してﾙ-ﾄを制御する方法 

 

処理分散 特開2001-333093 

2000/05/22 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾈｸｼｮﾝﾌｨﾙﾀｼｽﾃﾑ 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 順序制御 特表2000-506326 

1997/02/21 

H04L 12/56 

ﾌﾛｰ制御ﾌﾟﾛﾄｺﾙｼｽﾃﾑおよび方法 

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
制
御 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2002-077252 

2000/08/28 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間通信ｾｷｭﾘﾃｨﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した媒体および装置 

条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2002-101127 

2000/09/25 

H04L 12/56 

PPP接続制御方式 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開2002-176436 

2000/12/06 

H04L 12/56 

仮想閉域網構築方法及び装置並びに中継装置 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 識別子(鍵)使用 特開2002-044141 

2000/07/26 

H04L 12/56 

ﾓﾊﾞｲﾙIPﾈｯﾄﾜｰｸにおけるVPNｼｽﾃﾑ及びVPNの設定方法 

WAN側の拡張性 交換処理 特開2002-164937 

2000/11/27 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ及びｴｯｼﾞﾙｰﾀ 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

信頼性の向上 処理分散 特開2001-249866 

2000/03/06 

G06F 13/00,351 

ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ機能を分散させたﾈｯﾄﾜｰｸ､ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ分散機能を有

するﾌｧｲｱｳｫｰﾙｻｰﾊﾞ､及びﾌｧｲｱｳｫｰﾙ機能を有するｴｯｼﾞﾉｰﾄﾞ 

LAN側の拡張性 交換処理 特開2000-270026 

1999/03/18 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ 

交
換
機
接
続 

異種(網)統合  特開2000-244581 

1999/02/19 

H04L 12/66 

ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃﾚﾌｫﾆｰ中抜きｼｽﾃﾑ 

ｱｸｾｽの正当性評価 特開2002-185539 

2000/12/15 

H04L 12/66 

不正侵入防御機能を有するIP通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ処理 

特開平09-135271 

1995/11/08 

H04L 12/56 

中継装置 セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 

複数系統暗号 

使用 

特許第3111468号 

1990/10/17 

H04L  9/14 

通信秘匿方式 

全体の暗号系をﾈｯﾄﾜ-ｸ内の通信機器との暗号系と、端

末相互間の暗号系とに分離し、第三者の解読を困難にし

た上、端末間で正確な通信を可能にする 

 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開平11-055307 

1997/08/05 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ 

認
証 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平11-167487 

1997/12/02 

G06F  9/06,550 

ｳｨﾙｽﾁｪｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ､ｳｨﾙｽﾁｪｯｸ装置､ｸﾗｲｱﾝﾄ端末及びｳｨﾙｽ情報

管理局 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（6/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路監視 特開2000-286846 

1999/03/30 

H04L 12/24 

ﾈｯﾄﾜｰｸ調査ｼｽﾃﾑ及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

複雑な作業の簡易化 専用試験機の 

導入 

特開2001-127761 

1999/10/29 

H04L 12/26 

MPLS通信方式における通信ﾃﾞｰﾀ確認試験方法及びその方

法を利用するﾙｰﾀ、交換機、通信ｼｽﾃﾑ 

管理簡易化 柔軟な運用 特開平10-051476 

1996/07/31 

H04L 12/40 

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理方法 

簡易設計 特開平11-231997 

1998/02/09 

G06F  3/00,652 

ｱｲｺﾝ表示方法､その装置､及び記録媒体 

汎用化(共用化)

設計 

特開2001-177852 

1999/12/20 

H04N 17/00 

CATV双方向通信装置 

保
守
管
理 

回線､機器の異常 

処理 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2001-127801 

1999/10/27 

H04L 12/66 

ﾙｰﾀ 

課
金
管
理 

管理簡易化 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開平06-224901 

(取下) 

1993/01/22 

H04L 12/14 

LAN端末の課金ｼｽﾃﾑ 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開平07-030575 

1993/07/09 

H04L 12/46 

［被引用２回］ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換機能を持つﾙｰﾀ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ/ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｱﾄﾞﾚｽが混在していても使用すること

ができ、表検索の時間を短縮することができるﾙｰﾀ 

 特開2002-009808 

2000/06/22 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ自動設定方法及びｱﾄﾞﾚｽ回収方法 

設
定
管
理 

 特開2002-064567 

2000/08/18 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ設定接続装置､ﾈｯﾄﾜｰｸ設定接続方法およびﾈｯﾄﾜｰｸ設

定接続ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読み取り可能な記録媒

体 

 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 経路制御 特開平11-261620 

1998/03/09 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ障害における配下LANの救済機能を有するﾙｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸ 

特開平07-131478 

(取下) 

1993/11/05 

H04L 12/46 

LAN間通信方法及びLAN間接続装置 障
害
対
策 

回線､機器の異常 

処理 

 

特開平09-186718 

1995/12/28 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸの経路を制御する経路制御装置および方法 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（7/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開平11-215150 

1998/01/28 

H04L 12/28 

ｾﾝﾀｰ装置の切替方法及び､これを用いたｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑｼｽﾃﾑ 

障
害
対
策 

 特開2001-339431 

2000/05/26 

H04L 12/56 

通信方式､中継装置､ｴﾝﾄﾞｼｽﾃﾑ及び通信方法 

経路設定の適正化 経路選択 特開2000-059415 

1998/08/05 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話用ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

WAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-177631 

1997/12/16 

H04L 12/66 

富士通ｱｲ ﾈｯﾄﾄﾜ-ｸｼｽ

ﾃﾑｽﾞ 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

適正な帯域保証 順序制御 特開2001-285342 

2000/03/31 

H04L 12/56 

音声呼管理制御方法およびそのためのｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

情報検索 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2001-265680 

2000/03/15 

G06F 13/00,353 

複数ﾒﾃﾞｨｱのｾｯｼｮﾝを管理する装置および方法 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平09-008991 

（取下）1995/06/23

H04N 1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびﾌｧｸｼﾐﾘﾓﾃﾞﾑ 

LAN側の拡張性 汎用化(共用化)

設計 

特開平10-294754 

1998/02/12 

H04L 12/46 

通信管理制御ｼｽﾃﾑ及びその通信制御装置並びに記憶媒体

WAN側の拡張性 最適処理 特開2002-197001 

2000/12/27 

G06F 13/00,520 

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ型のｼｽﾃﾑにおける情報の通信方法 

識別子(鍵)使用 特開2000-278314 

1999/03/19 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合 負荷分散 特開平08-056263 

1994/12/15 

H04M 3/42 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ通信ｻｰﾋﾞｽ分散制御ｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平09-093289 

1995/09/28 

H04L 12/66 

LANﾌｧｸｼﾐﾘｱﾀﾞﾌﾟﾀ 

 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路監視 特開2000-278473 

1999/03/19 

H04N 1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙﾈｯﾄﾜｰｸを介するﾌｧｸｼﾐﾘﾃﾞｰﾀ伝送方法及びそ

の中継装置 

 

順序制御 特開2002-077255 

2000/08/29 

H04L 12/56 

画像配信方法及びその画像送信装置及びﾙｰﾀ装置 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2002-084315 

2000/09/07 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ伝送装置 

LAN側の拡張性 交換処理 特開2001-285476 

2000/03/28 

H04M 3/00 

IP端末収容方法及びそのｹﾞｰﾄｳｪｲ装置及びｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ装置

及びIP端末 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

WAN側の拡張性 接続制御 特開平10-173707 

1996/12/11 

H04L 12/56 

計算機網から電話への着信方法、接続装置、発信装置お

よび電話端末 
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表 2.6.4 富士通の技術要素別課題対応特許（8/8） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

WAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-268248 

2000/03/21 

H04M 3/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸ電話ｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-186240 

1999/12/27 

H04M 1/57 

通話者情報表示方式及び記録媒体 

QoS 経路制御 特開2001-144854 

1999/11/12 

H04M 3/00 

IP網を経由する電話接続方法及び電話接続装置 

順序制御 特開2001-292167 

2000/04/10 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継ｼｽﾃﾑおよび中継装置 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2000-354063 

1999/06/10 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄのﾏﾙﾁｷｬｽﾄ配送ｼｽﾃﾑ 

適正な帯域保証 多重処理 特開2002-077245 

2000/08/24 

H04L 12/56 

IPｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-053805 

1999/08/13 

H04L 12/56 

ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄｻｲｽﾞ変更方法及びﾙｰﾀ装置 

ﾌﾛｰ制御 特開2002-141938 

2000/10/31 

H04L 12/56 

ﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ及び該ｼｽﾃﾑにおける端末装置､信号変換装

置 

Ｖ
ｏ
Ｉ
Ｐ 

QoS 順序制御 特開2001-094601 

1999/09/24 

H04L 12/56 

IP通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ及び音声ﾒｯｾｰｼﾞ制御方法 

複雑な作業の簡易化 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開2000-124985 

1998/10/20 

H04M 1/27 

電話帳ﾃﾞｰﾀ登録方法､通信端末装置､及び記録媒体 

LAN側の拡張性 汎用化(共用化)

設計 

特許第3077222号 

1991/03/19 

H04L 12/54 

連携ﾒ-ﾙｼｽﾃﾑ 

加入者のﾒ-ﾙﾎﾞｯｸｽの指定された保管電文を読み出し、

FAX ﾒ-ﾙ/掲示板ｻ-ﾋﾞｽ手段で FAX 装置へ送信することによ

り、ﾊﾟ-ｿﾅﾙ通信化と配信ｻ-ﾋﾞｽの高度化を実現する 

適正な帯域保証 経路制御 特開2000-209282 

1999/01/13 

H04L 12/66 

音声ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置およびその方路選択方法 

信頼性の向上 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-236356 

1999/12/17 

H04L 12/66 

音声ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置､通信回線確立中信号の通知方法､および

通信回線確立中信号通知ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読み

取り可能な記録媒体 

情報検索 端末情報設定 特開2001-268120 

2000/03/17 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ通信ｼｽﾃﾑ 

WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開2000-059359 

1998/08/06 

H04L 12/14 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続方法およびｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-209262 

2000/01/13 

H04L 12/54 

選択的に情報を配信する方法及びｼｽﾃﾑ 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-188615 

1998/12/21 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置及びｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑｼｽﾃﾑ 
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2.7.1 企業の概要 

 

商号 松下電器産業 株式会社 

本社所在地 〒571－8501 大阪府門真市大字門真1006 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,587億37百万円（2002年3月末） 

従業員数 49,513名（2002年3月末）（連結：267,196名） 

事業内容 電気機械器具の製造・販売・サービス（映像・音響機器、情報通信機器、

家庭電化・住宅設備機器、産業機器、電子部品） 

 

2002年11月、ノキアとの間で、携帯端末機器とネット家電機器との間でデータやコンテ

ンツのやりとりを行うための技術を共同で開発することに合意した。これによりいろいろ

な技術を結びつけ、携帯端末での家庭のモニタ、AV機器と携帯電話の接続、携帯機器を用

いたネット家電機器の遠隔操作などの新しいサービスを可能にするための接続技術を提供

することを目指す。 

2002年11月、インターネット総合研究所、日本電気とともにブロードバンドインター

ネット事業の企画会社「ブロードバンド・エクスチェンジ（略称BBX）」を合弁で設立する

ことで基本合意に達した。 

新会社は、ブロードバンドコンテンツを各家庭にまで安定して提供することを目的とし

て、CATVなどのアクセス回線事業者やiDC、ISP事業者に対し、IPv6やIPマルチキャストな

どの次世代技術に対応した広域IPネットワークによる相互接続サービスを提供する（出

典：松下電器産業のホームページ、http://www.matsushita.co.jp）。 

 

2.7.2 製品例 

表2.7.2に松下電器産業の製品例を示す。 

松下電器産業のネットワーク事業の担当部門は、社内カンパニー「AVC社 AVCネット

ワーク事業グループ」である。 

無線・電話線・Ethernetの３種類のLANインターフェイスに対応したブロードバンド

ルータ「ゲートウェイステーションKX-HGW100」を商品化している。無線では、動画や音

楽のリアルタイム再生に強い無線LANプロトコル「Whitecap」を採用。電話線では、既存

の屋内電話配線をネットワークで利用可能な「HomePNA2.0」に対応している。 

家庭のテレビをADSL/FTTH/CATVなどのブロードバンド網に接続された家庭内LANに接続

する事により、配信される動画や音楽コンテンツなどのブロードバンド放送を簡単に視聴

できるブロードバンドTVチューナBroadnow「FZ-BB1000」を商品化している（出典：松下

電器産業のHP）。 

 

 

2.7 松下電器産業 
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表2.7.2 松下電器産業の製品例（出典：松下電器産業のHP） 

製品名 概要 

ｹﾞｰﾄｳｪｲｽﾃｰｼｮﾝ KX-HGW100 インターフェイス： 
WAN側 ADSLモデム/ケーブルモデム用ポート 
LAN側 10Base-T/HomePNA/無線カードスロット（Whitecap） 
ネットワークプロトコル： 
IPマスカレード/ダイナミックルーティング（RIP） 

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾁｭｰﾅ 
Broadnow FZ-BB1000 

ブロードバンドテレビ機能でブロードバンド放送を選局 
ブロードバンドラジオ機能でインターネットラジオ放送を選局 
ハードディスクレコーダー録画・再生機能 

 

2.7.3 技術開発拠点と研究者 

図2.7.3に、松下電器産業のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

松下電器産業の開発拠点：大阪府門真市大字門真1006番地 松下電器産業(株)内 

神奈川県横浜市港北区綱島東４丁目３番１号 

松下通信工業(株)内 

米国 

 

図2.7.3 松下電器産業のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.7.4に、ブロードバンドルータ技術の松下電器産業の特許の課題と解決手段の分布

を示す。もっとも出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対して「中継処理の改

良」、「機能の統合」などで対応している。課題「経済性の向上」に対しては「優先接続処

理」、「機能の統合」で対応し、「利用者サービスの向上」に対しては「機能の統合」、その

他いろいろな手段で対応している。「経路選択の効率化」に対しては「中継処理の改良」、

「経路情報処理」で対応し、「アドレッシングの最適化」に対しては「IPアドレス指定方

法の改良」で対応している。 

出願の多い課題と解決手段の内容から、利用者の利便性向上に関わる技術開発、製品化

に関係するものに力点をおいていることがうかがえる。 

表2.7.4に松下電器産業の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数108件の内、登録に

なった特許と他の特許に引用された回数の多い特許をあわせた５件については概要入りで

示す。 

 

図2.7.4 松下電器産業の特許の課題と解決手段の分布 

 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

解
プロトコル処理

決
監視情報設定技術の改良

手
優先接続処理

段
IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上
利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上
経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

課　 題

3 2

1 3 1 2

2 1 1 3

1 1 1

1 1 5 3

1 8

1 3

2

1

6 7 1 1

5

1

1

5 2

1

2

3

5

7

1

1

3

6

2

1991年から2002年7月公開の出願 

（図中の数字は出願件数を示す） 



 

184 

表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（1/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2001-024687 

1999/07/09 

H04L 12/46 

通信制御装置 

回線の適切な運用 経路選択 特開2001-346265 

2000/06/06 

H04Q  7/38 

無線通信ｼｽﾃﾑ及びそれに用いる通信端末装置 

LANの送信側､受信側

の適切な連携 

位置情報取得 特開2001-016242 

1999/06/28 

H04L 12/46 

遠隔LANﾕｰｻﾞ連絡方法 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 接続制御 特開平07-212814 

(取下) 

1994/01/14 

H04Q  7/22 

無線携帯電話ｼｽﾃﾑを用いた無線ﾈｯﾄﾜｰｸの有線LANへの接続

装置 

接
続
技
術 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2001-111592 

1999/10/04 

H04L 12/46 

集線変換装置 

伝
送

技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 経路選択 特開2001-339770 

2000/05/30 

H04Q  7/38 

無線通信ｼｽﾃﾑ及びそれに用いる通信端末装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

経路･位置情報

比較 

特開2001-308901 

2000/04/18 

H04L 12/54 

情報伝送方法 

通
信
技
術 

ﾃﾞｰﾀ紛失 多重処理 特開平11-225162 

1998/02/05 

H04L 12/56 

通話ｼｽﾃﾑ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特許第3232711号 

1992/11/10 

H04L 12/56,100 

ﾙｰﾀ中継装置 

複数個のﾈｯﾄﾜｰｸﾌﾟﾛﾄｺﾙ

管理機能や､ｻｰﾋﾞｽを同時

に高速で処理するﾙｰﾀ中継

装置 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平05-056080 

(取下) 

1991/08/28 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ中継装置 

 特許第3359594号 

1999/07/13 

H04L 12/46 

ﾎｰﾑﾊﾞｽｼｽﾃﾑにおけるﾙｰﾃｨﾝｸﾞ処理及び方法 

経路選択 特開平11-112696 

1997/10/02 

H04M 15/16 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ接続方式 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平05-235944 

(取下) 

1992/02/25 

H04L 12/28 

LAN間接続装置 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-032063 

1998/07/10 

H04L 12/66 

ISDNﾙｰﾀおよびそれを用いた通信経路選択方法 
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表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（2/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平07-193594 

(取下) 

1993/12/27 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続制御装置 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平09-046352 

（取下） 

1995/07/31 

H04L 12/28 

ｺﾈｸｼｮﾝﾚｽｻｰﾋﾞｽ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2002-111746 

2000/10/04 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平10-117207 

1996/10/11 

H04L 12/46 

ﾓﾊﾞｲﾙ端末接続方法およびﾈｯﾄﾜｰｸ用ﾙｰﾀ 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2001-189761 

2000/01/04 

H04L 12/66 

ﾘﾓｰﾄｱｸｾｽｻｰﾊﾞ装置 

 特開2001-285366 

2000/03/29 

H04L 12/66 

IPv4-IPv6ｱﾄﾞﾚｽ置換方法､およびIPv4-IPv6通信方法 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平07-050686 

(取下) 

1994/03/31 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成の通信ｼｽﾃﾑ及び通信方法 

逆ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平06-104899 

(取下) 

1992/09/22 

H04L 12/28 

LAN間接続方法 

特開平07-038600 

(取下) 

1993/07/22 

H04L 12/46 

動的ｱﾄﾞﾚｽ管理方法 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 

特開2001-186136 

1999/12/24 

H04L 12/28 

ﾘﾓｰﾄｱｸｾｽｻｰﾊﾞ装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾌﾛｰ制御 特開2001-345861 

2000/06/02 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置 

特開2001-094566 

1999/09/17 

H04L 12/28 

電子計算機､LAN管理装置､ATM管理装置､およびこれらを用

いる帯域制御ｼｽﾃﾑ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

優先度管理 

特開平11-112566 

1997/10/02 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ通信用のﾙｰﾀ 

回線の適切な運用 接続制御 特開2000-022777 

1998/07/03 

H04L 29/08 

ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

時間管理 特開平11-261572 

1998/03/11 

H04L 12/28 

無線通信ｼｽﾃﾑ 

通
信
制
御 

経路設定の機能向上 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開平05-235943 

(取下) 

1992/02/21 

H04L 12/28 

LAN間接続装置 
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表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（3/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 経路制御 特開2000-175232 

1998/12/09 

H04Q  3/58,106 

構内交換機 

通
信
制
御 

適正な帯域保証 負荷分散 特開平11-136292 

1997/10/30 

H04L 12/66 

LAN間接続装置及びLAN間接続方法 

高
速
処
理

技
術 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

転送処理 特開平05-020284 

(拒絶査定確定) 

1991/07/16 

G06F 15/16,390 

ﾊﾟﾗﾚﾙﾌﾟﾛｾｯｻｼｽﾃﾑ 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

課金 順序制御 特開2002-158698 

2000/11/20 

H04L 12/56 

帯域確保型仮想的専用網ｼｽﾃﾑ及び管理端末装置 

交
換
機 

接
続 

異種(網)統合 交換処理 特開2000-349898 

1999/06/09 

H04M  3/00 

電話交換装置 

セ
キ
ュ

リ
テ
ィ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 複数系統暗号 

使用 

特開2001-326695 

2000/05/18 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置､接続ｻｰﾊﾞ装置､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ端末､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

課
金

管
理 

LANの送信側､受信側

の適切な連携 

接続制御 特開2001-036524 

1999/07/16 

H04L 12/02 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話装置 

複雑な作業の簡易化 端末情報設定 特開2002-176635 

2000/12/06 

H04N  7/16 

回線制御装置および管理監視装置の増設方法 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特開2000-032045 

1998/07/10 

H04L 12/56 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ及びﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

簡易設計 特開2000-022732 

1998/06/29 

H04L 12/46 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ及びﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

 特開平10-294758 

1997/04/18 

H04L 12/66 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 

 特開2000-324524 

1999/05/11 

H04Q  3/58,101 

LANと電話のPBX接続装置 

管理簡易化  特開平11-331270 

1998/05/12 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

設
定
管
理 

 特開2001-057566 

1999/08/17 

H04L 12/437 

信号伝送ｼｽﾃﾑおよび信号伝送ｼｽﾃﾑ初期化方法 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開平11-177630 

1997/12/12 

H04L 12/66 

ｱﾄﾞﾚｽ変換ﾙｰﾀｼｽﾃﾑ 

故障診断 特開2000-201149 

1999/01/08 

H04L 12/24 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 障
害
対
策 

 特開平11-122306 

1997/10/20 

H04L 12/66 

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟﾙｰﾀ 
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表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（4/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 経路･位置情報

比較 

特開平11-341157 

1998/05/28 

H04M  3/42 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平06-268653 

(拒絶査定確定) 

1993/03/12 

H04L 12/28 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱﾈｯﾄﾜｰｸ及びﾃﾞﾊﾞｲｽ制御装置 

転送処理 特開平11-055486 

1997/07/30 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-230879 

2000/02/15 

H04M 11/00,303 

電話機･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ連動装置 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平06-022115 

(取下) 

1992/06/30 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特許第3183676号 

1991/07/03 

H04L 12/54 

FAX送信方法およびその装置 

電子ﾒ-ﾙとFAXを

組み合わせて使用

する際､FAX送信失

敗時に送信文書を

送信元に送り返し

送信者の再送等に

おける､利便性を上

げる 

 特開平08-340354 

（取下） 

1995/06/14 

H04L 12/66 

通信ｻｰﾊﾞ 

特開平11-017734 

1997/06/23 

H04L 12/54 

電子ﾒｰﾙ装置 

音声ﾒｰﾙ 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-345932 

2000/05/31 

H04M  3/42 

ﾎﾞｲｽｽｲｯﾁ装置ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特開2001-119423 

1999/10/21 

H04L 12/54 

ﾃﾚﾌｫﾆｰｼｽﾃﾑ及びこのｼｽﾃﾑに使用する交換装置並びにｺﾝ

ﾋﾟｭｰﾀ 

LAN側の拡張性 経路制御 特開平11-355461 

1998/06/03 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｫﾝｼｽﾃﾑ 

競合回避 特開2001-257724 

2001/02/05 

H04L 12/56,100 

ｾﾞﾛ設定ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ 

遠隔制御 特開2002-152859 

2000/11/14 

H04Q  9/00,301 

ﾎｰﾑｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開平07-050689 

(取下) 

1993/08/05 

H04L 12/66 

中継装置 
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表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（5/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平07-177160 

(取下) 

1994/11/30 

H04L 12/28 

ﾃﾞｰﾀ転送装置 

汎用化(共用化)

設計 

特開2002-118863 

2000/10/04 

H04Q  3/58,101 

ﾎﾞﾀﾝ電話装置 

 特開2000-032128 

1998/07/10 

H04M  3/00 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｹﾞｰﾄｳｪｲｼｽﾃﾑ 

 特開平10-079810 

1996/09/02 

H04M 11/08 

FAX･音声ｻｰﾊﾞ装置 

 特開2001-069142 

1999/08/27 

H04L 12/02 

LAN電話用ｱﾀﾞﾌﾟﾀ､通信用ﾓﾃﾞﾑまたはISDN回線用ﾀｰﾐﾅﾙｱﾀﾞ

ﾌﾟﾀ 

WAN側の拡張性 交換処理 特開2001-136206 

1999/11/08 

H04L 12/56 

通信装置および通信ｼｽﾃﾑ 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-345854 

2001/01/16 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間のﾊﾟｹｯﾄ通信方法及びｼｽﾃﾑ並びに装置 

簡易設計 特開2000-333222 

1999/05/25 

H04Q  3/58,101 

PBX装置 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平10-257103 

1997/03/12 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開平10-126435 

1996/10/23 

H04L 12/46 

宅内ﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報統合ｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-007861 

1999/06/24 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

順序制御 特開2002-158702 

2000/11/22 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄ分割方法､それを実行するｹﾞｰﾄｳｪｲ装置及びﾙｰﾀ装置

回線の適切な運用 接続制御 特開2000-174823 

1998/12/08 

H04L 12/66 

回線切替方法 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開平11-331269 

1998/05/12 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話通話接続方法及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 端末情報設定 特開平11-341152 

1998/05/29 

H04M  3/00 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

交換処理 特開2001-111598 

1999/10/13 

H04L 12/46 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

LAN側の拡張性 

経路･位置情報

比較 

特開2001-326746 

2000/05/17 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 
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表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（6/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

WAN側の拡張性 経路制御 特開平11-355339 

1998/06/03 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｫﾝｼｽﾃﾑ 

 特開2002-176453 

2000/12/08 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

優先度制御 順序制御 特開2000-324118 

1999/05/07 

H04L 12/28 

優先制御機能付きLAN電話装置 

QoS 経路制御 特開平11-331272 

1998/05/12 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-171293 

2000/12/01 

H04L 12/66 

IPｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 多重処理 特開2002-009767 

2000/06/23 

H04L 12/18 

無線通信ｼｽﾃﾑ及びﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-278657 

1999/03/25 

H04N  7/10 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ方法 

課金 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開2001-186192 

1999/12/24 

H04L 12/66 

情報端末とｻｰﾋﾞｽ情報通信ｼｽﾃﾑ 

運用の経済性､ 

利便性 

端末情報設定 特開2002-185639 

2000/12/11 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

自動設定 特開平10-322445 

(請求不成立) 

1997/05/21 

H04M  1/66 

［被引用２回］ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑおよびｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ装置 

ﾕｰｻﾞID､ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを利用者

が管理しなくても､電話利 

用者が正当な利用者か否か

の判定を行うことができるｲ

ﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

 特開2000-324256 

1999/05/06 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話装置 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-177663 

1999/12/16 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

 特開平11-225218 

1998/02/05 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話装置及び広域ﾃﾞｰﾀ通信網を利用した通信ｼｽﾃﾑ

及びﾀｰﾐﾅﾙｱﾀﾞﾌﾟﾀ 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-174904 

1998/12/04 

H04M  3/42 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

 特開平11-331271 

1998/05/12 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 
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表 2.7.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（7/7） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

適正な帯域保証 ﾌﾛｰ制御 特開平11-355357 

1998/06/08 

H04L 12/66 

ﾌｧｲﾙ転送方法とﾌｧｲﾙ受信装置とﾌｧｲﾙ送信装置とﾌｧｲﾙ中継

装置 
ス
ト
リ
ー
ミ
ン
グ 

異種(網)統合 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開平09-121335 

1995/10/26 

H04N  7/16 

家庭内ﾒﾃﾞｨｱ蓄積配信ｼｽﾃﾑ 

Ｖ
ｏ
Ｉ
Ｐ 

LAN側の拡張性 経路･位置情報

比較 

特開2000-151813 

1998/11/16 

H04M  3/42 

音声蓄積通信装置 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-028592 

1999/07/13 

H04L 12/28 

ﾎｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸにおける識別符号付与ｼｽﾃﾑ 

適正な帯域保証 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2001-285353 

2000/03/31 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ管理方式及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ管理ｼｽﾃﾑ 

QoS 端末情報設定 特開2002-077263 

2000/09/04 

H04L 12/56 

送受信方法 

信頼性の向上 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-332832 

1999/05/17 

H04L 12/66 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-285288 

2000/03/30 

H04L 12/18 

ﾙｰﾀ装置､ﾈｯﾄﾜｰｸ放送ｼｽﾃﾑ､媒体および情報集合体 

低価格化 端末情報設定 特開2002-199028 

2000/12/27 

H04L 12/66 

送受信ｼｽﾃﾑまたは送受信ｼｽﾃﾑ配布方法 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-152241 

2000/11/14 

H04L 12/46 

広帯域ﾓﾃﾞﾑ装置 

課金 自動設定 特開2002-176443 

2000/12/08 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-101198 

2000/09/26 

H04M  3/00 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-115256 

1998/10/08 

H04L 12/66 

ISDNﾙｰﾀ 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-138717 

1998/11/02 

H04L 12/66 

通話装置 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

汎用化(共用化)

設計 

特開2000-134407 

1998/10/29 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
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2.8.1 企業の概要 

 

商号 キヤノン 株式会社 

本社所在地 〒146-0092 東京都大田区下丸子3-30-2 

設立年 1937年（昭和12年） 

資本金 1,652億87百万円（2001年12月末） 

従業員数 19,580名（2001年12月末）（連結：93,620名） 

事業内容 事務機（複写機、スキャナ等のコンピュータ周辺機器、ファクシミリ等の

情報・通信機器）、カメラ、光学機器等の開発・製造 

 

2002年２月、日立インフォメーションテクノロジー（日立IT）と協業しWebを使ったPC

やPDAおよび携帯電話向けのライブ映像中継サービス「WebView LIVE」を開始した。イン

ターネットのブロードバンド化を踏まえ、総合的なライブ映像中継サービスの展開をめざ

している（出典：キヤノンのホームページ、http://canon.jp）。 

2002年５月、ビジネス機械・情報システム産業協会が新しい統合的なネットワークOAイ

ンターフェイス（BMLinkS）の仕様を公開した。同委員会の参加企業として、BMLinkSの普

及 促 進 に 努 め て い る （ 出 典 ： BMLinkS プ ロ ジ ェ ク ト 委 員 会 の ホ ー ム ペ ー ジ 、

http://www.jbmia.or.jp）。 

 

2.8.2 製品例 

表2.8.2に、キヤノンの製品例を示す。 

自社が運営する法人向けインターネットサービス「Canonet（キヤノネット）」の新機能

として、会社のメールシステムと携帯電話や社外のパソコンとの連携を実現するサービス

「Canonetいつでも読メール」を追加し､2002年５月下旬の本サービス開始に向けて２月18

日より無償お試しキャンペーンを開始した。 

2002年５月、ローコストで高速ネットワークを構築できるギガビット対応の光空間伝送

装置「 CANOBEAM （ キ ヤノビーム） DT-55 」 を発売した（出典：キヤノンの HP、

http://canon.jp）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.8 キヤノン
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表2.8.2 キヤノンの製品例（出典：キヤノンのHP） 

製品名 概要 

ImageRUNNER インターネット接続複合機 

EPSILONｼｽﾃﾑ 
WebView Livescope 
 
 
 

・IEEE1394インターフェイスを持つ家庭映像ネットワーク 
・インターネット、イントラネットにライブ映像を発信するシステ
ム。インターネットにアクセスし、カメラサーバから発信されるラ
イブ動画像をWebブラウザに組み込まれたビューワで見ることがで
きる 

高速光通信装置 
ｷﾔﾉﾋﾞｰﾑ 

・半導体レーザーによるワイヤレスで双方向伝送するシステム。2km
以内、25Mbps～622Mbps対応 

CanoMedia 
 

・TV会議システム、テレビと映像・音声伝送機器、ISDNまたは専用回
線使用、56kbps（64kbps）～2Mbpsの伝送速度 

 

2.8.3 技術開発拠点と研究者 

図2.8.3 に、キヤノンのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

キヤノンの開発拠点：東京都大田区下丸子３丁目30番２号 キヤノン(株)内 

米国カリフォルニア州 

 

図2.8.3 キヤノンのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.8.4に、ブロードバンドルータ技術のキヤノンの特許の課題と解決手段の分布を示

す。もっとも出願の多い課題「経済性の向上」に対して「優先接続処理」で対応するもの

が突出して多い。課題「ネットワーク拡張性の向上」に対しては「機能の統合」で対応す

るものが多く、「利用者サービスの向上」に対しても同じく主に「機能の統合」で対応し

ている。 

利用者の利便性の向上に関わる出願が多く見られるのと対照的にルータの基本機能に関

わる出願は比較的少ないことが特徴的である。 

出願の多い解決手段は、ファクシミリと電子メールの接続制御、ファクシミリと電子

メールのサービス共用・統合などである。これらは、ネットワーク対応のOA機器製品の技

術開発に関係するものである。 

表2.8.4に、キヤノンの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数は78件である。 

 

図2.8.4 キヤノンの特許の課題と解決手段の分布 

 

1991年から2002年7月公開の出願 

（図中の数字は出願件数を示す） 

中継処理の改良

経路情報処理
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手
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表 2.8.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 経路選択 特開平11-234400 

1998/02/18 

H04M  3/00 

通信ｼｽﾃﾑ及びその制御方法 

回線の適切な運用 接続制御 特開平04-315348 

(取下) 

1991/04/15 

H04M  3/00 

ﾃﾞｰﾀ通信制御方法及びその装置 
接
続
技
術 

課金 専用試験機の 

導入 

特開平11-220489 

1998/01/30 

H04L 12/54 

通信制御装置及びその方法､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ可読ﾒﾓﾘ 

処理能力の向上 処理分散 特開平11-261619 

1998/03/12 

H04L 12/44 

多重化通信ｼｽﾃﾑ及び多重化通信ｼｽﾃﾑにおけるﾃﾞｰﾀ通知制

御方法 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 中継ｻｰﾊﾞ使用 特開2000-101654 

1999/10/01 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ処理装置及び方法 

ﾃﾞｰﾀ紛失 最適処理 特開2000-341342 

1999/05/31 

H04L 12/66 

通信装置および通信方法 

通
信
技
術 

QoS ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-298476 

2000/04/14 

H04L 12/56 

多重化装置およびその制御方法 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平06-090257 

(取下) 

1992/09/08 

H04L 12/66 

通信ｼｽﾃﾑ 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開平07-038604 

1993/07/23 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ 

通
信
制
御 

回線の適切な運用 接続制御 特開2002-044154 

2000/07/25 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ通信装置､通信ｼｽﾃﾑ､通信制御方法及び記憶媒体 

高
速
処
理
技
術 

処理能力の向上 優先度管理 特開平11-340990 

1998/05/22 

H04L 12/28 

ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ､ﾃﾞｰﾀ通信装置､ﾃﾞｰﾀ通信方法､及び記憶媒体

ト
ラ
フ

ィ
ッ
ク

制
御 

優先度制御 順序制御 特開2000-295311 

1999/04/09 

H04L 29/06 

ﾈｯﾄﾜｰｸ制御方法､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ及びｺﾝﾋﾟｭｰﾀ装置 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ｱｸｾｽの正当性評価 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開平10-341301 

1997/06/05 

H04M 11/00,303 

ﾒｯｾｰｼﾞ配送処理ｼｽﾃﾑとﾒｯｾｰｼﾞの配送処理方法､及びﾒｯｾｰｼﾞ

配送処理装置 

管理簡易化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設

定 

特開平10-178448 

1996/12/17 

H04L 12/56 

ｻｰﾋﾞｽ探索装置及びその制御方法 

保
守
管
理 

回線､機器の異常 

処理 

故障診断 特開2002-163163 

2001/08/21 

G06F 13/00,351 

遠隔ｻｲﾄ管理ｼｽﾃﾑ 

管理簡易化 端末情報設定 特開2000-209424 

1999/01/12 

H04N  1/34 

ﾈｯﾄﾜｰｸ装置､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､課金管理方法､及び記憶媒体 

課
金
管
理 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平11-127269 

1997/10/24 

H04M 11/00,303 

通信装置及び通信方法 
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表 2.8.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開2000-244533 

1999/02/24 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞﾊﾞｲｽ制御装置､ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞﾊﾞｲｽ制御方法及びﾈｯﾄﾜｰｸ

ﾃﾞﾊﾞｲｽ制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記憶媒体 
設
定
管
理 

管理簡易化 設定情報収集 特開2001-014234 

1999/07/01 

G06F 13/00,351 

通信装置､通信方法､通信ｼｽﾃﾑ及び記憶媒体 

障
害
対
策 

回線､機器の異常 

処理 

故障診断 特開平10-164181 

1997/08/14 

H04L 29/14 

情報処理装置､通信方法および記録媒体 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 接続制御 特開2001-358884 

2000/06/09 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｹﾞｰﾄｳｪｲ装置及びその制御方法並びにﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽ

ﾃﾑ 

LAN側の拡張性 管理品質制御 特開平06-284151 

(取下) 

1993/03/26 

H04L 12/66 

通信ｻｰﾊﾞ装置及び通信制御方法 

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 特開平08-297528 

（取下） 

1995/04/25 

G06F  1/26 

ﾃﾞｰﾀ通信装置 

 特開2000-020420 

1998/06/30 

G06F 13/00,351 

通信ｼｽﾃﾑ及びその制御方法､通信装置及びその制御方法､ｺ

ﾝﾋﾟｭｰﾀ可読ﾒﾓﾘ 

転送処理 特開平09-186816 

1995/12/28 

H04N  1/00,107 

画像通信装置 

 特開2001-103229 

1999/09/29 

H04N  1/00,107 

情報処理装置及びその制御方法 

汎用化(共用化)

設計 

特開2001-320544 

2000/05/12 

H04N  1/00,107 

情報通信装置及び情報通信方法並びに記憶媒体 

適正な帯域保証 圧縮制御 特開2000-349822 

1999/06/09 

H04L 12/56 

通信装置､音声ﾊﾟｹｯﾄ制御方法及び記憶媒体 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平07-193582 

1993/12/24 

H04L 12/28 

画像処理装置 

 特開平07-212403 

(取下) 

1994/01/19 

H04L 12/66 

ｻｰﾊﾞ装置及びその処理方法 

 特開平06-284153 

(取下) 

1993/03/30 

H04L 12/66 

通信制御装置及び方法 

 特開平08-116422 

(取下) 

1994/10/14 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその電子ﾒｰﾙ送信方法 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

 特開平07-162634 

(取下) 

1993/12/02 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信制御方式 
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表 2.8.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

運用の経済性､ 

利便性 

接 続 制御 (電 話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平07-079310 

(取下) 

1993/09/07 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ装置 

 特開平10-164124 

1996/12/04 

H04L 12/54 

通信装置 

 特開平06-164867 

(取下) 

1992/02/20 

H04N  1/21 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信装置およびﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法 

 特開平05-292128 

(取下) 

1992/04/10 

H04L 12/66 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ及びその方法 

 特開平06-334791 

(取下) 

1993/05/25 

H04N  1/00 

ﾌｧｸｼﾐﾘﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

 特開平09-107432 

1995/10/11 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開平08-139750 

(取下) 

1994/11/08 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置の通信ｼｽﾃﾑおよびその通信方法 

共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特開平09-266486 

1996/12/19 

H04L 12/28 

ｻｰﾊﾞ端末の制御方法及びﾃﾞｰﾀ通信装置 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-077925 

1999/09/06 

H04M  3/58 

構内無線端末､構内無線基地局､構内交換機および構内通

信ｼｽﾃﾑ 

電子ﾒｰﾙとの連携 経路制御 特開2001-313773 

2000/04/28 

H04N  1/00,107 

情報処理装置及び情報処理方法 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

転送処理 特開2001-125850 

1999/10/28 

G06F 13/00,351 

通信装置及びその制御方法 

LAN側の拡張性 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平09-214561 

1996/01/31 

H04L 12/66 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ､およびそれに用いるｲﾝﾀｰﾜｰｸ装置並び

にﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信端末 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平09-163058 

1995/12/05 

H04N  1/00,107 

ﾃﾞｰﾀ通信装置及び方法 

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 特開2000-151716 

1998/11/11 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

汎用化(共用化)

設計 

特開2000-125071 

1998/10/14 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置及びその制御方法 
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表 2.8.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

交換処理 特開2001-358847 

2000/06/12 

H04M 11/00,303 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

 

 

WAN側の拡張性 

帯域確保 特開2001-326686 

2000/05/18 

H04L 12/56 

多重化通信ｼｽﾃﾑ､帯域活用方法､及び記憶媒体 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

異種(網)統合 多重処理 特開2002-095062 

2000/09/20 

H04Q  7/38 

通信ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 特許第3347427号 

1993/10/26 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

WAN側の拡張性 

端末情報設定 

特開2002-044156 

2000/07/28 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ伝送装置及びﾃﾞｰﾀ伝送方法 

QoS 圧縮制御 特開2000-307720 

1999/04/21 

H04M  3/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置における音声符号化方法 

信頼性の向上 特開2001-292271 

2000/04/04 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄFAXｹﾞｰﾄｳｪｲ装置及びその制御方法 

運用の経済性､ 

利便性 

特開2001-136337 

2000/08/30 

H04N  1/00,107 

ﾃﾞｰﾀ通信装置及び方法 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-358794 

2000/06/12 

H04L 29/06 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特開平11-220601 

1998/01/30 

H04N  1/32 

送信先の設定方法及びその通信装置､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ス
ト
リ
ー

ミ
ン
グ 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 順序制御 特開2001-016276 

1999/06/29 

H04L 13/08 

通信装置､通信方法､記憶媒体及び通信ｼｽﾃﾑ 

 

 

 

多重化処理 変更情報取得 特開2001-086159 

1999/09/14 

H04L 12/56 

多重通信ｼｽﾃﾑ及びその通信方法 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 設定情報収集 特開平07-058898 

(取下) 

1993/08/17 

H04N  1/00,104 

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ型ﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

ｱｸｾｽの正当性評価 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2001-211306 

2000/10/24 

H04N  1/32 

通信装置及び方法並びに記憶媒体 

LAN側の拡張性 位置情報取得 特開2000-295449 

1999/04/09 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-077841 

1999/09/03 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

優先度制御 順序制御 特開2001-203746 

2000/01/19 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 
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表 2.8.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

信頼性の向上 経路制御 特開平11-046211 

1997/07/25 

H04L 12/54 

通信装置 

端末情報設定 特開2001-016252 

1999/07/01 

H04L 12/54 

通信装置､通信方法､通信ｼｽﾃﾑ及び記憶媒体 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2001-103226 

1999/09/29 

H04N  1/00,107 

文書配信ｼｽﾃﾑ及び文書配信方法 

WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開2001-053784 

1999/08/06 

H04L 12/54 

通信装置､ﾌｧｸｼﾐﾘ装置､通信ｼｽﾃﾑ､通信方法､及び記憶媒体

情報検索 ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2002-044362 

2000/07/28 

H04N  1/00,107 

通信装置及び方法､並びに記憶媒体 

汎用化(共用化)

設計 

特開2002-199022 

2000/12/27 

H04L 12/58,100 

通信端末装置及び通信方法､並びに記憶媒体 

運用の経済性､ 

利便性 

交換処理 特開2001-245067 

2000/02/28 

H04M 11/00,303 

通信装置および通信方法 

遠隔制御 特開平10-164182 

1997/08/26 

H04L 29/14 

情報処理装置､通信方法および記録媒体 

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ(雛形) 特開平09-083543 

1995/09/19 

H04L 12/28 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-111646 

1999/10/06 

H04L 29/06 

画像通信方法及び装置 

共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特開2000-059421 

1998/08/03 

H04L 12/54 

ﾃﾞｰﾀ通信方法､ｼｽﾃﾑ及びその装置 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-044354 

2000/07/25 

H04N  1/00,107 

ﾃﾞｰﾀ通信装置､通信方式切替方法､及び記憶媒体 

ハ
ー
ド
ウ

ェ
ア
設
計 

運用の経済性､ 

利便性 

経路分離 特開平08-316903 

1995/05/18 

H04B  7/26 

無線交換ｼｽﾃﾑ 
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2.9.1 企業の概要 

 

商号 三菱電機 株式会社 

本社所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-3 

設立年 1921年（大正10年） 

資本金 1,758億20百万円（2002年3月末） 

従業員数 38,363名（2002年3月末）（連結：116,192名） 

事業内容 重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、

家庭電器等の製造・販売、他 

 

データ暗号化などを行うソフトウェア製品「三菱暗号ライブラリPowerMISTY for 

Windows（パワーミスティー・フォー・ウィンドウズ）」が処理できる暗号として、次世代

共通鍵暗号である「Camellia（カメリア）」、「AES」（Advanced Encryption Standard）及

び次世代メッセージ縮約「SHA-2」（Secure Hash Algorithm-2）を追加し、2003年４月15

日より販売予定。｢Camellia｣、｢AES｣及び「SHA-2」は電子政府推奨暗号の候補とされてお

り、電子政府関連システムなど高度なセキュリティを要求されるシステム向けに拡販を予

定している。 

2002年12月、業界標準（IPSEC）対応「暗号通信装置（VPN装置）」で、高速ネットワー

ク規格「ギガビットイーサネット」の論理限界性能を初めて達成した（出典：三菱電機の

ホームページ、http://www.mitsubishielectric.co.jp）。 

 

2.9.2 製品例 

表2.9.2に、三菱電機の製品例を示す。 

2001年６月、ネットワーク・キャッシュ・サーバ「CacheOne（キャッシュワン）」に、

ストリーミングメディア対応機能を追加し製品ラインアップを強化した。 

2002年５月、PCサーバ製品「三菱サーバコンピュータFT8000シリーズ」において、電子

メール、ウェブなどのインターネット関連機能を搭載した専用機およびファイルサーバ専

用機の性能向上を図った。 

2002年５月、インターネットを通じ動画、音楽、静止画などを提供するコンテンツ配信

事業者向けの情報システム「コンテンツ配信システムソリューション」を発売した（出

典：三菱電機のHP）。 

 

 

 

 

 

 

2.9 三菱電機
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表2.9.2 三菱電機の製品例（出典：三菱電機のHP） 

製品名 概要 

RUMBO MR01/02/01B 
MR25/25B-V 

・デジタル専用線対応ATMルータ 
・ATM25M対応ルータ 

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ IDS装置 ・ファイヤウォールで通過を許可されたポートに対する不正アクセス
を検出。（不正検出、異常検出） 

Diamond Stream 
MEDIABIRD 
 
 
 
 

ブロードバンド配信システム 
・衛星通信サービス（DirecPCTMｻｰﾋﾞｽ）によって、全国規模のデータ
通信のコストダウンを実現する次世代ネットワークのトータルソ
リューション。距離に影響されない料金体系で通信コストを劇的に
削減。ISDNの100倍以上の通信スピード、多拠点への同報機能（マ
ルチキャスト）により、映像・画像・音声などマルチメディアデー
タの活用に最適 

CacheOneSTｼﾘｰｽﾞ ・キャッシュサーバ、動画標準のストリーミング対応 

 

2.9.3 技術開発拠点と研究者 

図2.9.3に、三菱電機のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

三菱電機の開発拠点：神奈川県鎌倉市上町屋325番地 三菱電機(株)内 

神奈川県鎌倉市大船５丁目１番１号 三菱電機(株)内 

東京都港区三田３丁目13番16号 ジェクス(株)内 

東京都千代田区丸の内２丁目２番３号 三菱電機(株)内 

兵庫県神戸市兵庫区浜山通６丁目１番２号 

三菱電機コントロールソフトウェア(株)内 

 

図2.9.3 三菱電機のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.9.4に、ブロードバンドルータ技術の三菱電機の特許の課題と解決手段の分布を示

す。もっとも出願の多い課題「動作・処理の高速化」に対して「トラフィック処理」で対

応するものが突出して多い。課題「経路選択の効率化」に対しては「中継処理の改良」、

［優先接続処理］などで対応するものが見られる。 

出願の傾向から、ルータの基本機能の向上に関わる技術開発に注力していることがうか

がえる。 

これらはATMルータ製品、キャッシュサーバ、暗号通信装置などに関連した技術である。 

表2.9.4に、三菱電機の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数62件の内、登録に

なった特許８件については概要入りで示す。 

 

図2.9.4 三菱電機の特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.9.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線の適切な運用 順序制御 特許第3167265号 

1995/08/24 

H04Q  7/38 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ通信装置およびﾊﾟｰｿﾅﾙ通信ｼｽﾃﾑ 

回線交換通信ﾓｰﾄﾞとﾊﾟ

ｹｯﾄ通信ﾓｰﾄﾞを1つの装置

で行い､2つﾓｰﾄﾞの通信の

並存に起因する受信漏れ

を解消する 

接
続
技
術 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2002-125069 

2000/10/16 

H04M 11/00,303 

IP電話ｼｽﾃﾑ､無線IP電話機および無線LAN基地局 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路情報取得 特開平10-271161 

1997/03/21 

H04L 12/56 

中継装置を介するｸﾗｲｱﾝﾄｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑのｾｯｼｮﾝ制御方法 

伝
送
技
術 

ﾃﾞｰﾀ紛失 ﾌﾛｰ制御 特開2002-124987 

2000/10/18 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ転送方法及びﾃﾞｰﾀ転送装置ならびにﾃﾞｰﾀ受信装置 

通
信 

技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 多重処理 特開2001-308923 

2000/04/26 

H04L 12/56 

音声ﾊﾟｹｯﾄ通信装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 特開平06-334656 

(放棄) 

1993/05/21 

H04L 12/28 

ﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾝﾙｰﾀ装置 

経路設定の適正化 特開平11-068846 

1997/08/26 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置 

ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの 

使い分け 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 

特許第2605544号 

1992/04/08 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの長

所を合わせ持つｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

 

 

 

 

 

 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

特許第2894443号 

1997/08/26 

H04L 12/28 

移動ﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

ﾎｽﾄの移動時にATM特有のQoSの保証をｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝから制

御し､冗長ﾊﾟｽの発生を防ぎ､処理遅延を最少にする移動ﾊﾟ

ｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

 

回線の適切な運用 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平10-322396 

1997/05/21 

H04L 12/56 

発信情報中継ｻｰﾊﾞ及び発信情報中継方法並びにそのｼｽﾃﾑ

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開平11-215187 

1998/01/23 

H04L 12/56 

日本電信電話 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙﾊﾟｹｯﾄ中継方法 
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表 2.9.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

複雑な作業の簡易化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特許第3137583号 

1996/07/30 

H04L 12/56 

通信経路設定ｼｽﾃﾑ及びその方法 

ｽﾀﾃｨｯｸな方法によ

りﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報の設定

を簡便にかつ確実に

行うことができる通

信経路設定ｼｽﾃﾑ及び

その方法 

 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 経路･位置情報

比較 

特開2002-044143 

2000/07/27 

H04L 12/56 

通信制御方式及びﾙｰﾀ及び通信制御方法 

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ 

経路設定の適正化 転送処理 特開平11-177568 

1997/12/15 

H04L 12/28 

宅内ｼｽﾃﾑ 

処理能力の向上 特開平10-215246 

1997/01/29 

H04L 12/18 

ﾃﾞｨ ﾃﾞｨ ﾈｯﾄﾜ-ｸ 

ﾃﾞｰﾀ配布方法およびﾃﾞｰﾀ配布装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 

特開2001-168926 

1999/12/13 

H04L 12/66 

ﾌﾟﾛｷｼ装置 

 特開2001-127784 

1999/10/28 

H04L 12/46 

日本電信電話 

中継装置 

帯域制御 特開平11-252531 

1998/02/27 

H04N  7/173 

通信 放送機構 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報伝送方式 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特開2002-124941 

2000/10/18 

H04L  9/08 

暗号通信ｼｽﾃﾑおよび暗号鍵配送方法 

処理時間短縮､応答

速度向上 

順序制御 特開平11-017739 

1997/06/19 

H04L 12/66 

ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰﾙｰﾀおよびﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ通信装置 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開平05-153131 

(取下) 

1991/12/02 

H04L 12/28 

LAN端末装置 

競合回避 特開平10-210530 

(拒絶査定確定) 

1997/01/17 

H04Q  7/22 

無線ﾊﾟｹｯﾄｱｸｾｽ方法 

処理分散 特開2000-057072 

1998/08/04 

G06F 13/00,353 

ﾃﾞｰﾀ転送方式 

通
信
制
御 

ﾃﾞｰﾀ紛失 優先度管理 特開2000-324152 

1999/05/12 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ装置およびその方法 
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表 2.9.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

経路設定の適正化 特許第3110583号 

1993/05/25 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ装置 

ﾙｰﾀによる重要なﾊﾟｹｯﾄの伝送遅延を大きくすることな

く､特定の中継経路への負荷の集中を防止する 

 

 

 

 

 

 

通
信
制
御 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

順序制御 

特開2001-285331 

2000/03/30 

H04L 12/46 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ装置およびﾃﾞｰﾀ中継方法 

処理能力の向上 ﾌﾛｰ制御 特開2000-217157 

1999/01/26 

H04Q  7/38 

移動通信ｼｽﾃﾑおよび移動局 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平09-130397 

1995/11/02 

H04L 12/28 

移動ﾃﾞｰﾀ通信装置 

高
速
処
理
技
術 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

検索ﾂﾘｰ参照 特開2000-083056 

1998/09/04 

H04L 12/56 

検索方式 

交
換
機

接
続 

WAN側の拡張性 簡易設計 特開2001-298544 

2000/04/14 

H04M  3/523 

CTI中継台ｼｽﾃﾑ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保  特許第3259724号 

1999/11/26 

H04L 12/66 

暗号装置､暗号化器および復号器 

既存のﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑに容易に設置できる暗号装置､暗号化

器および復号器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特開2001-203678 

2000/01/19 

H04L  9/08 

暗号鍵配送ｼｽﾃﾑおよび暗号鍵配送方法 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開平09-252315 

1996/03/14 

H04L 12/46 

暗号通信ｼｽﾃﾑおよび暗号装置 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2001-148715 

1999/11/19 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ及び端末装置 

 特開2001-308918 

2000/04/20 

H04L 12/56 

攻撃経路追跡ｼｽﾃﾑ及びﾙｰﾀ装置 
認
証 

認証ｻｰﾊﾞ使用 特開平10-322328 

1997/05/20 

H04L  9/32 

暗号通信ｼｽﾃﾑ及び暗号通信方法 
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表 2.9.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

保
守
管
理 

設定情報収集 特開平11-146003 

1997/11/10 

H04L 12/46 

中部電力 

ﾈｯﾄﾜｰｸ監視装置及びﾘﾋﾟｰﾀﾊﾌﾞの接続端末認識方法 

 

 

 

管理簡易化 

位置情報取得 特開2000-299690 

1999/04/14 

H04L 12/28 

分散端末管理探索ｼｽﾃﾑ 

設
定
管
理 

簡易設計 特開平11-074926 

(拒絶査定確定) 

1997/08/28 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置の設定変更方法 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開2001-298478 

2000/03/30 

H04L 12/56 

意思決定経路制御ｼｽﾃﾑ及び意思決定経路制御方法 

ﾃﾞｰﾀ復活処理 登録番号未 

特開2000-196651 

1998/12/24 

H04L 12/46 

故障監視および故障修復を行うﾈｯﾄﾜｰｸ･ｼｽﾃﾑ 

故障診断 特開平05-130140 

(取下) 

1991/11/06 

H04L 12/56 

中継装置 

障
害
対
策 

 特開平09-006691 

（取下） 

1995/06/16 

G06F 13/00,301 

ﾙｰﾀ装置 

資
源
管
理 

複雑な作業の簡易化 柔軟な運用 特開平05-292093 

(取下) 

1992/04/07 

H04L 12/28 

通信ｼｽﾃﾑ 

信頼性の向上 順序制御 特開2000-354069 

1999/06/09 

H04L 12/66 

緊急情報ｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2000-276414 

1999/03/25 

G06F 13/00,351 

ﾒｯｾｰｼﾞﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2000-069167 

(拒絶査定確定) 

1998/08/18 

H04M  3/42 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾃﾚﾌｫﾆｰ装置 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平08-256235 

(取下) 1995/03/17

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

汎用化(共用化)

設計 

特開2001-339762 

2000/05/29 

H04Q  7/38 

通信ｼｽﾃﾑ及び通信方法及び携帯電話 

LAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平07-212364 

(取下)1994/01/10 

H04L 12/28 

無線LAN装置 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-274834 

2000/03/27 

H04L 12/56 

通信方法､通信ｼｽﾃﾑ､通信装置､及び記録媒体 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-075264 

1996/08/30 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ配布ｼｽﾃﾑ 
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表 2.9.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾌﾛｰ制御 特開2001-339752 

2000/05/30 

H04Q  7/22 

外部ｴｰｼﾞｪﾝﾄおよびｽﾑｰｽﾞﾊﾝﾄﾞｵﾌ方法 

 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2002-084305 

2000/10/12 

H04L 12/46 

IP通信無線端末ｼｽﾃﾑおよび無線端末によるIP通信方法 

WAN側の拡張性 動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2000-341341 

1999/05/28 

H04L 12/66 

情報通信ｼｽﾃﾑおよびこのｼｽﾃﾑにおける情報通信方法､情報

通信装置 

適正な帯域保証 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-136180 

1999/11/08 

H04L 12/28 

帯域予約方式 

QoS ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2002-176433 

2000/12/05 

H04L 12/56 

伝送品質制御ｼｽﾃﾑおよび伝送品質制御方法 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2002-152197 

2000/11/08 

H04L 12/18 

ﾈｯﾄﾜｰｸ制御装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ制御方法 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-257797 

2000/03/10 

H04M 11/00,303 

通話装置ｱﾀﾞﾌﾟﾀ 

LAN側の拡張性 転送処理 特許第3293761号 

1997/08/21 

H04L 12/56,100 

ﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

受信したIPﾊﾟｹｯﾄの送信元IPｱﾄﾞﾚｽが当該IPﾊﾟｹｯﾄを受信

した方向に存在しない場合にそのIPﾊﾟｹｯﾄ上に存在する場

合であっても､移動端末から送信されるﾃﾞｰﾀを正常に宛先

まで届ける 

 

課金 ﾌﾛｰ制御 特開平09-321755 

1996/05/28 

H04L 12/24 

ﾒｯｾｰｼﾞ伝達装置 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-216215 

2000/01/31 

G06F 13/00,351 

携帯情報端末電子ﾒｰﾙの音声返信･送信ｼｽﾃﾑ 

 



207 

 

 

 

2.10.1 企業の概要 

 

商号 ソニー 株式会社 

本社所在地 〒141-0001 東京都品川区北品川6-7-35 

設立年 1946年（昭和21年） 

資本金 4,761億5百万円（2002年3月末） 

従業員数 17,090名（2002年3月末）（連結：168,000名） 

事業内容 音響・映像・情報・通信関係の各種電子・電気機械器具・部品の製造・販

売、他 

 

シャープと共同で、ブロードバンド時代のホームネットワークに向け、光ファイバを用

いてデジタルAV（音響映像）/IT（情報）機器間を接続するデジタルインターフェイス

「OP i.LINK」の仕様Ver.1.0を策定し、本仕様のライセンス供与を2001年４月２日より開

始した。i.LINK（IEEE1394）は、国際規格IEEE1394a-2000の通信プロトコル（制御手順）

に準拠しており、一芯POF（プラスチック光ファイバ）を介して画像データなどを伝送す

る方式。また、従来のメタルケーブルを使用してIEEE1394に準拠するi.LINKとのプロトコ

ル上の互換性も確保している。 

最近、法人向けのブロードバンド・ソリューション＆サービス「bit-drive」を発表し

た。インターネット接続サービスでは無線を使った短納期・上り/下り10MbpsのWLL高速無

線接続サービス、および法人向け・固定IPアドレス付きのADSL/SDSLサービス、また、IX

（インターネット・エクスチェンジ）に直結した高速バックボーンやウィルスチェック

サービスなども提供している（出典：ソニーのホームページ、http://www.sony.co.jp）。 

 

2.10.2 製品例 

表 2.10.2 にソニーの製品例を示す。 

2002 年６月、インターネット常時接続環境に要求される各種ゲートウェイ機能とイン

ターネットサーバ機能をパッケージングした、ネットワークサーバ"DigitalGate"「DG-

L101/SS1」を発売した。 

2002 年８月、デジタルコンテンツ著作権管理・配信技術「OpenMG X」を開発した。 

2002 年 12 月、ADSL、FTTH 接続でインターネット接続できるブロードバンド AV ルータ

を発表した（出典：ソニーの HP）。 

 

 

 

 

 

 

2.10 ソニー
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表2.10.2 ソニーの製品例（出典：ソニーのHP） 

製品名 概要 

DigitalGate 
DG-L101/SS1 

 
ネットワークサーバ 

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞAVﾙｰﾀ 
HN-RT1 

 
無線LAN IEEE 802.11b、11Mbps 
FTTH、97Mbps、有線LAN 10BT 

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続 

 
・上り/下り10MbpsのWLL高速無線接続サービス 
・法人向け・固定IPアドレス付きADSL/SDSLサービス 
・Bフレッツ「ベーシックタイプ」に対応、光ファイバ接続サービス 

 

2.10.3 技術開発拠点と研究者 

図2.10.3に、ソニーのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

ソニーの開発拠点：東京都品川区北品川６丁目７番35号 ソニー(株)内 

 

図2.10.3 ソニーのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

出願年

出
願
件
数

0

20

40

60

80

100

発
明
者
数

出願件数

発明者数



209 

2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.10.4に、ブロードバンドルータ技術のソニーの特許の課題と解決手段の分布を示す。 

最も出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対して「機能の統合」、「中継処理

の改良」、「経路情報処理」その他いろいろな手段で対応している。課題「利用者サービス

の向上」に対してもいろいろな手段で対応している。また、課題「経路選択の効率化」に

対しては「経路情報処理」で対応している。 

出願は、ルータの基本機能の向上に関わるものから利用者の利便性向上に関わるものま

で幅広く出されているが、やや後者寄りの傾向が見られる。 

表2.10.4に、ソニーの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数52件の内、登録になっ

た特許と他の特許に引用された回数が多い特許をあわせた５件については概要入りで示す。 

 

図2.10.4 ソニーの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.10.4 ソニーの技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線の適切な運用 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平11-068839 

1997/08/08 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ伝送方法およびﾃﾞｰﾀ伝送装置 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-251376 

2000/03/03 

H04L 29/06 

通信ｼｽﾃﾑおよび通信方法､並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ提供媒体 接
続
技
術 

 特開平10-257098 

1997/03/07 

H04L 12/56 

通信経路制御装置及び通信経路制御方法､並びに通信経路

制御ﾕﾆｯﾄ 

通
信 

技
術 

 

 特開平10-190742 

1997/10/27 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ伝送方法並びに装置､ﾃﾞｰﾀ受信方法並びに装置､及びﾘ

ﾝｸ層用集積回路 

ル
ー

テ
ィ 

ン
グ 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2001-197099 

2000/01/14 

H04L 12/46 

情報処理装置および方法､並びに記録媒体 

変更情報取得 特開2002-152256 

2000/11/09 

H04L 12/56 

ｱﾄﾞﾚｽ変換装置及びその方法 経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

経路設定の機能

向上 

特開平09-172451 

1995/12/20 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ伝送方法および装置 

透過的ｱｸｾｽ 仮想接続 特開平11-112561 

1997/09/30 

H04L 12/56 

通信方法および通信装置 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2001-345841 

2000/05/31 

H04L 12/56 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､ﾃﾞｰﾀ通信方法､および通信中継装置､並び

にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ提供媒体 

自動設定 特開2001-024710 

1999/07/08 

H04L 12/66 

村井 純 

広域ﾈｯﾄﾜｰｸにおける自動ｱﾄﾞﾚｽ管理方法､ﾙｰﾀ､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ提供

媒体､及び､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ伝送ｼｸﾞﾅﾙ 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平11-275144 

1998/03/20 

H04L 12/56 

端末装置 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2000-209210 

1999/01/11 

H04L 12/28 

日本電信電話 

ﾃﾞｰﾀ中継装置及びﾃﾞｰﾀ中継方法並びにﾃﾞｰﾀ中継ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが

記録された記録媒体 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開2000-201183 

1999/01/08 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ送信方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特開平10-341254 

1997/06/10 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ放送ｼｽﾃﾑおよびﾃﾞｰﾀ放送方法 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 処理分散 特開平11-341470 

1998/05/26 

H04N  7/173 

通信 放送機構 

ｻｰﾊﾞ分散ｼｽﾃﾑ及びｻｰﾊﾞ分散方法 
通
信
制
御 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 帯域制御 特開2000-059399 

1999/05/07 

H04L 12/28 

情報送信装置および方法､情報受信装置および方法､情報

送受信装置および方法､並びに記録媒体 
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表 2.10.4 ソニーの技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

処理能力の向上 特開平11-341469 

1998/05/26 

H04N  7/173 

通信 放送機構 

ｻｰﾊﾞ分散ｼｽﾃﾑ及びｻｰﾊﾞ分散方法 

高
速
処
理
技
術 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 

特開平11-045230 

1997/07/28 

G06F 15/16,370 

通信 放送機構 

ｻｰﾊﾞ分散ｼｽﾃﾑ及びｻｰﾊﾞ分散方法 

セ
キ
ュ

リ
テ
ィ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 識別子(鍵)使用 特開平09-252323 

1996/12/25 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑおよび通信装置 

管理簡易化 端末情報設定 特開2000-341269 

1999/05/26 

H04L 12/14 

ﾃﾞｰﾀ量計数装置及びﾃﾞｰﾀ量計数方法 

課
金
管
理 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 接続制御 特開2000-349818 

1999/06/07 

H04L 12/56 

情報通信ｼｽﾃﾑ､情報提供装置､情報中継装置及び情報通信

方法 

設
定

管
理 

経路設定の適正化 経路選択 特開2001-007857 

1999/06/24 

H04L 12/56 

通信ｼｽﾃﾑ及び情報管理装置 

LAN側の拡張性 経路制御 特開平09-168064 

1995/12/18 

H04M 11/06 

［被引用３回］ 

通話ｼｽﾃﾑの端末装置 

1つの電話回線で複数の

通話を行うことができ､3

者通話や割り込み通話､通

話の転送を自在に行える

通話ｼｽﾃﾑの端末装置 

 

 

転送処理 特開平09-214560 

1996/01/31 

H04L 12/66 

情報処理装置および情報処理方法 

汎用化(共用化)

設計 

特開平11-328056 

1998/05/12 

G06F 13/00,351 

電子ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開平10-107938 

1996/09/26 

H04N  1/00,104 

画像伝送ｼｽﾃﾑ及び画像伝送ｼｽﾃﾑのｻｰﾊﾞ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平09-172462 

1995/12/19 

H04L 12/66 

［被引用３回］ 

通話ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを使った通話ｼｽﾃﾑで､不在

処理､ﾍﾟｰｼﾞｬ､ﾌｧｸｼﾐﾘ等への転送､3者

通話等の所定のｻｰﾋﾞｽを行う方法 

 

 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平11-112553 

1997/10/01 

H04L 12/54 

情報通信方法､情報通信ｼｽﾃﾑ､携帯無線通信端末およびｻｰ

ﾊﾞ装置 ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

拡
張
性 

運用の経済性､ 

利便性 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-289383 

1998/04/02 

H04M  3/00 

ｻｰﾊﾞおよび記録媒体 
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表 2.10.4 ソニーの技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

運用の経済性､ 

利便性 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-151695 

1998/11/05 

H04L 12/56 

ｱﾄﾞﾚｽ割当方法､ｱﾄﾞﾚｽ割当装置､受信端末装置及びﾃﾞｰﾀ送

信方法 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

特開2000-092132 

1999/05/27 

H04L 12/66 

中継装置および方法､通信ｼｽﾃﾑ､並びに記録媒体 

仮想接続 特開平11-103303 

1997/09/26 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ資源予約制御方法および装置､受信端末､送信端末､

並びに中継装置 

WAN側の拡張性 

 

経路･位置情報

比較 

特開2001-016265 

1999/06/30 

H04L 12/56 

ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｻﾃﾗｲﾄｺﾐｭﾆ

ｹ-ｼﾖﾝｽﾞ 

通信方法､送信装置および受信装置 

簡易設計 特開2001-251366 

2000/03/07 

H04L 12/66 

通信装置及び通信方法 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-339764 

2000/05/24 

H04Q  7/38 

通信制御装置､通信装置､通信ｼｽﾃﾑおよびその方法 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開平11-027301 

1997/07/04 

H04L 12/40 

情報処理装置および方法､並びに伝送媒体 

ﾃﾞｰﾀ紛失 順序制御 特開2002-141945 

2000/11/06 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ送信装置､およびﾃﾞｰﾀ送信方法､並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒

体 

適正な帯域保証 圧縮制御 特開平09-172459 

1995/12/19 

H04L 12/56 

［被引用４回］ 

通話ｼｽﾃﾑの端末装置 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ

において､音質が良

好で､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸ

網が混雑している場

合にも音の途切れが

なく通話が行える 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-007835 

1999/06/23 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ送信装置及び方法､ﾃﾞｰﾀ中継装置及び方法､ﾃﾞｰﾀ受信

装置及び方法､並びにﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ､ﾃﾞｰﾀ通信方法 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

特開2000-341314 

1999/05/31 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､情報送受信端末､情報提供装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ構

築方法 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平09-168065 

1995/12/18 

H04M 11/06 

［被引用３回］ 

通話ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利用した通話ｼｽﾃ

ﾑにおいて､相手側の端末がｻｰ

ﾊﾞと接続できないような状態

の場合でも､通話を行うこと

ができる 

 

 

ス
ト

リ
ー 

ミ
ン
グ 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2002-135352 

2000/10/18 

H04L 29/06 

ﾌｫｰﾏｯﾄ変換装置､配置決定装置及びﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 
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表 2.10.4 ソニーの技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの 

不足 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平09-168033 

1995/12/18 

H04L 12/66 

［被引用２回］ 

通話ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話で､

PPPの場合でも､相手

方を発呼して通話を

行う方法 

 

 

 

 

複雑な作業の簡易化 共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特開2001-177661 

1999/12/15 

H04M 11/00,303 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの接続ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特開2002-141953 

2000/11/06 

H04L 12/66 

通信中継装置､通信中継方法､および通信端末装置､並びに

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

WAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-133266 

2000/10/24 

G06F 17/60,326 

販売促進ｼｽﾃﾑ､販売促進用管理装置および方法 

適正な帯域保証 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2001-177569 

1999/12/16 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信装置 

順序制御 特開2001-111619 

1999/10/12 

H04L 12/56 

送信装置､通信ｼｽﾃﾑ及びその通信方法 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

低価格化 汎用化(共用化)

設計 

特開2001-223710 

2000/02/07 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､代理ｻｰﾊﾞ 

LAN側の拡張性 経路分離 WO96/05677 

1995/08/14 

H04L 12/56 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀ伝送装置 
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
設
計 

低価格化 汎用化(共用化)

設計 

特開平10-285458 

1997/04/04 

H04N  5/262 

信号送出装置 

 



214 

 

 

 

2.11.1 企業の概要 

 

商号 村田機械 株式会社 

本社所在地 〒612-8686 京都市伏見区竹田向代町136 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 9億円 

従業員数 2,300名 

事業内容 物流システム、工作機械、情報機器（ファクシミリ、デジタル複合機、

FAXサーバシステム等）、繊維機械等の製造・販売 

 

2.11.2 製品例  

表2.11.2に村田機械の製品例を示す。 

 

表2.11.2 村田機械の製品例（出典：村田機械のホームページ） 

製品名 概要 

Information Server 
 
 

インターネットFAX通信 
PCからダイレクトFAX送受信 
ネットワーク管理（Webブラウザで設定、読取） 

（村田機械のHP、http://www.muratec.net/jp） 

 

2.11.3 技術開発拠点と研究者 

図2.11.3に村田機械のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

村田機械の開発拠点：京都府京都市伏見区竹田向代町136番地 村田機械(株)内 

 

図2.11.3 村田機械のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.11.4に、ブロードバンドルータ技術の村田機械の特許の課題と解決手段の分布を示

す。もっとも出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対して「機能の統合」で対

応するものが突出して多いが、「経路情報処理」、「IPアドレス指定方法の改良」で対応す

るものも見られる。「ファックスの付加機能」に対しては「機能の統合」で対応している。 

出願の多い課題、解決手段の内容は、電子メールとファクシミリの機能統合、端末のア

ドレス設定に関するものなどで、ファクシミリの専門メーカーとして、それのインター

ネット接続技術などに関連した出願に集中している。ネットワークファクシミリ、ファク

シミリサーバなどの製品に関係する技術に対応するものが多い。 

表2.11.4に、村田機械の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数49件の内、登録に

なった特許１件については概要入りで示す。 

 

図2.11.4 村田機械の特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.11.4 村田機械の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特開2001-169079 

1999/12/10 

H04N  1/32 

通信装置 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 経路制御 特開平10-200519 

1997/01/06 

H04L  9/08 

通信端末装置 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 識別子(鍵)使用 特開2002-124940 

2000/10/16 

H04L  9/08 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信方法 

認
証 

ｱｸｾｽの正当性評価 条件設定(その

他のﾌﾟﾛﾄｺﾙ等) 

特開2002-135455 

2000/10/20 

H04M 11/00,303 

ﾌｧｯｸｽｻ-ﾊﾞ 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特開2002-094737 

2000/09/19 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

 特開2001-339560 

2000/05/25 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻ-ﾊﾞ装置 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開2000-151685 

1998/11/11 

H04L 12/54 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-307794 

1999/04/22 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置及びﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-333244 

2000/05/19 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻ-ﾊﾞ装置 

 特開2002-158705 

2000/11/22 

H04L 12/56 

ﾘｱﾙﾀｲﾑ型ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ及びｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

 特開2000-151889 

1998/11/16 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2001-111756 

1999/10/07 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

転送処理 特開平11-027409 

1997/07/02 

H04M 11/00,302 

電子ﾒｰﾙ機能付通信装置及び記録媒体 

 特開平09-307735 

1996/05/17 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2000-216928 

1999/01/22 

H04N  1/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

WAN側の拡張性  特開2000-295271 

1999/04/01 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 

 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

異種(網)統合 端末情報設定 特開2001-184278 

1999/12/27 

G06F 13/00,351 

通信装置及びﾒｰﾙ通信方法 
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表 2.11.4 村田機械の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

情報検索 端末情報設定 特開2001-251340 

2000/03/03 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ及びこれに用いる統括ｻｰﾊﾞ 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-135512 

2000/10/26 

H04N  1/00,107 

通信端末装置及び中継装置 

電子ﾒｰﾙとの連携 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-135516 

2000/10/30 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

転送処理 特開2001-333243 

2000/05/19 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻ-ﾊﾞ装置およびﾌｧｸｼﾐﾘｻ-ﾊﾞ装置の制御方法 

 特開2002-135295 

2000/10/26 

H04L 12/54 

中継装置 

 特開2001-339423 

2000/05/25 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

 特開2000-151890 

1998/11/16 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

 特開2001-333263 

2000/05/23 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2002-199021 

2000/12/26 

H04L 12/58,100 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2000-299756 

1999/04/12 

H04N  1/00,107 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置及びﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

転送処理 特開2002-077503 

2000/08/25 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ及びｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特開2001-251339 

2000/03/03 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ及びこれに用いる統括ｻｰﾊﾞ 

WAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-094575 

2000/09/20 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

信頼性の向上 交換処理 特開2002-135515 

2000/10/27 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

運用の経済性､利便

性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-132689 

2000/10/26 

G06F 13/00,640 

中継装置及び通信端末装置 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特開2002-199150 

2000/12/26 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

利
用
者
サ
ー

ビ
ス 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特開2001-156985 

1999/11/30 

H04N  1/00,107 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 
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表 2.11.4 村田機械の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-251338 

2000/03/03 

H04L 12/54 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘｼｽﾃﾑ及びこれに用いる統括ｻｰﾊﾞ 

転送処理 特開2002-057871 

2000/08/10 

H04N  1/32 

通信装置 

WAN側の拡張性 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2002-158824 

2000/11/17 

H04N  1/00,107 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

信頼性の向上 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-008011 

1999/06/24 

H04N  1/32 

通信装置及び記録媒体 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特許第3166727号 

1998/09/25 

H04N  1/00 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｻｰﾊﾞ及び複数

のｸﾗｲｱﾝﾄとして

の仮想的機能を

単体のﾌｧｸｼﾐﾘ装

置で実現し､｢親

展扱い｣のﾌｧｸｼﾐﾘ

ﾒｯｾｰｼﾞをLAN内に

接続する 

 

 特開2001-333090 

2000/05/23 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ 

 特開2000-216938 

1999/01/22 

H04N  1/00,104 

ﾈｯﾄﾜｰｸ装置 

情報検索 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2000-349940 

1999/06/08 

H04N  1/00 

通信ｼｽﾃﾑ 

運用の経済性､ 

利便性 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2001-345987 

2000/06/02 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘｻｰﾊﾞ装置 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-251439 

2000/03/03 

H04M 11/00,303 

ｾﾝﾀｰ通信装置及び通信端末装置 

 特開2001-251451 

2000/03/03 

H04M 15/16 

ｾﾝﾀｰ通信装置､通信端末装置及び中継機装置 

特開2001-345836 

2000/06/05 

H04L 12/54 

通信装置 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

電子ﾒｰﾙとの連携 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-135513 

2000/10/27 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2002-135514 

2000/10/27 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
設
計 

汎用化(共用化)

設計 

特開平11-205514 

1998/01/07 

H04N  1/00,107 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

 



219 

 

 

 

2.12.1 企業の概要 

 

商号 沖電気工業 株式会社 

本社所在地 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-7-12 

設立年 1949年（昭和24年） 

資本金 678億62百万円（2002年3月末） 

従業員数 7,393名（2002年3月末）（連結：23,597名） 

事業内容 電子・通信機器の製造・販売・工事・保守等（金融・ITS等の情報システ

ム・機器、IP電話等の通信システム・機器、LSI等の電子デバイス、他） 

 

インターネット関連の事業分野のうち、VoIPの普及に特に力を入れ、1997年よりVoIP製

品の販売を開始した。 

また、機器ベンダ・キャリア双方にとって必須のVoIP機器間の相互接続性を保証するた

めに、「相互接続検証サービス」および「音声品質評価サービス」事業を2001年12月から

展開している。 

2002年３月、ソフトフロントと、両社のVoIP製品の相互接続性を継続的に保証し、今後

のIP電話の普及をターゲットとしたソリューションを共同で開発し、販売することで提携

した。 

2002年４月、VoIP測定機器分野において高い技術力と豊富な実績を持つアジレント・テ

クノロジーと、急速に普及しつつあるIP電話サービス事業分野の技術とソリューション業

務で提携した（出典：沖電気のホームページ、http://www.oki.com）。 

 

2.12.2 製品例 

表2.12.2に沖電気の製品例を示す。 

VoIP 関 連 の 製 品を 多く 出し てい る。 担当 事業 部門 は CTI Computer Telephony 

Integration営業本部、またはネットワークシステムカンパニーネットワークシステム本

部である。 

企業向けVoIPゲートウェイであるIpstageファミリの「BV1260」は、高音質を実現する

ために音声圧縮を行わない音声符号化方式もサポートしている。 

データ・音声をIPネットワークで統合するIP-PBX「DISCOVERY01]はマルチメディア通信

インフラ装置として最大約２万台の端末を収容可能である。 

キャリア/プロバイダ向け製品としてADSLモデム内蔵ブロードバンドルータ「BR10A」、

およびADSLモデム内蔵VoIPルータ「VR11A-C」を出している。「BR10AｰC」は、下り最大

12Mbps、上り最大１Mbpsまでの高速に対応している。「VR11A-C」は、一般家庭向けにIP電

話サービスを提供するためのゲートウェイ装置で、VoIP、ADSLモデム、ルータ機能を一体

化し、かつアナログ電話インターフェイスを持ち、ひとつの電話機からVoIP発信と従来の

回線電話網への発信が可能となっている（出典：沖電気のHP）。 

2.12 沖電気工業 
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表2.12.2 沖電気の製品例（出典：沖電気のHP） 

製品名 概要 

IP-PBX ｢DISCOVERY01] 端末、IP電話機を最大約2万台収容可能 
音声、FAX、電子メールを統合したユニファイドメッセージング環境 
電子メールの送受、音声メールアクセスをPHSで実現する「モバイル
CTI」機能 

VoIPｹﾞｰﾄｳｪｲ ｢BV1260｣ 音声圧縮しない符号化方式のサポートによる高音質通話 
アナログ電話インターフェイス、PBX接続用OD専用線インターフェイ
スの2つのモデル 

ADSLﾓﾃﾞﾑ内蔵ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾙｰ
ﾀ｢BR10AｰC｣ 

下り最大12Mbps、上り最大1Mbps 
WAN側プロトコル：PPoE、DHCPクライアント 
LAN側プロトコル：NAT（ IPマスカレード）、DHCPサーバ、DNSリ
レー、ルーティング 

ADSLﾓﾃﾞﾑ内蔵VoIPﾙｰﾀ 
｢VR11A-C｣ 

SIP（Session Initiation Protoco）準拠（キャリア、プロバイダの
IP電話サービスで主流になりつつある） 

 

2.12.3 技術開発拠点と研究者 

図2.12.3に、沖電気のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

沖電気の開発拠点：東京都港区虎ノ門１丁目７番12号 沖電気工業(株)内 

 

図2.12.3 沖電気のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.12.4に、ブロードバンドルータ技術の沖電気の特許の課題と解決手段の分布を示す。

もっとも出願の多い課題「ネットワーク拡張性の向上」に対して「機能の統合」をはじめ

とするいろいろな手段で対応している。「電話機の付加機能」、「経済性の向上」に対して

も「機能の統合」で対応している。 

課題「動作・処理の高速化」に対して「トラフィック処理」で対応し、「経路選択の効

率化」に対しては「中継処理の改良」で、また、「アドレッシングの最適化」に対しては

「IPアドレス指定方法の改良」で対応する出願もある。課題、解決手段の内容から、利用

者の利便性向上に関わる技術開発が多い傾向がみられる。 

表2.12.4に沖電気の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数46件の内、登録になった

特許１件については概要入りで示す。 

 

表2.12.4 沖電気の特許の課題と解決手段の分布 

 

中継処理の改良
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（図中の数字は出願件数を示す） 
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表2.12.4 沖電気の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

接
続

技
術 

運用の経済性､ 

利便性 

順序制御 特開2000-307622 

1999/04/20 

H04L 12/46 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸとﾛｰｶﾙﾈｯﾄﾜｰｸ間の通信ﾃﾞｰﾀの制御における

ﾊﾟｽ選択装置及びﾃﾞｰﾀﾊﾟｹｯﾄ転送装置 

通
信 

技
術 

ﾃﾞｰﾀ紛失 多重処理 特開2002-064585 

2000/08/22 

H04L 29/06 

通信接続装置およびﾃﾞｰﾀ出力制御方法 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平06-132959 

(取下) 

1992/10/20 

H04L 12/28 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ管理ｼｽﾃﾑ 

ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの使い

分け 

接続制御 特開平11-127184 

1997/10/20 

H04L 12/46 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法及びﾙｰﾀ 

経路情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ 

送信 

位置情報取得 特開2000-196518 

1998/12/25 

H04B  7/26 

ﾃﾞｰﾀ伝送装置及びﾃﾞｰﾀ伝送方法 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

回線､機器の異常 

処理 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2002-084313 

2000/09/06 

H04L 12/56 

日本電信電話 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸのためのﾙｰﾀ 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平10-327194 

1997/05/26 

H04L 12/66 

ｱﾄﾞﾚｽ変換方法 

ｱﾄﾞﾚｽ変換 特開2000-358058 

1999/06/15 

H04L 12/46 

ｱﾄﾞﾚｽ変換制御装置及びﾛｰｶﾙﾈｯﾄﾜｰｸ間通信方法 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2001-333109 

2000/05/22 

H04L 12/66 

通信転送装置 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 MACｱﾄﾞﾚｽ 特開平09-307581 

1996/05/16 

H04L 12/46 

ﾌﾞﾘｯｼﾞ装置 

回線の適切な運用 接続制御 特開2000-115220 

1998/09/30 

H04L 12/46 

回線管理機能を備えたLAN接続ﾈｯﾄﾜｰｸ 通
信
制
御 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 順序制御 特開2000-138727 

1998/11/04 

H04L 29/06 

媒体ｱｸｾｽ制御装置及びLAN接続装置 

処理能力の向上 処理分散 特開平09-284327 

1996/04/09 

H04L 12/46 

LAN機器における低遅延処理方法 

高
速
処
理
技
術 

検索処理 特開平10-112728 

1996/10/04 

H04L 12/56 

連想ﾒﾓﾘ検索ｼｽﾃﾑ 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

LAN側の拡張性 設定情報収集 特開2001-331459 

2000/05/22 

G06F 15/16,620 

広域ﾈｯﾄﾜｰｸにおける端末のﾈｯﾄﾜｰｸ接続情報の自動設定方

法 

交換処理 特開2000-115821 

1998/09/30 

H04Q  3/58,101 

音声接続方式および方法 

交
換
機
接
続 

 特開平11-252149 

1998/02/27 

H04L 12/46 

通信ｼｽﾃﾑおよび通信装置 
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表2.12.4 沖電気の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

保
守

管
理 

QoS 時間管理 特開2002-111675 

2000/09/29 

H04L 12/28 

LANｼｽﾃﾑ同期方式 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開2000-278310 

1999/03/23 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

設
定
管
理 

 特開2000-076166 

1998/08/27 

G06F 13/00,353 

ﾏﾙﾁﾙｰﾀ設定装置 

回線､機器の異常処

理 

接続制御 特開2000-115219 

1998/09/30 

H04L 12/46 

回線管理機能を備えたLAN接続ﾈｯﾄﾜｰｸ 

障
害
対
策 

故障診断 特開2000-261480 

1999/03/08 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ装置の異常通知方法 

資
源 

管
理 

管理簡易化 経路選択 特開2001-168898 

1999/12/13 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 ﾌﾛｰ制御 特開2002-077563 

2000/08/31 

H04N  1/32 

通信接続装置およびﾃﾞｰﾀ出力制御方法 

転送処理 特開平10-322538 

1997/05/16 

H04N  1/32 

ﾌｧｯｸｽ自動振り分け方法およびﾌｧｯｸｽ装置 

WAN側の拡張性 端末情報設定 特開2001-216217 

2000/02/01 

G06F 13/00,351 

電子ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ 

転送処理 特開2001-268135 

2000/03/22 

H04L 12/66 

情報取得ｼｽﾃﾑおよび情報取得方法 

異種(網)統合 多重処理 特開2002-101256 

2000/09/21 

H04N  1/00,107 

IPﾈｯﾄﾜｰｸ通信用ﾌｧｸｼﾐﾘ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

ｺｽﾄｱｯﾌﾟ ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特開2001-186131 

1999/12/24 

H04L 12/28 

通信装置及びﾈｯﾄﾜｰｸ 

LAN側の拡張性 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開2000-316021 

1999/04/30 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置､通信装置､及び通信ｼｽﾃﾑ 

順序制御 特開2000-209265 

1999/01/13 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ伝送方法 

汎用化(共用化)

設計 

特開2000-138756 

1998/11/04 

H04M  3/42 

顧客ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

自動設定 特開2002-024538 

2000/07/06 

G06F 17/60,228 

与信取引方法および与信取引ｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

運用の経済性､利便

性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特開2001-177665 

1999/12/17 

H04M 11/00,303 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信ｼｽﾃﾑ 



224 

表2.12.4 沖電気の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

WAN側の拡張性 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変

換 

特許第3070853号 

1999/09/20 

G08G  1/09 

郵政省通信総合研究

所 

松下通信工業 

光無線融合通信を用いた路車間通信方法 

非対称通信の下り回線にROF路車間通信ｼｽﾃﾑを用いて､

大容量の情報を迅速に受け取ることができる光無線融合

通信を用いた路車間通信方法 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

最適処理 特開2002-077225 

2000/08/31 

H04L 12/54 

通信接続装置およびﾃﾞｰﾀ出力制御方法 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2002-152260 

2000/11/13 

H04L 12/56 

ｱﾄﾞﾚｽ変換機能付き通信装置およびﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ通信方法 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIPｱﾄﾞﾚｽの不

足 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開平10-327195 

1997/05/26 

H04L 12/66 

電話通信方法 

WAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特開2000-349756 

1999/06/09 

H04L 12/18 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙ会議電話ｼｽﾃﾑ 

異種(網)統合 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-168914 

1999/12/10 

H04L 12/56 

通信接続装置および通信接続方法 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､利便

性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特開2000-270011 

1999/03/16 

H04L 12/54 

問い合わせ受付ｼｽﾃﾑ 

情報検索 接続制御(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特開平11-234451 

1998/02/10 

H04N  1/00 

情報取得ｼｽﾃﾑ 
利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､利便

性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特開2001-168993 

1999/12/06 

H04M  3/527 

ｺｰﾙｾﾝﾀ･ｼｽﾃﾑ 

オ
プ
シ
ョ

ン
機
器
接

続 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 汎用化(共用化)

設計 

特開平11-008696 

1997/06/18 

H04M  3/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続ｼｽﾃﾑ 

 特開2000-069206 

1998/08/19 

H04M 19/00 

LAN対応電話端末への給電ｼｽﾃﾑ 
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
設
計 

 特開平11-252148 

1998/03/03 

H04L 12/44 

LAN対応電話端末への給電ｼｽﾃﾑ 
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2.13.1 企業の概要 

 

商号 Lucent Technologies 

本社所在地 07974-0636 600 Mountain Ave. Murray Hill, NJ USA 

設立年 1995年 AT&Tから分離独立 

資本金 （売上 123億ドル 2002年12月） 

従業員数 約29,000人 

事業内容 

 

Wireline solutions : Core Switching、Core Optical、IP Services  

Broadband Access、Edge Access、High-Speed Data Solutions等 

 

2001年11月、サービス・プロバイダー向けにDSLアクセス・ネットワーク対応の新しい

統合型IPソリューションを発表した。このソリューションによりキャリアが直接IPや非同

期伝送モード（ATM）またはその両方が混在する環境にDSLを展開できる。 

2002年7月、VitalQIP™（バイタルQIP）IPサービス・マネジメント・ソリューションが、

IDCのアナリスト・レポート（Worldwide Network Configuration Management Forecast 

and Analysis, 2002-2006）によると、IPアドレス・マネジメント市場で引き続きマー

ケットシェア第１位を確保したと発表した（出典：日本ルーセントのホームページ、

http://www.lucent.co.jp）。 

 

2.13.2 製品例 

表2.13.2に、ルーセントの製品例を示す。 

2001年 11月、企業の支店や営業所などのアクセス拠点（CPE:Customer Premises 

Equipment：宅内機器）で、帯域管理や高度なVPN（Virtual Private Network：仮想閉域

網）セキュリティ、高速IPルーティングなどのサービスを提供するAccess Point® 600

（アクセスポイント600）IPサービス・ルータの発売を発表した。 

2002年２月、モバイル通信事業者向けのIPスイッチ新製品「SpringTide™（スプリング

タイド）7000ワイヤレスIPサービス・スイッチ」を発表した。 

2002年９月、IEEE802.1x対応の認証サーバ「NavisRadius（ナビス・ラディウス）4.2」

を発表。無線LAN環境などでの、IEEE802.1x方式によるセキュリティの導入に欠かせない

EAP認証やLEAP認証の機能を新たに備える一方、各種の要求に応えるポリシー・フローを

テンプレート化して選択可能にしている（出典：日本ルーセントのHP）。 

 

 

 

 

 

 

2.13 ルーセント テクノロジーズ
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表2.13.2 ルーセントの製品例（出典：Lucent TechnologiesのHP） 

製品名 概要 

IPｻｰﾋﾞｽ 
 SpringTide 7000/5000 
7000 Wireless 
 AccessPoint 600/300 
 
VPN Firewall Brick 
1000/500/300/201/80/20 

 
・IPスイッチ・ルータ、Gigabit Ethernet、Packet-over-SONET、 
ATMなどのインターフェイス、ワイヤレス・インターフェイス 
・マルチアクセスIPルーティング、Class-Based Queuing（CBQ）を
利用したIP QoS、VPNセキュリティ 
・ファイアウォール、Web/アプリケーション・データセンタ・セ
キュリティ、マネージメント・セキュリティ、リモートアクセス
VPNなどのサービス 

ﾏﾙﾁｻｰﾋﾞｽ･ｺｱｽｲｯﾁ 
CBX 500/550 
 

WANへのATM接続スイッチ 
・ATMサービス、動画配信サービスのATM バックボーン、QoS保証の
インターネット・バックボーン 

 

2.13.3 技術開発拠点と研究者 

図2.13.3に、ルーセントのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

ルーセントの開発拠点：米国 

 イギリス 

 

図2.13.3 ルーセントのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明数 
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2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.13.4に、ブロードバンドルータ技術のルーセントの特許の課題と解決手段の分布を

示す。最も出願の多い課題「利用者サービスの向上」に対して「優先接続処理」、「トラ

フィック処理」などで対応し、「ネットワーク拡張性の向上」に対しては「アクセス制

限」などで対応している。課題「経路選択の効率化」に対しては「中継処理の改良」で対

応する出願が多い。「動作・処理の高速化」に対しては「経路情報処理」、「トラフィック

処理」で対応している。 

解決手段の内容は、高速化については、ルーティング制御、ルーティングアルゴリズム

多様化、データのフロー制御、接続制御などであり、利用者サービスの向上、ネットワー

ク拡張性の向上については、帯域確保のための帯域制御、順序制御などである。これらは、

ルータ製品の高速IPスイッチおよびVPNサービスなどに関係する技術である。 

表 2.13.4 に、ルーセントの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数 46 件の内、登

録になった特許５件については概要入りで示す。 

 

図2.13.4 ルーセントの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.13.4 ルーセントの技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

回線の適切な運用 最適処理 特開2000-059437 

1999/04/30 

H04L 12/56 

公衆交換電話網およびｲﾝﾀｰﾈｯﾄを介する呼の最適ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ 接続制御 特開2001-308852 

2001/03/08 

H04L 12/02 

回路およびﾊﾟｹｯﾄｽｲｯﾁﾝｸﾞをｻﾎﾟｰﾄするﾗｲﾝｶｰﾄﾞ 接
続
技
術 

複雑な作業の簡易化 識別子(鍵)使用 特開2001-069177 

2000/07/12 

H04L 12/66 

移動通信ｼｽﾃﾑにおけるﾃﾞｰﾀの転送方法 

伝
送

技
術 

適正な帯域保証 ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2001-292154 

2001/02/27 

H04L 12/44 

時分割多重方式/時分割多元接続方法とその装置 

通
信

技
術 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

ﾌﾛｰ制御 特開2002-026993 

2001/05/16 

H04L 12/66 

実時間ﾃﾞｰﾀ伝送ｼｽﾃﾑ及びその方法 

処理能力の向上 経路選択 特開平11-154981 

1998/09/02 

H04L 12/56 

複数径路ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特開2002-057716 

2001/07/11 

H04L 12/56,100 

改良型ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾀ 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特許第3338365号 

1998/04/03 

H04L 12/56,100 

ﾊﾟｹｯﾄ交換ﾄﾗﾌｨｯｸを転送するための改良型ｼｽﾃﾑ 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞ

ﾑ多様化 

特開2001-274838 

2001/02/14 

H04L 12/56,100 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾉｰﾄﾞによるﾙｰﾃｨﾝｸﾞを最適化する方法および装置 

接続制御 特開2001-298493 

2001/02/28 

H04L 12/66 

ﾜｲﾔﾚｽVoIPおよびVoATM呼における会議開催および通知作

成 

 特開2001-127804 

2000/08/10 

H04L 12/66 

複数の相互接続ﾈｯﾄﾜｰｸを経由する移動体無線通信の最適

化方法 

ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの

使い分け 

特開2000-101649 

1999/08/10 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ内のﾚｲﾔｰ3転送を実行する方法 

経路設定の機能向上 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特開2001-244993 

2001/01/23 

H04L 12/56,300 

ﾊﾟｹｯﾄｻｰﾊﾞで用いられる通信方法 

 特開2000-286896 

2000/03/10 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置､ﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法及びﾊﾟｹｯﾄﾙｰﾀ 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開2000-125015 

1999/10/05 

H04M  3/523 

ｺｰﾙﾙｰﾀのﾉｰﾄﾞの状態情報の更新方法 

ア
ド

レ
ッ
シ

ン
グ 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ  特開2000-101636 

1999/06/18 

H04L 12/54 

互換性のないｱﾄﾞﾚｽﾌｫｰﾏｯﾄで通信するｼｽﾃﾑ 

通
信
制
御 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路選択 特開2000-165450 

1999/11/22 

H04L 12/56 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ設計方法及びその装置 
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表 2.13.4 ルーセントの技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

通
信
制
御 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 仮想接続 特許第3247864号 

1998/03/27 

H04L 12/56,200 

規則性測度を用いてﾌﾟﾛｾｽをﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄﾍﾞｰｽにてｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ

するための装置および方法 

通信網における様々な

異なる信号ｸﾗｽの通信信号

の送信順序をｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ

する 

 

 

 

 

 

経路情報取得 特開2000-183888 

1999/12/17 

H04L 12/28 

ATMﾈｯﾄﾜｰｸ上でのIP通信のためのVCﾏｰｼﾞ可能なﾗﾍﾞﾙ･ｽｲｯﾁﾝ

ｸﾞ･ﾙｰﾀ 高
速
処
理
技
術 

最適処理 特開平11-168512 

1998/09/08 

H04L 12/66 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報を効率的にﾙｰﾃｨﾝｸﾞする通信ｼｽﾃﾑ及びその方

法 

設定ﾃﾞｰﾀの品質保持 ﾃﾞｰﾀ復活処理 特開2001-045094 

2000/07/07 

H04L 29/06 

ﾚｲﾔｰ2ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛﾄｺﾙ(L2TP)向け受信者開始回復ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

(RIRA) ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク 

制
御 適正な帯域保証 順序制御 特許第3330878号 

1998/09/30 

H04L 12/56,200 

ﾃﾞｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸに於いてｻｰﾋﾞｽ品質を制御する装置および方法

LAN側の拡張性 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開平11-355271 

1999/05/07 

H04L 12/22 

移動ﾎﾟｲﾝﾄ･ﾂｰ･ﾎﾟｲﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

Ｖ
Ｐ
Ｎ WAN側の拡張性  特開平11-355272 

1999/05/07 

H04L 12/22 

多重ﾎｯﾌﾟ･ﾎﾟｲﾝﾄ･ﾂｰ･ﾎﾟｲﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

設
定

管
理 

開発効率化 簡易設計 特開2000-165452 

1999/11/22 

H04L 12/56 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ設計方法及びその装置 

LAN側の拡張性 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平10-271223 

1998/02/13 

H04M  3/42 

ｳｪﾌﾞ情報へのｱｸｾｽ提供装置及び方法 

WAN側の拡張性 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-036813 

1999/05/21 

H04L 12/18 

動的にｽｹｰﾗﾌﾞﾙな会議ｼｽﾃﾑ 

適正な帯域保証 順序制御 特許第3266534号 

1997/02/17 

H04L 12/56,200 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸのｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛ

ﾄｺﾙ/ATMを介

してﾘｿｰｽ予約

ﾌﾟﾛﾄｺﾙを実行

する方法とｱｰ

ｷﾃｸﾁｬ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3315903号 

1997/09/10 

H04L 12/66 

非電話ｸﾗｲｱﾝﾄｻｰﾊﾞﾈｯﾄﾜｰｸで電話機能にｱｸｾｽする方法 
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表 2.13.4 ルーセントの技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-216827 

1999/12/03 

H04L 12/56 

動的なDNS更新によって無線移動ｻｰﾊﾞおよびﾋﾟｱ･ﾂｰ･ﾋﾟｱ･

ｻｰﾋﾞｽを提供するための方法およびｼｽﾃﾑ 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開2000-183972 

1999/12/08 

H04L 12/56 

無線ｱｸｾｽ方法 

WAN側の拡張性 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開2000-244641 

2000/02/15 

H04M  3/00 

通信方法および通信装置 

QoS 最適処理 特開2001-007764 

2000/05/01 

H04B  7/26,102 

ﾜｲﾔﾚｽﾘﾝｸを介して送信する方法 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

信頼性の向上 動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特開2001-103574 

2000/08/04 

H04Q  7/38 

無線通信ｼｽﾃﾑのための動的ﾎｰﾑ･ｴｰｼﾞｪﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-041131 

1999/06/22 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙｱﾄﾞﾚｽ化を用いたﾌｧｸｼﾐﾘ中継 

WAN側の拡張性 帯域制御 特開2000-358099 

2000/05/11 

H04M  3/00 

ﾛｰｶﾙ電気通信ﾙｰﾌﾟの伝送媒体としてﾃﾞｰﾀ網を用いるｼｽﾃﾑ

および方法 

適正な帯域保証 順序制御 特開2000-244640 

2000/02/14 

H04M  3/00 

電話交換機から通信ﾈｯﾄﾜｰｸを介してﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾊﾞに通信信

号を送信する方法 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

特開2000-312228 

2000/04/03 

H04L 12/56 

ﾊﾟｹｯﾄｻｰﾊﾞにおける呼設立方法 

QoS ﾌﾛｰ制御 特開2000-253052 

2000/02/28 

H04L 12/56 

IP通信をｻﾎﾟｰﾄする異なるﾈｯﾄﾜｰｸ内の端末間にQoSｾｯｼｮﾝを

構築する方法 

ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ 

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ併用 

特開2000-253071 

2000/02/28 

H04L 12/56 

通信方法および通信装置 

信頼性の向上 経路制御 特開平11-191815 

1998/09/25 

H04M 11/00,303 

ISDNによるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｻｰﾋﾞｽ 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

自動設定 特開2001-086193 

2000/06/19 

H04L 29/08 

電話接続の確立方法及びその装置 

ス
ト

リ
ー 

ミ
ン
グ

順序制御 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2000-236386 

2000/01/28 

H04M  3/00 

ｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの方式変換を行うための動的構成可能なｼｽﾃ

ﾑおよび方法､およびそれを組み入れる電気通信ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸ

ﾁｬ 

Ｖ
ｏ 

Ｉ
Ｐ 

WAN側の拡張性 ﾌﾛｰ制御 特開2002-044740 

2001/05/08 

H04Q  7/38 

移動無線ｼｽﾃﾑ 

QoS 順序制御 特開2000-196664 

1999/09/22 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網上を伝送される遅延に敏感なﾄﾗﾌｨｯｸに対してｻｰ

ﾋﾞｽの品質を提供するための方法 
利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､利便

性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-209233 

1999/12/20 

H04L 12/28 

ﾃﾞｰﾀｱｸｾｽｼｽﾃﾑ､地上局､航空機ﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑ及びﾗｼﾞｴｰﾀ 
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2.14.1 企業の概要 

 

商号 富士ゼロックス 株式会社 

本社所在地 〒107-0052 東京都港区赤坂2-17-22 赤坂ツインタワー東館 

設立年 1962年（昭和37年） 

資本金 200億円（2002年3月末） 

従業員数 13,482名（2002年3月末）（連結：33,897名） 

事業内容 ドキュメントに関する機器・システム（複写機、プリンター、ファクシミ

リ、パブリッシングシステム等）の製造・販売およびサービスの提供、他

 

2002年10月、中小規模事業所向けに、ネットワークインフラの構築とその維持管理・運

営をサポートするインターネット環境提供サービス「富士ゼロックスbeat（ビート）」を

発売。その基本サービスであるbeat/basicは高度なセキュリティシステムと24時間監視機

能、メールやグループウェアなどの便利な機能を提供する（出典：富士ゼロックスのホー

ムページ、http://www.fujixerox.co.jp）。 

 

2.14.2 製品例 

表2.14.2に富士ゼロックスの製品例を示す。 

次世代の高速光通信ネットワーク規格である、10ギガビット・イーサネットに対応した

面発光型半導体レーザー（VCSEL）を開発し、2002年７月より出荷を開始した（出典：富

士ゼロックスのHP）。 

 

表2.14.2 富士ゼロックスの製品例（出典：富士ゼロックスのHP） 

製品名 概要 

BayStack ｼﾘｰｽﾞ 
Passport 8600 

イーサネットスイッチ：Nortel Networks 製品 
ルーティングスイッチ 

Cisco7000/3000 他 
Catalyst ｼﾘｰｽﾞ 
Air port ｼﾘｰｽﾞ 

・ルータ   ：Cisco systems 製品 
・スイッチ ：   〃 
・無線 LAN ：   〃 

Fire boxⅢｼﾘｰｽﾞ ファイアウォール：WatchGuard 製品 

PACKETSHAPER ｼﾘｰｽﾞ IP Bandwidth Management：Packeteer 製品 

GS/FS ｼﾘｰｽﾞ ギガビット/ファーストイーサネットスイッチ：Netgear 製品 

 

 

 

 

 

 

 

2.14 富士ゼロックス 



232 

2.14.3 技術開発拠点と研究者 

図2.14.3に、富士ゼロックスのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

富士ゼロックスの開発拠点：埼玉県岩槻市府内３丁目７番１号 富士ゼロックス(株)内 

             神奈川県海老名市本郷2274番地 富士ゼロックス(株)内 

             神奈川県川崎市高津区坂戸３丁目２番１号 

富士ゼロックス(株)内 

             神奈川県足柄上郡中井町境430 富士ゼロックス(株)内 

              

図2.14.3 富士ゼロックスのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.14.4に、ブロードバンドルータ技術の富士ゼロックスの特許の課題と解決手段の分

布を示す。課題「経路選択の効率化」に対して「経路情報処理」で対応する出願が多い。

「動作・処理の高速化」に対しては「トラフィック処理」で対応している。また「経済性

の向上」に対しては「機能の統合」で対応している。 

解決手段の内容は、ルーティング制御、ルーティングテーブルの情報処理、およびイン

ターネットファクシミリの制御などであり、これらは、システムインテグレーション技術、

ファクシミリ製品などの技術に関するものである。 

表2.14.4に、富士ゼロックスの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数32件の内、登

録になった特許２件については概要入りで示す。 

 

図2.14.4 富士ゼロックスの特許の課題と解決手段の分布 

 

1991 年から 2002 年 7 月公開の出願 

（図中の数字は出願件数を示す） 

中継処理の改良

経路情報処理

トラフィック処理

解
プロトコル処理

決
監視情報設定技術の改良

手
優先接続処理

段
IPアドレス指定方法の改良

障害検出能力の改良

アクセス制限

機能の統合

その他

動
作
・
処
理
の
高
速
化

経
路
選
択
の
効
率
化

接
続
性
能

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ
の

最
適
化

保
守
・
管
理
性
の
向
上

障
害
の
防
止

侵
入
・
漏
洩
の
防
止

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
拡
張
性
の

向
上
利
用
者
サ
ー

ビ
ス
の

向
上
経
済
性
の
向
上

電
話
機
の
付
加
機
能

フ
ァ
ッ

ク
ス
の
付
加
機
能

課 　題

1

1

4 1

1 2 1

1 1

1

1

1 1 3 1

1

1

6

1

11



 

234 

表 2.14.4 富士ゼロックスの技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

接
続
技
術 

経路設定の適正化 経路選択 特開平08-018603 

(拒絶査定確定) 

1994/06/30 

H04L 12/66 

日本無線 

日本電信電話 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置 

通
信

技
術 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

最適処理 特開平04-316246 

(取下)1991/04/16 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑにおけるﾃﾞ-ﾀ交換方式 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特許第3077350号 

1992/02/14 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報の取

得時刻､利用時刻を

記憶し､終端装置側

で無駄なﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情

報を保持しないよ

うにする 

 

 特開平04-316244 

(拒絶査定確定) 

1991/04/16 

H04L 12/56 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾃ-ﾌﾞﾙ記憶装置 

 特開平04-310036 

(拒絶査定確定) 

1991/04/08 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続ｼｽﾃﾑ 

 特開平07-235935 

(取下)1994/02/21 

H04L 12/40 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報管理ｼｽﾃﾑ 

経路選択 特開平07-221778 

(取下)1994/01/27 

H04L 12/40 

LAN間伝送経路選択方法 

時間管理 特開平07-221779 

(取下)1994/01/27 

H04L 12/40 

LAN間伝送経路選択方法 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

ﾙｰﾀとﾌﾞﾘｯｼﾞの 

使い分け 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平07-221783 

(取下)1994/02/03 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ 

ア
ド

レ
ッ
シ

ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平07-107120 

(取下)1993/09/17 

H04L 12/66 

通信ｻｰﾊﾞ 

処理時間短縮､応答

速度向上 

ｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ 特許第3316907号 

1993/01/27 

H04L 12/46,100 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

ﾌﾛｰ制御 特開平06-224908 

1993/01/27 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 
高
速
処
理
技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上

競合回避 特開平04-316247 

(取下) 

1991/04/16 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置 

ト
ラ

フ
ィ
ッ
ク

制
御 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

通信容量制限 特開平07-226755 

(取下) 

1994/02/10 

H04L 12/40 

ﾙｰﾀ 
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表 2.14.4 富士ゼロックスの技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2001-036571 

1999/07/23 

H04L 12/54 

電子ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ 
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 転送処理 特開2002-190832 

2000/12/20 

H04L 12/58,100 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法､並びにﾌｧｸｼﾐﾘ装

置､通信指示端末装置 

保
守

管
理 

管理簡易化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平06-268652 

(取下)1993/03/14 

H04L 12/28 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置及びﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

資
源

管
理 

簡易設計 特開平04-138740 

(取下)1990/09/28 

H04L 12/48 

通信制御方式 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特開2001-298576 

2000/04/14 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ転送装置 

汎用化(共用化)

設計 

特開2002-190901 

2000/12/19 

H04N  1/00,107 

宛先情報送信方法およびﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ

装置 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平05-268450 

(取下)1992/03/17 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 ﾌﾛｰ制御 特開平07-177181 

1993/12/17 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ、ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ装置及びﾌｧｸｼﾐﾘ･ｻｰﾊﾞ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特開2002-185694 

2000/12/19 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

QoS 順序制御 特開平10-075259 

1996/11/29 

H04L 12/46 

通信中継制御装置 
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

拡
張
性 ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 故障解析 特開平11-215337 

1998/01/28 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法 

Ｉ
Ｐ

サ
ー

ビ
ス

LAN側の拡張性 経路制御 特開平11-220549 

1998/01/30 

H04M 11/00,303 

網切替装置および電話装置 

優先度制御 順序制御 特開2002-185693 

2000/12/19 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびその制御方法 

経路制御 特開平08-186598 

1995/01/06 

H04L 12/54 

ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ 課金 

ｻｰﾋﾞｽの共用 特開2002-190898 

2000/12/19 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信装置 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-185532 

2000/12/19 

H04L 12/58,100 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信装置の通信制御方法及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信装置 

汎用化(共用化)

設計 

特開2002-185686 

2000/12/13 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置及びその制御方法 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

電子ﾒｰﾙとの連携 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2002-190899 

2000/12/19 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法及びその装置 
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2.15.1 企業の概要 

 

商号 International Business Machines Corporation 

本社所在地 New Orchard Road Armonk, NY USA 

設立年 1911年 

資本金 7,342M$（2001年運転資本） 

売上高 85,866M$（2001年連結） 

従業員数 319,876名（本体および完全子会社） 

事業内容 

 

Personal computing、Storage、Networking、Server、Software、

Business and IT services、Solutions 

 

2002年６月、IBMの持つ技術、ハードウェア、ミドルウェア、マネジメントソフトウェ

アにおける世界規模のリーダーシップと、シスコシステムズが持つネットワーキング製品

のリーダーシップの協業により、顧客に”Next Generation of e-business”を提供するべ
く戦略的提携を結んだ（出典：IBMのホームページ、http://www.ibm.com）。 

 

2.15.2 製品例 

表2.15.2にIBMの製品例を示す。 

IBM本体はハイエンド機を製品系列化していて、クライアントコンピュータ側は、自社

コンピュータに適合する他メーカー製品の販売を行っている。 

ハイエンド機の例として、フレームリレー、イーサネットLAN、IPルーティングネット

ワークなどの接続によって、ネットワーク相互の効率よい接続性を提供するModel3745コ

ミュニケーションコントローラなどがある（出典：IBMのHP）。 

 

表2.15.2 IBMの製品例（出典：IBMのHP） 

製品名 概要 

3745 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｺﾝﾄﾛｰﾗ 1コントロールユニットあたり8～16MB蓄積容量 
SNP、IP、X.25をサポート 
マルチプロトコル・ネットワークでフレームリレーをサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.15 インターナショナル ビジネス マシーンズ 
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2.15.3 技術開発拠点と研究者 

図2.15.3に、IBMのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

IBMの開発拠点：神奈川県大和市下鶴間1623番地14号 日本IBM（株）内 

 米国 

 イギリス 

 イスラエル 

 フランス 

 

図2.15.3 IBMのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.15.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.15.4に、ブロードバンドルータ技術のIBMの特許の課題と解決手段の分布を示す。

課題「動作・処理の高速化」に対して「トラフィック処理」、「経路情報処理」などで対応

し、「ネットワークの拡張性」に対しては「中継処理の改良」、「機能の統合」などで対応

している。IBMの特長は出願件数31件に対し登録特許15件であり、出願特許の質の高さを

示している。 

表2.15.4にIBMの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数31件の内､登録になった特許

15件については概要入りで示す。 

 

図2.15.4 IBMの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.15.4 IBM の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

接
続

技
術 

回線の適切な運用 特開平11-046260 

1998/05/18 

H04M 11/00,303 

広帯域ﾈｯﾄﾜｰｸを適合させるｼｽﾃﾑ､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ電話ｱﾀﾞﾌﾟﾀ及び

経路指定ｼｽﾃﾑ 

経路設定の適正化 

接続制御 

特許第2577538号 

1994/09/29 

H04L 12/46 

経路指定ﾊﾟｽを維持する方法及びｼｽﾃﾑ 

ﾏﾙﾁｾｸﾞﾒﾝﾄLANにおける､可搬性の端末に対する経路指定

ﾊﾟｽ決定の方法およびｼｽﾃﾑ 

 

順序制御 特許第2074936号 

1993/06/03 

G06F 13/00,355 

ﾌﾟﾛｾｽ間通信のための通信方法及び通信ｼｽﾃﾑ 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸから受

信したﾒｯｾｰｼﾞを通信

ﾉｰﾄﾞ内の選択された

ﾌﾟﾛｾｽ待ち行列に送る

簡易方法及びｼｽﾃﾑ 

 

 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

経路設定の機能向上 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特許第3110968号 

1995/02/13 

H04L 12/56 

回線ｱﾀﾞﾌﾟﾀおよび経路指定方法 

第一に各宛先ごとにﾃﾞｰﾀのﾊﾟｹｯﾄ･ﾎﾟｲﾝﾀだけがｺﾋﾟｰされ

ﾊﾞｯﾌｧ･ﾒﾓﾘが節約され､命令数が削減されて､ｽﾙｰﾌﾟｯﾄが向

上する｡第二に､ﾘｱﾙﾀｲﾑ手順の分岐機構によってｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ

が発生することがない。第三に､各出力が割込みによって

独立して処理される｡第四に､資源の解放が､非優先順位ﾓｰ

ﾄﾞで完全に実現される 

 

ア
ド
レ
ッ

シ
ン
グ 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 順序制御 特許第2070484号 

1991/08/01 

H04L 12/28 

ﾛ-ｶﾙ･ｴﾘｱ･ﾈｯﾄﾜｰｸ用の自動ｱﾄﾞﾚｽ発見方法及び装置 

物理的ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｱﾄﾞﾚｽと論理的識別子を自動的に連関さ

せる 
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表 2.15.4 IBM の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

動的ｱﾄﾞﾚｽ割付 特許第3364581号 

1997/10/07 

H04L 12/46 

大都市圏ﾈｯﾄﾜｰｸ､ﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾍｯﾄﾞｴﾝﾄﾞ､ﾈｯﾄﾜｰｸに加入者端末を

加える方法及び装置 

ｱﾄﾞﾚｽ検索処理の 

簡易化 

検索ﾂﾘｰ参照 特開平08-097844 

1995/08/22 

H04L 12/44 

ﾃﾞｰﾀ通路の設定方法及び装置 

ア
ド
レ
ッ
シ
ン
グ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特許第2503189号 

1993/06/07 

H04L 12/00 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ管理ｼｽﾃﾑ 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ･ｾｯﾄのﾒﾝﾊﾞｰである各ﾕｰｻﾞ間の通信に使用され

る配布経路または伝送経路の作成および利用とは独立に

制御管理される､通信ﾈｯﾄﾜｰｸおよび制御を提供する 

 

 

処理能力の向上 帯域制御 特開2000-049853 

1999/04/27 

H04L 12/56 

ﾊﾞｯﾌｧ管理によるﾚｰﾄ保証方法及び装置 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特許第2584188号 

1993/11/16 

H04L 12/66 

LANと基幹WANを相互接続する方法及び装置 

WANを介した異なるLANの接続を容易にする 

 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ｷｬｯｼｭ(高速処

理) 

特開平11-112541 

1997/09/12 

H04L 12/46 

ﾒｯｾｰｼﾞ中継方法及びﾒｯｾｰｼﾞ処理方法､ﾙｰﾀ装置､ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃ

ﾑ､ﾙｰﾀ装置を制御するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記憶媒体 

通
信
制
御 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

仮想接続 特開平10-093655 

1997/08/20 

H04L 29/04 

着信ﾒｯｾｰｼﾞを経路指定する方法及びｼｽﾃﾑ 

経路選択 特開平07-226758 

(取下) 

1993/11/25 

H04L 12/42 

ﾄｰｸﾝ･ｽﾀｰ･ｽｲｯﾁ 処理能力の向上 

順序制御 特許第2502927号 

1993/11/26 

H04L 12/42 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸの接続装置 

標準のﾄｰｸﾝﾍﾞｰｽ

LANにおいて､各ﾉｰﾄﾞ

がﾘﾝｸﾞの帯域幅を均

等に共用可能とする 

 

 

高
速
処
理
技
術 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ照合 特開2000-295291 

2000/03/14 

H04L 12/56 

ﾃﾞｰﾀ伝送ｼｽﾃﾑ 
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表 2.15.4 IBM の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

保
守

管
理 

複雑な作業の簡易化 設定情報収集 特開2000-307657 

2000/03/14 

H04L 12/56 

ﾎｽﾄ･ｸﾗｽﾀのためのﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｨｽﾊﾟｯﾁｬを利用するﾃﾞｰﾀ伝送ｼ

ｽﾃﾑにおけるﾙｰﾀ監視ｼｽﾃﾑ 

課
金 

管
理 

ﾈｯﾄﾜｰｸ(使用)時間 

管理 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開平10-107813 

1997/09/01 

H04L 12/28 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｼｽﾃﾑ及びｶｳﾝﾄ方法 

設
定 

管
理 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2000-224219 

2000/01/21 

H04L 12/46 

仮想ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸの動作方法およびｼｽﾃﾑ 

障
害
対
策 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特許第2908785号 

1998/04/06 

H04L 12/46 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ及び通信方法 

一次ﾃﾞﾌｫﾙﾄ･ｹﾞｰﾄｳｪｲがﾀﾞ

ｳﾝした場合､ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ･ﾃﾞﾌｫ

ﾙﾄ･ｹﾞｰﾄｳｪｲが自動的に作動

状態となる 

 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第2568056号 

1994/10/26 

H04L 12/54 

ﾃﾞｰﾀ処理ｼｽﾃﾑ及びﾒﾃﾞｨｱ配布方法 

電子ﾒｰﾙ及

びﾎﾞｲｽ･ﾒｰﾙの

ような任意の

ﾒﾃﾞｨｱを配布

するための

ﾃﾞｰﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

 

LAN側の拡張性 特開平09-233129 

1997/01/14 

H04L 12/66 

ｹﾞｰﾄｳｪｲ及びその実行方法 

 

 

経路制御 

特開平08-274792 

1996/02/28 

H04L 12/28 

移動端末との通信を維持する方法および装置を含む通信ｼ

ｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

WAN側の拡張性 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平11-103305 

1998/07/02 

H04L 12/28 

ﾃﾞｰﾀ通信ﾈｯﾄﾜｰｸ及びﾃﾞｰﾀ･ﾌｧｲﾙにｱｸｾｽする方法 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

LAN側の拡張性 転送処理 特許第2846817号 

1994/10/20 

H04M  3/50 

情報処理方法及びﾃﾞｰﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

電話の音声ﾒｯｾｰｼﾞ録

音用記憶容量が不足す

るとき、音声ﾒｯｾｰｼﾞを 

ﾃｷｽﾄに変換して電子ﾒｰ 

ﾙで転送する 

 



 

242 

表 2.15.4 IBM の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

WAN側の拡張性 交換処理 特許第3202003号 

1999/03/10 

H04M 11/00,303 

ﾊﾟｹｯﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ電話ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ･ｼｽﾃﾑおよび音声通信確立保持

方法 

音声ﾃﾞｰﾀをﾊﾟ

ｹｯﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ上で

通信できるよう

にする電話/ﾊﾟｹｯ

ﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｲﾝﾀｰﾌｪ

ｲｽ 

運用の経済性､ 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-313664 

2000/04/21 

H04L 12/54 

電子ﾒｰﾙ-ﾌｧｸｼﾐﾘ通信ｼｽﾃﾑ､電子ﾒｰﾙ-ﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法､及び

記録媒体 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 共用ﾌｧｲﾙ(音声､

画像､映像)利用 

特許第3216992号 

1996/06/14 

G06F 13/00,510 

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｼｽﾃﾑにおける接続方式､及びｻｰﾊﾞ･ﾏｼﾝ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの一般ﾕｰ

ｻﾞにとって簡便なｲﾝ

ﾀｰﾈｯﾄ･ﾃﾚﾋﾞ電話の接

続形態を提供する 

ス
ト
リ
ー
ミ
ン
グ 

必要ﾒﾓﾘ容量の増大 処理分散 特許第3251815号 

1995/07/26 

G06F 13/12,330 

対等ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ間のﾃﾞｰﾀｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞ機能を効率的に処理するｺﾝ

ﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ 

ｼｽﾃﾑに接続された装置ｱﾀﾞﾌﾟﾀが任意の長さのﾃﾞｰﾀｽﾄﾘｰﾑ

の処理をｽﾄﾘｰﾑよりも容量が小さいﾒﾓﾘﾊﾞｯﾌｧを介して自律

的に行う 

 

 

 

 

LAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-257190 

1997/11/17 

H04M  3/56 

会議ｻｰﾊﾞ･ｼｽﾃﾑ 

 

 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

情報検索 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開2000-138757 

(拒絶査定確定) 

1999/09/16 

H04M  3/533 

ﾎﾞｲｽ･ﾒｰﾙ･ｼｽﾃﾑ 

ケ
ー
ブ
ル
配
線
、
実
装
技
術 

低価格化 汎用化(共用化)

設計 

特許第1979499号 

1992/07/22 

H01R 13/66 

電気ｺﾈｸﾀ 

弾性接触ﾀﾝｸﾞを有する第1の

ﾎﾟｰﾄと､同軸組立体を支持する第

2のﾎﾟｰﾄと､入力端子における電

気信号を広帯域信号と第1のﾎﾟｰﾄ

に送られる信号に分離する第3の

ﾎﾟｰﾄとを含む 
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2.16.1 企業の概要 

 

商号 古河電気工業 株式会社 

本社所在地 〒100-8322 東京都千代田区丸の内2-6-1 

設立年 1896年（明治29年） 

資本金 592億33百万円（2002年3月末） 

従業員数 8,240名（2002年3月末）（連結：23,323名） 

事業内容 電線・ケーブル、伸銅品、アルミニウム・アルミ合金製品、電子部品等の

製造・販売および送電線、ケーブル、通信基地等の布設工事、他 

 

通信線路である光ファイバ、ケーブルの大手メーカーであるとともに、セキュリティ

ネットワーク、主にVPN（バーチャル・プライベート・ネットワーク）の業界標準規格で

あるIPsecに対応したネットワーク関連製品開発を推進している。 

2000年６月、インテック、ダイヤモンドキャピタルとともに、ソリトンシステムズが設

立したVoIP機器および関連ソフトウェアの開発、販売およびサポートを行う新会社

Solphone, Inc に 出 資 し た （ 出 典 ： 古 河 電 気 工 業 の ホ ー ム ペ ー ジ 、

http://www.furukawa.co.jp）。 

 

2.16.2 製品例 

表2.16.2に古河電気工業の製品例を示す。 

2002年５月、高性能カスタマエッジルータ「FITELnet-Bシリーズ」の強化の一環として

100Mbpsのイーサネットインターフェイスを実装した新機種「FITELnet-B4」の発売を開始

した。2001年12月、通信事業者向けD-WDM伝送用としてインターネットにおける通信帯域

や伝送遅延時間などの通信品質（QoS）を高度に保証し、また１対特定多数の通信である

マルチキャスト機能を強化したギガビット対応ルータ「FITELnet-Gシリーズ」を発売した。 

2000年10月、VoIP技術を実現する製品「CLEARTALK（クリアトーク）シリーズ」を販売

開始した（出典：古河電気工業のHP）。 

 

表2.16.2 古河電気工業の製品例（出典：古河電気工業のHP、カタログ） 

製品名 概要 

Ipsec対応 
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｱｸｾｽﾙｰﾀ
FITELnet-40 

暗号化、複合化に専用チップを採用、Ipsecでの高スループット 
冗長構成対応（FITELnet-30と組あわせ、ADSL、ISDN自動切換え） 

ﾒﾄﾛｴｯｼﾞﾙｰﾀ FITELnet-G12 フルワイヤスピードでのフォワーディング 
MPLSのエッジ、コア両方の機能をサポート 
中継インターフェイス：1000BASE-SX/LX/LH/EH 

VPNﾘﾓｰﾄｱｸｾｽﾙｰﾀ MUCHO-EV WAN：ISDN/デジタル専用線/フレームリレー/PIAFS/アナログ公衆回線
（モデム外付け） 
VPN：Ipsec/DES（56bit）暗号化/IKE鍵交換 

 

 

2.16 古河電気工業 
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2.16.3 技術開発拠点と研究者 

図2.16.3に、古河電気工業のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

古河電気工業の開発拠点：東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 古河電気工業(株)内 

 

図2.16.3 古河電気工業のブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.16.4に、ブロードバンドルータ技術の古河電気工業の特許の課題と解決手段の分布

を示す。課題「動作・処理の高速化」に対して「トラフィック処理」で対応し、「経路選

択の効率化」に対しては「中継処理の改良」で対応、「保守・管理性の向上」に対しては

「監視情報設定技術の改良」で対応する出願がある。 

解決手段の内容は、ルーティング制御、変更情報取得、処理分散、保守・ネットワーク

管理の簡易設計などで、ギガビット対応ルータなどの、高速で効率よく安定して中継接続

ができ、保守・管理性が容易な装置などに関する技術に関するものである。 

表2.16.4に古河電気工業の技術要素別課題対応特許を示す。出願件数26件の内､登録に

なった特許１件については概要入りで示す｡ 

 

図2.16.4 古河電気工業の特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.16.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

接
続

技
術 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特開平08-340355 

1995/06/14 

H04L 12/66 

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続方法 

伝
送 

技
術 

経路設定の適正化 接続制御 特開平10-285218 

1997/04/02 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信方法 

処理能力の向上 仮想接続 特開平09-149084 

1995/11/17 

H04L 12/66 

仮想ﾈｯﾄﾜｰｸのﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

経路設定の適正化 特開平10-070564 

1996/08/27 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ中継方法 

経路計算負荷の 

軽減､時間短縮 

特開平08-088654 

1995/06/29 

H04L 12/66 

接続装置の経路情報伝達方法及びﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

経路設定の機能向上

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 

特開平11-191790 

1997/12/25 

H04L 12/66 

通信ﾃﾞｰﾀ処理方法及びそのﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

ｱﾄﾞﾚｽ登録の簡易化 ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開平07-212404 

1994/01/26 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間のﾃﾞｰﾀ中継装置 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 変更情報取得 特許第2721303号 

1994/05/12 

H04L 12/46 

接続装置の経路情報伝達方法 

ISDN回線網を介して､ﾙｰﾄ情報の送信以外の送信要求に

より接続された場合でも､他のﾙｰﾀとﾙｰﾄ情報の交換を行う

 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

課金 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-083067 

1999/06/23 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ､問い合わせ機能付きﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置および

保持機能付きﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

通
信

制
御 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾌﾛｰ制御 特開2000-106571 

1998/09/29 

H04L 12/56 

ﾌﾞﾘｯｼﾞ装置 

処理能力の向上 帯域制御 特開平11-112543 

1997/09/29 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信方法及びその中継装置 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

処理分散 特開2000-022733 

1998/06/30 

H04L 12/46 

ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ及びそのﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置 

特開2000-083063 

1999/06/24 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

高
速
処
理
技
術 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

 

特開平10-093637 

1996/09/18 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続装置のﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

ｱｸｾｽの正当性評価 順序制御 特開2002-033763 

2000/05/10 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ伝送方法及びそのｼｽﾃﾑ 
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表 2.16.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

認
証 

ｱｸｾｽの正当性評価 認証ｻｰﾊﾞ使用 特開2002-124952 

2000/10/12 

H04L 12/28 

無線ﾈｯﾄﾜｰｸにおける無線端末の認証方法および無線ﾈｯﾄﾜｰ

ｸにおける無線端末の認証ｼｽﾃﾑ 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開2002-185626 

2000/12/14 

H04M 11/00,301 

ﾈｯﾄﾜｰｸ中継装置､ﾘﾓｰﾄｱｸｾｽ端末登録方法およびその方法を

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに実行させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読み取り

可能な記録媒体 
保
守
管
理 

回線､機器の異常処

理 

時間管理 特開平09-181775 

1995/12/25 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続方法及びその装置 

課
金

管
理 

ﾈｯﾄﾜｰｸ(使用)時間 

管理 

簡易設計 特開2000-174846 

1998/12/03 

H04L 29/14 

通信装置及び記録媒体 

経路設定の機能向上 変更情報取得 特開平11-112542 

1997/09/29 

H04L 12/46 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続方法及びその装置 

遠隔制御 特開2000-069080 

1998/08/19 

H04L 12/56 

通信装置のﾘﾓｰﾄｲﾝｽﾄｰﾙ方法 

複雑な作業の簡易化 簡易設計 特開平09-130421 

1995/11/02 

H04L 12/46 

仮想ﾈｯﾄﾜｰｸ管理方法 

設
定
管
理 

 特開平09-153902 

1995/11/30 

H04L 12/28 

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器の動作設定方法 

障
害

対
策 

回線､機器の異常 

処理 

経路制御 特開平09-153916 

1996/04/30 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続方法 

利
用
者

サ
ー
ビ

ス 

課金 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2000-101648 

1999/07/19 

H04L 12/56 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置 

ハ
ー
ド

ウ
ェ
ア 

設
計 

経路計算負荷の軽

減､時間短縮 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特開平08-202643 

(取下) 

1995/01/27 

G06F 13/00,353 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間中継装置 
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2.17.1 企業の概要 

 

商号 AT&T Corporation 

本社所在地 32 Avenue of the Americans New York, NY USA 

設立年 1885年 

資本金 $49,265M（Dec. 31, 2001） 

売上高 $13,910M（2001年） 

従業員数 117,800名（2001年末） 

事業内容 

 

AT&T Group(Total)($52,902M)､AT&T Business（$28,024M）､AT&T Consumer

（$15,079M）､AT&T Broadband（$9,799M）､Corp. & others（$-352M） 

 

AT&Tは、AT&T Business、AT&T Consumer、AT&T Broadbandの３社を傘下にもち、国内外

の音声、データ、ビデオ通信サービスを提供している。ケーブルテレビ会社のAT&T 

Broadbandは2002年11月にAT&Tの傘下から離れ、同時にケーブルテレビ運営会社のComcast

と合併した（出典：AT&Tのホームページ、http://www.att.com）。 

 

2.17.2 製品例 

AT&T本体は事業統括会社として、傘下の各社が次のようなサービスを提供している。 

ビジネスサービスは音声、データ、IPサービス、フレームリレー、ATMなど世界規模で

の種々の通信サービスを提供する。 

コンシューマサービスは、国内外長距離電話、オペレータ通話サービス、ダイヤルアッ

プ・インターネット接続サービスなどを提供する。 

ブロードバンドサービスは、ケーブルテレビ、高速インターネット接続サービス、電話

などを提供する（出典：AT&TのHP）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.17 エイ ティ アンド ティ
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2.17.3 技術開発拠点と研究者 

図2.17.3に、AT&Tのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

AT&Tの開発拠点：米国 

 

図2.17.3 AT&Tのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 
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2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.17.4 AT&Tのブロードバンドルータ技術の特許の課題と解決手段の分布を示す。 

課題「ネットワークの拡張性」に対して「中継処理の改良」などいろいろな手段で対応

している。同じく「利用者サービスの向上」に対しては「優先接続処理」などで、「経路

選択の効率化」に対しては「中継処理の改良」、「経路情報処理」で対応している。解決手

段の内容は、インターネットアクセス技術に関するものである。 

表2.17.4にAT&Tの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数22件の内、登録になった特

許と他の特許に引用された回数が多い特許をあわせた４件については概要入りで示す。 

 

図2.17.4 AT&Tの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.17.4 AT&T の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

異種ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平10-341243 

1998/04/24 

H04L 12/28 

ﾏﾙﾁﾎｯﾌﾟ通信ｼｽﾃﾑ､中継装置及び通信ｻｰﾋﾞｽ提供方法 

 特開平10-173696 

1997/11/06 

H04L 12/46 

広域ﾈｯﾄﾜｰｸを基礎とする音声ｹﾞｰﾄｳｪｲ 
接
続
技
術 

ｾｷｭﾘﾃｨ確保 経路制御 特開平09-511879 

(取下) 

1994/06/21 

H04H  1/08 

下流ﾃﾞｰﾀ転送をｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾁｬﾈﾙ上に統合し､上流ﾃﾞｰﾀを別

の媒体で運ぶ装置および方法 

回線の適切な運用 接続制御 特開平07-273788 

1995/03/06 

H04L 12/46 

［被引用２回］ 

ﾛｰｶﾙｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ 

多重ﾎﾟｰﾄﾌﾞﾘｯｼﾞﾙｰﾀは

ﾊﾞｽに接続する｡多重ﾎﾟｰﾄ

ﾌﾞﾘｯｼﾞﾙｰﾀはﾊﾟｹｯﾄの宛

先ｱﾄﾞﾚｽにしたがって情報

ﾊﾟｹｯﾄをあるﾊﾞｽから別の

ﾊﾞｽへ方向付けることがで

きる｡ 

 

伝
送
技
術 

適正な帯域保証 経路制御 特開平09-307871 

1996/05/09 

H04N  7/16 

高帯域幅と低帯域幅のﾃﾞｰﾀ転送を結合するための機器と

方法 

通
信 

技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 多重処理 特開平10-126498 

1997/07/22 

H04M  3/00 

高ﾃﾞｰﾀ速度通信を得るための低ﾃﾞｰﾀ転送速度回線の多数

結合 

経路設定の適正化 接続制御 特許第3294075号 

1995/08/28 

H04L 12/66 

ﾃﾞｰﾀ転送方法 

ｺﾈｸｼｮﾝﾚｽ型のｻｰﾊﾞおよ

びｸﾗｲｱﾝﾄのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは､

ﾃﾞｰﾀを転送する前に接続

ﾏﾈｰｼﾞｬと通信することに

よって､ﾘﾓｰﾄのｸﾗｲｱﾝﾄと

の通信を確立する 

経路情報取得 特開平10-336249 

1998/05/20 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙ中継網 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

ﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞの

ﾛｯｸ防止 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ多様化 

特許第3115769号 

1994/06/27 

H04L 12/56 

ﾘﾝｸﾒﾄﾘｯｸ割当方法 

十分なﾈｯﾄﾜｰｸ

性能を与えると

共に､ﾈｯﾄﾜｰｸ発

振を避けるﾘﾝｸﾒ

ﾄﾘｯｸ割当方法 

通
信

制
御 

WAN側の拡張性 接続制御 特開平10-107895 

1997/05/15 

H04M  3/00 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報ｻｰﾋﾞｽ･ｱｸｾｽ 
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表 2.17.4 AT&T の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

Ｖ
Ｐ
Ｎ 

QoS 順序制御 特開平09-046336 

(放棄) 

1996/07/24 

H04L 12/00 

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾘｿｰｽをﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾉｰﾄﾞに割り当てることによる許可

制御およびﾙｰﾃｨﾝｸﾞのための方法 

資
源

管
理 

回線の適切な運用 経路情報取得 特許第3366891号 

2000/02/21 

H04L 12/24 

ﾃﾞｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸ監視方法 

適正な帯域保証 順序制御 特開平09-233104 

1996/12/26 

H04L 12/28 

ﾏﾙﾁｻｰﾋﾞｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸにおける容量管理ｼｽﾃﾑおよび方法 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

情報検索 WEBｻｰﾊﾞ(電話帳

など)利用 

特開平10-126438 

1997/06/27 

H04L 12/54 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを使うﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ﾒｯｾｰｼﾞﾝｸﾞ 

LAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開平10-242973 

1998/02/27 

H04L 12/28 

WorldNet(登録商標)ｱｸｾｽのための広帯域ﾃﾞｰﾀ受信ｼｽﾃﾑ 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ解析 特開平09-214564 

1996/10/24 

H04L 12/66 

H.320ﾌﾟﾛﾄｺﾙをｻﾎﾟｰﾄする端末からｲﾝﾀｰﾈｯﾄと格納されたﾏﾙ

ﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽへのﾈｯﾄﾜｰｸｱｸｾｽ 

遠隔制御 特開平11-098139 

1998/06/25 

H04L 12/18 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ用ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ管理装置及びそのｼｽﾃﾑ及びその方法 

転送処理 特表2000-505279 

1998/04/16 

H04L 12/56 

ﾙｰﾄ制御されたATMﾈｯﾄﾜｰｸ上でのLANEを用いたIPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ 

WAN側の拡張性 端末情報設定 特開平10-117236 

1997/06/27 

H04M  3/42 

ｴｰｼﾞｪﾝﾄの宛先を選択するためおよびﾈｯﾄﾜｰｸの顧客に対し

て行われた呼出しを監視するためのｼｽﾃﾑおよび方法 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

識別子(鍵)使用 特開平10-051443 

1997/03/19 

H04L 12/00 

呼び出す及び呼び出されたﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ﾀｰﾐﾅﾙとの間の通信

を作動可能にする方法 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-160804 

2000/09/28 

H04L 12/18 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞのためのﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ

Ｖ
ｏ
Ｉ
Ｐ 

QoS ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ処理 特開2001-156779 

2000/09/28 

H04L 12/24 

通信ｼｽﾃﾑ間のｻｰﾋﾞｽの品質をﾏｯﾋﾟﾝｸﾞするｼｽﾃﾑと方法 
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2.18.1 企業の概要 

 

商号 パナソニック コミュニケーションズ株式会社（旧社名：松下電送システム(株)）

本社所在地 〒812-8531 福岡県福岡市博多区美野島4-1-62 

設立年 1955年（昭和30年） 

資本金 298億45百万円（2003年1月） 

従業員数 約17,300名（2003年1月）（連結） 

事業内容 ファクシミリ、複写機等の情報関連機器の製造・販売および関連サービス

 

松下電装システム㈱は、1945年、ファクシミリの専門メーカーとして創業し､1998年に

複写機事業を統合した。現在、IPネットワーク、画像処理技術を基軸に、松下電器グルー

プのドキュメント・ネットワーク事業を担う中核企業に位置し、またIPコミュニケーショ

ン事業において、インターネットファックスを始め、IP技術を駆使したIPv6関連技術など

を取り込み、デジタル画像処理技術の応用、複合化、標準化を進めている。2003年１月１

日より九州松下電器㈱等と統合、現社名に変更となった。（出典：パナソニックコミュニ

ケーションズのホームページ、http://www.panasonic.co.jp）。 

 

2.18.2 製品例 

表2.18.2にパナソニックコミュニケーションズの製品例を示す。 

主力のファックスのほかに、デジタル複写機、プリンタ、電子黒板、および関連する

ネットワークゲートウェイ、ADSLモデムなどを商品系列として持つ。 

代表的なファックス「WORKIO A918」は、コピー､プリンタ、スキャナ、ファックス、電

話機能を搭載し、インターネットファックスへも展開できる。 

デジタルネットワークゲートウェイ「DN-G200」は小規模ネットワークを構築するため

のストレージ機能を持ったルータである（出典：パナソニックコミュニケーションズの

HP）。 

 

表2.18.2 パナソニックコミュニケーションズの製品例 

製品名 概要 

ﾌｧｸｼﾐﾘ ｢WORKiO A918｣ コピー、プリンタ、スキャナ、ファックス、電話機能 
A3サイズ 
G3/G4ファックス、Eメール/インターネットファックス 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 
ｹﾞｰﾄｳｪｲ ｢DN-G200｣ 

OS:Linux、10MBHDDによるストレージ機能（ファイルサーバ） 
インターフェイス：10Base-T/100Base-TX、無線LAN、PCMCIA、PHS 
スタティック/ダイナミックルーティング、パケットフィルタリング 

（出典：パナソニックコミュニケーションズの HP） 

 

 

 

2.18 パナソニック コミュニケーションズ
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2.18.3 技術開発拠点と研究者 

図2.18.3に、パナソニックコミュニケーションズのブロードバンドルータ技術の出願件

数と発明者数を示す。 

 

パナソニックコミュニケーションズの開発拠点：東京都目黒区下目黒２丁目３番８号 

パナソニックコミュニュケーションズ(株)内 

 

図2.18.3 パナソニックコミュニケーションズのブロードバンドルータ技術 

の出願件数と発明者数 
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2.18.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.18.4に、ブロードバンドルータ技術のパナソニックコミュニケーションズの特許の

課題と解決手段の分布を示す。課題「ネットワーク拡張性の向上」に対し「経路情報処

理」、「IPアドレス指定方法の改良」、「機能の統合」などで対応している。また、「利用者

サービスの向上」に対しては「プロトコル処理」、「機能統合」で対応している。さらに、

他の企業にはない「ファックスの付加機能」に関するものもある。 

解決手段の内容から、商品の使用者の利便性に関する技術開発に主眼を置いていること

がうかがえる。 

表2.18.4にパナソニックコミュニケーションズの技術要素別課題対応特許を示す。出願

件数20件の内、登録になった特許５件については概要入りで示す。 

 

図2.18.4 パナソニックコミュニケーションズの特許の 

課題と解決手段の分布 
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表 2.18.4 パナソニック コミュニケーションズの技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

障
害 

対
策 

回線､機器の異常 

処理 

故障解析 特開2001-168950 

1999/12/10 

H04L 29/14 

ｴﾗｰ通知装置およびｴﾗｰ通知方法 

LAN側の拡張性 経路･位置情報

比較 

特開2000-032206 

1999/04/26 

H04N  1/00,107 

通信装置及び通信方法 

端末情報設定 特開平11-252343 

1998/03/02 

H04N  1/32 

通信装置及び通信方法 

 特開平10-075330 

1996/08/30 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

 特開2000-004341 

1999/05/06 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置､通信装置､及び通信方法 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2002-033873 

2000/07/17 

H04N  1/00,104 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置及び中継機 

転送処理 特開平09-116728 

1995/10/20 

H04N  1/32 

電子ﾒｰﾙを用いたｲﾒｰｼﾞﾃﾞｰﾀ送信方法およびﾌｧｸｼﾐﾘ型電子

ﾒｰﾙ装置 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特許第3140366号 

1996/04/18 

H04N  1/32 

ﾌｧｸｼﾐﾘ用電子ﾒｰﾙ変換装置 

既存のﾌｧｸｼﾐﾘ

で電子ﾒｰﾙの送

受信を行うため

の､ﾌｧｸｼﾐﾘﾃﾞｰﾀ

形態と電子ﾒｰﾙ

形態のﾃﾞｰﾀ変換

装置 

運用の経済性､ 

利便性 

端末情報設定 特開2001-282692 

2000/04/03 

G06F 13/00,640 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置およびｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ通信方法 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 転送処理 特許第3170491号 

1999/03/29 

H04N  1/00,107 

画像通信装置及びｻｰﾊﾞ装置並びに能力交換方法 

宛先端末の

能力情報を送

信側端末で取

得し､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置で

G3ﾌｧｸｼﾐﾘと同

等の能力交換

を可能にする 

電子ﾒｰﾙとの連携 端末情報設定 特開2001-326673 

2000/05/16 

H04L 12/54 

中継装置および中継方法 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

ﾃﾞｰﾀ長制御 特開2000-083127 

1999/08/23 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 
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表 2.18.4 パナソニック コミュニケーションズの技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特許第3133297号 

1999/02/04 

H04M 11/00,303 

通信装置 

電話器､ﾌｧｸｼﾐﾘ装置等を､LAN､

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ､公衆回線､等に自在に

接続する 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

WAN側の拡張性 経路制御 特開2002-010007 

2000/06/27 

H04N  1/00,104 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置および回線選択方法 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-111628 

1999/10/08 

H04L 12/66 

画像送信装置､画像受信装置およびそれらの方法 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

低価格化 交換処理 特開2002-158715 

2000/11/21 

H04L 12/66 

ﾋﾞﾃﾞｵ電話通信ｼｽﾃﾑ及びｹﾞｰﾄｳｪｲ装置 

信頼性の向上 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開2000-032202 

(拒絶査定確定) 

1998/07/10 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

情報検索 ｻｰﾋﾞｽの共用 特許第3220441号 

1999/10/08 

H04N  1/00,107 

画像送信装置および画像送信方法 

ﾈｯﾄﾜｰｸｽｷｬﾅおよびｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘの両方の用途に適合し

た画像送信装置および画像送信方法を提供する 

 特開2001-268309 

2001/01/26 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置および電子ﾒｰﾙ受信方法 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性、 

利便性 

ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開平10-051485 

1996/08/05 

H04N 12/54 

電子ﾒｰﾙ配信装置 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
設
計 

電子ﾒｰﾙとの連携 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特許第3220687号 

1999/07/13 

G06F 13/00,640 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

画像ﾃﾞｰﾀを電子ﾒｰﾙにより送信する場合のﾒｰﾙの本文を

送信者および受信者にとって有意なﾃﾞｰﾀとする 
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2.19.1 企業の概要 

 

商号 日本電気エンジニアリング 株式会社 

本社所在地 東京都港区芝浦3-18-21 

設立年 1975年 

資本金 3.6億円 

従業員数 2,472名（2002年3月末） 

事業内容 ITインフラ関連、アプライアンス関連、システムソリューション 

 

2002年12月、多様なニーズと、IT・ネットワークの融合を「オープンテクノロジーマト

リックス」と位置付けた新しい事業戦略をシステムソリューション領域、アプライアンス

関連領域、ITインフラ関連開発領域で展開している。 

ビジネス通信事業部は、IP化対応の製品開発に積極的に取り組んでおり「音声通信事

業」「データ通信事業」「自主事業」の３つの観点からIP化への取り組みを進めている。 

企業経営効率化の一つのソリューションとして、VoIP（Voice over IP）ネットワーク

技術を用いて音声とデータを統合した企業専用網IP-VPN（Internet Protocol-Virtual 

Private Network）の開発、提供をしている。 

転送データ量の軽減や伝送遅延対策を行い通信状態の影響を受けにくくしたネットワー

ク対応型の監視制御システム構築を手がけている（出典：日本電気エンジニアリングの

ホームページ、http://www.nec-eng.co.jp/）。 

 

2.19.2 製品例 

表2.19.2に日本電気エンジニアリングの製品例を示す。 

2002年３月、遠隔電話会議システム「VoicePoint IP（Basicモデル）」を発売し、アナ

ログ電話回線、インターネットTV電話、インターネット電話対応パソコンとの接続により

多人数による音声通話を可能にする環境を実現した。８月にはLAN、ブロードバンドネッ

トワークに接続可能なIPモデルをラインナップした。 

2002年５月、小規模ネットワークを構築するための小容量多重変換装置「Easy MUX」を

発売した。これにより既存通信網におけるローカル局の増設、ポイント・ツー・ポイント

接続による電話回線や各種データ回線の延長などを経済的に実現できる。 

2002年11月、各種IP網への音声・データを統合する低価格４ポートATMターミナルアダ

プタ「IPMASTER-2040」を発売した。ATM専用線上でデータ、音声、画像などのトラフィッ

クの異なるネットワークを分離し、輻輳やセキュリティを考慮したネットワーク構築が可

能になる（出典：日本電気エンジニアリングのホームページ）。 

 

 

 

2.19 日本電気エンジニアリング
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表2.19.2 日本電気エンジニアリングの製品例（出典：日本電気エンジニアリングのHP） 

製品名 概要 

遠 隔 電 話 会 議 ｼ ｽ ﾃ ﾑ
VoicePoint IP 
（Basic Model） 

回線 I/F：アナログ電話回線、10Base-T/100Base-TX 
アナログ音声入出力、内蔵マイク４箇所 

小 容 量 多 重 変 換 装 置
Easy MUX 

多重化方式：時分割多重（64kbps 単位） 
伝送路 I/F：1.544Mbps/6.312Mbps 電気 I/F、光 I/F 

ATM ﾀｰﾐﾅﾙｱﾀﾞﾌﾟﾀ 
IPMASTER-2040 

ATM 回路：ポート数 1、I/F：ATM サービス、通信速度 64k～10Mbps（VC） 
端末回路：ポート数 4、I/F：イーサネット、通信速度 10Mbps/100Mbps 

 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

図2.19.3に、日本電気エンジニアリングのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明

者数を示す。 

 

日本電気エンジニアリングの開発拠点：東京都西新橋３丁目20番４号 

 日本電気エンジニアリング(株)内 

 東京都港区芝浦３丁目18番21号 

 日本電気エンジニアリング(株)内 

 

図2.19.3 日本電気エンジニアリングの技術の出願件数と発明者数 
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2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.19.4に、ブロードバンドルータ技術の日本電気エンジニアリングの特許の課題と解

決手段の分布を示す。 

課題「動作・処理の高速化」に対して「トラフィック処理」で対応し、「ネットワーク

拡張性の向上」に対しては「中継処理の改良」などで対応する出願がある。 

解決手段の内容は、エンドユーザ対応の電話会議システム、小規模ネットワークなどの

基本性能の向上、利用者の利便性向上などを意識したものである。 

表2.19.4に、日本電気エンジニアリングの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数18

件の内、登録になった特許１件については概要入りで示す。 

 

図2.19.4 日本電気エンジニアリングの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.19.4 日本電気エンジニアリングの技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

接
続
技
術 

回線の適切な運用 時間管理 特許第3068511号 

1997/06/25 

H04L 12/66 

日本電気 

ﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃﾑ 

公衆回線を使用した通信において､回線の切断時間を最

適化することにより､通信中に切断したり､無効に回線を

保留し続けることのないﾊﾟｹｯﾄ中継ｼｽﾃﾑ 

伝
送 

技
術 

転送ﾚｰﾄ､速度の向上 経路選択 特開2001-094595 

1999/09/20 

H04L 12/56 

衛星通信ｼｽﾃﾑ 

ル
ー

テ
ィ
ン

グ 

経路設定の適正化 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報 

設定 

特開2000-022736 

1998/07/06 

H04L 12/46 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｴﾝﾄﾘ検索ｼｽﾃﾑ及びその検索方法並びにその制御ﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾃﾞｰﾀ長制御 特開平07-123088 

(取下) 

1993/10/28 

H04L 12/00 

IPﾙｰﾀｰによるﾘｱｾﾝﾌﾞﾘﾝｸﾞ方式 

ﾌﾛｰ制御 特開2001-298471 

2000/04/12 

H04L 12/46 

ﾙｰﾀ装置 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

処理分散 特開2001-358758 

2000/06/14 

H04L 12/56 

日本電気 

ATM-LANｼｽﾃﾑおよびその負荷分散制御方法 

透過的ｱｸｾｽ 仮想接続 特開平11-215130 

1998/01/21 

H04L 12/28 

ATM交換ｼｽﾃﾑ 

通
信
制
御 

回線､機器の異常処

理 

接続制御 特開2000-106573 

1998/09/29 

H04L 12/66 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間接続ｼｽﾃﾑ､ｹﾞｰﾄｳｪｲ装置､ｹﾞｰﾄｳｪｲ間接続方法及び

記録媒体 

LAN側の拡張性 交換処理 特開平11-275222 

1998/03/19 

H04M  3/08 

企業内ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ交換ﾉｰﾄﾞ装置及びその通信方法 

交
換
機
接
続 

WAN側の拡張性 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ制御 特開2001-339428 

2000/05/25 

H04L 12/56 

音声･ﾃﾞｰﾀ統合ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ装置及びそれに用いる音声･ﾃﾞｰﾀ統

合ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法 

認
証 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開平07-170279 

(拒絶査定確定) 

1993/12/14 

H04L 12/40 

日本電気 

LANﾌﾞﾘｯｼﾞｼｽﾃﾑにおけるﾕｰｻﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ設定方式 

障
害

対
策 

回線､機器の異常 

処理 

故障診断 特開2002-118617 

2000/10/05 

H04L 29/08 

VoIPGateway装置 

サ
ー

ビ
ス

管
理 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ 

変換 

特開平08-097878 

1994/09/26 

H04L 29/06 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換装置 
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表 2.19.4 日本電気エンジニアリングの技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開平09-270824 

1996/03/29 

H04L 12/66 

個別ｱﾄﾞﾚｽ発呼ｼｽﾃﾑ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

拡
張
性 

汎用化(共用化)

設計 

特開平08-331167 

(取下) 

1995/06/05 

H04L 12/46 

LANにおけるﾃﾞｰﾀ転送装置 

QoS 経路制御 特開2002-101197 

2000/09/21 

H04M  3/00 

IP電話機制御ｼｽﾃﾑ 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ ｱﾄﾞﾚｽﾃｰﾌﾞﾙ使用 特開2001-326685 

2000/05/18 

H04L 12/56 

同報送信ｼｽﾃﾑ及びその宛先ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ管理方式 

利
用
者

サ
ー
ビ
ス 

情報検索 端末情報設定 特開2002-190875 

2000/12/21 

H04M 11/00,303 

行き先表示ｼｽﾃﾑ 
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2.20.1 企業の概要 

 

商号 シャープ 株式会社 

本社所在地 〒545-8522 大阪市阿倍野区長池町22-22 田辺ビル 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,046億76百万円（2002年3月末） 

従業員数 22,710名（2002年3月末）（連結：46,518名） 

事業内容 エレクトロニクス機器（音響・映像・通信機器、電化機器、情報機器）、

電子部品（IC、液晶等）の製造・販売 

 

2002年11月、IBMと企業のアプリケーションやデータベース、あるいは電子メールやス

ケジュールに、モバイル環境下からアクセスを可能とするLinuxベースの企業向けモバイ

ルソリューションを共同で開発し、グローバルに事業を展開することで提携した。 

2001年10月、ソーマ・ネットワークスと無線でブロードバンドインターネットと音声

サービスを同時に提供できる、次世代ホームネットワーク機器群を共同で開発することで

提携した（出典：シャープのホームページ、http://www.sharp.co.jp）。 

 

2.20.2 製品例 

シャープの自社ブランドネットワーク関連機器としては、パソコンに内蔵のネットワー

ク・インターフェイス、パソコンを無線LANに接続するワイヤレスLANカード「CD-WC01」、

およびワイヤレスLANステーション「CE-WA01」がある。インターネット接続に必要なルー

タなどは外部メーカのものをユーザ主導で選択する方式をとっている。 

また、産業用途のネットワーク接続関連製品、例えばイーサネットユニットなどは関連

会社で扱っている（出典：シャープのHP）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.20 シャープ 
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2.20.3 技術開発拠点と研究者 

図2.20.3に、シャープのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数を示す。 

 

シャープの開発拠点：大阪府大阪市阿倍野区長池町22番22号 シャープ(株)内 

米国 

 

図2.20.3 シャープのブロードバンドルータ技術の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

出願年

出
願
件
数

0

20

40

60

80

100

発
明
者
数

出願件数

発明者数



265 

2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.20.4に、ブロードバンドルータ技術のシャープの特許の課題と解決手段の分布を示

す。出願は、ブロードバンドルータ技術の課題、解決手段の全般にわたっている。 

解決手段の内容は、経路情報処理、優先接続処理、機能の統合などで、利用者の利便性

の向上などに関する技術である。 

表2.20.4にシャープの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数は18件である。 

 

図2.20.4 シャープの特許の課題と解決手段の分布 
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表 2.20.4 シャープの技術要素別課題対応特許（1/1） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

経路情報取得 特開平07-322334 

(拒絶査定確定) 

1994/05/27 

H04Q  7/22 

無線通信方式 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

経路設定の機能向上 ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ情報設

定 

特開2002-141931 

2000/10/30 

H04L 12/56 

ﾙｰﾀ装置及び経路制御方法 

処理能力の向上 管理ﾃｰﾌﾞﾙ参照 特開2001-197558 

2000/01/11 

H04Q  7/38 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

処理時間短縮､ 

応答速度向上 

順序制御 特開2001-251360 

2001/01/24 

H04L 12/56,230 

ﾊﾟｹｯﾄﾈｯﾄﾜｰｸにおけるﾘｱﾙﾀｲﾑﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂを伝送し同期化す

るｼｽﾃﾑ及び方法 

透過的ｱｸｾｽ 仮想接続 特開平03-246744 

(取下) 1990/02/26

G06F 15/16,370 

透過型分散制御方法 

通
信
制
御 

ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特開平03-252833 

(取下) 1990/03/02

G06F 12/00,301 

透過型分散ﾌｧｲﾙｱｸｾｽ方法 

高
速
処
理
技
術

処理能力の向上 転送処理 特開2001-331472 

2000/05/22 

G06F 15/82,630 

ﾃﾞｰﾀ駆動型情報処理装置およびその実行制御方法 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特開2001-144756 

1999/11/17 

H04L 12/22 

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝ方式 

認
証  特開2001-333451 

2000/05/22 

H04Q  7/38 

端末間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの方法および端末間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞ

ｽｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特開2001-211286 

2000/01/28 

H04N  1/00,107 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2000-250877 

1999/02/26 

G06F 15/177,674 

ﾃﾞｰﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

汎用化(共用化)

設計 

特開2001-177662 

1999/12/15 

H04M 11/00,303 

電話機能を備える情報通信装置 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

WAN側の拡張性 順序制御 特開2001-144811 

1999/11/17 

H04L 12/56 

ﾓﾊﾞｲﾙIPにおける通信制御方式 

Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス

運用の経済性､ 

利便性 

ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特開2001-177577 

1999/12/21 

H04L 12/56 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑ､及びその通信確立方法 

QoS ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特開2002-176639 

2000/12/05 

H04N  7/173,640 

ﾋﾞﾃﾞｵｿﾌﾄﾚﾝﾀﾙ配信ｼｽﾃﾑ 利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

運用の経済性､ 

利便性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2001-156980 

1999/11/22 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

汎用化(共用化)

設計 

特開2001-217985 

2000/02/04 

H04N  1/00,107 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ハ
ー
ド
ウ
ェ 

ア
設
計 ﾈｯﾄﾜｰｸ接続 接続制御(電話

/IP電話､FAX/ 

電子ﾒｰﾙ) 

特開2002-027140 

2000/07/11 

H04M 11/00,303 

通信装置 

 



 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 ブロードバンドルータ技術の技術開発拠点 
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図3.1にブロードバンドルータ技術の主要企業の技術開発拠点を示す。また、表3.1に開

発拠点の住所一覧表を示す。この図や表は、主要企業20社が保有している特許公報から発

明者の住所・居所を集計したものである。 

集計の結果は、出願上位20社の開発拠点を発明者の住所・居所でみると関東地方は東京

都内、神奈川県等を中心に46拠点、関西地方は大阪府、京都府、兵庫県等に５拠点、中部

地方は愛知県に２拠点、東北地方は宮城県に１拠点、九州地方は福岡県、熊本県に４拠点

ある。 

海外は、米国、イギリス、イスラエル、フランスに拠点がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

技術開発の拠点は国内では関東地方、 

海外では米国に集中している。 

 

3.1 ブロードバンドルータ技術の技術開発拠点

特許流通 

支援チャート
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東京都①②③④

⑤⑥⑧⑨⑩⑫⑯

⑱⑲ 

神奈川県②⑤⑥

⑦⑨⑭⑮ 

愛知県②⑥ 

茨城県② 

埼玉県②⑭ 

宮城県⑥ 

大阪府④⑦⑳ 兵庫県⑨ 京都府⑪ 

米国①③⑥⑦⑧

⑬⑮⑰⑳ 

イギリス⑬⑮ 

フランス⑮ 

イスラエル⑮ 

福岡県⑥ 熊本県⑥ 

図3.1 技術開発拠点地図 
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表3.1 技術開発拠点一覧（1/2） 

① 日本電気 東京都港区芝5丁目7番1号 日本電気株式会社内 

  米国 

② 日立製作所 愛知県尾張旭市晴丘町池上1番地 株式会社日立製作所ｵﾌｨｽｼｽﾃﾑ事業部内 

  茨城県ひたちなか市市毛1070番地 株式会社日立製作所水戸工場内 

  茨城県日立市大みか町5丁目2番1号 株式会社日立製作所 

  埼玉県比企郡鳩山町赤沼2520番地 株式会社日立製作所基礎研究所内 

  神奈川県横浜市戸塚区吉田町292番地 株式会社日立製作所 

  神奈川県横浜市戸塚区戸塚町216番地 株式会社日立製作所 

  神奈川県横浜市戸塚区戸塚町5030番地 株式会社日立製作所 

  神奈川県海老名市下今泉810番地 株式会社日立製作所 

  神奈川県秦野市堀山下1番地 株式会社日立製作所 

  神奈川県川崎市幸区鹿島田890番地 株式会社日立製作所 

  神奈川県川崎市麻生区王禅寺1099番地 株式会社日立製作所ｼｽﾃﾑ開発研究所内 

  東京都国分寺市東恋ヶ窪1丁目280番地 株式会社日立製作所中央研究所内 

  東京都千代田区神田駿河台4丁目6番地 株式会社日立製作所内 

③ ﾘｺｰ 東京都大田区中馬込1丁目3番6号 株式会社ﾘｺｰ内 

  米国 

④ 日本電信電話 大阪府大阪市中央区馬場町3番15号 西日本電信電話株式会社内 

  東京都新宿区西新宿3丁目19番2号 日本電信電話株式会社内 

  東京都千代田区大手町2丁目3番1号 日本電信電話株式会社内 

  東京都千代田区内幸町1丁目1番6号 日本電信電話株式会社内 

⑤ 東芝 神奈川県横浜市磯子区新杉田町8番地 株式会社東芝横浜事業所内 

  神奈川県川崎市幸区小向東芝町1番地 株式会社東芝内 

  神奈川県川崎市幸区柳町70番地 株式会社東芝柳町工場内 

  東京都港区芝浦1丁目1番1号 株式会社東芝本社事務所内 

  東京都青梅市末広町2丁目9番地 株式会社東芝青梅工場内 

  東京都日野市旭が丘3丁目1番地の1 株式会社東芝日野工場内 

  東京都府中市東芝町1番地 株式会社東芝内 

⑥ 富士通 愛知県名古屋市東区東桜1丁目13番3号 富士通名古屋通信ｼｽﾃﾑ株式会社内 

  宮城県仙台市青葉区一番町3丁目3番5号 富士通東北通信ｼｽﾃﾑ株式会社内 

  熊本県上益城郡益城町田原2081番27号 株式会社富士通南九州ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ内 

  神奈川県横浜市港北区新横浜3丁目9番18号 富士通ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社内 

  神奈川県川崎市高津区坂戸3丁目2番1号 富士通ﾈｯﾄﾜｰｸｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社内 

  神奈川県川崎市中原区上小田中1015番地 富士通株式会社内 

  神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1番1号 富士通株式会社内 

  東京都品川区東品川2丁目2番4号 富士通ｴｽ･ｴｰ･ｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社内 

  福岡県福岡市早良区百道浜2丁目2番1号 富士通九州通信ｼｽﾃﾑ株式会社内 

  福岡県福岡市早良区百道浜2丁目2番1号 富士通西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社内 

  福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目4番4号 富士通九州通信ｼｽﾃﾑ株式会社内 

  米国 

⑦ 松下電器産業 神奈川県横浜市港北区綱島東4丁目3番1号 松下通信工業株式会社内 

  大阪府門真市大字門真1006番地 松下電器産業株式会社内 

  米国 

⑧ ｷﾔﾉﾝ 東京都大田区下丸子3丁目30番2号 ｷﾔﾉﾝ株式会社内 

  米国 

⑨ 三菱電機 神奈川県鎌倉市上町屋325番地 三菱電機株式会社情報ｼｽﾃﾑ製作所内 

  神奈川県鎌倉市大船5丁目1番1号 三菱電機株式会社通信ｼｽﾃﾑ研究所内 

  東京都港区三田3丁目13番16号 ｼﾞｪｸｽ株式会社内 

  東京都千代田区丸の内2丁目2番3号 三菱電機株式会社内 

  兵庫県神戸市兵庫区浜山通6丁目1番2号 三菱電機ｺﾝﾄﾛｰﾙｿﾌﾄｳｪｱ株式会社内 
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⑩ ｿﾆｰ 東京都品川区北品川6丁目7番35号 ｿﾆｰ株式会社内 

⑪ 村田機械 京都府京都市伏見区竹田向代町136番地 村田機械株式会社本社工場内 

⑫ 沖電気工業 東京都港区虎ﾉ門1丁目7番12号 沖電気工業株式会社内 

⑬ ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ 米国 

  ｲｷﾞﾘｽ 

⑭ 富士ｾﾞﾛｯｸｽ 埼玉県岩槻市府内3丁目7番1号 富士ｾﾞﾛｯｸｽ株式会社内 

  神奈川県海老名市本郷2274番地 富士ｾﾞﾛｯｸｽ株式会内 

  神奈川県川崎市高津区坂戸3丁目2番1号 KSP R&D ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸﾋﾞﾙ 富士ｾﾞﾛｯｸｽ株式会社内 

  神奈川県足柄上郡中井町境430 ｸﾞﾘｰﾝﾃｸなかい 富士ｾﾞﾛｯｸｽ株式会社内 

⑮ ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ 神奈川県大和市下鶴間1623番地14 日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ株式会社 大和事業所内 

  米国 

  ｲｷﾞﾘｽ 

  ｲｽﾗｴﾙ 

  ﾌﾗﾝｽ 

⑯ 古河電気工業 東京都千代田区丸の内2丁目6番1号 古河電気工業株式会社内 

⑰ ｴｲ ﾃｨ ｱﾝﾄﾞ ﾃｨ 米国 

⑱ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 東京都目黒区下目黒2丁目3番8号 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社内 

⑲ 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 東京都港区西新橋3丁目20番4号 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社内 

  東京都港区芝浦3丁目18番21号 日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社内 

⑳ ｼｬ-ﾌﾟ 米国 

  大阪府大阪市阿倍野区長池町22番22号 ｼｬｰﾌﾟ株式会社内 
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資料 1-1 

資料１．特許流通促進事業 
 

独立行政法人工業所有権総合情報館では、特許庁の特許流通促進施策の実施機関として、開放意

思のある特許（開放特許）を企業間及び大学・公的試験研究機関と企業の間において円滑に移転させ、

中小・ベンチャー企業の新規事業の創出や新製品開発を活性化させることを目的とした特許流通促進

事業を実施しております。ここでは皆さまに利用可能な本事業の一部を紹介します。 

 

（１）特許流通アドバイザーの派遣 

中小企業等への特許を活用した円滑な技術移転を促進するため、知的財産権や技術移転に関する

豊富な知識・経験を有する専門人材である特許流通アドバイザーを、各都道府県や技術移転機関

（TLO）からの要請により派遣し、全国の特許流通アドバイザーやその他の専門家の人的ネットワークを

活用した各種相談や情報提供を行うことで、地域産業の活性化を図っています。（資料.２参照） 

 

（２）特許電子図書館情報検索指導アドバイザーの派遣 

中小企業による特許情報の有効な活用を支援するため、特許電子図書館情報検索指導アドバイ

ザーを全国の都道府県に派遣し、特許情報の検索方法や活用方法についての相談、企業等への出張

相談や講習会を無料で実施しています。（資料.２参照） 

 

（３）特許流通データベースの整備 

開放特許を中小・ベンチャー企業に円滑に流通させ、その実用化を推進するため、企業や大学・公的

研究機関が保有する開放意思のある特許をデータベース化し、インターネットを通じて公開しています。

（http://www.ryutu.ncipi.go.jp/db/index.html） 
 

特特許許流流通通促促進進事事業業のの実実施施体体制制  
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特特
許許
流流
通通
ＡＡ
ＤＤ
のの
派派
遣遣  

  
相相談談  
アアドドババイイスス  



都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 杉谷　克彦 〒060-0807 札幌市北区北７条西２丁目北ビル８階 011-708-5783

北海道 北海道立工業試験場 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 宮本　剛汎 〒060-0819 札幌市北区北１９条西１１丁目 011-747-2358

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 白幡　克臣

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 平野　徹

青森県 （社）発明協会青森県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 内藤　規雄 〒030-0112 青森市第二問屋町４－１１－６ 017-762-3912

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐々木　泰樹 青森県産業技術開発センター内

岩手県 岩手県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 阿部　新喜司 〒020-0852 盛岡市飯岡新田３－３５－２ 019-635-8182

（社）発明協会岩手県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中嶋　孝弘 〒020-0852 盛岡市飯岡新田３－３５－２ 019-656-4114

岩手県工業技術センター内

宮城県 東北経済産業局 　特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三澤　輝起 〒980-0014 仙台市青葉区本町３－４－１８ 022-223-9761

太陽生命仙台本町ビル７階

宮城県産業技術総合センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小野　賢悟 〒98１-3206 仙台市泉区明通２丁目２番地 022-377-8725

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　保

秋田県 秋田県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 石川　順三 〒010-1623 秋田市新屋町字砂奴寄４－１１ 018-862-3417

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田嶋　正夫

山形県 山形県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 冨樫　富雄 〒990-2473 山形市松栄１－３－８ 023-647-8130

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大澤　忠行 山形県産業創造支援センター内

福島県 （社）発明協会福島県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 相澤　正彬 〒963-0215 郡山市待池台１－１２ 024-959-3351

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 栗田　広 福島県ハイテクプラザ内

茨城県 （財）茨城県中小企業振興公社 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 齋藤　幸一 〒312-0005 ひたちなか市新光町３８ 029-264-2077

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 猪野　正己 ひたちなかテクノセンタービル内

栃木県 （社）発明協会栃木県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 坂本　武 〒322-0011 鹿沼市白桑田５１６－１ 0289-60-1811

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中里　浩 栃木県工業技術センター内

群馬県 群馬県工業試験場 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三田　隆志 〒371-0845 前橋市鳥羽町１９０ 027-280-4416

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 金井　澄雄

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 神林　賢蔵

関東経済産業局　特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 村上　義英 〒330-9715 さいたま市上落合２－１１ 048-600-0501

さいたま新都心合同庁舎１号館

埼玉県 埼玉県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 野口　満 〒333-0848 川口市芝下１－１－５６ 048-269-3108

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 清水　修

（社）発明協会埼玉県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷲澤　　栄 〒331-8669 さいたま市桜木町１－７－５ 048-644-4806

ソニックシティ10階

千葉県 （社）発明協会千葉県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 稲谷　稔宏 〒260-0854 千葉市中央区長洲１－９－１ 043-223-6536

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 阿草　一男 千葉県庁南庁舎内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中原　照義

東京都 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷹見　紀彦 〒144-0035 大田区南蒲田１－２０－２０ 03-3737-1435

（社）発明協会東京支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 福澤　勝義 〒105-0001 東京都港区虎ノ門２－９－１４ 03-3502-5521

神奈川県 （財）神奈川高度技術支援財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小森　幹雄 〒213-0012 川崎市高津区坂戸３－２－１ 044-819-2100

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大井　隆 かながわサイエンスパーク内

神奈川県産業技術総合研究所 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　啓次 〒243-0435 海老名市下今泉７０５－１ 046-236-1500

（社）発明協会神奈川県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 蓮見　亮 〒231-0015 横浜市中区尾上町５－８０ 045-633-5055

神奈川中小企業センター10階

新潟県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　靖幸 〒940-2127 長岡市新産４－１－９ 0258-46-9711

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 石谷　速夫 長岡地域技術開発振興センター内

山梨県 山梨県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 廣川　幸生 〒400-0055 甲府市大津町２０９４ 055-220-2409

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山下　知

長野県 （社）発明協会長野県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 徳永　正明 〒380-0928 長野市若里１－１８－１ 026-229-7688

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 岡田　光正 長野県工業試験場内

（財）信濃川テクノポリス開発
機構

東京都城南地域中小企業振
興センター

資料２．特許流通・特許検索アドバイザー一覧（平成１５年３月１日現在）

○各都道府県等への派遣（１/３）

氏名

北海道経
済産業局

関東経済
産業局

（財）北海道科学技術総合振
興センター
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都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

静岡県 （社）発明協会静岡県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 神長　邦雄 〒421-1221 静岡市牧ヶ谷２０７８ 054-278-6111

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　修寧 静岡工業技術センター内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 高橋　幸生

富山県 富山県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小坂　郁雄 〒933-0981 高岡市二上町１５０ 0766-29-2081

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 齋藤　靖雄

石川県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 一丸　義次 〒920-8203 金沢市鞍月２丁目２０番地 076-267-1001

石川県地場産業振興センター新館１階

（社）発明協会石川県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 辻　寛司 〒920-8203 金沢市鞍月２丁目２０番地 076-267-5918

石川県地場産業振興センター

岐阜県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松永  孝義 〒509-0108 各務原市須衛町４－１７９－１ 0583-79-2250

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木下　裕雄 テクノプラザ５Ｆ

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 林　邦明

中部経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 原口　邦弘 〒460-0008 名古屋市中区栄２－１０－１９ 052-223-6549

名古屋商工会議所ビルＢ２階

愛知県 愛知県産業技術研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　孝和 〒448-0003 刈谷市一ツ木町西新割 0566-24-1841

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三浦　元久

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 加藤　英昭

三重県 三重県科学技術振興センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 馬渡　建一 〒514-0819 津市高茶屋５－５－４５ 059-234-4150

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 長峰　隆

福井県 福井県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 上坂　旭 〒910-0102 福井市川合鷲塚町６１字北稲田１０ 0776-55-2100

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田辺　宣之

滋賀県 滋賀県工業技術総合センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 新屋　正男 〒520-3004 栗東市上砥山２３２ 077-558-4040

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　久子

京都府 （社）発明協会京都支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 衣川　清彦 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４番地 075-326-0066

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中野　剛 京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ京都高度技術研究所ビル４階

近畿経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 下田　英宣 〒543-0061 大阪市天王寺区伶人町２－７ 06-6776-8491

関西特許情報センター１階

大阪府 大阪府立特許情報センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 梶原　淳治 〒543-0061 大阪市天王寺区伶人町２－７ 06-6772-0704

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　正男 関西特許情報センター内

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 板倉　正

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 秋田　伸一

（社）発明協会大阪支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 戎　邦夫 〒564-0062 吹田市垂水町３－２４－１ 06-6330-7725

シンプレス江坂ビル２階

兵庫県 (財)新産業創造研究機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 園田　憲一 〒650-0047 神戸市中央区港島南町１－５－２ 078-306-6808

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 島田　一男 神戸キメックセンタービル６階

（社）発明協会兵庫県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山口　克己 〒654-0037 神戸市須磨区行平町３－１－３ 078-731-5847

兵庫県立産業技術センター４階

奈良県 奈良県工業技術センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 北田　友彦 〒630-8031 奈良市柏木町１２９－１ 0742-33-0863

和歌山県 （社）発明協会和歌山県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 北澤　宏造 〒640-8214 和歌山県和歌山市寄合町２５ 073-432-0087

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木村　武司 和歌山市発明館４階

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 桑原　良弘 〒730-0017 広島市中区鉄砲町１－２０ 082-221-2929

第３ウエノビル７階

広島県 （財）ひろしま産業振興機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 壹岐　正弘 〒730-0052 広島市中区千田町３－７－４７ 082-240-7714

広島県情報プラザ３Ｆ

（社）発明協会広島県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 砂田　知則 〒730-0052 広島市中区千田町３－１３－１１ 082-544-0775

広島発明会館内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 渡部　武徳 〒720-0067 福山市西町２－１０－１ 084-921-2349

福山商工会議所内

呉地域産業振興センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三上　達矢 〒737-0004 広島県呉市阿賀南２－１０－１ 0823-76-3766

広島県立西部工業技術センター内

鳥取県 （社）発明協会鳥取県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 五十嵐　善司 〒689-1112 鳥取市若葉台南７－５－１ 0857-52-6728

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 奥村　隆一 新産業創造センター１階

島根県 （社）発明協会島根県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐野  馨 〒690-0816 島根県松江市北陵町１ 0852-60-5146

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 門脇　みどり テクノアークしまね内

（社）発明協会広島県支部備
後支会

○各都道府県等への派遣（２/３）

氏名

（社）中国地域ニュービジネ
ス協議会

(財)石川県産業創出支援機
構

岐阜県科学技術振興セン
ター

近畿経済
産業局

中国経済
産業局

中部経済
産業局
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都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

岡山県 （社）発明協会岡山県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 横田　悦造 〒701-1221 岡山市芳賀５３０１ 086-286-9102

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐藤　新吾 テクノサポート岡山内

山口県 （財）やまぐち産業振興財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 滝川　尚久 〒753-0077 山口市熊野町１－１０ NPYビル１０階 083-922-9927

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 徳勢　允宏

（社）発明協会山口県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大段　恭二 〒753-0077 山口市熊野町１－１０ NPYビル１０階 083-922-9927

四国経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 西原　昭 〒761-0301 香川県高松市林町２２１７－１５ 087-869-3790

香川産業頭脳化センタービル２階

香川県 （社）発明協会香川県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 谷田　吉成 〒761-0301 香川県高松市林町２２１７－１５ 087-869-9004

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 福家　康矩 香川産業頭脳化センタービル２階

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中元　恒

徳島県 徳島県立工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 武岡　明夫 〒770-8021 徳島市雑賀町西開１１－２ 088-669-0117

（社）発明協会徳島県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 平野　稔 〒770-8021 徳島市雑賀町西開１１－２ 088-636-3388

徳島県立工業技術センター内

愛媛県 （社）発明協会愛媛県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 成松　貞治 〒791-1101 松山市久米窪田町３３７－１ 089-960-1489

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 片山　忠徳 テクノプラザ愛媛

高知県 （財）高知県産業振興センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 吉本　忠男 〒781-5101 高知市布師田３９９２－２ 0888-46-7087

高知県中小企業会館２階

高知県工業技術センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 柏井　富雄 〒781-5101 高知市布師田３９９２－２ 088-845-7664

九州経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 簗田　克志 〒810-0022 福岡市中央区薬院４－４－２０ 092-524-3501

九州地域産学官交流センター内

福岡県 （社）発明協会福岡県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 道津　毅 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２－６－２３ 092-415-6777

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 浦井　正章 住友博多駅前第２ビル１階

（財）北九州産業学術推進機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 沖 　宏治 〒804-0003 北九州市戸畑区中原新町２－１ 093-873-1432

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 重藤　務 北九州テクノセンタービル

佐賀県 佐賀県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 光武　章二 〒849-0932 佐賀市鍋島町大字八戸溝１１４ 0952-30-8161

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 塚島　誠一郎

長崎県 （財）長崎県産業振興財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 嶋北　正俊 〒856-0026 大村市池田２－１３０３－８ 0957-52-1138

長崎県工業技術センター内

（社）発明協会長崎県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 川添　早苗 〒856-0026 大村市池田２－１３０３－８ 0957-52-1144

長崎県工業技術センター内

熊本県 熊本県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 深見　毅 〒862-0901 熊本市東町３－１１－３８ 096-331-7023

（社）発明協会熊本県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松山　彰雄 〒862-0901 熊本市東町３－１１－３８ 096-360-3291

熊本県工業技術センター内

大分県 大分県産業科学技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 古崎　宣 〒870-1117 大分市高江西１－４３６１－１０ 097-596-7121

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鎌田　正道

宮崎県 （社）発明協会宮崎県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 久保田  英世 〒880-0303 宮崎県宮崎郡佐土原町東上那珂16500-2 0985-74-2953

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 黒田　護 宮崎県工業技術センター内

鹿児島県 鹿児島県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 橋口　暎一 〒899-5105 鹿児島県姶良郡隼人町小田１４４５－１ 0995-64-2056

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大井　敏民

沖縄総合事務局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 下司　義雄 〒900-0016 那覇市前島３－１－１５ 098-941-1528

大同生命那覇ビル５階

沖縄県 沖縄県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木村　薫 〒904-2234 具志川市州崎１２－２ 098-939-2372

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 和田　修 中城湾港新港地区トロピカルテクノパーク内

氏名

○各都道府県等への派遣（３/３）

沖縄総合
事務局

四国経済
産業局

九州経済
産業局
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派遣先 電話

北海道ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　邦重 〒060-0808 札幌市北区北８条西５丁目 011-708-3633

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 岩城　全紀 北海道大学事務局分館２階

（株）東北テクノアーチ 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 井硲　弘 〒980-0845 仙台市青葉区荒巻字青葉４６８番地 022-222-3049

東北大学未来科学技術共同センター

(株)筑波リエゾン研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 関　　淳次 〒305-8577 茨城県つくば市天王台１－１－１ 0298-50-0195

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 綾　　紀元 筑波大学共同研究棟A303

（財）日本産業技術振興協会 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 坂　　光 〒305-8568 茨城県つくば市梅園１－１－１ 0298-61-5210

産総研イノベーションズ つくば中央第二事業所D-７階

日本大学国際産業技術 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 斎藤　光史 〒102-8275 東京都千代田区九段南４-８-２４ 03-5275-8139

ビジネス育成センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 加根魯 和宏

学校法人早稲田大学 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 菅野　淳 〒169-8555 東京都新宿区大久保３-４-１ 03-5286-9867

産学官研究推進センター（大久保オフィス） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 風間　孝彦

（財）理工学振興会 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷹巣　征行 〒226-8503 横浜市緑区長津田町４２５９ 045-921-4391

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 千木良　泰宏 フロンティア創造共同研究センター内

よこはまティーエルオー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小原　郁 〒240-8501 横浜市保土ヶ谷区常盤台７９－５ 045-339-4441

横浜国立大学共同研究推進センター内

学校法人慶応義塾大学知的資産センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 道井  敏 〒108-0073 港区三田２－１１－１５ 03-5427-1678

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鈴木　泰 三田川崎ビル３階

学校法人東京電機大学産官学交流センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 河村　幸夫 〒101-8457 千代田区神田錦町２－２ 03-5280-3640

タマティーエルオー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 古瀬　武弘 〒192-0083 八王子市旭町９－１ 0426-31-1325

八王子スクエアビル１１階

学校法人明治大学知的資産センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 竹田　幹男 〒101-8301 千代田区神田駿河台１－１ 03-3296-4327

（株）山梨ティー・エル・オー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田中　正男 〒400-8511 甲府市武田４－３－１１ 055-220-8760

山梨大学地域共同開発研究センター内

静岡TLOやらまいか(STLO) 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小野　義光 〒432-8561 浜松市城北３－５－１ 053-412-6703

（（財）浜松科学技術研究振興会）

（株）新潟ティーエルオー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 梁取　美智雄 〒950-2181 新潟市五十嵐2の町８０５０番地 025-211-5140

新潟大学工学部内

農工大ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 丸井　智敬 〒184-8588 東京都小金井市中町２－２４－１６ 042-388-7254

東京農工大学共同研究開発センター内

（財）名古屋産業科学研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 杉本　勝 〒460-0008 名古屋市中区栄２-１０-１９ 052-223-5691

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大森　茂嘉 名古屋商工会議所ビル

（株）三重ティーエルオー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 黒渕　達史 〒514-8507 三重県津市上浜町１５１５ 059-231-9822

三重大学地域共同研究センター内

関西ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　富義 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４番地 075-315-8250

斎田　雄一 京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ１号館２階

(財)新産業創造研究機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 井上　勝彦 〒650-0047 神戸市中央区港島南町１－５－２ 078-306-6805

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山本　泰 神戸キメックセンタービル６階

(財）大阪産業振興機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 有馬　秀平 〒565-0871 大阪府吹田市山田丘２－１ 06-6879-4196

大阪大学先端科学技術共同研究ｾﾝﾀｰ４F

(有)山口ティー・エル・オー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松本　孝三 〒755-8611 山口県宇部市常盤台２－１６－１ 0836-22-9768

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 熊原　尋美 山口大学地域共同研究開発センター内

（株）テクノネットワーク四国 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐藤　博正 〒760-0033 香川県高松市丸の内２－５ 087-811-5039

ﾖﾝﾃﾞﾝﾋﾞﾙ別館４階

（財）北九州産業学術推進機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 乾　　全 〒804-0003 北九州市戸畑区中原新町２-１ 093-873-1448

北九州テクノセンタービル

（株）産学連携機構九州 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 堀　　浩一 〒812-8581 福岡市東区箱崎６－１０－１ 092-642-4363

九州大学技術移転推進室内

（財）くまもとテクノ産業財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 桂　　真郎 〒861-2202 熊本県上益城郡益城町田原２０８１－１０ 096-214-5311

所在地氏名

○技術移転機関（ＴＬＯ）への派遣
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資料３．平成 14 年度 21 技術テーマの特許流通の概要 

 

3.1 アンケート送付先と回収率 

平成 14 年度は、21 の技術テーマにおいて「特許流通支援チャート」を作成し、その中

で特許流通に対する意識調査として各技術テーマの出願件数上位企業を対象としてアンケ

ート調査を行った。平成 14 年 11 月８日に郵送によりアンケートを送付し、平成 15 年１月

24 日までに回収されたものを対象に解析した。 

表 3.1-1 に、アンケート調査表の回収状況を示す。送付件数 372 件、回収件数 175 件、

回収率 47.0％であった。 

 

表 3.1-1 アンケートの回収状況 

 

 

 

 

表 3.1-2 に、業種別の回収状況を示す。各業種を一般系、化学系、機械系、電気系と大

きく４つに分類した。以下、「○○系」と表現する場合は、各企業の業種別に基づく分類を

示す。それぞれの回収率は、一般系 49.1％、化学系 43.5％、機械系 60.0％、電気系 42.6％

であった。 

 

表 3.1-2 アンケートの業種別回収件数と回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種と回収率 業種 回収件数

建設 1

窯業 5

鉄鋼 5

非鉄金属 11

その他製造業 2

サービス 3

その他 1

食品 6

繊維 2

化学 18

石油・ゴム製品 1

機械 17

金属製品 1

精密機器 11

輸送用機器 13

電気系
(78/183=42.6%)

電機 78

一般系
(28/57=49.1%)

化学系
(27/62=43.5%)

機械系
(42/70=60.0%)

送付件数 回収件数 未回収件数 回収率

372 175 197 47.0%
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図 3.1 に、全回収件数を母数にして業種別に回収率を示す。全回収件数に占める業種別

の回収率は電気系 44.6％、機械系 24.0％、一般系 16.0％、化学系 15.4％である。 

 

図 3.1 回収件数の業種別比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1-3 に、技術テーマ別の回収件数と回収率を示す。この表では、技術テーマを一般

分野、化学分野、機械分野、電気分野に分類した。以下、「○○分野」と表現する場合は、

技術テーマによる分類を示す。回収率の最も良かった技術テーマは吸着による水処理技術

の 70.0％で、最も悪かったのは自律歩行技術の 25.0％である。 

 

表 3.1-3 技術テーマ別の回収件数と回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 合  計

28 27 42 78 175

電気系
44.6%

機械系
24.0%

化学系
15.4%

一般系
16.0%

分野 技術テーマ名 送付件数 回収件数 回収率

吸着による水処理技術 20 14 70.0%

機能性食品 17 6 35.3%

アルミニウムのリサイクル技術 18 9 50.0%

超音波探傷技術 20 9 45.0%

ナノ構造炭素材料 17 5 29.4%

バイオチップと遺伝子増幅技術 11 6 54.5%

生体親和性セラミックス材料 18 8 44.4%

プラスチック光ファイバ 19 11 57.9%

固体高分子形燃料電池 17 8 47.1%

超臨界流体 18 12 66.7%

ハイブリッド電気自動車の制御技術 20 11 55.0%

自律歩行技術 20 5 25.0%

MEMS（ﾏｲｸﾛ・ｴﾚｸﾄﾛ・ﾒｶﾆｶﾙ・ｼｽﾃﾑｽﾞ）技術 20 9 45.0%

ラピッドプロトタイピング技術 20 11 55.0%

CRM･知的財産管理システム 11 5 45.5%

高速シリアルバス技術 16 8 50.0%

電子透かし技術 19 8 42.1%

ブロードバンドルータ技術 17 7 41.2%

モバイル機器の節電技術 19 5 26.3%

プラズマディスプレイ（PDP）の駆動技術 16 9 56.3%

高効率太陽電池 19 9 47.4%

一
般
分
野

化
学
分
野

機
械
分
野

電
気
分
野
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3.2 アンケート結果 

3.2.1 開放特許に関して 

(1) 開放特許と非開放特許 

他者にライセンスしてもよい特許を「開放特許」、ライセンスの可能性のない特許を「非

開放特許」と定義した。その上で、各技術テーマにおける保有特許のうち、自社での実施

状況と開放状況について質問を行った。 

175 件中 155 件の回答があった（回答率 88.6％）。保有特許件数に対する開放特許件数

の割合を開放比率とし、保有特許件数に対する非開放特許件数の割合を非開放比率と定義

した。 

図 3.2.1-1 に、業種別の特許の開放比率と非開放比率を示す。全体の開放比率は 58.3％

で、業種別では一般系が 46.8％、化学系が 35.3％、機械系が 36.6％、電気系が 77.2％で

ある。電気系企業の開放比率が群を抜いて高い。 

 

図 3.2.1-1 業種別の開放比率と非開放比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-2 に、技術テーマ別の開放比率と非開放比率を示す。 

開放比率（実施開放比率と不実施開放比率を加算。）が高い技術テーマを見ると、「ブロ

ードバンドルータ技術」98.7％、「高速シリアルバス技術」97.3％、「経営システム」96.4％、

「モバイル機器の節電技術」が 94.9％である。一方、低い方では「固体高分子型燃料電池」

の 9.4％で、次いで「生体親和性セラミックス材料」の 14.5％、「アルミニウムのリサイク

ル技術」の 28.1%となっている。 

 

実施 不実施 実施 不実施

一般系 55 638 328 459 1,480

化学系 224 252 399 474 1,349

機械系 217 514 432 837 2,000

電気系 1,548 2,186 443 660 4,837

全  体 2,044 3,590 1,602 2,430 9,666

開放特許 非開放特許
業種分類 特許の合計

21.2

32.0

10.9

16.6

3.7

37.1

45.2

25.7

18.7

43.1

16.6

9.2

21.6

29.6

22.2

25.1

13.6

41.8

35.1

31.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般系

化学系

機械系

電気系

全  体

実施開放比率 不実施開放比率 実施非開放比率 不実施非開放比率

46.8%

35.3%

77.2%

36.6%

58.3%
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図 3.2.1-2 技術テーマ別の開放比率と非開放比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 不実施 実施 不実施

218 220 171 408 1,017

31 42 96 91 260

119 116 113 155 503

78 604 171 203 1,056

64 112 64 85 325

15 46 235 351 647

79 203 153 206 641

0 32 100 88 220

102 44 110 25 281

83 97 18 77 275

82 157 56 61 356

18 50 51 61 180

34 95 29 12 170

104 146 12 147 409

57 310 0 177 544

230 354 160 219 963

216 378 32 0 626

150 166 4 0 320

109 138 18 56 321

155 171 5 4 335

100 109 4 4 217

2,044 3,590 1,602 2,430 9,666

開放特許 非開放特許

特許
件数

46.1

46.3

34.0

46.9

34.5

23.9

10.5

25.4

20.0

10.0

23.0

30.2

36.3

12.3

19.7

7.4

23.7

11.9

21.4

50.3

43.0

51.8

60.4

36.8

57.0

35.7

55.8

27.8

44.2

35.3

15.7

14.5

31.7

7.1

34.4

57.2

23.1

16.2

21.6

5.6

16.6

17.1

28.3

15.7

6.5

39.1

45.5

23.9

36.3

19.7

16.2

22.5

36.9

16.8

17.4

22.7

32.5

36.0

7.1

33.9

17.1

28.0

8.9

40.0

32.1

54.3

26.2

19.2

30.7

35.0

40.2

2.3

51.0

5.1

1.0

1.5

1.8

2.9

0.3

1.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CRM･知的財産管理ｼｽﾃﾑ

高速ｼﾘｱﾙﾊﾞｽ技術

電子透かし技術

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾙｰﾀ技術

ﾓﾊﾞｲﾙ機器の節電技術

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(PDP)の駆動技術

高効率太陽電池

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ電気自動車の制御技術

自律歩行技術

MEMS(ﾏｲｸﾛ･ｴﾚｸﾄﾛ･ﾒｶﾆｶﾙ･ｼｽﾃﾑｽﾞ)技術

ﾗﾋﾟｯﾄﾞﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ技術

ﾅﾉ構造炭素材料

ﾊﾞｲｵﾁｯﾌﾟと遺伝子増幅技術

生体親和性ｾﾗﾐｯｸｽ材料

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ光ﾌｧｲﾊﾞ

固体高分子形燃料電池

超臨界流体

吸着による水処理技術

機能性食品

ｱﾙﾐﾆｳﾑのﾘｻｲｸﾙ技術

超音波探傷技術

実施開放比率 不実施開放比率 実施非開放比率 不実施非開放比率

43.0%

44.0%

9.4%

54.1%

64.6%

46.8%

28.1%

65.5%

52.0%

14.5%

67.2%

61.1%

75.8%

37.8%

67.5%

60.7%

94.9%

97.3%

98.7%

77.0%

96.4%
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図 3.2.1-3 は、業種別に、各企業の特許開放比率の構成を示したものである。開放比率

は、一般系で最も低く、機械系で最も高い。電気系と化学系はその中間に位置する。 

 

図 3.2.1-3 特許の開放比率の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-4に、業種別の自社実施比率と不実施比率を示す。全体の自社実施比率は 37.7％

で、業種別では化学系 46.2％、機械系 32.5％、一般系 25.9％、電気系 41.2％である。一

般系企業の自社実施比率が低い。 

 

図 3.2.1-4 自社実施比率と不実施比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 不実施 
業種分類 

開放 非開放 開放 非開放 
特許の合計 

一般系 55 328 638 459 1,480 

化学系 244 399 252 474 1,349 

機械系 217 432 514 837 2,000 

電気系 1,548 443 2,186 660 4,837 

全 体 2,044 1,602 3,590 2,430 9,666 

26.7

5.2

28.1

64.0

43.7

12.0

25.0

38.8

58.7

31.2

16.0

25.9

6.3

12.5

8.0

8.4

5.2

9.4

6.3

16.0

9.9

5.2

25.0

12.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全  体

電気系

機械系

化学系

一般系

開放比率１～25％ 開放比率26～50％ 開放比率51～75％

開放比率76～99％ 開放比率100％

76.0%

21.1

32.0

10.9

16.6

3.7 22.2

29.6

21.6

9.2

16.6

45.2

25.7

18.7

43.1

37.0 25.1

13.6

35.1

31.0

41.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全  体

電気系

機械系

化学系

一般系

実施開放比率 実施非開放比率 不実施開放比率 不実施非開放比率

25.9%

37.7%

41.2%

32.5%

46.2%
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(2) 非開放特許の理由 

開放可能性のない特許の理由について質問を行った（複数回答）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.2.1-5 は非開放特許の理由の内容を示す。 

全体で「優位性喪失」が最も多く 30.1％、次いで「ライバル企業排除」が 29.3％と上

位 1,2 位を占めている。これは、特許権を「技術の排他的独占権」として十分に行使して

いることが伺える。 

 

図 3.2.1-5 非開放特許の理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

独占的排他権の行使により、ライバル企業を排除するため
（ライバル企業排除）

27.6% 41.2% 21.8% 27.7% 29.3%

ライセンス経験不足等のため提供に不安があるから
（経験不足）

2.9% 0.0% 1.8% 0.0% 1.4%

技術の価値評価が困難なため（技術の価値評価） 4.3% 2.0% 9.1% 14.9% 7.2%

（企業秘密） 13.0% 3.9% 1.8% 4.3% 6.3%

他社に対する技術の優位性が失われるから（優位性喪失） 27.6% 25.5% 29.1% 40.3% 30.1%

相手先を見つけるのが困難であるため（相手先探し） 8.7% 5.9% 7.3% 4.3% 6.8%

共同出願先との調整を必要とするため（共同出願先との調整） 10.1% 7.8% 18.2% 6.4% 10.8%

その他 5.8% 13.7% 10.9% 2.1% 8.1%

27.6

41.2

21.8
27.7 29.3

4.3

9.1

14.9 7.2

13.0

3.9

1.8

4.3

6.3

27.6
25.5

29.1

40.3

30.1

8.7

5.9

7.3

4.3

6.8

10.1

7.8
18.2

6.4

10.8

5.8

13.7
10.9

2.1
8.1

2.9 1.4

1.8

2.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

その他

共同出願先との調整

相手先探し

優位性喪失

企業秘密

技術の価値評価困難

経験不足

ライバル企業排除
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3.2.2 ライセンス供与に関して 

(1) ライセンス活動 

ライセンス供与の活動姿勢について質問を行った。 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-1 ライセンス活動に示す。175 件中 172 件の回答であった(回答率

98.3％)。 

何らかの形で特許ライセンス提供のための活動を行っている企業は 54.0％を占めた。そ

のうち、電気系をみると 74.4％と高い割合となっている。これは、技術移転を仲介する者

の活躍できる潜在性がかなり高いことを示唆している。 

 

図 3.2.2-1 ライセンス活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（積極的） 7.1% 11.1% 2.6% 24.4% 14.5%

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（普　通） 17.9% 14.8% 15.4% 39.7% 26.7%

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（消極的） 3.6% 18.5% 20.5% 10.3% 12.8%

特許ライセンス供与のための活動を行っていない 71.4% 55.6% 61.5% 25.6% 46.0%

7.1
11.1

2.6

24.4

14.5

17.9
14.8

15.4

39.7

26.73.6

18.5

20.5

10.3

12.8

71.4

55.6
61.5

25.6

46.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

しない

消極的

普　通

積極的
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(2) ライセンス実績 

ライセンス供与の実績について質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2-2 に、ライセンス実績を示す。175 件中 169 件の回答があった（回答率 96.6％）。

ライセンス実績有りとライセンス実績無しを分けて示す。 

「ライセンス供与実績が有（①＋②＋③）」は全体の 31.4％（53 件）であり、その内の

42 件にあたる 79.2％が「今後もライセンス供与を行う方針」との高い割合の回答であった。

特許ライセンスの有効性を認識した企業はさらにライセンス活動を活発化させる傾向にあ

るといえる。 

また上記 42 件の内、26 件にあたる 61.9％が電気系の企業であり、他業種の企業に比べ、

ライセンス供与に対する関心の高さを伺わせる結果となっている。 

 

 

図 3.2.2-2 ライセンス実績 
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①供与実績があり、今後も、行う方針 4.7% 3.0% 1.8% 15.4% 24.9%

②供与実績はあるが、今後は、行わない方針 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

③供与実績はあるが、今後は不明 0.6% 1.8% 0.6% 3.5% 6.5%

④供与実績はないが、今後は、行う方針 4.1% 4.1% 7.1% 11.3% 26.6%

⑤供与実績はなく、今後も、行わない方針 0.6% 1.8% 1.8% 3.5% 7.7%
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(3) ライセンス先の見つけ方 

3.2.2 項の(2)で、ライセンス供与の実績があると回答したテーマ出願人にライセンス先

の見つけ方について質問を行った(複数回答)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-3 ライセンス先の見つけ方に示す。全体としては、「申入れ」が

27.0％と最も多く、次いで侵害警告を発した「権侵発」が 18.4％、「内部情報」「展示会」

によるものが 11.9％、その他「メディア」「学会」によるものが 10.8、10.3％であった。

化学系、機械系において、「申入れ」が 50％ときわだっている。 

 

図 3.2.2-3 ライセンス先の見つけ方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

先方からの申し入れ（申入れ） 34.9% 50.0% 50.0% 21.3% 27.0%

権利侵害調査の結果（権侵発） 17.4% 12.4% 10.0% 19.9% 18.4%

系列企業の情報網（内部情報） 4.3% 6.3% 10.0% 14.0% 11.9%

系列企業を除く取引先企業（外部情報） 4.3% 6.3% 0.0% 0.7% 1.6%

新聞、雑誌、TV、インターネット等（メディア） 8.7% 0.0% 0.0% 13.2% 10.8%

国・公立研究機関（官公庁） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

特許公報 0.0% 6.3% 0.0% 0.7% 1.1%

イベント、展示会等（展示会） 13.0% 0.0% 0.0% 14.0% 11.9%

弁理士、特許事務所（特許事務所） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学会発表、学会誌（学会） 0.0% 0.0% 0.0% 14.0% 10.3%

大学、TLO（技術移転機関）、公的支援機関(特許流通アドバイザー等) 8.7% 6.3% 10.0% 0.7% 2.7%

人的ネットワーク。（相手先に相談できる人がいた等） 8.7% 12.4% 20.0% 0.0% 3.2%

データベース。（民間のDB等） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 1.1%
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(4) ライセンス供与の不成功理由 

3.2.2 項の(1)でライセンス活動を行っていると答えて、ライセンス実績の無いテーマ出

願人に、その不成功理由について質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-4 ライセンス供与の不成功理由に示す。約 64.7％は「相手先探し」

と回答している。このことから、相手先を探す仲介者および仲介を行うデータベース等の

インフラの充実が必要と思われる。電気系の「相手先探し」は 75.0％を占めていて他の業

種より抜きんでて多い。 

 

図 3.2.2-4 ライセンス供与の不成功理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

相手先が見つからない 49.9% 57.1% 58.7% 75.0% 64.7%

ロイヤリティーの折り合いがつかなかった 16.7% 0.0% 11.8% 4.2% 7.4%

ロイヤリティー以外の契約条件で折り合いがつかなかった 0.0% 0.0% 11.8% 0.0% 3.7%

相手先がグランド・バックを認めなかった 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%

相手先の秘密保持に信頼が置けなかった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

交渉過程で不信感が生まれた 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

相手先の技術消化力が低かった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情勢（業績・経営方針・市場など）が変化した 0.0% 0.0% 5.9% 4.2% 3.7%

当該特許だけでは、製品化が困難と思われるから 0.0% 28.6% 5.9% 8.3% 9.3%

競合技術に遅れをとった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

新技術が出現した 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
供与に伴う技術移転（試作や実証試験等）に時間がかかっており、
まだ、供与までに至らない 16.7% 0.0% 5.9% 0.0% 3.7%

その他 0.0% 14.3% 0.0% 8.3% 5.6%

49.9

57.1 58.7

75.0

64.7

16.7

11.8
3.716.7

3.7

28.6

5.9

8.3
9.3

16.7

5.9

3.714.3
8.3 5.6

11.8

7.4

4.2 1.9

4.2

5.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

その他

時間浪費

新技術

競合技術

製品化困難

情勢変化

技術消化力不足

不信感

機密漏洩

グランド・バック

契約条件

ロイヤリティー

相手探し



資料 3-11 

3.2.3 技術移転の対応 

(1) 申し入れ対応 

技術移転してもらいたいと申し入れがあった時、どのように対応するかについて質問を

行った。 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.3-1 ライセンス申し入れの対応に示す。「話を聞く」が 59.4％であ

った。次いで「積極交渉」が 37.0％であった。「話を聞く」と「積極交渉」で 96.4％とい

う高率であり、中小企業側からみた場合は、ライセンス供与の申し入れを積極的に行って

も断られるのはわずか 1.2％しかないということを示している。電気系の「積極交渉」が

他の業種より高い。 

 

図 3.2.3-1 ライセンス申入れの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

積極的に交渉していく 10.7% 20.8% 36.6% 52.8% 37.0%

他社への特許ライセンスの供与は考えていないので、断る 3.6% 0.0% 0.0% 1.4% 1.2%

とりあえず、話を聞く 82.1% 75.0% 61.0% 44.4% 59.4%
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(2) 仲介の必要性 

ライセンスの仲介の必要性があるかについて質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.3-2 に仲介の必要性の内訳を示す。「社内機能があるから不要」が 65.5％を占め、

最も多い。アンケートの配布先は大手企業が大部分であったため、自社において知財管理、

技術移転機能が整備されている企業が大半を占めることを意味している。 

次いで「適切な仲介者で検討」が 26.1％、「公的仲介が必要」が 4.8％、「民間仲介が必

要」が 1.2％となっている。これらを加えると仲介の必要を感じている企業は 32.1％に上

る。 

自前で知財管理や知財戦略を立てることができない中小企業や一部の大企業では、技術

移転・仲介者の存在が必要であると推測される。 

 

図 3.2.3-2 仲介の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

民間仲介業者に仲介等を依頼することが好ましい 0.0% 4.2% 2.4% 0.0% 1.2%

公的支援機関に仲介等を依頼することが好ましい 14.3% 4.2% 2.4% 2.8% 4.8%

適切な仲介者がいれば、仲介等を依頼することが好ましい 28.6% 37.5% 26.8% 20.8% 26.1%

自社内にそれに相当する機能があるから不要である 53.5% 54.1% 63.5% 75.0% 65.5%

技術が仲介等を依頼するまでに到っていないので不要である 3.6% 0.0% 4.9% 1.4% 2.4%
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3.2.4 具体的事例 

(1) テーマ特許の供与実績 

技術テーマの分析の対象となった特許一覧表を掲載し(テーマ特許)、具体的にどの特許

の供与実績があるかについて質問を行った。 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-1 に、テーマ特許の供与実績を示す。 

「有る」と回答した企業が 12.7％であった。「無い」と回答した企業が 55.0％あった。

「回答不可」と回答した企業が 32.3％とかなり多かった。これは個別案件ごとにアンケー

トを行ったためと思われる。ライセンス自体、企業秘密であり、他者に情報を漏洩しない

場合が多い。 

 

図 3.2.4-1 テーマ特許の供与実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

有る 17.9% 20.0% 7.5% 10.8% 12.7%

無い 57.1% 64.0% 70.0% 41.5% 55.0%

回答できない 25.0% 16.0% 22.5% 47.7% 32.3%
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(2) テーマ特許を適用した製品 

「特許流通支援チャート」に収蔵した特許（出願）を適用した製品の有無について質問

を行った。 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-2 に、テーマ特許を適用した製品の有無について結果を示す。 

「有る」が 30.0％、「回答不可」が 43.7％、「無い」が 26.3％であった。一般系と化学

系で「有る」と回答した企業が比較的多かった。 

 

図 3.2.4-2 テーマ特許を適用した製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

有る 46.4% 36.0% 23.1% 25.0% 30.0%

無い 39.3% 24.0% 35.9% 16.2% 26.3%

回答できない 14.3% 40.0% 41.0% 58.8% 43.7%
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3.3 ヒアリング調査 

本調査は、アンケートによる調査において、「供与実績があり、今後も、行う方針」と

いう回答があった 25 出願人（25 社）のうち、ヒアリング調査に応じてくれた 11 社(44.0％)

について、平成 15 年２月中旬から下旬にかけて実施した。 

 

 

3.3.1 ヒアリング結果 

(1) ヒアリング対象 

ヒアリングに応じた出願人（権利者）はすべて大企業であった。 

 

(2) ライセンシー 

ライセンスを与えた相手先は、大企業が４件、中小・ベンチャー企業が２件、海外が

１件、回答なしが４件であった。 

 

(3) 技術移転のきっかけ 

技術移転のきっかけは、権利者側からライセンスを「申し出」ての成約が０件、ライ

センシー側から技術導入（移転）の要請「申し入れ」があって成約したものが７件、回

答なしが４件であった。 

 

(4) 技術移転の形態 

技術移転の形態を見ると、「ノウハウを伴わない」技術移転は６件、「ノウハウを伴う」

技術移転は４件、「回答なし」が１件であった。 

  「ノウハウを伴わない」場合のライセンシーは、６件のうち１件が中小企業、３件が

大企業、２件が回答なしであった。 

  「ノウハウを伴う」場合、権利者の中には、そのノウハウ部分について、不足してい

る技術者の人員や時間を割くようなゆとりはなく、人的ノウハウには含むことは出来な

いとの回答があった。関連して中小企業に技術移転を行う場合は、ライセンシーの技術

水準を重要視するとの回答があった。一方ライセンシー側にとっては、高度技術を有す

る技術者による指導が不可欠の状況にあるにもかかわらず、人的派遣を受けることが出

来ないということが技術移転の際の障壁となっているとの回答もあった。 

 

(5) ロイヤリティー 

  ロイヤリティーの支払方法で、イニシャルフィーとランニングフィーからなるものが

７件である。 

  無償でライセンスしたケースでは、自社の大手顧客であることや、業界標準化のため

の場合があった。 

他にも技術移転を拡大して、ロイヤリティー収入の増加を模索している企業も見受け

られた。 
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(6) 特許の開放方針 

  今回のヒアリングに調査に応じた出願人（権利者）の「特許の開放方針」は、「原則、

開放」であった。以下に各社毎の方針を示す。 

なお、開放の際に考慮している点として、技術内容や競合事業の有無、ノウハウ提供

時の技術者の派遣の有無、ロイヤリティー等があげられる。 

A 社（電気系）：本テーマの保有特許については、原則的に開放であり、今後も継続して

開放する方針である。しかしながら、先端技術等、技術テーマによって

は、特許戦略上の理由から開放しない政策をとっている。 
B 社（電気系）：本テーマの保有特許については、すべて開放している。また、ライセン

スに際しては、ロイヤリティーをできる限り低く抑え、幅広い普及を図

ることにより、当該特許技術の標準化を推進している。 
C 社（一般系）：本テーマの保有特許については、すべて非開放である。これは事業とし

ての立上げを検討している段階で、今後の見通しが分からないためであ

る。自社事業と競合しないものには原則開放、競合事業は非開放という

政策をとっている。 
D 社（電気系）：本テーマの保有特許に係る開放方針については、回答なしであった。原

則的には開放であり、ロイヤリティーも世間相場並に設定している。 
E 社（電気系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。特許流通データ

ベースへ登録するなど技術移転に対しては積極的であり、独自の技術を

もった中小企業との成約例もある。 
F 社（一般系）：本テーマの保有特許については、積極的開放の方針である。技術指導・

人材の派遣を含むノウハウ部分やアフターケアの面で負担となっている。

ロイヤリティーについても、なかなか十分とは言えない。 
G 社（化学系）：本テーマの保有特許については、開放している。ロイヤリティーを得る

ことには積極的であるが、技術者の派遣を中心とするノウハウの供与は

していない。 
H 社（一般系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。ノウハウに係る

技術指導はほとんどない。 

 I 社（化学系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。実績のなかには

将来技術であり、ロイヤリティーの決定が困難なものがあった。 

J 社（一般系）：本テーマの保有特許については、原則開放である。無償での通常実施権

許諾であったため、ロイヤリティー収入の無いものがあった。 

 K 社（一般系）：本テーマの保有特許については、開放を維持し、積極的に開放する。許

諾製品の範囲とロイヤリティーの算定が困難なものがあった。 
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資料４．特許番号一覧 

主要企業以外の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

出願人 

発明の名称 

概要 

回線の適切な運用 接続制御 特許第2547934号 

1993/02/05 

H04L 12/66 

ｱﾒﾘｶﾝ ﾃﾚﾌｫﾝ ｱﾝﾄﾞ ﾃ

ﾚｸﾞﾗﾌ 

通信方法 

情報が再ﾌｫｰﾏｯﾄされ､ISDNｼｸﾞﾅﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛﾄｺﾙﾒｯｾｰｼﾞ中に埋

め込まれてISDNｺﾝﾊﾟﾁﾌﾞﾙ受信者にﾒｯｾｰｼﾞ関連ﾕｰｻﾞ間情報

として送出される 

LAN側の拡張性 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特許第2878062号 

(請求成立) 

1993/04/16 

H04L 12/46 

ｽﾘ-ｺﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ資源を遠隔のﾈｯﾄﾜｰｸに拡張するｼｽﾃﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸの局部ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀｰﾌｪｲｽと､通信ﾘﾝｸの遠隔ﾙｰﾃｨﾝ

ｸﾞｲﾝﾀｰﾌｪｲｽを持つ境界ﾙｰﾀによってその資源を遠隔に透過

的に拡張する 

 

接
続
技
術 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

帯域制御 特許第3378529号 

1999/04/27 

G06F 15/00 

日本ﾕﾆｼｽ 

ｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑおよびそのｱｸｾｽ制御方法 

ﾊﾞﾙﾌﾞｻｰﾊﾞは､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを介したｱｸｾｽに対して､ｱｸｾｽ番号

を発行する｡WWWｻｰﾊﾞは､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ1を介したｱｸｾｽに対して､

受信されるｱｸｾｽ番号が有効か否かを判定し､有効なｱｸｾｽ番

号であれば､要求されるﾍﾟｰｼﾞを返す 

通
信
技
術 

透過的ｱｸｾｽ ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変換 特許第2965558号 

1998/09/16 

H04L 12/28 

三星電子 

総合情報通信網(ISDN)と連動可能な非同期伝送ﾓｰﾄﾞ(ATM)

網接続映像電話端末装置 

ISDNと連動可能なATM網接続映像電話端末装置を提供す

る 

処理能力の向上 経路情報取得 特許第3074726号 

1990/11/07 

H04L 12/66 

立石電機 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙｺﾝﾄﾛ-ﾗにおけるﾈｯﾄﾜｰｸ間通信方式 

中継ｴﾗ-発生箇所を示すｱﾄﾞﾚｽと、中継ｴﾗ-発生原因と、

中継ｴﾗ-を示すﾌﾗｸﾞとを送信元ﾉ-ﾄﾞへ返信する 

 特許第3029815号 

1997/07/08 

H04L 12/56 

ｴｲ ﾃｨ ｱ-ﾙ環境適応

通信研究所 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法､ﾙｰﾀ装置及びﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録

媒体 

ｺﾈｸｼｮﾝﾚｽのﾊﾟｹｯﾄ伝送ﾈｯﾄﾜｰｸにおいて､入力ﾊﾟｹｯﾄのﾄﾗ

ﾌｨｯｸ変動に対して遅延時間を短縮するように動的に適応

化してﾙｰﾃｨﾝｸﾞを行う方法 

処理分散 特許第3100571号 

1998/02/24 

H04L 12/56 

ｴｲ ﾃｨ ｱ-ﾙ環境適応

通信研究所 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ方法､ﾙｰﾀ装置及び記録媒体 

入力ﾊﾟｹｯﾄのﾄﾗﾌｨｯｸ変動に対して遅延時間を短縮するよ

うにﾙｰﾃｨﾝｸﾞを行うことができる方法､装置及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記

録媒体 

処理時間短縮､応答

速度向上 

経路情報取得 特許第2502170号 

1990/06/21 

H04L 12/56 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ ｴｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ

高速網状接続特定区域内情報通信網のための経路指定装

置及び方法 

資源要求の先着順配慮基準に基いて使用可能資源を割

当てることにより､多くのﾊﾟｹｯﾄを同時に経路指定可能に

する 

経路設定の適正化 接続制御 特許第3196164号 

1994/11/07 

H04L 12/46 

日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ- 

ISDNを用いたLANｼｽﾃﾑ 

LAN及びISDN間を回線交換方式とﾊﾟｹｯﾄ交換方式で接続

する場合､ﾘﾓｰﾄﾌﾞﾘｯｼﾞ数の方がﾌﾞﾘｯｼﾞ数より少ないLANｼｽﾃ

ﾑであっても､ﾘﾓｰﾄLAN端末装置がLANにｱｸｾｽできる 

ル
ー
テ
ィ
ン
グ 

ﾙｰﾋﾟﾝｸﾞ､ﾙｰﾃｨﾝｸﾞの

ﾛｯｸ防止 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞｱﾙｺﾞﾘｽﾞ

ﾑ多様化 

特許第2986784号 

1998/10/07 

H04L 12/56 

ｴｲ ﾃｲ ｱ-ﾙ環境適応

通信研究所 

ﾙｰﾀ装置の制御方法及び制御装置 

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞﾛｯｸを回避してﾈｯﾄﾜｰｸ上の故障や誤りに対する

頑強性を有するﾙｰﾀ装置の制御方法及び装置 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

出願人 

発明の名称 

概要 

ア
ド
レ
ッ
シ

ン
グ 

経路設定の機能向上 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特許第3251220号 

1997/10/24 

H04L 12/66 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄとｲﾝﾄﾗﾈｯﾄのｱﾄﾞﾚｽ重複時の通信方式 

ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ(ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄなIPﾈｯﾄﾜｰｸ)の内と外にｱﾄﾞﾚｽに重複

がある場合でも､ﾎｽﾄが期待したとおりの相手と通信を保

証する 

 

通
信
制
御 

透過的ｱｸｾｽ 経路選択 特許第3016023号 

1999/01/22 

H04L 12/56 

超高速ﾈｯﾄﾜｰｸ ｺﾝ

ﾋﾟｭ-ﾀ技術研究所 

ﾈｯﾄﾜｰｸ資源予約方法 

要求された帯域幅を有する単一ﾊﾟｽが存在しない場合で

も､他のﾙｰﾄに余剰がある場合は､必要な資源予約を行う 

高
速
処
理
技

術 

適正な帯域保証 帯域確保 特許第2992953号 

1998/09/25 

H04L 12/28 

超高速ﾈｯﾄﾜｰｸ ｺﾝ

ﾋﾟｭ-ﾀ技術研究所 

帯域調整ｼｽﾃﾑ 

既存ﾎｽﾄがﾈｯﾄﾜｰｸ帯域を全て予約し占有している場合で

も新規ﾎｽﾄの帯域予約を可能にする 

ﾄﾗﾌｨｯｸ､処理負荷の

増大 

ﾊﾞｯﾌｧﾒﾓﾘ強化 特許第2722053号 

1995/03/14 

H04L 12/56 

超高速ﾈｯﾄﾜｰｸ ｺﾝ

ﾋﾟｭ-ﾀ技術研究所 

輻輳通知方法 

ﾚｲﾔのﾌﾛｰ制御方式やﾌﾟﾛﾄｺﾙ種別に依存せず､中継ﾉｰﾄﾞの

輻輳状態を迅速かつ正確にｴﾝﾄﾞﾉｰﾄﾞに対して通知するこ

とができる輻輳通知方法 保
守
管
理 管理簡易化 簡易設計 特許第3241648号 

1997/11/25 

G06F 13/00,353 

中国日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続機器管理ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開発方式 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続機器(ﾊﾌﾞ､ﾙｰﾀ等)の管理ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの開発を

効率的にする 

障
害
対
策 

ｱｸｾｽの正当性評価 識別子(鍵)使用 特許第3000051号 

(異議終了) 

1998/02/20 

H04L 12/56 

流通ｼｽﾃﾑ開発ｾﾝﾀ- 

宮口研究所 

統合情報通信ｼｽﾃﾑ 

閉域網を複数つくり､複数のｱｸｾｽ制御装置に接続できる

IP端末を実現し､IPﾌﾚｰﾑ転送を行う通信での信頼性と利便

性を確保した 

多重化処理 ﾛｰｶﾙｱﾄﾞﾚｽ中継 特許第3049028号 

1998/12/22 

H04L 12/28 

九州日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ

LAN接続装置の多重化方式及びその方法 

人手を介することなく短時間で予備のLAN接続装置に切

り替え､しかもTCP/IPのｺﾈｸｼｮﾝには何の影響も与えない 

異種(網)統合 ﾒﾃﾞｨｱ､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ変

換 

特許第3298419号 

1996/07/15 

G10H  1/00 

ﾔﾏﾊ 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの接続機器 

電子楽器と他の電子機器とのﾈｯﾄﾜｰｸ化を可能にすると

ともに､従来の電子機器を有効に利用する 

運用の経済性､利便

性 

接続制御(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特許第2978836号 

1997/05/26 

H04N  1/00,107 

日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

１台のﾌｧｸｼﾐﾘ装置でﾃﾞｰﾀの送受信を複数同時に行うこ

とを可能にし､更に､ﾌｧｸｼﾐﾘ通信の通信費用を低減する 

サ
ー
ビ
ス
管
理 

電子ﾒｰﾙとの連携 転送処理 特許第3184106号 

1996/11/28 

H04N  1/32 

日本電気移動通信 

FAXﾃﾞｰﾀの電子ﾒｰﾙ転送ｼｽﾃﾑ 

公衆回線から自由な形式で送られたFAX信号を電子ﾒｰﾙ

用FAXﾃﾞｰﾀに変換してLANを介してﾕｰｻﾞに転送 

LAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特許第3215653号 

1997/05/12 

H04L 12/46,100 

日本政策投資銀行 

ﾈｯﾄﾜｰｸ接続装置 

ｼﾘｱﾙﾎﾟｰﾄしかないｺﾝﾋﾟｭｰﾀ装置でも､専用回線を使う内

部LANと､公衆回線を介する外部ﾈｯﾄﾜｰｸのﾃﾞｰﾀ/ｻｰﾋﾞｽのい

ずれも容易に享受できる 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

WAN側の拡張性 経路制御 特許第3008920号 

1998/01/28 

H04N  1/00,107 

ﾌﾞﾗｻﾞ-工業 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ経由時の第１中継点のﾒｰﾙｻｰﾊﾞが稼動していな

い場合は､公衆回線網経由に自動的に切り換える 
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主要企業以外の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

(経過情報) 

出願日 

主IPC 

出願人 

発明の名称 

概要 

WAN側の拡張性 遠隔制御 特許第3191740号 

1997/09/25 

H04L 12/66 

日新電機 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信機器､および､そのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体

遠隔地から､既存のﾌﾟﾛﾄｺﾙで初期設定可能なﾈｯﾄﾜｰｸ通信

機器を実現する 

WAN側の拡張性 ｱﾄﾞﾚｽ割当て 特許第3084681号 

(異議終了) 

1997/12/05 

H04L 12/56 

流通ｼｽﾃﾑ開発ｾﾝﾀ- 

宮口 庄司 

統合情報通信ｼｽﾃﾑ 

専用線やｲﾝﾀｰﾈｯﾄを使用せずに､通信速度､通信品質､通

信障害対策等を一元的に保証し､ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｱﾄﾞﾚｽ体系を殆

ど変更することなく､通信でのｾｷｭﾘﾃｨや信頼性を確保した

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
拡
張
性 

  特許第3297055号 

1996/12/20 

H04L 12/ 

NTTﾄﾞｺﾓ 

移動無線ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

物理ﾈｯﾄﾜｰｸと仮想ﾈｯﾄﾜｰｸ上のｱﾄﾞﾚｽ体系とを対応させ

て､ﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｰﾀのﾙｰﾃｨﾝｸﾞを自動的に行い､伝送を行う移動

無線ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑ 

LAN側の拡張性 端末情報設定 特許第3070255号 

1992/06/12 

H04N  1/00,107 

ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

ﾌｧｸｼﾐﾘの通信状態を通信の時間と同期､又は非同期で遠

隔地から知ることを可能にするﾌｧｯｸｽ装置 Ｉ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス 

課金 接続制御(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特許第3206460号 

1996/11/20 

H04M 11/00,303 

日新電機 

ﾈｯﾄﾜｰｸ通信ｼｽﾃﾑ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話やｲﾝﾀｰﾈｯﾄVPNなどを､接続のための長い待

ち時間なしに利用することができる 

ス
ト
リ
ー
ミ

ン
グ 

適正な帯域保証 ﾄﾝﾈﾘﾝｸﾞ､ﾌｨﾙﾀﾘﾝ

ｸﾞ併用 

特許第3150624号 

1996/09/13 

H04L 12/46 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ ﾋﾞｼﾞｮﾝ ﾗﾎﾞ

ﾗﾄﾘ-ｽﾞ 

通信ｼｽﾃﾑ及び通信経路制御方法 

ﾃﾞｰﾀの利用形態に応じて管理､制御でき､そのｽﾄﾘｰﾑﾃﾞｰﾀ

に関連するﾕｰｻﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのみにその管理､制御操作を許

してｾｷｭﾘﾃｨを保証できるようにする 

LAN側の拡張性 汎用化(共用化)

設計 

特許第3231722号 

1999/01/07 

H04M  3/42 

日本電気通信ｼｽﾃﾑ 

通話録音ｼｽﾃﾑおよび通話録音方法､並びに記録媒体 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話ｼｽﾃﾑにおいて､効率的に通話録音を行うこ

とができる 

運用の経済性､利便

性 

簡易設計 特許第3242361号 

1998/01/26 

H04N  1/32 

ﾌﾞﾗｻﾞ-工業 

ﾌｧｸｼﾐﾘ装置 

より少ない操作によって宛先と送信経路を指定するこ

とができ､利用者の操作を簡略化する 

利
用
者
サ
ー
ビ
ス 

情報検索 ｻｰﾋﾞｽの共用 特許第3142820号 

1998/08/27 

H04L 12/56 

NTTﾄﾞｺﾓ 

ﾌﾟｯｼｭ型情報配信方法およびその中継装置 

中継装置がｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｻｰﾊﾞに代わってﾌﾟｯｼｭ型

情報配信ｻｰﾋﾞｽの一部を担う 

ケ
ー
ブ
ル
配
線
、

実
装
技
術 

経済性の向上 ｻｰﾋﾞｽ統合(電話

/IP電話､FAX/電

子ﾒｰﾙ) 

特許第3183025号 

1994/03/31 

H04L 12/28 

松下電工 

配線ｼｽﾃﾑ 

個別のｼｽﾃﾑ毎に独自の配線系を設けることなしに､自由

にｼｽﾃﾑ設計のできる配線ｼｽﾃﾑ 
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資料５. ライセンス提供の用意のある特許 

ブロードバンドルータ技術に関する開放可能な特許（ライセンス提供の用意のある特

許）を、特許流通データベース（独立行政法人工業所有権総合情報館のホームページ参

照）による検索結果に基づき、以下に示す。検索に使用したキーワードは「ルータ」、お

よび「中継装置」である。 

 

表 開放可能な特許リスト 

特許番号 発明の名称 出願人 

特許第2856095 セル・パケット変換モジュールのキャッシング方法 住友電気工業 

特許第3001673 データ伝送装置  東芝  

特願2000-343466  試験装置  富士通 

特許第3001899 中継装置  東芝  

特許第3190300 パケット中継制御方法  日本電信電話 

特許第2605544 インターネットワーク装置  三菱電機 
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